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施
設

 
乳

児
院

 
児

童
養

護
施

設
 

情
緒

障
害

児
 

短
期

治
療

施
設

 
児

童
自

立
支

援
 

施
設

 
母

子
生

活
支

援
施

設
 

自
立

援
助

 
ホ

ー
ム

 
 

対
 象

 児
 童

 
乳

児
（
特

に
必

要
な

場
合

は
、
幼

児
を
含

む
）
 

保
護

者
の

な
い
児

童
、

虐
待

さ
れ

て
い

る
児

童
そ
の

他
環

境
上

養
護

を
要

す
る

児
童

（
特

に
必

要
な
場

合
は
、
乳
児
を
含
む
）
 

軽
度
の
情
緒
障
害

を
有
す
る
児
童

 
不

良
行

為
を
な
し
、

又
は
な
す
お
そ
れ
の

あ
る

児
童

及
び

家
庭

環
境

そ
の

他
の

環
境

上
の

理
由

に
よ
り
生

活
指

導
等

を
要
す
る
児
童

 

配
偶

者
の

な
い

女
子

又
は
こ
れ
に
準

ず
る
事

情
に
あ
る
女

子
及

び
そ

の
者

の
監

護
す
べ
き
児
童

 

義
務

教
育

を
終

了
し

た
児

童
で
あ

っ
て
、

児
童

養
護

施
設

等
を
退
所
し
た
児
童
等

 

施
 設

 数
 

13
0か

所
 

58
9か

所
 

38
か
所

 
58

か
所

 
26

3か
所

 
99

か
所

 

定
員

 
3,

85
3人

 
34

,2
52

人
 

1,
77

9人
 

3,
85

4人
 

5,
26

5世
帯

 
65

6人
 

現
員

 
3,

00
0人

 
29

,3
99

人
 

1,
28

6人
 

1,
52

5人
 

3,
71

4世
帯

 
児
童

6,
02

8人
 

39
0人

 

職
員

総
数

 
4,

08
8人

 
15

,5
75

人
 

94
8人

 
1,

80
1人

 
1,

97
2人

 
37

2人
 

里
親

 
家
庭
に
お
け
る
養
育
を

 
 

里
親
に
委
託

 
登

録
里

親
数

 
委

託
里

親
数

 
委

託
児

童
数

 
フ

ァ
ミ

リ
ー

ホ
ー

ム
 

養
育
者
の
住
居
に
お
い
て
家
庭

養
護
を
行
う

(定
員
５
～
６
名

) 
8,

72
6世

帯
 

3,
29

2世
帯

 
4,

29
5人

 
区
分

 
（
里
親
は

重
複
登

録
有
り
）
 

養
育

里
親

 
7,

00
1世

帯
 

2,
61

7世
帯

 
3,

28
3人

 
ホ

ー
ム

数
 

17
7か

所
 

専
門

里
親

 
60

2世
帯

 
15

2世
帯

 
18

4人
 

養
子

縁
組

里
親

 
2,

12
4世

帯
 

18
3世

帯
 

17
9人

 
委

託
児

童
数

 
67

1人
 

親
族

里
親

 
44

5世
帯

 
43

4世
帯

 
64

9人
 

小
規

模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア

 
８
０
９
か
所

 

地
域

小
規
模
児
童
養
護
施
設

 
２
４
３
か
所

 

※
里

親
数

、
委

託
児

童
数

は
福

祉
行

政
報

告
例

（
平
成

24
年

3月
末
現

在
）
 

※
施

設
数

、
ホ
ー
ム
数

、
定

員
、
現

員
、
小
規

模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
、
地

域
小

規
模

児
童

養
護

施
設

の
か

所
数

は
 

 
 家

庭
福

祉
課

調
べ

（
平

成
24
年

10
月

1日
現
在

）
 

※
職

員
数

（
自

立
援
助

ホ
ー
ム
を
除
く
）
は

、
社
会

福
祉

施
設

等
調

査
報

告
（
平

成
2
3
年

1
0
月

1
日
現

在
）
 

※
自

立
援

助
ホ
ー
ム
の

職
員

数
は
家

庭
福

祉
課

調
べ

（平
成

2
4
年

3
月

1日
現
在

）
 

※
児

童
自

立
支

援
施

設
は

、
国

立
2
施

設
を
含

む
 

保
護

者
の
な

い
児
童
、

被
虐

待
児

な
ど
家
庭

環
境

上
養

護
を
必
要

と
す

る
児

童
な
ど
に

対
し

、
公

的
な
責
任

と
し

て
、

社
会
的

に
養

護
を
行

う
。
対
象

児
童

は
、

約
４
万
７

千
人

。
 

 
社

会
的

養
護

の
現

状
 

oacgl
関連資料８



○
 
虐
待
を
受
け
た
子
ど
も
な
ど
社
会
的
養
護
が
必
要
な
子
ど
も
を
、
地
域
社
会
の
中
で
よ
り
家
庭
的

な
環
境
で
養
育
・
保
護
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
既
存
の
建
物
の

 
 
賃
借
料
の
助
成
（
月
額

10
万
円
）
や
施
設
整
備
費
に
よ
り
、
小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
等
の
実
施
を
支
援
す
る
。

 
  

 
 
※
参
考

 
平
成
２
４
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
４
１
０
百
万
円
を
計
上
（
施
設
整
備
費
）
 

社
会

的
養

護
の
平

成
２

５
年
度
予

算
（

案
）
事
項

 

 （
１
）
施
設
に
お
け
る
家
庭
的
養
護
の
推
進

 

○
 
里
親
支
援
専
門
相
談
員
の
配
置
 

 
 
 
施
設
に
地
域
支
援
の
拠
点
機
能
を
持
た
せ
、
里
親
や
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
へ
の
相
談
等
の
支
援
体
制
の
充
実
を
図
る
た
め
、
児
童
養
護
施
設
及
び
乳
児
院

に
里
親
支
援
専
門
相
談
員
を
配
置
す
る
。
 

○
 
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
へ
の
賃
借
料
の
算
定
 

 
 
 
里
親
委
託
を
推
進
す
る
た
め
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
を
賃
貸
物
件
を
活
用
し
て
実
施
す
る
場
合
に
、
建
物
の
賃
借
料
を
助
成
（
月
額
1
0
万
円
）
す
る
。
 

○
 
里
親
支
援
機
関
事
業
の
推
進
 

 
 
 
里
親
委
託
推
進
、
里
親
の
質
の
確
保
、
里
親
へ
の
支
援
の
充
実
を
図
る
た
め
、
里
親
制
度
の
広
報
啓
発
、
研
修
の
実
施
、
委
託
里
親
へ
の
訪
問
援
助
等
を

行
う
里
親
支
援
機
関
事
業
を
推
進
す
る
。
 

○
 
調
査
研
究
事
業
の
実
施
 

 
 
 
里
親
の
養
育
技
術
の
向
上
、
里
親
支
援
、
里
親
委
託
推
進
の
取
組
の
向
上
の
た
め
、
公
益
財
団
法
人
全
国
里
親
会
に
お
い
て
、
地
域
の
里
親
会
や
里
親
支

援
機
関
等
を
対
象
に
調
査
・
研
究
を
行
う
。
 

 （
２
）
里
親
支
援
等
の
推
進
 

○
 
受
け
入
れ
児
童
数
の
拡
大
 

 
 
 
虐
待
を
受
け
た
児
童
な
ど
要
保
護
児
童
等
が
入
所
す
る
施
設
や
里
親
等
に
つ
い
て
、
受
け
入
れ
児
童
数
の
拡
大
を
図
る
。
 

○
 
児
童
養
護
施
設
等
の
心
理
療
法
担
当
職
員
の
配
置
の
推
進
 

 
 
 
入
所
児
童
等
の
心
理
的
ケ
ア
の
充
実
を
図
る
た
め
、
児
童
養
護
施
設
等
の
心
理
療
法
担
当
職
員
の
配
置
を
推
進
す
る
。
 

○
 
母
子
生
活
支
援
施
設
特
別
生
活
指
導
費
加
算
の
充
実
 

 
 
 
心
身
に
障
害
を
有
す
る
な
ど
特
に
対
応
が
困
難
な
母
子
が
４
人
以
上
い
る
場
合
に
、
母
子
支
援
員
（
非
常
勤
）
を
配
置
す
る
特
別
生
活
指
導
費
加
算
に
つ
い

て
、
支
援
の
充
実
を
図
る
た
め
、
当
該
母
子
が
８
人
以
上
い
る
場
合
に
は
２
人
目
を
配
置
す
る
。
 

 （
３

）
被
虐
待
児
童
等
へ
の
支
援
の
充
実
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○
 

児
童

家
庭

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

等
事

業
の

推
進

 
 

 
 

在
宅

の
子

ど
も

や
保

護
者

の
虐

待
等

に
関

す
る

相
談

・
支

援
体

制
を

強
化

す
る

た
め

、
児

童
家

庭
支

援
セ

ン
タ

ー
の

設
置

を
推

進
す

る
。

 
 ○

 
児

童
養

護
施

設
等

の
職

員
の

資
質

向
上

の
た
め
の

研
修

事
業

の
創

設
 

 
 

 
 

 
こ
れ

ま
で
安

心
こ
ど
も
基

金
に
お
い
て
行

っ
て
き
た
、
各

施
設

種
別

、
職

種
別

に
行

わ
れ

る
研

修
へ

の
参

加
促

進
や

、
障

害
児

施
設

や
家

庭
的

環
境

の
下

で
の

個
別

的
な
関

係
を
重

視
し
た
ケ
ア
等

を
実

施
し
て
い
る
施

設
で
の

実
践

研
修

の
実

施
を
支

援
す
る
、
児

童
養

護
施

設
等

の
職

員
の

資
質

向
上

の
た
め
の

研
修

事
業

を
当

初
予

算
で
実

施
す
る
。

 

 （
３

）
被

虐
待
児

童
等
へ

の
支
援

の
充
実

（続
） 

○
 

中
卒

・
高

校
中

退
等

児
童

に
対

す
る

資
格

取
得

等
特

別
加

算
の

適
用

 
 

 
 

児
童

養
護

施
設

等
の

入
所

児
童

や
里

親
の

委
託

児
童

の
自

立
支

援
の

充
実

を
図

る
た

め
、

現
在

、
高

校
生

に
対

し
て

資
格

取
得

等
の

た
め

の
講

習
等

を
受

け
る

費
用

を
支

給
し

て
い

る
資

格
取

得
等

特
別

加
算

に
つ

い
て

、
中

卒
・

高
校

中
退

等
児

童
も

加
算

の
適

用
対

象
と

す
る

。
 

○
 
自

立
援

助
ホ
ー
ム
の

設
置

推
進

 
 

 
 

児
童

養
護

施
設

等
を

退
所

し
、

就
職

す
る

児
童

等
の

相
談

そ
の

他
の

日
常

生
活

上
の

援
助

及
び

生
活

指
導

等
を

行
う

自
立

援
助

ホ
ー

ム
の

設
置

推
進

を
図

る
。

 
○

 
児

童
養

護
施

設
の

退
所

者
等

の
就

業
支

援
事

業
の

創
設

 
 

 
 

こ
れ

ま
で

安
心

こ
ど

も
基

金
に

お
い

て
行

っ
て

き
た

、
職

業
紹

介
を

行
っ

て
い

る
企

業
等

に
委

託
し

、
施

設
退

所
者

等
に

対
す

る
ソ

ー
シ

ャ
ル

・
ス

キ
ル

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

、
相

談
支

援
、

就
職

活
動

支
援

、
施

設
退

所
者

等
が

働
き

や
す

い
職

場
の

開
拓

及
び

就
職

後
の

職
場

訪
問

等
を

行
う

、
児

童
養

護
施

設
の

退
所

者
等

の
就

業
支

援
事

業
を

当
初

予
算

で
実

施
す

る
。

 

 （
４

）
要

保
護
児

童
の
自

立
支
援

の
充
実

 

※
 

児
童

入
所

施
設

措
置

費
等

国
庫

負
担

金
及

び
婦

人
保

護
費

国
庫

負
担

金
及

び
国

庫
補

助
金

が
支

弁
さ

れ
て

い
る

公
立

施
設

は
、

公
務

員
の

給
与

改
定

に
関

す
 

 
る

取
扱

い
に

つ
い

て
（

平
成

２
５

年
１

月
２

４
日

閣
議

決
定

）
に

基
づ

く
地

方
公

務
員

の
給

与
削

減
に

係
る

措
置

が
適

用
さ

れ
る

た
め

、
平

成
２

５
年

７
月

 

 
か

ら
保

護
単

価
（

算
定

基
準

）
が

減
額

と
な

る
。

 

 
 

な
お

、
保

護
単

価
等

を
反

映
し

た
交

付
要

綱
（

案
）

に
つ

い
て

は
、

別
添

通
知

案
参

照
。

 



里
親

 
家

庭
に
お
け
る
養

育
を
里

親
に

委
託

す
る
家

庭
養

護
 

児
童

４
人

ま
で

 
 登

録
里

親
数

 
  
  
８
，
７
２
６
世

帯
 

 
 
う
ち
養
育
里
親

   
   
   
  ７
，
０
０
１
世
帯

 
 
 
 
 
専
門
里
親

 
 
   
   
   
   
 ６
０
２
世
帯

 
 
 
 
 
養
子
縁
組
里
親

   
２
，
１
２
４
世
帯

 
 
 
 
 
親
族
里
親

 
 
 
 
   

 ４
４
５
世
帯

 

 委
託

里
親

数
 

  
  
３
，
２
９
２
世

帯
 

委
託

児
童

数
 

  
  
４
，
２
９
５
人

 
 

 
→

２
６
年

度
目

標
 

   
養
育
里
親
登
録

 ８
，
０
０
０
世
帯

 
   
専
門
里
親
登
録

   
  
８
０
０
世
帯

 
  

 

  大
舎

（
２
０
人

以
上

）
 

中
舎

（
１
３
～

１
９
人

）
 

小
舎

（
１
２
人

以
下

）
 

 1
歳

～
１
８
歳

未
満

（
必

要
な

 
場

合
０
歳

～
２
０
歳

未
満

）
 

 職
員

は
施

設
長

等
の

ほ
か

 
 
就

学
児

童
５
．
５
：
１

 
 
３
歳

以
上

 ４
：
１

 
 
３
歳

未
満

２
：
１

 

５
８
９
か

所
 

定
員

３
４
，
２
５
２
人

 
現

員
２
９
，
３
９
９
人

 
       

 

児
童
養
護
施
設

 
地
域
小
規
模

 
児
童
養
護
施
設

 
(グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム

) 
 本

体
施

設
の

支
援

の
も
と

地
域

の
民

間
住

宅
な
ど
を

活
用
し
て
家
庭
的
養
護
を
行
う
 

定
員

６
人

 

職
員

２
人

＋
非

常
勤

１
人

＋
管

理
宿

直
 

２
４
年

度
２
４
３
か

所
 

→
２
６
年

度
目

標
 

 
 

 
 

 
３
０
０
か

所
 

 

小
規
模
住
居
型

児
童
養
育
事
業

 
（フ

ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
） 

 養
育

者
の

住
居

で
養

育
を
行

う
家

庭
養

護
 

定
員

５
～

６
人

 

養
育

者
及

び
補

助
者

 
合

わ
せ

て
３
人

 

２
４
年

度
１
７
７
か

所
 

 →
２
６
年

度
目

標
  

 
 

 
 

 
  
 

  
  
  
１
４
０
か

所
達

成
済

 
 →

将
来

像
1
0
0
0
か

所
 

乳
児
院

 
乳

児
(０
歳

)､
必

要
な
場

合
幼

児
(小

学
校

就
学

前
）
 

１
３
０
か

所
 

定
員

３
，
８
５
３
人

、
現

員
３
，
０
０
０
人

 

※
「
２
６
年

度
目

標
」
は

、
子

ど
も
子

育
て
ビ
ジ
ョ
ン

 
 

 
登

録
里

親
数

、
委

託
里

親
数

、
委

託
児

童
数

は
、
平

成
２
４
年

３
月

末
福

祉
行

政
報

告
例

。
 

 
 
施

設
数

、
定

員
、
現

員
、
小

規
模

グ
ル

ー
プ
ケ
ア
、
地

域
小

規
模

児
童

養
護

施
設

、
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
、
自

立
援

助
ホ
ー
ム
の

数
は

、
平

成
２
４
年

１
０
月

１
日

 
 

 
家

庭
福

祉
課

調
べ

。
 

児
童
自
立
生
活
援
助
事
業
（自

立
援
助
ホ
ー
ム
） 

養
護

施
設

等
退

所
後

、
就

職
す
る
児

童
等

が
共

同
生

活
を
営

む
住

居
に
お
い
て
自

立
支

援
 

２
４
年

度
９
９
か

所
 →

２
６
年

度
目

標
 １

６
０
か

所
 

 

小
規
模

 
グ
ル
ー
プ
ケ
ア

 
 
（本

園
ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
、
  

   
:グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
） 

本
体

施
設

や
地

域
で
、
 

小
規

模
な
グ
ル
ー
プ
で

 
家
庭
的
養
護
を
行

う
 

１
グ
ル

ー
プ
６
～

８
人

 
  
(乳

児
院

は
４
～

６
人

) 

職
員

１
人

＋
管

理
 

宿
直

 
を
加

算
 

２
４
年

度
８
０
９
か

所
 

→
２
６
年

度
目

標
 

  
８
０
０
か

所
達

成
済

 
(乳

児
院

等
を
含

む
）
 

  

社
会

的
養
護

が
必
要
な

児
童

を
、

可
能
な
限

り
家

庭
的

な
環
境
に

お
い

て
安

定
し
た
人

間
関

係
の

下
で
育
て

る
こ

と
が

で
き
る

よ
う

、
施
設

の
ケ
ア
単

位
の

小
規

模
化
、
里

親
や

フ
ァ

ミ
リ
ー
ホ

ー
ム

な
ど

を
推
進

 

よ
り
家
庭

的
な
養
育

環
境
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

里
親

等
委

託
率

 
  
  

  
  

  
  
里

親
＋

ﾌ
ｧ
ﾐ
ﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ
 

=
 

  
  
養

護
＋

乳
児

＋
里

親
＋

ﾌ
ｧ
ﾐ
ﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ
 

 

２
４

年
３

月
末

 
１

３
．

５
％

 
  

  
  
→

２
６

年
度

目
標

 １
６

％
 

 →
将

来
像

は
、

本
体

施
設

、
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

、
里

親
等

を
各

概
ね

３
分

の
１

 
 

児
童

養
護

施
設

の
本

体
施

設
は

、
全

て
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

に
 

施
設

の
小

規
模

化
と

家
庭

的
養

護
の

推
進
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小
規

模
化

の
意

義
・
・
「
家
庭
的
養
護
と
個
別
化
」
を
行
い
、
「
あ
た
り
ま
え
の
生
活
」
を
保
障

 


一

般
家

庭
に

近
い

生
活

体
験

を
持

ち
や

す
い

。
 


子

ど
も

の
生

活
に

目
が

届
き

や
す

く
、

個
別

の
状

況
に

あ
わ

せ
た

対
応

を
と

り
や

す
い

。
 


生

活
の

中
で

子
ど

も
た

ち
に

家
事

や
身

の
回

り
の

暮
ら

し
方

を
普

通
に

教
え

や
す

い
。

 


調

理
を

通
じ

、
食

を
通

じ
た

か
か

わ
り

が
豊

か
に

持
て

る
。

 


近

所
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
と

り
か

た
を

自
然

に
学

べ
る

。
 


集

団
生

活
に

よ
る

ス
ト

レ
ス

が
少

な
く

、
子

ど
も

の
生

活
が

落
ち

着
き

や
す

い
。

 


日

課
や

規
則

な
ど

管
理

的
に

な
り

や
す

い
大

舎
制

と
異

な
り

、
柔

軟
に

で
き

る
。

 


安

心
感

の
あ

る
場

所
で

、
大

切
に

さ
れ

る
体

験
を

提
供

し
、

自
己

肯
定

感
を

育
め

る
。

 


家

庭
や

我
が

家
の

イ
メ

ー
ジ

を
持

ち
、

将
来

家
庭

を
持

っ
た

と
き

の
イ

メ
ー

ジ
が

で
き

る
。

 


少

人
数

の
た

め
行

動
し

や
す

い
。

 


地

域
の

中
に

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
を

分
散

配
置

す
る

こ
と

に
よ

り
、

地
域

で
の

社
会

的
養

護
の

理
解

が
深

ま
る

。
 

児
童

養
護

施
設

の
小

規
模

化
の

意
義

と
課

題
 

 
 

（
平

成
２

４
年

１
１

月
「

児
童

養
護

施
設

等
の

小
規

模
化

及
び

家
庭

的
養

護
の

推
進

に
つ

い
て

」
よ

り
抜

粋
）
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 ○
職
員
が
１
人
で
多

様
な
役
割
を
こ
な
す
た
め
、
職

員
の

力
量
が
問
わ
れ
る
。
新

人
の
育
成
が
難
し
い
。

 
   ○
ホ
ー
ム
内

の
で
き
ご
と
が
周
囲
に
伝
わ
り
に
く
く
、
閉

鎖
的

あ
る
い
は
独
善
的
な
か
か
わ
り
に
な
る
危
険
性
が

あ
る
。

 
     ○
人
間

関
係

が
濃
密
と
な
り
、
子
ど
も
と
深
く
か
か

わ
れ

る
分
、

や
り
が

い
も
あ
る
が
、
職
員
の
心
労
も
多
い
。

 
○
小
規

模
化
の
当
初
は
、
集
団
内
で
押
さ
え
ら
れ
て
い
た
子

ど
も
の
感

情
が
表
に
出
や
す
く
な
り
、
衝
突
も
増
え
る
。

 
○
大
き
な
課
題
を
持

つ
子
ど
も
が
あ
る
場
合
、
少

人
数

の
職

員
で
対

応
し
づ
ら
く
、
子
ど
も
集
団
へ
の
影
響
が

多
い
。

 
   ○
家
庭

的
養
護
の
た
め
、
職
員
に
調
理
や
家
事

の
力

が
求

め
ら
れ
る
。

 
○
従
来
の

配
置
方
法
で
は
、
宿
直
回
数
が
多
く
な
り
が

ち
で
、

勤
務
時
間

が
長
く
な
り
が
ち
。

 

小
規
模
化
を
推
進
す
る
上
で
の
課
題
と
取
り
組
み
 

小
規

模
化

を
進

め
る

上
で

の
課

題
 

 ○
職

員
が

課
題

を
１
人

で
抱

え
込

ま
な
い
組

織
運
営

を
行

う
。
職

員
が

対
応

に
困

っ
た
と
き
に
、
定
期

的
に
相

談
で
き
る
場
、
す
ぐ

に
相

談
で
き
る
人

を
決

め
、
職

員
の

不
安
を
防

ぐ
。
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
不

足
に
よ
る
孤

立
、
不

安
を
防
ぐ
。

 
 ○

小
規

模
グ
ル

ー
プ
ケ
ア
や

グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
ご
と
に
、
担
当

職
員

の
勤

務
時

間
を
調

整
し
て
全
員

が
集
ま
れ

る
時

間
を
作

 
り
、
週

１
回

以
上

の
ホ
ー
ム
担

当
職
員

会
議
を
行

う
。

 
○

施
設

全
体

の
職

員
会

議
を
、
月
に
１
～

２
回

行
い
、
グ
ル

ー
プ

ホ
ー
ム
を
含

め
、
で
き
る
限

り
多
く
の

職
員
が

参
加
で
き
る
よ
う
に

す
る
。

 
 ○

ス
ー
パ

ー
ビ
ジ
ョ
ン
の

シ
ス
テ
ム
を
確
立

し
、
職
員

の
交
流

と
研

修
を
十

分
行

う
。
職
員

同
士
が

議
論
し
て
取

組
を
作
り
上

げ
て

い
く
こ
と
を
支

援
し
、
職

員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
高

め
る
ス
ー

パ
ー
バ

イ
ズ
を
行

う
。

 
○

施
設

長
や

基
幹

的
職

員
も
、
時
々

グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
に
泊

ま
 

っ
た
り
、
食

事
を
一

緒
に
と
る
機
会

を
設
け
る
。
心

理
職

、
栄

養
士

な
ど
も
ホ
ー
ム
に
積

極
的
に
入

る
な
ど
、
施

設
全

体
で
ホ
ー
ム

を
サ

ポ
ー
ト
す
る
体

制
を
つ
く
る
。

 
 ○

非
常

勤
職

員
の

配
置

を
利
用
し
て
、
宿

直
支
援

や
家
事

支
援

を
行

う
。

 
○

施
設

全
体

で
フ
リ
ー
の

応
援

職
員

を
確
保

し
、
職
員

の
病
気

、
休

暇
、
研

修
等

や
、
緊

急
時
の
対

応
や

、
新

人
の

サ
ポ
ー
ト
が

で
き
る
体

制
を
整

備
す
る
。

 

小
規

模
化

を
推

進
す

る
取

り
組

み
例

 



 都
道

府
県

が
調

整
を

行
っ

た
上

で
定

め
る

平
成

２
７

年
度

を
始

期
と

し
た

計
画

(
※

３
)
 

 

・
推

進
期

間
(
※

２
)
を

通
じ

て
達

成
す

べ
き

目
標

及
び

推
進

期
間

を
５

年
ご

と
の

３
期

（
前

期
・

中
期

・
後

期
）

に
区

分
し

た
各

期
（

５
年

）
ご

と
の

目
標

を
設

定
し

た
上

で
、

推
進

期
間

を
通

じ
て

取
り

組
む

べ
き

小
規

模
化

・
地

域
分

散
化

や
家

庭
養

護
の

支
援

を
進

め
る

具
体

的
な

方
策

を
定

め
る

こ
と

。
な

お
、

５
年

ご
と

の
期

末
に

目
標

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
。

 
 ・

平
成

２
５

年
度

及
び

平
成

２
６

年
度

の
２

年
間

は
、

「
都

道
府

県
推

進
計

画
」

と
各

施
設

の
「

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
」

と
の

調
整

期
間

と
し

、
平

成
２

７
年

度
か

ら
計

画
に

基
づ

く
取

組
を

実
施

で
き

る
よ

う
調

整
す

る
こ

と
。

 
 ・

指
定

都
市

や
児

童
相

談
所

設
置

市
が

所
在

す
る

道
府

県
で

は
、

自
治

体
の

区
域

を
越

え
て

施
設

入
所

等
の

措
置

が
行

わ
れ

る
こ

と
か

ら
、

道
府

県
と

市
が

連
携

・
調

整
し

て
計

画
を

策
定

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
に

留
意

す
る

こ
と

。
 

 ※
３

 
都
道

府
県
は

、
平
成
４

１
年

度
末

の
社
会

的
養
護
を

必
要

と
す

る
児
童

の
見
込
み

数
や

里
親

等
委
託

率
の
引
き

上
げ

の
ペ

ー
ス
を

考
慮
し
て

確
保

す
べ

き
事

業
量
を

設
定
し

た
上
で
、

こ
れ

と
整

合
性
が

図
れ
る
よ

う
に

各
施

設
ご
と

の
小
規
模

化
の

計
画

の
始
期

と
終
期
、

定
員

規
模

の
設
定

、
改
築
・

大
規

模
修

繕
の

時
期

等
に
つ

い
て
調
整

を
行

っ
た

上
で
「

都
道
府
県

推
進

計
画

」
を
策

定
。
 

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
と

都
道

府
県

推
進

計
画

 

 各
施

設
(
※

１
)
が

都
道

府
県

か
ら

の
要

請
に

基
づ

き
、

定
め

る
計

画
 

 

・
都

道
府

県
が

平
成

２
６

年
度

末
ま

で
に

「
都

道
府

県
推

進
計

画
」

を
策

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

で
き

る
限

り
速

や
か

に
「

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
」

を
策

定
し

、
都

道
府

県
に

届
け

出
る

こ
と

。
 

 ・
家

庭
的

養
護

推
進

計
画

で
は

、
各

施
設

が
そ

れ
ぞ

れ
の

実
情

に
応

じ
て

、
小

規
模

化
・

地
域

分
散

化
や

家
庭

養
護

の
支

援
を

進
め

る
具

体
的

な
方

策
を

定
め

る
こ

と
。

 
 ・

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
の

対
象

と
す

る
期

間
、

推
進

期
間

(
※

２
)
の

う
ち

で
、

各
施

設
の

実
情

に
応

じ
た

期
間

を
設

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
。

 
 ※

１
 
各
施

設
：
児

童
養
護
施

設
、

乳
児

院
 
 

 
 
※
２

 
推

進
期

間
：
平

成
２
７
年

度
を

始
期

と
し
て

平
成
４
１

年
度

ま
で

の
１
５

年
間
 

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
 

都
道

府
県

推
進

計
画

 

（
 「
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
化
及
び
家
庭
的
養
護
の
推
進
に
つ
い
て
」（

平
成
２
４
年
１
１
月
３
０
日
雇
児
発
１
１
３
０
第
３
号

 
 
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
）よ

り
抜
粋
） 
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「
都

道
府

県
推

進
計

画
」
と
「
家

庭
的

養
護

推
進

計
画

」
の

関
係

 

２
７
年

度
（※

） 
３
６
年

度
・３

７
年
度

 

前
期

 
中

期
 

後
期

 

都 道 府 県 推 進 計 画 各 施 設 の 家 庭 的 養 護 推 進 計 画 

２
５
年

度
 

Ａ
児

童
養

護
施

設
 

Ｂ
児

童
養

護
施

設
 

Ｃ
乳

児
院

 

Ｄ
乳

児
院

 

【 調 整 期 間 】 都 道 府 県 と 各 施 設 で 、 小 規 模 化 等 の 計 画 の 始 期 と 終 期

並 び に そ の 内 容 を 調 整 。 （ 定 員 規 模 の 設 定 、 改 築 ・ 大 規 模 修 繕 の 時 期

等 ） 里 親 等 委 託 率 の 引 上 げ の ペ ー ス を 考 慮 

      
Ａ
児

童
養

護
施

設
の

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
 

・
本

園
を
改

築
し
、
定

員
を
引

き
下

げ
、
全

ユ
ニ
ッ
ト
化

、
地

域
分

散
化

及
び
里

親
等

支
援

を
実

施
 

  
 

 
 

 
 

 
 

    

 
Ｄ
乳

児
院

の
家

庭
的

養
護

推
進

計
画

 
・
本

園
を
改

築
し
、
定

員
を
引

き
下

げ
、
全

ユ
ニ
ッ
ト
化

及
び
里

親
等

支
援

を
実

施
 

３
１
年

度
・３

２
年
度

 

本
体

施
設

１
／
３

 
グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
１
／
３

 
（
分

園
型
小
規
模
グ
ル
ー
プ
ケ
ア
・
地

域
小

規
模
児
童
養
護
施
設
） 

里
親

・
フ
ァ
ミ
リ
ー
ホ
ー
ム
１
／
３

 

ス ケ ジ ュ ー ル 

Ｂ
児

童
養

護
施

設
の

家
庭

的
養

護
推

進
計

画
 

・
本

園
を
大

規
模

修
繕

し
、
定

員
を
引

き
下

げ
、
全

ユ
ニ
ッ
ト
化

、
地

域
分

散
化

及
び
里

親
等

支
援

を
実

施
 

 Ｃ
乳

児
院

の
家

庭
的

養
護

推
進

計
画

 
 
・
本

園
を
大

規
模

修
繕

し
、
養

育
単

位
の

小
規

模
化

及
び
里

親
等

支
援

を
実

施
 

 

達 成
 

達 成
 

達 成
 

達 成
 

※
子

ど
も
・
子

育
て
支

援
法

の
本

格
施

行
の

時
期

に
つ
い
て
は

、
実

際
の

消
費

税
率

引
上

げ
時

期
を
踏

ま
え
て
検

討
。

 

４
１
年

度
 



里
親
支
援
の
体
制
整
備
の
充
実
方
策
に
つ
い
て
 

(1
)里

親
委

託
推

進
の

方
策

 
・
良

い
マ
ッ
チ
ン
グ
の

た
め
に
は

、
多

数
の

候
補

が
必

要
。
 

・
登

録
さ
れ

た
多

様
な
里

親
の

状
況

が
把

握
さ
れ

、
里

親
と
児

童
相

談
所

と
支

援
者

と
の

間
に
信

頼
関

係
が

成
立

し
て
い
る
こ
と
が

重
要

。
 

・
里

親
委

託
率

を
大

幅
に
伸

ば
し
て
い
る
自

治
体

で
は

、
児

童
相

談
所

へ
の

専
任

の
里

親
担

当
職

員
の

設
置

や
、
里

親
支

援
機

関
の

充
実

、
体

験
発

表
会

や
、
 

 
市

町
村

と
連

携
し
た
広

報
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や

市
民

活
動

を
通

じ
た
口

コ
ミ
な
ど
、
様

々
な
努

力
を
行

い
成

果
を
上

げ
て
い
る
。
 

(2
)里

親
支

援
の

重
要

性
 

・
里

親
に
委

託
さ
れ

る
子

ど
も
は

、
虐

待
を
受

け
た
経

験
な
ど
に
よ
り
、
心

に
傷

を
持

つ
子

ど
も
が

多
く
、
様

々
な
形

で
育

て
づ
ら
さ
が

出
る
場

合
が

多
い
。
ま
た
、
社

会
的

養
護

の
担

い
手

で
あ
る
こ
と
や

、
中

途
か

ら
の

養
育

で
あ
る
こ
と
の

理
解

も
重

要
で
あ
る
。
 

・
そ
の

た
め
、
養

育
里

親
に
は

、
研

修
、
相

談
、
里

親
同

士
の

相
互

交
流

な
ど
の

里
親

支
援

が
重

要
で
あ
り
、
里

親
が

養
育

に
悩

み
を
抱

え
た
と
き
に
孤

立
化

を
防

ぐ
支

援
が

重
要

で
あ
る
。

 

里
親

支
援

の
体

制
整

備
 

(1
)里

親
支

援
の

取
り
組

み
内

容
を
、
児

童
相

談
所

運
営

指
針

、
里

親
委

託
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
定

め
る
。

 

・
委

託
里

親
へ

の
定

期
的

な
訪

問
の

訪
問

回
数

を
、
委

託
後

の
経

過
年

数
等

に
応

じ
て
設

定
 

 
 
（
委

託
直

後
の

２
か

月
間

は
２
週

に
１
回

程
度

、
委

託
の

２
年

後
ま
で
は

毎
月

な
い
し
２
か

月
に
１
回

程
度

、
そ
の

後
は

概
ね

年
２
回

程
度

、
そ
の

ほ
か

、
里

親
に
よ
る

養
育

が
不

安
定

に
な
っ
た
場

合
な
ど
に
は

、
こ
れ

に
加

え
て
必

要
に
応

じ
て
訪

問
。
）
  

 
・
委

託
里

親
に
は

、
複

数
の

相
談

窓
口

を
示

す
。

 

・
里

親
サ

ロ
ン
、
里

親
研

修
・
里

親
セ
ミ
ナ
ー
の

開
催

、
テ
キ
ス
ト
の

配
布

な
ど

 

・
レ
ス
パ

イ
ト
（
里

親
の

休
養

の
た
め
の

一
時

預
か

り
）
 

(2
)(

1
)を

実
行

す
る
た
め
の

体
制

整
備

 

・
児

童
相

談
所

が
取

り
組

み
の

中
心

。
里

親
担

当
者

の
配

置
（
専

任
又

は
兼

任
。
で
き
る
だ
け
専

任
が

望
ま
し
い
。
）
 

・
里

親
支

援
機

関
事

業
の

里
親

委
託

等
推

進
員

 
（
２
３
年

度
：
２
０
６
児

相
中

１
１
７
か

所
）
 

・
児

童
養

護
施

設
及

び
乳

児
院

に
置

く
里

親
支

援
専

門
相

談
員

（
平

成
２
４
年

度
新

規
）
 

 
 

 
→

定
期

的
訪

問
を
含

め
た
里

親
支

援
を
、
児

童
相

談
所

の
里

親
担

当
者

等
と
、
里

親
委

託
等

推
進

員
、
施

設
の

里
親

支
援

専
門

相
談

員
が

分
担

連
携

し
て
行

う
。

こ
の

た
め
、
定

期
的

に
会

議
を
行

う
な
ど
、
ケ
ー
ス
の

情
報

の
共

有
に
努

め
る
。

 

・
里

親
会

、
児

童
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー
、
里

親
支

援
専

門
相

談
員

を
置

く
施

設
な
ど
を
、
里

親
支

援
機

関
に
指

定
し
、
里

親
名

簿
そ
の

他
の

必
要

な
情

報
を
共

有
す
る
。

（
児

童
福

祉
法

上
、
里

親
支

援
の

業
務

の
委

託
先

に
は

守
秘

義
務

が
設

け
ら
れ

て
い
る
）
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乳
児
院

児
童
養
護
施
設

計
乳
児
院

児
童
養
護
施
設

計

北
海
道

0
3

3
8

徳
島
県

0
1

1
3

青
森
県

0
0

0
6

香
川
県

0
0

0
2

岩
手
県

0
1

1
3

愛
媛
県

0
0

0
3

宮
城
県

0
0

0
3

高
知
県

1
0

1
2

秋
田
県

0
0

0
3

福
岡
県

3
4

7
6

山
形
県

0
1

1
2

佐
賀
県

0
1

1
1

福
島
県

0
0

0
4

長
崎
県

1
2

3
2

茨
城
県

0
1

1
3

熊
本
県

0
2

2
2

栃
木
県

1
2

3
3

大
分
県

1
4

5
2

群
馬
県

0
3

3
3

宮
崎
県

0
1

1
3

埼
玉
県

1
2

3
6

鹿
児
島
県

0
0

0
3

千
葉
県

0
4

4
6

沖
縄
県

0
2

2
2

東
京
都

6
1
4

2
0

1
1

札
幌
市

1
2

3
1

神
奈
川
県

1
3

4
5

仙
台
市

0
0

0
1

新
潟
県

0
0

0
5

さ
い
た
ま
市

0
0

0
1

富
山
県

0
0

0
2

千
葉
市

0
0

0
1

石
川
県

0
0

0
2

横
浜
市

0
0

0
4

福
井
県

0
1

1
2

川
崎
市

0
1

1
3

山
梨
県

1
1

2
2

相
模
原
市

0
0

0
1

長
野
県

0
0

0
5

新
潟
市

0
0

0
1

岐
阜
県

0
0

0
5

静
岡
市

0
0

0
1

静
岡
県

0
2

2
5

浜
松
市

0
0

0
1

愛
知
県

1
0

1
1
0

名
古
屋
市

0
0

0
2

三
重
県

0
0

0
5

京
都
市

0
0

0
2

滋
賀
県

1
1

2
2

大
阪
市

2
2

4
1

京
都
府

0
0

0
3

堺
市

0
2

2
1

大
阪
府

3
9

1
2

6
神
戸
市

0
0

0
1

兵
庫
県

0
4

4
5

岡
山
市

0
0

0
1

奈
良
県

0
0

0
2

広
島
市

1
1

2
1

和
歌
山
県

0
0

0
2

北
九
州
市

0
1

1
1

鳥
取
県

2
1

3
3

福
岡
市

0
0

0
1

島
根
県

0
0

0
4

熊
本
市

1
1

2
1

岡
山
県

0
0

0
3

横
須
賀
市

0
0

0
1

広
島
県

0
1

1
3

金
沢
市

0
0

0
1

山
口
県

1
5

6
5

合
計

2
9

8
6

1
1
5

2
0
7

※
１
　
里
親
支
援
専
門
相
談
員
配
置
数
に
つ
い
て
は
、
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
家
庭
福
祉
課
調
べ
（
Ｈ
２
４
．
１
１
）

※
２
　
児
童
相
談
所
数
に
つ
い
て
は
、
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
調
べ
（
Ｈ
２
４
．
４
）

（
参
考
）

児
童
相
談
所
数

里
親
支
援
専
門
相
談
員
配
置
数
（
か
所
）

（
参
考
）

児
童
相
談
所
数

里
親
支
援
専
門
相
談
員
配
置
数
（
か
所
）

里
親

支
援

専
門

相
談

員
の

配
置

状
況

（
平

成
２

４
年

１
１

月
末

現
在

）
 

・
 
里

親
支

援
専

門
相

談
員

に
つ
い
て
は

、
平
成

２
４
年

度
は
１
児

童
相

談
所

管
内
に
少
な
く
と
も
１
か
所

（２
か

所
以

上
の

複
数
配

置
可
）
 

 
の

配
置

を
想

定
 

 ・
 
将

来
は

、
全

て
の

児
童

養
護

施
設

、
乳

児
院

に
配
置

（約
７
０
０
人

） 
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里親支援専門相談員の活動等に関する調査について 
 
 里親委託等の推進のため、本年度から制度化された、里親支援専門相談員について、児

童相談所を設置する自治体に平成 24 年 11 月現在の活動状況等について調査を行った。 
 
１．里親支援専門相談員設置数 

設置児童養護施設 86 か所 児童養護施設数 589 か所 割合 14.6％ 
設置乳児院 29 か所 乳児院数 130 か所 割合 22.3％ 
設置自治体数 36 箇所 自治体数 69 か所 割合 52.2％ 

 設置初年度であるが、５割強の自治体で設置済みである。 
 設置割合は、児童養護施設が、１４．６％、乳児院が、２２．３％、施設全体で、

１６．２％である。 
 
２．里親支援専門相談員の要件と設置施設における勤続年数 
  児童養護施設 

①社会福祉士 18 人 20.9% ⅰ当該施設に新規採用 9 人 10.5% 

②精神保健福祉士 0 人 0.0% ⅱ当該施設勤続 5 年未満 12 人 14.0% 

③児童福祉司相当 10 人 11.6% ⅲ当該施設勤続 5 年以上～ 
10 年未満 

18 人 20.9% 

④施設(里親含む）の 
養育歴 5 年以上 

  

58 人 67.4% ⅳ当該施設勤続 10 年以上 
～15 年未満 

23 人 26.7% 

ⅴ当該施設勤続 15 年以上 24 人 27.9% 

  乳児院 
①社会福祉士 8 人 27.6% ⅰ当該施設に新規採用 2 人 6.9% 

②精神保健福祉士 0 人 0.0% ⅱ当該施設勤続 5 年未満 5 人 17.2% 

③児童福祉司相当 2 人 6.9% ⅲ当該施設勤続 5 年以上～

10 年未満 
3 人 10.3% 

④施設(里親含む）の 
養育歴 5 年以上 

  

19 人 65.5% ⅳ当該施設勤続 10 年以上 
～15 年未満 

6 人 20.7% 

ⅴ当該施設勤続 15 年以上 13 人 44.8% 
 要件は、施設の養育歴５年以上の職員が多く、職員の勤続年数は、１０年以上のベ

テランの職員が、児童養護施設では５割を超え、乳児院では 65.5％を占めている。ベ

テラン職員は、知識や経験が豊富であり、施設の養育にも欠かせない職員であり、施

設の中でも影響力が高い。このような職員をあてていることから、設置している施設

が里親支援や里親委託を積極的に推進しようと考えていることがうかがえる。 
 
３．活動内容 

自治体として、活動内容について取り決めがあるところは、２２自治体で、設置して

いる自治体のうち、６１．１％である。主な取り決めや実際の活動は、下記の通り。 
活動として少ないのは、地域の子育て支援機関等の関係機関との調整や紹介や委託児

童の実親との交流支援である。 



１ 活動内容の取り決めのある自治体 22 
 

２ 主な活動内容（取り決め事項と実際の活動） 

  （１） 所属施設の入所児童の里親委託の推進 取り決め事項 実際の活動 

    ① 里親への措置変更が考えられる児童のリストアップ 17 24 

    ② 週末里親・季節里親の利用が考えられる児童のリストアップ 15 24 

    ③ ①②の児童について、児童相談所への働きかけ 18 26 

  （２） 里親への措置変更児童のアフターケア 

    ③ 電話などの様子うかがい 20 23 

  （３） 地域支援としての里親支援 

    ① 委託を受けている里親の家庭訪問 16 25 

    ② 里親サロンへの出席 20 32 

  （４） 児童相談所との情報交換 

    ① 児童相談所との連絡会議への参加 18 20 

  （５） その他 

    ① 新規里親開拓 18 16 

    ⑩ 里親会の運営への参加・協力 14 24 

    ⑪ 施設職員への里親制度への理解の普及 13 27 

 
４．里親支援専門員の活動充実のための取り組み 

 活動を開始するにあたって、研修を行った自治体は 10 か所で、２７．８％。研修を予

定しているところは１４か所で、３８．９％。里親支援専門相談員が児童相談所、自治

体主管課、その他の里親支援機関などと何らかの連絡会を行うようにしている自治体は、

27 か所で、７５％。連絡会の開催頻度は、1 回／週～1 回／年と幅広い。里親支援を行

うための連携を図るためには、多くの連携の機会が確保され、情報の共有が望まれる。 
 
５．その他 

 自治体から参考資料として送付された中には、里親支援専門相談員や施設長、児童相

談所、自治体などが継続的に里親支援に関する検討会を開き、活動内容等の検討を行っ

たり、里親からの率直な意見を聴くなどの取り組みをしている自治体もあった。里親支

援専門相談員の活動実績を自治体に毎月報告するシステムを取っていたり、連絡会で、

委託の好不調を検証するなどの取り組みを行っている自治体も見られた。 
 
６．まとめ 

 里親支援専門相談員の活動は、児童相談所との密接な連携が重要である。また、里親

支援ソーシャルワークは、確立した業務方法があるものではなく、実績を積み重ねなが

らそのあり方を見出し、里親支援ソーシャルワークの専門性を高めていく必要があるた

め、里親のニーズを探る、好不調などの里親の養育について研究するなど、支援者同士

が協働して、取り組む必要がある。これらを含め里親支援専門相談員の活動の充実のた

めには、自治体主管課・児童相談所・里親支援専門相談員などとの連絡会を定期的に開

くなどして、自治体としての一体的な取り組みが必要である。なお、本年度全国里親委

託等推進委員会が取りまとめた「里親等委託率アップの報告書」には、大分県での取り

組みについて報告しているので、参考にされたい。 



                    
 

          
 具

体
的

な
取

り
組

み
事

例
（福

岡
市
）

 

○
平

成
16

年
当

時
、
福

岡
市

内
の
児

童
養
護

施
設
は

満
杯
。
児

童
養
護

施
設
を
新

設
す
る
に
し
て
も
お
金

も
時

間
も
か

か
る
。

 
 

「
施

設
が

い
っ
ぱ

い
な
の
で
、
行
き
先

確
保
の

た
め
に
里

親
を
増
や

そ
う
」

 

○
平

成
16

年
12

月
、
日

本
子

ど
も
の

虐
待

防
止

研
究
会

福
岡
大

会
が
開

催
。
子

ど
も
の

課
題
に
取
り
組

む
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を

行
っ
て
い
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
が

市
民

フ
ォ
ー
ラ
ム
を
関

連
事
業

と
し
て
開
催

。
2日

間
で

1,
00

0人
の

市
民

が
集

ま
る
。
そ
れ

を
目
の

当
た
り

に
し
た
行

政
は

「
里
親

開
拓
に
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活

用
で
き
な
い
か

？
」
と
考

え
、
「里

親
制
度

普
及
促

進
事
業

」を
委

託
 

○
最

初
に
イ
メ
ー
ジ
を
作

る
。
事

業
名
を
「
新
し
い
絆

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
、
実

行
委

員
会
の

名
称

を
「
フ
ァ
ミ
リ
ー
シ
ッ
プ
ふ

く
お
か
」
（「
里

親
＝
暗

い
イ
メ
ー
ジ
」
を
払

し
ょ
く
し
、
明

る
く
、
素

晴
ら
し
い
イ
メ
ー
ジ
に
。
→
プ
ロ
の
デ
ザ

イ
ナ
ー
と
コ
ピ
ー
ラ
イ
タ
ー
に
依

頼
） 

○
里

親
を
知

っ
て
も
ら
う
市

民
フ
ォ
ー
ラ
ム
の

開
催
。
広
報

啓
発
は

分
か
り
や

す
く
、

親
し
み

や
す
い
イ
メ
ー
ジ
で
統

一
、
感

動
で
つ
な
が

っ
て
い
く
仕

組
み
づ
く
り
（
音

楽
・
絵

本
の

朗
読

か
ら
、
里

親
の

体
験

談
に
）
、
里

親
だ
け
で
な
く
協

力
者

も
募

集
（
協

力
者

に
な
る
こ

と
で
市

民
意

識
が

醸
成

）
、
子

ど
も
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
子

ど
も
が

参
加

し
た
い
と
大

人
も
付

い
て
く
る
）

 
⇒

参
加

者
に
、
「子

ど
も
は

、
み
ん
な
社

会
の

子
」と

い
う
認

識
が
う
ま
れ

た
。

 
 

 
 
社

会
的

養
護

の
社

会
化

 
が

は
か

ら
れ

る
。

 

○
里

親
委

託
率

が
上

が
る
と
、
里
親

へ
の
委

託
児
童

数
が
増

え
る
。

 
 
里

親
家

庭
内

に
お
い
て
、
子

ど
も
や

里
親
の

様
々
な
問
題

や
課
題

が
頻
回

に
発

生
。
児
相

で
は

、
毎

日
、
毎
週

が
里
親

、
里

子
の

ニ
ー
ズ
に
沿

っ
た
相

談
支

援
の

連
続

に
な
っ
た
。
里
親

家
庭
へ

の
支
援

体
制
が

欠
か
せ

な
い
。
こ
の
た
め
、
児

相
に
里

親
支

援
の

専
従

班
を
つ
く
り
、
里

親
制

度
だ
け
に
専
念

で
き
る
組

織
及

び
ケ
ー
ス
数
に
応
じ
た
相

談
支
援

職
員
を
配

置
し
、
体

制
を
整
備

。
 

○
児

相
職

員
の

意
識
の

変
化

 
 

 
 

 
「
ま
ず
里

親
を
探

そ
う
」 

 
職

員
の

「
里

親
に
委

託
し
て
良

か
っ
た
」と

い
う
成

功
体

験
に
よ
っ
て
、
里

親
委

託
優
先

の
意

識
が

高
ま
る
。

 
 

 
し
か

し
、
施

設
に
は

、
心

理
士
な
ど
の
専

門
職

が
い
る
が

、
里

親
家
庭

の
場
合

は
す

べ
て
児
童

相
談
所

が
行

う
こ
と
に
な
る
た
め
、

里
親

委
託

は
大

変
。

 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
の

力
を
活

用
し
て
感

動
や

イ
メ
ー
ジ
づ
く
り
を
行

い
、
協

力
者

を
募

集
す
る
な
ど
市

民
参

加
型
の

普
及
活

動
を
広
く
市

民
に
働

き
か

け
る
と
と
も
に
、
児

童
相
談

所
に
里

親
支
援

専
従
班

を
配

置
す
る
な
ど
の

支
援

体
制
の

強
化
を
行

う
こ
と
に
よ
り
、
里
親

委
託
率

の
増

加
を
行

っ
た
。

 

ま
と
め

 

N
P

O
 

児
童

相
談

所
 

里
親

委
託

推
進

の
取

組
事

例
 

oacgl
関連資料８



  
行

 
政

 
（
子
ど
も
関
係
・
保
健
福
祉
・
教
育
な
ど
）

 

福
岡

市
 
行

政
と
市

民
が

協
働

で
取

り
組

む
 

  
子
ど
も
関
係

N
PO

・
団
体

 
（
教
育
・
福
祉
・
虐
待
防
止
・
遊
び
・
文
化
） 

子
ど
も

N
PO

セ
ン
タ
ー
福

岡
 

（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
務
局
）

 
福

岡
市

こ
ど
も
総

合
相

談
セ
ン
タ
ー

 

企
業

 

N
PO

 

大
学

 

保
育

所
 

公
民

館
 

市
 

 
民

 

里
親

・
協

力
者

の
募

集
 

理
解

・
参

加
協

力
 学
校

 

区
保

健
福

祉
セ

ン
タ
ー

 

連
携

・
協

働
 

里
親

会
 

子
ど
も

の
村

福
岡

 

キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
や
デ
ザ
イ
ン

な
ど
の
イ
メ
ー
ジ
づ
く
り
、

 
子
ど
も
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
な
ど

 

里
親
委
託
優
先
、

 
民
間
の
活
用
、

 
里
親
支
援
体
制
の
確
保

 

子
ど
も

 
FH

養
育

者
 

里
親

 

里
親

・
 

 
メ
デ
ィ
ア

 
FH

養
育

者
 

幼
稚

園
 

乳
児

院
・
児

童
養

護
施

設
等

 



                    
 

        

具
体

的
な
取

り
組

み
事

例
（大

分
県
）

 

○
平

成
１
２
年

～
１
３
年

当
時

、
児

童
養
護

施
設
等

が
満
杯

。
県

と
し
て
、
要

保
護

児
童
の

措
置
先

の
選
択

肢
の
乏

し
さ
や

集
団
生

活
に
適

応
で
き
な
い
子

の
存
在

が
あ
っ
た
。
平

成
１
４
年

の
国

に
よ
る
里

親
制
度

の
改
革

が
あ
り
、
「
子

ど
も
の

最
善
の

利
益
を
確

保
す
る
」と

い
う
児

童
の

権
利

条
約

に
基

づ
い
た
視

点
か

ら
、
児

童
相
談
所

内
で
里

親
制
度

の
有

効
性

を
取

り
ま
と
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。

 

○
里

親
委

託
の

成
功
体

験
を
共
有

。
里

親
委

託
し
て
み
る
と
子

ど
も
た
ち
の
表

情
な
ど
に
変

化
が
見

ら
れ

、
有
効

と
考
え
る
よ
う
に

な
っ
た
。
こ
れ

が
児

童
相
談

所
全
体

に
と
っ
て
「里

親
委
託

の
成
功

体
験
」
に
つ
な
が
っ
た
。
大

分
県
で
は
、
児

童
福
祉

司
を
専
門

職
に
し
て
い
な
い
が

、
児

童
相

談
の
経

験
を
持
つ
者
を
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ
ー
の

立
場

で
再

度
赴
任

さ
せ

る
な
ど
、
児
童

相
談
所

の
専
門

性
の

確
保

に
努

め
、
組

織
的
に
里

親
委

託
を
推

進
し
た
。

 

○
大

分
県

で
は

、
一
中

学
校
区

に
一

里
親
家

庭
を
目
標

に
、
平

成
１
７

年
度

か
ら
里

親
制

度
説

明
会
を
全

市
町
村

で
継

続
的
に
開

催
。
市

町
村

広
報

の
２
～

３
週

間
後

に
説

明
会

を
実

施
す
る
と
人

が
集

ま
り
や

す
い
。
真

剣
に
考

え
て
里

親
に
な
っ
て
く
れ

る
人

に
し
っ
か

り
と
し
た
情

報
を
届

け
る
。
併

せ
て
市
町

村
へ
継

続
的
に
ア
プ
ロ
ー
チ
。

 

里
親

に
な
る
こ
と
を
真

剣
に
考

え
る
人

に
対

象
を
絞

り
、
参
加

者
の
興

味
や
理

解
に
あ
わ

せ
て
情
報

を
届

け
る
活

動
お
よ
び
里

親
専

任
職

員
を
置

く
な
ど
の

児
童

相
談

所
の
里

親
支
援

体
制
の

強
化
を
、

10
年

間
か
け
て
、
着

実
か

つ
継

続
的
に
行
う
こ
と
に
よ
り
、
里

親
委

託
率

の
増

加
を
行

っ
た
。

 

○
施

設
と
の
連

携
・相

互
理

解
を
県
の

事
業
展

開
の
大

き
な
柱

に
。
乳

児
院
や

児
童
養

護
施
設

の
理
解

を
得

る
と
と

も
に
施

設
に
よ
る
里

親
へ

の
支
援

が
不
可

欠
と
考

え
、
児

相
の

呼
び
掛

け
で
施

設
職

員
が

里
親
研

修
に
参

加
。
里

親
へ

の
肯

定
的

理
解

が
高

ま
る
。

 
 

○
里

親
支

援
を
丁

寧
に
行

う
。
里

親
制
度

に
か

か
わ
る
児

童
相
談

所
の
人

員
を
増
や

し
体
制

強
化
（
里
親

専
任
職

員
の
配

置
）

 
 
里

親
専

任
職

員
を
置

く
こ
と
で
専

門
性

の
向
上

、
里

親
研

修
や
レ
ス
パ
イ
ト
ケ
ア
、
里
親

登
録
証

の
発
行

な
ど
。

 
○

里
親

の
社
会

的
養
護

の
担
い
手
と
し
て
の

意
識

を
高

め
る
。
里

親
会
へ

の
里
親

サ
ロ
ン
の
委

託
や
措

置
費
の

請
求
を
里

親
自
身

が
行

う
取

り
組

み
。

 

ま
と
め
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(H

) 

大
分

県
の

里
親

委
託

率
の

推
移

（
％
）

 

所 内 に て 里 親 制 度 の 有 効 性 を と り ま と

め る 

施 設 と の 協 働 を 所 内 で 確 認 

県
民
向
け
の
里
親
制
度
説
明
会
の

開
始

 

市 町 村 単 位 の 説 明 会

の 開 始 。 事 業 の 予 算

化 

里 親 開 拓 ・ 支 援 の た

め の 各 種 事 業 開 始 

Ｓ Ｖ に よ る 所 内

職 員 へ の サ ポ ー

ト 。 施 設 と の 協

働 体 制 が 進 む 

児 相 に よ る 里 親 事 業 の

包 括 的 な 調 整 。 チ ー ム

ワ ー ク で の 取 り 組 み 

 ○
里
親
委
託
を
推
進
す
る
理
由
が
「
子
ど
も
の
最
善
の
利
益
を
確
保
す
る
」
と
い
う
子
ど
も
中
心
の
視
点
で
あ
っ
た
こ
と

 
○
里
親
と
施
設
の
相
互
理
解
・
連
携
が
里
親
委
託
推
進
に
か
か
わ
る
事
業
展
開
の
大
き
な
柱
に
な
っ
た
こ
と

 
○
施
設
入
所
児
童
の
う
ち
、
里
親
委
託
が
適
当
な
子
ど
も
の
選
定
や
措
置
変
更
が
、
施
設
と
里
親
の
理
解
・協

力
の
も
と
に
円
滑

に
行
わ
れ
た
こ
と

 
○
児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
、
職
員
の
里
親
委
託
の
有
効
性
理
解
が
進
ん
だ
こ
と

 
 

里
親
委
託
率
の
顕
著
な
伸
び
を
も
た
ら
し
た
取
り
組
み
の
要
因
（大

分
県
）

 

専
任
職
員
（
常
勤
）
の

配
置
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堺 市   

名 古 屋 市   

大 阪 府   

神 戸 市   

京 都 府   

鹿 児 島 県   

愛 媛 県   

岐 阜 県   

金 沢 市  

高 知 県   

長 崎 県   

熊 本 県   

京 都 市   

熊 本 市  

大 阪 市   

長 野 県   

兵 庫 県   

奈 良 県   

秋 田 県   

広 島 市   

岡 山 市   

岡 山 県   
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新 潟 市   

静 岡 市   

福 岡 市   

山 梨 県   

滋 賀 県   

沖 縄 県   

宮 城 県   

新 潟 県   

 
都

道
府
県

市
別

の
里

親
等

委
託

率
の

差
 

 
 

 
６
９
都

道
府

県
市

別
里

親
等

委
託

率
（
平

成
２
３
年

度
末

）
 

 
 
里

親
等

委
託

率
は

、
自

治
体

間
の
格

差
が
大

き
い

 
 

 
 

 
 
全

国
：
 
１
３
．
５
％

 
 

 
 

 
 
最

小
：
 

 
４
．
２
％

 
（
堺

市
）
 

 
 

 
 

 
最

大
：
 
３
９
．
０
％

 
（
新

潟
県

）
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
里

親
・
ﾌ
ｧ
ﾐﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ
委

託
児

童
数

 
※

 
里

親
等

委
託

率
（
％

）
＝

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 乳
児

院
入

所
児

＋
児

童
養

護
施

設
入

所
児

＋
里

親
・
ﾌ
ｧ
ﾐﾘ
ｰ
ﾎ
ｰ
ﾑ
委

託
児

 
  
資

料
：
平

成
２
３
年

度
福

祉
行

政
報

告
例
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※
宮
城
県
、
岩
手
県
及
び
仙
台
市
に
つ
い
て
は
、
増
加
幅
が
大
き
い
（
宮
城
県
：
2
6
.
3
％
増
（
8
.
0
％
→
3
4
.
3
％
）
、
岩
手
県
1
5
.
8
％
増
（
1
0
.
4
％
→
2
6
.
2
％
）
、
 

 
仙
台
市
：
1
2
.
8
％
増
（
1
1
.
6
％
→
2
4
.
4
％
）
）
が
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
親
族
に
よ
る
里
親
が
増
え
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
除
い
て
 

 
い
る
。

 

里
親

等
委

託
率

の
最

近
７

年
間

の
増

加
幅

の
大

き
い

自
治

体
 

 
 

 
増
加
幅
 

(１
６
→
２
３
比
較
) 

里
親
等
委
託
率
 

平
成
１
６
年
度
末
 

平
成
２
３
年
度
末
 

１
 

福
岡

市
 

2
1
.
0%
増
加
 

 
6
.
9%
 

2
7
.
9%
 

２
 

大
分

県
 

1
6
.
4%
増
加
 

 
7
.
4%
 

2
3
.
8%
 

３
 

福
岡

県
 

1
1
.
7%
増
加
 

 
4
.
0%
 

1
5
.
7%
 

４
 

山
梨

県
 

1
1
.
7%
増
加
 

1
7
.
8%
 

2
9
.
4%
 

５
 

静
岡

県
 

1
1
.
6%
増
加
 

1
0
.
6%
 

2
2
.
2%
 

(静
岡
市
・
浜
松
市
分
を
含
む

) 

６
 

香
川

県
 

1
0
.
2%
増
加
 

 
6
.
5%
 

1
6
.
8%
 

７
 

佐
賀

県
 

 
9
.
6%
増
加
 

 
1
.
2%
 

1
0
.
8%
 

８
 

栃
木

県
 

 
9
.
6%
増
加
 

 
7
.
9%
 

1
7
.
5%
 

９
 

滋
賀

県
 

 
9
.
6%
増
加
 

2
0
.
3%
 

2
9
.
9%
 

１
０

 
島

根
県

 
 
9
.
2%
増
加
 

1
2
.
8%
 

2
2
.
1%
 

○
最
近
７
年
間
で
、
福
岡
市
が
６
．
９
％
か
ら
２
７
．
９
％
へ
増
加
す
る
な
ど
、
里
親
等
委
託
率
を
大
幅
に
伸
ば
し
た
県
・市

も
多
い
。

 

○
こ
れ
ら
の
自
治
体
で
は
、
児
童
相
談
所
へ
の
専
任
の
里
親
担
当
職
員
の
設
置
や
、
里
親
支
援
機
関
の
充
実
、
体
験
発
表
会
や
、
市
町
村
と

 
連
携
し
た
広
報
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
や
市
民
活
動
を
通
じ
た
口
コ
ミ
な
ど
、
様
々
な
努
力
が
行
わ
れ
て
い
る
。
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岡
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満
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０
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川
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高
知
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岡
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- 
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熊
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新
生

児
等
の
新
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措
置
の
措
置
先
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治
体
別
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平
成

２
３
年

度
）
 

（
家
庭
福
祉
課

 調
べ
）
 

○
新
生
児
等
の
新
規
措
置
の
場
合
に
、
乳
児

院
へ
の

措
置
の

割
合
が

著
し
く
高

い
自
治

体
が
多

い
。
新
生

児
等
か
ら
の

里
親
委

託
の
取

組
が
必

要
。
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3
3
.
3%
 

4
  

6
6
.
7%
 

1
  

浜
松

市
 

2
  

1
1
  

4
  

3
6
.
4%
 

7
  

6
3
.
6%
 

0
  

名
古

屋
市
 

2
6
  

3
9
  

7
  

1
9
.
4%
 

2
9
  

8
0
.
6%
 

3
  

京
都

市
 

7
  

1
6
  

0
  

0
.
0
% 

1
4
  

1
0
0
.0
% 

2
  

大
阪

市
 

6
6
  

6
6
  

1
0
  

1
7
.
2%
 

4
8
  

8
2
.
8%
 

8
  

堺
市

 
0
  

0
 

0
  

－
 

 
0
 

－
 

0
  

神
戸

市
 

1
6
  

1
3
  

3
  

2
5
.
0%
 

9
  

7
5
.
0%
 

1
  

岡
山

市
 

5
  

1
0
  

0
  

0
.
0
% 

9
  

1
0
0
.0
% 

1
  

広
島

市
 

1
0
  

1
2
  

0
  

0
.
0
% 

1
1
  

1
0
0
.0
% 

1
  

北
九

州
市
 

1
2
  

1
1
  

0
  

0
.
0
% 

1
0
  

1
0
0
.0
% 

1
  

福
岡

市
 

3
6
  

2
5
  

6
  

3
0
.
0%
 

1
4
  

7
0
.
0%
 

5
  

熊
本

市
 

1
1
  

1
9
  

3
  

1
7
.
6%
 

1
4
  

8
2
.
4%
 

2
  

横
須

賀
市
 

4
  

0
 

0
  

－
 

 
0
 

－
 

0
  

金
沢

市
 

5
  

3
  

3
  

1
0
0
.0
% 

0
  

0
.
0
% 

0
  

合
計

 
1
,
2
35
  

1
,
1
18
  

2
6
3
  

2
6
.
3%
 

7
3
7
  

7
3
.
7%
 

1
1
8
  

 
 

乳
児
院
か
ら
の

措
置
解
除
児

童
数
 

 乳
児
院
か
ら
の
措
置
変
更
児
童
数
 

里
親
へ
 

児
童
養
護
施
設
へ
 
そ
の
他
へ
 

児
童
数
 

割
合
 

児
童
数
 

割
合
 

北
海

道
 

9
  

2
  

1
  

5
0
.
0%
 

1
  

5
0
.
0%
 

0
  

青
森

県
 

8
  

1
3
  

7
  

6
3
.
6%
 

4
  

3
6
.
4%
 

2
  

岩
手

県
 

1
4
  

1
0
  

5
  

5
0
.
0%
 

5
  

5
0
.
0%
 

0
  

宮
城

県
 

 
0
 

0
 

0
  

－
 

 
0
 

－
 

0
  

秋
田

県
 

5
  

6
  

1
  

2
0
.
0%
 

4
  

8
0
.
0%
 

1
  

山
形

県
 

8
  

5
  

4
  

8
0
.
0%
 

1
  

2
0
.
0%
 

0
  

福
島

県
 

7
  

9
  

3
  

3
7
.
5%
 

5
  

6
2
.
5%
 

1
  

茨
城

県
 

9
  

2
7
  

5
  

2
5
.
0%
 

1
5
  

7
5
.
0%
 

7
  

栃
木

県
 

1
3
  

2
6
  

6
  

2
3
.
1%
 

2
0
  

7
6
.
9%
 

0
  

群
馬

県
 

2
2
  

1
8
  

6
  

4
0
.
0%
 

9
  

6
0
.
0%
 

3
  

埼
玉

県
 

1
0
6
  

5
7
  

1
6
  

3
0
.
8%
 

3
6
  

6
9
.
2%
 

5
  

千
葉

県
 

2
3
  

2
8
  

1
2
  

4
8
.
0%
 

1
3
  

5
2
.
0%
 

3
  

東
京

都
 

2
6
0
  

1
2
5
  

1
6
  

1
5
.
5%
 

8
7
  

8
4
.
5%
 

2
2
  

神
奈

川
県

 
1
9
  

5
1
  

1
2
  

2
6
.
1%
 

3
4
  

7
3
.
9%
 

5
  

新
潟

県
 

4
  

1
0
  

4
  

4
0
.
0%
 

6
  

6
0
.
0%
 

0
  

富
山

県
 

8
  

4
  

1
  

3
3
.
3%
 

2
  

6
6
.
7%
 

1
  

石
川

県
 

8
  

6
  

4
  

6
6
.
7%
 

2
  

3
3
.
3%
 

0
  

福
井

県
 

6
  

6
  

1
  

2
0
.
0%
 

4
  

8
0
.
0%
 

1
  

山
梨

県
 

2
  

4
  

2
  

5
0
.
0%
 

2
  

5
0
.
0%
 

0
  

長
野

県
 

1
4
  

1
9
  

5
  

2
9
.
4%
 

1
2
  

7
0
.
6%
 

2
  

岐
阜

県
 

9
  

1
1
  

2
  

2
2
.
2%
 

7
  

7
7
.
8%
 

2
  

静
岡

県
 

1
5
  

1
7
  

5
  

3
1
.
3%
 

1
1
  

6
8
.
8%
 

1
  

愛
知

県
 

3
4
  

5
2
  

1
2
  

2
5
.
5%
 

3
5
  

7
4
.
5%
 

5
  

三
重

県
 

1
2
  

1
4
  

7
  

5
0
.
0%
 

7
  

5
0
.
0%
 

0
  

滋
賀

県
 

1
  

3
  

0
  

0
.
0
% 

2
  

1
0
0
.0
% 

1
  

京
都

府
 

8
  

4
  

1
  

2
5
.
0%
 

3
  

7
5
.
0%
 

0
  

大
阪

府
 

7
9
  

5
1
  

6
  

1
3
.
6%
 

3
8
  

8
6
.
4%
 

7
  

兵
庫

県
 

3
1
  

3
3
  

9
  

2
9
.
0%
 

2
2
  

7
1
.
0%
 

2
  

奈
良

県
 

1
2
  

6
  

1
  

1
6
.
7%
 

5
  

8
3
.
3%
 

0
  

和
歌

山
県

 
7
  

1
4
  

5
  

3
5
.
7%
 

9
  

6
4
.
3%
 

0
  

鳥
取

県
 

1
0
  

1
2
  

2
  

2
0
.
0%
 

8
  

8
0
.
0%
 

2
  

島
根

県
 

3
9
  

2
  

1
  

5
0
.
0%
 

1
  

5
0
.
0%
 

0
  

岡
山

県
 

9
  

1
5
  

3
  

2
3
.
1%
 

1
0
  

7
6
.
9%
 

2
  

広
島

県
 

6
  

8
  

3
  

3
7
.
5%
 

5
  

6
2
.
5%
 

0
  

山
口

県
 

6
  

1
7
  

5
  

2
9
.
4%
 

1
2
  

7
0
.
6%
 

0
  

乳
児

院
退

所
後

の
措
置

変
更
先

（自
治

体
別

）（
平
成

２
３
年

度
）（
単

位
：人

、
％

）  
（
家
庭
福
祉
課

 調
べ
）
 

○
乳
児
院
か
ら
の
措
置
変
更
の
場
合
に
、
児
童
養

護
施
設

へ
の
措

置
変
更

の
割
合

が
高

い
自
治
体

が
多

い
。
措
置
変

更
先
を
で
き
る
限
り
里
親
と
す
る
よ
う
、
重

点
的
な
取

組
が
必

要
。
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進
 

学
 

就
 

職
 

そ
の

他
 

大
学

等
 

専
修

学
校

等
 

児
童
養
護
施
設
児
 

1
,5
4
3人

 
1
69
人

 
1
1.
0
% 

1
70
人

 
1
1.
0
% 

1
,0
8
7人

 
7
0.
4
% 

1
17
人

 
7
.6
% 

う
ち
在

籍
児
 

1
82
人

 
3
7人

 
2
0.
3
% 

2
6人

 
1
4.
3
% 

9
2人

 
5
0.
5
% 

2
7人

 
1
4.
8
% 

う
ち
退

所
児
 

1
,3
6
1人

 
1
32
人
 

9
.7
% 

1
44
人

 
1
0.
6
% 

9
95
人

 
7
3.
1
% 

9
0人

 
6
.6
% 

（
参
考
）
全

高
卒
者
 
1
,0
6
1千

人
 

5
72
千

人
 5
3.
9
% 

2
45
千

人
 

2
3.
1
% 

1
72
千

人
 

1
6.
2
% 

7
2千

人
 

6
.8
% 

児
童

養
護

施
設

児
は

家
庭

福
祉

課
調

べ
（
「
社

会
的

養
護

の
現

況
に
関

す
る
調

査
」
）
。

 
全

中
卒

者
・
全

高
卒

者
は

平
成

２
３
年

度
学

校
基

本
調

査
。

 

※
「

高
校

等
」

は
、

高
等

学
校

、
中

等
教

育
学

校
後

期
課

程
、

特
別

支
援

学
校

高
等

部
、

高
等

専
門

学
校

 

※
「

大
学

等
」

は
、

大
学

、
短

期
大

学
、

高
等

専
門

学
校

高
等

課
程

 

※
「

専
修

学
校

等
」

は
、

学
校

教
育

法
に

基
づ

く
専

修
学

校
及

び
各

種
学

校
、

並
び

に
職

業
能

力
開

発
促

進
法

に
基

づ
く

公
共

職
業

訓
練

施
設

 

②
高

等
学
校

等
卒
業
後
の

進
路

（
平

成
２

３
年

度
末

に
高

等
学

校
等

を
卒

業
し

た
児

童
の

う
ち

、
平

成
２

４
年

５
月

１
日

現
在

の
進

路
）

 

①
中

学
校
卒
業

後
の
進
路

（
平

成
２

３
年

度
末

に
中

学
校

を
卒

業
し

た
児

童
の

う
ち

、
平

成
２

４
日

５
月

１
日

現
在

の
進

路
）

 

 
進
学

、
就
職
の
状

況
、
自
立

支
援

の
推

進
 

進
 

学
 

就
 

職
 

そ
の

他
 

高
校

等
 

専
修

学
校

等
 

児
童
養
護
施
設
児
 

2
,5
3
0人

 
2
,3
7
7人

 
9
4.
0
% 

4
2人

 
1
.7
% 

6
4人

 
2
.5
% 

4
7人

 
1
.9
% 

（
参
考
）
全

中
卒
者
 1
,1
7
7千

人
 
1
,1
5
6千

人
 
9
8.
2
% 

4千
人

 
0
.4
% 

4千
人

 
0
.4
% 

1
2千

人
 

1
.0
% 

 
高
校

進
学
率

は
高
く

な
っ
た

が
、
高
校

卒
業
後

の
進
路
は

、
一
般

に
比
べ
進

学
率
は

低
く
、
就

職
が
多

く
な
っ

て
い
る
。
 

③
措

置
延
長
の

状
況

（
予

定
を
含

む
）
 

4月
1日

か
ら

6か
月

未
満

 
2
0歳

に
到
達

す
る
ま
で

 
そ

の
他
 

9
1人

 
6
3人

 
2
8人
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か所数等

措置費支弁対象 その他
1 北 海 道 3 21 10 10
2 青 森 県
3 岩 手 県 1 6 6 6
4 宮 城 県 1 6 0
5 秋 田 県 1 6 4 4
6 山 形 県
7 福 島 県
8 茨 城 県 2 14 9 9
9 栃 木 県 2 16 14 14
10 群 馬 県 1 6 3 3 6
11 埼 玉 県 4 27 22 22
12 千 葉 県 4 24 17 17
13 東 京 都 20 136 86 6 92
14 神 奈 川 県 2 12 9 1 10
15 新 潟 県
16 富 山 県
17 石 川 県
18 福 井 県
19 山 梨 県 1 6 2 2
20 長 野 県 1 6 1 1 2
21 岐 阜 県 2 14 10 1 11
22 静 岡 県 1 6 3 3
23 愛 知 県 2 11 5 5
24 三 重 県 1 6 5 5
25 滋 賀 県 1 9 5 5
26 京 都 府
27 大 阪 府 2 12 6 2 8
28 兵 庫 県
29 奈 良 県
30 和 歌 山 県 1 6 5 5
31 鳥 取 県 3 25 16 1 17
32 島 根 県 1 6 3 3
33 岡 山 県 1 6 3 3
34 広 島 県 1 6 5 5
35 山 口 県 1 6 5 5
36 徳 島 県
37 香 川 県 2 12 8 8
38 愛 媛 県 1 6 1 1
39 高 知 県 1 5 3 3
40 福 岡 県
41 佐 賀 県
42 長 崎 県 2 12 2 2
43 熊 本 県
44 大 分 県 1 6 2 2
45 宮 崎 県 1 6 6 6
46 鹿 児 島 県 3 18 18 18
47 沖 縄 県 1 8 4 4
48 札 幌 市 3 18 8 8
49 仙 台 市 1 16 7 1 8
50 さ い た ま 市 2 12 10 10
51 千 葉 市
52 横 浜 市 2 12 10 10
53 川 崎 市 1 6 1 1
54 相 模 原 市
55 新 潟 市 1 6 6 6
56 静 岡 市
57 浜 松 市
58 名 古 屋 市 1 8 7 1 8
59 京 都 市 2 16 5 7 12
60 大 阪 市 3 15 6 4 10
61 堺 市
62 神 戸 市 1 12 5 5
63 岡 山 市 3 18 7 3 10
64 広 島 市 2 12 3 1 4
65 北 九 州 市 2 16 10 10
66 福 岡 市 2 11 5 5
67 横 須 賀 市 1 6 2 2
68 金 沢 市
69 熊 本 市

99 656 390 32 422合　　　計

（家庭福祉課調べ）

児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の実施状況（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

平成24年10月1日現在
ホームか所数

（か所）
定員（人）

現員（人）
現員（人）

都道府県市名



1 山形県
自立サポートセンター
くうくう

発達支援研究センター NPO 990-0035 山形市小荷駄町2-7

2 栃木県 だいじ家 (N)青少年の自立を支える会 NPO 320-0037 宇都宮市清住1-3-48

3 東京都
地域生活支援事業
（ふらっとホーム事業）

社会的養護の当事者
参加推進団体日向ぼっこ

NPO 113-0034
文京区湯島2-12-2
瑞穂ビル302

4 神奈川県 ブリッジ・フォー・スマイル ブリッジ・フォー・スマイル NPO 100-8228 東京都千代田区大手町2-6-4

5 石川県 石川県 石川県 都道府県・市区町村 920-8580 金沢市鞍月1-1

6 滋賀県 びっつ・ゆにっと
特定非営利活動法人
びわこ青少年をサポートする会

NPO 520-0104
大津市比叡辻1-22-19
ビラ比叡101

7
大阪府
大阪市
堺市

大阪児童福祉事業協会
アフターケア事業部

大阪児童福祉事業協会 社会福祉法人 543-0021 大阪市天王寺区東高津町12-10

8 鳥取県
退所児童等アフターケア事業
ひだまり

一般社団法人ひだまり 公益法人・日本赤十字社 680-0841 鳥取市吉方温泉1-212

9 高知県 おひさま 社会福祉法人みその児童福祉会 社会福祉法人 780-0062 高知市新本町1-7-30

10
福岡県
福岡市

いっしょ☆ふくおか
青少年の自立を支える
福岡の会

NPO 810-0042 福岡市中央区赤坂1丁目2-7-502

11 大分県
児童アフターケアセンター
おおいた

社会福祉法人清浄園 社会福祉法人 870-0021
大分市府内町2-6-17
アクアビル201号

12 横浜市 よこはま　Port For ブリッジフォースマイル NPO 220-0011
横浜市西区高島2-5-5
ハイツ横浜203号

13 金沢市 金沢市 金沢市 都道府県・市区町村 920-8577 金沢市広坂1-1-1

13か所

家庭福祉課調べ【平成２４年１０月１日現在】

退所児童等アフターケア事業一覧

自治体名 事業所名

運営事業者

郵便番号 住所

個人名又は団体名 事業者分類



 

安
心
こ
ど
も
基
金
（
国
庫
負
担
率
１
／
２
）
 

→
 
児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
 

（
統
合
補
助
金
・
国
庫
負
担
率
１
／
２
）
 

  
主
な
事
業
内
容
 

 
 
・
適
切
な
職
場
環
境
の
確
保
 

 
 
・
雇
用
先
と
な
る
職
場
の
開
拓
 

 
 
・
就
職
面
接
等
の
ア
ド
バ
イ
ス
 

 
 
・
事
業
主
か
ら
の
相
談
対
応
を
含
む
就
職
後
の
 

 
 
 
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
 

 
※
児
童
の
保
護
者
も
事
業
の
対
象
 

 

児
童
虐
待
・
Ｄ
Ｖ
対
策
等
総
合
支
援
事
業
 

（
統
合
補
助
金
・
国
庫
負
担
率
１
／
２
）
 

 主
な
事
業
内
容
 

○
退
所
前
の
児
童
に
対
す
る
支
援
 

 
・
社
会
常
識
や
生
活
技
能
等
修
得
す
る
た
め
の
支
援
 

 
・
進
路
等
に
関
す
る
問
題
の
相
談
支
援
 

 
・
児
童
同
士
の
交
流
等
を
図
る
活
動
 

○
退
所
後
の
支
援
 

 
・
住
居
、
家
庭
等
生
活
上
の
問
題
の
相
談
支
援
 

 
・
就
労
と
生
活
の
両
立
に
関
す
る
問
題
等
の
相
談
 

 
 
支
援
 

 
・
児
童
が
気
軽
に
集
ま
る
場
の
提
供
、
自
助
グ
ル
 

 
 
ー
プ
活
動
の
育
成
支
援
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所
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ー
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ア

事
業
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児

童
養

護
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設
の

退
所

者
等

の
就

業
支

援
事

業
に

つ
い

て
 

退
所
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等
 

ア
フ
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ケ
ア

事
業

 
児

童
養

護
施

設
の

退
所

者
等

 
の

就
業

支
援

事
業

 

主
と

し
て

退
所

（
前

）
児

童
の

生
活

支
援

、
児

童
同

士
の

当
事

者
活

動
に

関
す

る
自

立
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主
と
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所

（
前
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童
の

就
業
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援

に
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す
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連
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※
退
所
（
前
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児
童
の
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立
支
援
で
あ
る
生
活
支

援
及
び
就
業
支
援
に
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い
て
は
、
密
接
に
連
携
す

る
必
要
が
あ
る
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    児

 
童

 
の

 
自

 
立

 



 
・
指
針
及
び
基
準
の
定
期
的
見
直

し
、
評
価
機
関

の
認
証
と
更
新
の
サ
イ
ク
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○
社

会
的

養
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の
施

設
運

営
指

針
及

び
第

三
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評
価

基
準

に
つ

い
て

は
、

今
後

、
概

ね
３

年
ご

と
に

定
期

的
に

見
直

し
を

行
う

予
定

。
 

○
３

年
に

１
回

の
第

三
者

評
価

の
受

審
の

義
務

づ
け

で
あ

り
、

３
年

ご
と

に
評

価
基

準
の

見
直

し
を

行
う

こ
と

か
ら

、
３

箇
年

度
を

１
サ

イ
ク

ル
と

し
て

、
評

価
機

関
の

認
証

・
更

新
を

行
う

。
 

２
４
年

度
 

２
３
年

度
 

２
５
年

度
 

２
６
年
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２
７
年

度
 

２
８
年

度
 

２
９
年

度
 

指
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と
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準

の
 

検
討
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成

24
年
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証
機

関
 

研 修 
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成
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年

度
認

証
機
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２

６
年
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認
証

機
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研 修 
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指
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と
 

基
準

の
 

見
直

し
 基 準 改 定 

毎
年

度
の

自
己

評
価
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実
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３
年

に
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回
の

第
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評

価
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審
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年
度
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価
の
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３

年
に

１
回
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三
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価
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認
証
の
有
効
期
間
（
認
証
日
か
ら
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成
２
４
年
度
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始
ま

る
３
箇
年
度
ご
と
の
期
間
の
満
了
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ま
で
）
 

更
新

後
 

更
新

後
 

更
新

後
 

継 続 研 修 

指
針

と
 

基
準

の
 

見
直

し
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施
設
運
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針
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価
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準
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己
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価

 
第
三
者
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価

 

評
価
機
関

 

３
年
に
１
０
件
以
上
（
認
証
の
有
効
期
間
が
２
年

以
下
の
場
合
は
６
件
以
上
、
１
年
以
下
の
場
合
は

３
件
以
上
）
の
評
価
実
績
、
評
価
の
質
が
要
件

 

更
新

 

施
設

運
営

指
針

と
第

三
者

評
価

に
つ

い
て
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里親委託児童
（Ｄ）

ファミリーホーム
委託児童（Ｅ）

1 北 海 道 19 919 347 312 35 27.0%
2 青 森 県 26 299 62 54 8 16.0%
3 岩 手 県 20 290 110 110 - 26.2%
4 宮 城 県 42 205 129 111 18 34.3%
5 秋 田 県 19 213 23 23 - 9.0%
6 山 形 県 19 199 30 19 11 12.1%
7 福 島 県 17 369 78 78 - 16.8%
8 茨 城 県 58 679 94 76 18 11.3%
9 栃 木 県 70 440 108 105 3 17.5%

10 群 馬 県 38 337 66 47 19 15.0%
11 埼 玉 県 145 1,129 158 148 10 11.0%
12 千 葉 県 69 731 192 180 12 19.4%
13 東 京 都 402 2,827 432 378 54 11.8%
14 神 奈 川 県 51 547 75 75 - 11.1%
15 新 潟 県 14 100 73 73 - 39.0%
16 富 山 県 18 148 22 16 6 11.7%
17 石 川 県 10 164 28 28 - 13.9%
18 福 井 県 13 146 18 18 - 10.2%
19 山 梨 県 18 212 96 80 16 29.4%
20 長 野 県 50 562 55 55 - 8.2%
21 岐 阜 県 29 497 35 35 - 6.2%
22 静 岡 県 35 378 121 104 17 22.7%
23 愛 知 県 97 922 154 133 21 13.1%
24 三 重 県 29 392 83 78 5 16.5%
25 滋 賀 県 36 182 93 58 35 29.9%
26 京 都 府 37 247 17 17 - 5.6%
27 大 阪 府 106 1,284 80 76 4 5.4%
28 兵 庫 県 92 998 98 98 - 8.2%
29 奈 良 県 25 288 30 25 5 8.7%
30 和 歌 山 県 30 310 40 35 5 10.5%
31 鳥 取 県 29 187 33 28 5 13.3%
32 島 根 県 20 139 45 45 - 22.1%
33 岡 山 県 21 326 38 26 12 9.9%
34 広 島 県 31 393 53 47 6 11.1%
35 山 口 県 26 480 65 59 6 11.4%
36 徳 島 県 28 243 37 31 6 12.0%
37 香 川 県 18 141 32 26 6 16.8%
38 愛 媛 県 44 457 32 25 7 6.0%
39 高 知 県 27 338 26 17 9 6.6%
40 福 岡 県 64 585 121 112 9 15.7%
41 佐 賀 県 18 237 31 31 - 10.8%
42 長 崎 県 28 486 38 34 4 6.9%
43 熊 本 県 33 438 36 34 2 7.1%
44 大 分 県 15 370 120 82 38 23.8%
45 宮 崎 県 33 418 65 65 - 12.6%
46 鹿 児 島 県 47 706 46 38 8 5.8%
47 沖 縄 県 15 360 173 117 56 31.6%
48 札 幌 市 23 548 126 105 21 18.1%
49 仙 台 市 30 134 53 53 - 24.4%
50 さいた ま市 28 246 58 52 6 17.5%
51 千 葉 市 15 112 28 24 4 18.1%
52 横 浜 市 71 521 79 45 34 11.8%
53 川 崎 市 29 220 78 64 14 23.9%
54 相 模 原 市 8 134 24 19 5 14.5%
55 新 潟 市 14 65 30 27 3 27.5%
56 静 岡 市 4 89 36 36 - 27.9%
57 浜 松 市 6 97 17 17 - 14.2%
58 名 古 屋 市 109 616 40 36 4 5.2%
59 京 都 市 30 350 31 28 3 7.5%
60 大 阪 市 180 1,034 107 83 24 8.1%
61 堺 市 25 274 13 12 1 4.2%
62 神 戸 市 51 386 26 26 - 5.6%
63 岡 山 市 14 212 24 15 9 9.6%
64 広 島 市 16 293 32 32 - 9.4%
65 北 九 州 市 22 352 57 42 15 13.2%
66 福 岡 市 43 254 115 70 45 27.9%
67 横 須 賀 市 10 127 18 12 6 11.6%
68 金 沢 市 11 121 9 9 - 6.4%
69 熊 本 市 20 300 27 26 1 7.8%

2,890 28,803 4,966 4,295 671 13.5%合　計

【平成２３年度福祉行政報告例】

里親等委託率（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

乳児院入所児童
（Ａ）

児童養護施設
入所児童（Ｂ）

里親等委託児童（Ｃ）［（Ｄ）＋（Ｅ）］
里親等委託率

（Ｃ）/（Ａ）+(B)+（Ｃ）
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か所数等

措置費支弁対象 その他
1 北 海 道 7 41 30
2 青 森 県 4 23 15
3 岩 手 県
4 宮 城 県 4 24 14
5 秋 田 県
6 山 形 県 2 12 11
7 福 島 県 1 6 3
8 茨 城 県 3 18 14
9 栃 木 県 1 6 4
10 群 馬 県 5 28 20
11 埼 玉 県 3 18 11
12 千 葉 県 3 17 13
13 東 京 都 14 84 59
14 神 奈 川 県
15 新 潟 県
16 富 山 県 1 6 6
17 石 川 県 2 12 12
18 福 井 県
19 山 梨 県 5 28 15
20 長 野 県
21 岐 阜 県 1 5 2
22 静 岡 県 5 30 18
23 愛 知 県 4 24 18
24 三 重 県 3 18 6
25 滋 賀 県 9 53 40
26 京 都 府
27 大 阪 府 3 18 12
28 兵 庫 県
29 奈 良 県 1 6 5
30 和 歌 山 県 2 12 7
31 鳥 取 県 2 12 12
32 島 根 県
33 岡 山 県 2 11 9
34 広 島 県 1 6 6
35 山 口 県 3 16 7
36 徳 島 県 1 6 6
37 香 川 県 1 6 6
38 愛 媛 県 2 12 9
39 高 知 県 3 16 10
40 福 岡 県 2 12 12
41 佐 賀 県 1 6 2
42 長 崎 県 1 5 5
43 熊 本 県
44 大 分 県 11 66 53
45 宮 崎 県
46 鹿 児 島 県 3 15 6
47 沖 縄 県 10 58 56
48 札 幌 市 4 24 24
49 仙 台 市
50 さ い た ま 市 3 18 15
51 千 葉 市 2 12 6
52 横 浜 市 9 54 37
53 川 崎 市 3 18 13 1
54 相 模 原 市 1 6 5
55 新 潟 市 1 5 3
56 静 岡 市
57 浜 松 市
58 名 古 屋 市 1 5 4
59 京 都 市 1 5 2
60 大 阪 市 6 36 29
61 堺 市
62 神 戸 市
63 岡 山 市 3 18 8
64 広 島 市 1 6 3 1
65 北 九 州 市 4 24 18
66 福 岡 市 8 47 47
67 熊 本 市 2 12 8
68 横 須 賀 市 2 12 8
69 金 沢 市

177 1038 764 2合　　　計

（家庭福祉課調べ）

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）の実施状況（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

平成24年10月1日現在
ホームか所数
（か所）

定員（人）
現員（人）

都道府県市名

oacgl
関連資料８



施設数 定員数 在所者数
　全　　 国　 589 34,252 29,399

1 北　海　道 18 1,249 1,093
2 青　森　県 6 403 301
3 岩　手　県 6 354 301
4 宮　城　県 1 70 67
5 秋　田　県 4 249 213
6 山　形　県 5 233 206
7 福　島　県 8 456 378
8 茨　城　県 18 808 675
9 栃　木　県 11 540 471

10 群　馬　県 8 452 366
11 埼　玉　県 20 1,484 1,318
12 千　葉　県 15 905 832
13 東　京　都 58 3,111 2,954
14 神奈川県 15 1,024 878
15 新　潟　県 4 166 147
16 富　山　県 3 200 148
17 石　川　県 4 202 120
18 福　井　県 5 220 156
19 山　梨　県 6 238 212
20 長　野　県 15 686 587
21 岐　阜　県 10 604 535
22 静　岡　県 8 409 351
23 愛　知　県 20 1,078 966
24 三　重　県 12 459 384
25 滋　賀　県 4 193 168
26 京　都　府 6 315 269
27 大　阪　府 24 1,604 1,425
28 兵　庫　県 16 1,061 954
29 奈　良　県 6 372 299
30 和歌山県 8 366 318
31 鳥　取　県 5 236 194
32 島　根　県 3 170 143
33 岡　山　県 7 397 301
34 広　島　県 9 474 408
35 山　口　県 10 558 469
36 徳　島　県 7 340 257
37 香　川　県 3 161 147
38 愛　媛　県 10 565 476
39 高　知　県 8 431 341
40 福　岡　県 11 798 644
41 佐　賀　県 6 300 242
42 長　崎　県 11 662 491
43 熊　本　県 8 500 441
44 大　分　県 9 401 358
45 宮　崎　県 9 480 432
46 鹿児島県 14 849 735
47 沖　縄　県 8 432 366
48 札　幌　市 5 374 342
49 仙　台　市 4 305 293
50 さいたま市 2 110 104
51 千　葉　市 2 90 86
52 横　浜　市 10 496 432
53 川　崎　市 2 178 144
54 相模原市 1 50 48
55 新　潟　市 1 40 39
56 静　岡　市 1 86 76
57 浜　松　市 3 210 154
58 名古屋市 14 666 598
59 京　都　市 7 438 379
60 大　阪　市 10 905 778
61 堺　　　市 4 360 292
62 神　戸　市 14 760 489
63 岡　山　市 5 274 247
64 広　島　市 3 280 240
65 北九州市 6 426 349
66 福　岡　市 3 297 234
67 熊  本  市 4 296 262
68 横須賀市 2 120 106
69 金  沢  市 4 226 170

資料：家庭福祉課調べ[平成24年10月1日現在]

平成24年度
児童養護施設の施設数、定員、在所者数（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）

oacgl
関連資料８



施設数 定員数 在所者数
　全　　 国　 130 3,853 3,000

1 北　海　道 1 20 17
2 青　森　県 3 44 24
3 岩　手　県 2 43 30
4 宮　城　県
5 秋　田　県 1 30 23
6 山　形　県 1 30 18
7 福　島　県 1 40 22
8 茨　城　県 3 80 54
9 栃　木　県 2 89 64

10 群　馬　県 3 48 41
11 埼　玉　県 4 190 180
12 千　葉　県 5 103 78
13 東　京　都 10 507 408
14 神奈川県 3 85 71
15 新　潟　県 1 35 32
16 富　山　県 1 40 17
17 石　川　県 1 9 4
18 福　井　県 2 32 14
19 山　梨　県 2 35 19
20 長　野　県 4 57 49
21 岐　阜　県 2 35 32
22 静　岡　県 2 50 37
23 愛　知　県 4 109 101
24 三　重　県 2 35 31
25 滋　賀　県 1 35 34
26 京　都　府 2 40 36
27 大　阪　府 4 176 129
28 兵　庫　県 4 110 92
29 奈　良　県 2 50 28
30 和歌山県 1 40 34
31 鳥　取　県 2 35 30
32 島　根　県 1 30 21
33 岡　山　県
34 広　島　県 1 30 18
35 山　口　県 1 48 25
36 徳　島　県 1 45 28
37 香　川　県 1 29 16
38 愛　媛　県 2 60 50
39 高　知　県 1 35 26
40 福　岡　県 3 70 65
41 佐　賀　県 1 21 17
42 長　崎　県 1 40 35
43 熊　本　県 1 15 12
44 大　分　県 1 20 18
45 宮　崎　県 1 35 31
46 鹿児島県 3 65 48
47 沖　縄　県 1 20 13
48 札　幌　市 1 40 35
49 仙　台　市 2 85 77
50 さいたま市 1 9 9
51 千　葉　市 1 20 18
52 横　浜　市 3 91 82
53 川　崎　市 2 45 28
54 相模原市
55 新　潟　市
56 静　岡　市 1 20 13
57 浜　松　市 1 20 12
58 名古屋市 4 120 80
59 京　都　市 2 43 33
60 大　阪　市 4 215 175
61 堺　　　市
62 神　戸　市 3 74 61
63 岡　山　市 1 50 27
64 広　島　市 1 29 28
65 北九州市 1 33 25
66 福　岡　市 2 65 56
67 熊  本  市 2 45 41
68 横須賀市 1 19 14
69 金  沢  市 1 35 14

資料：家庭福祉課調べ[平成24年10月1日現在]

平成24年度
乳児院の施設数、定員、在所者数（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）



施設数 定員数 在所者数
　全　　 国　 38 1,779 1,286

1 北　海　道 1 50 28
2 青　森　県 1 45 29
3 岩　手　県 1 50 26
4 宮　城　県
5 秋　田　県
6 山　形　県
7 福　島　県
8 茨　城　県 1 50 19
9 栃　木　県 1 45 20

10 群　馬　県 1 53 30
11 埼　玉　県 1 60 44
12 千　葉　県
13 東　京　都
14 神奈川県
15 新　潟　県
16 富　山　県
17 石　川　県
18 福　井　県
19 山　梨　県
20 長　野　県 1 35 33
21 岐　阜　県 1 58 39
22 静　岡　県 1 50 44
23 愛　知　県 2 85 81
24 三　重　県 1 50 28
25 滋　賀　県 1 65 48
26 京　都　府 1 30 25
27 大　阪　府 3 154 129
28 兵　庫　県 1 70 61
29 奈　良　県
30 和歌山県 1 30 26
31 鳥　取　県 1 45 38
32 島　根　県 1 30 12
33 岡　山　県
34 広　島　県 1 20 19
35 山　口　県 1 50 43
36 徳　島　県
37 香　川　県 1 30 22
38 愛　媛　県
39 高　知　県 1 45 22
40 福　岡　県 1 50 25
41 佐　賀　県
42 長　崎　県 1 55 48
43 熊　本　県 1 50 38
44 大　分　県
45 宮　崎　県
46 鹿児島県 1 50 45
47 沖　縄　県
48 札　幌　市
49 仙　台　市 1 40 37
50 さいたま市
51 千　葉　市
52 横　浜　市 1 71 63
53 川　崎　市
54 相模原市
55 新　潟　市
56 静　岡　市
57 浜　松　市
58 名古屋市 1 50 35
59 京　都　市 1 50 22
60 大　阪　市 2 90 56
61 堺　　　市
62 神　戸　市
63 岡　山　市 1 30 16
64 広　島　市 1 43 35
65 北九州市
66 福　岡　市
67 熊  本  市
68 横須賀市
69 金  沢  市

資料：家庭福祉課調べ[平成24年10月1日現在]

平成24年度
情緒障害児短期治療施設の施設数、定員、在所者数（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）



施設数 定員数 在所者数
　全　　 国　 58 3,854 1,525

0 国 2 140 61
1 北　海　道 3 181 78
2 青　森　県 1 50 14
3 岩　手　県 1 45 12
4 宮　城　県 1 50 20
5 秋　田　県 1 75 21
6 山　形　県 1 35 9
7 福　島　県 1 50 14
8 茨　城　県 1 65 26
9 栃　木　県 1 60 23

10 群　馬　県 1 54 21
11 埼　玉　県 1 120 54
12 千　葉　県 1 70 51
13 東　京　都 2 252 144
14 神奈川県 1 60 26
15 新　潟　県 1 80 23
16 富　山　県 1 80 17
17 石　川　県 1 60 11
18 福　井　県 1 45 8
19 山　梨　県 1 25 12
20 長　野　県 1 70 18
21 岐　阜　県 1 50 13
22 静　岡　県 1 60 49
23 愛　知　県 1 96 26
24 三　重　県 1 60 19
25 滋　賀　県 1 80 26
26 京　都　府 1 55 32
27 大　阪　府 2 295 103
28 兵　庫　県 1 130 63
29 奈　良　県 1 60 25
30 和歌山県 1 50 17
31 鳥　取　県 1 36 8
32 島　根　県 1 48 16
33 岡　山　県 1 90 46
34 広　島　県 1 70 31
35 山　口　県 1 90 14
36 徳　島　県 1 60 11
37 香　川　県 1 30 14
38 愛　媛　県 1 27 18
39 高　知　県 1 40 13
40 福　岡　県 1 60 25
41 佐　賀　県 1 22 15
42 長　崎　県 1 45 20
43 熊　本　県 1 50 11
44 大　分　県 1 32 19
45 宮　崎　県 1 15 11
46 鹿児島県 1 40 15
47 沖　縄　県 1 36 29
48 札　幌　市
49 仙　台　市
50 さいたま市
51 千　葉　市
52 横　浜　市 2 110 49
53 川　崎　市
54 相模原市
55 新　潟　市
56 静　岡　市
57 浜　松　市
58 名古屋市 1 96 16
59 京　都　市
60 大　阪　市 1 124 65
61 堺　　　市
62 神　戸　市 1 130 43
63 岡　山　市
64 広　島　市
65 北九州市
66 福　岡　市
67 熊  本  市
68 横須賀市
69 金  沢  市

資料：家庭福祉課調べ[平成24年10月1日現在]

平成24年度
児童自立支援施設の施設数、定員、在所者数（都道府県・指定都市・児童相談所設置市別）



施設数
定員数
（世帯）

在所者数
（母親）

在所者数
（児童）

施設数
定員数
（世帯）

在所者数
（母親）

在所者数
（児童）

　全　　 国　 263 5,265 3,714 6,028 55 新潟市 2 36 21 38

1 北海道 1 20 13 19 56 静岡市 1 30 26 39

2 青森県 2 28 22 30 57 浜松市 1 30 21 45

3 岩手県 1 10 0 0 58 名古屋市 5 155 128 190

4 宮城県 4 70 30 60 59 京都市 3 70 69 114

5 秋田県 5 95 51 90 60 大阪市 4 180 159 219

6 山形県 1 20 18 51 61 堺市 1 30 29 51

7 福島県 3 75 39 58 62 神戸市 7 140 128 180

8 茨城県 6 102 44 79 63 岡山市 1 20 7 16

9 栃木県 2 40 37 69 64 広島市 4 90 79 134

10 群馬県 4 70 27 41 65 北九州市 2 59 24 37

11 埼玉県 3 53 37 60 66 福岡市 2 96 89 143

12 千葉県 3 39 34 74 67 熊本市 2 20 39 69

13 東京都 36 724 563 799 68 旭川市 1 30 30 37

14 神奈川県 2 42 9 18 69 函館市 2 46 46 63

15 新潟県 4 56 23 43 70 青森市 1 20 0 0

16 富山県 1 19 3 4 71 盛岡市 1 30 7 9

17 石川県 1 15 10 17 72 秋田市 4 80 69 99

18 福井県 1 20 11 22 73 郡山市 1 38 13 15

19 山梨県 1 10 4 7 74 いわき市

20 長野県 4 67 43 74 75 宇都宮市 1 20 20 45

21 岐阜県 3 44 16 29 76 前橋市 1 20 18 27

22 静岡県 1 25 15 25 77 高崎市 1 18 6 11

23 愛知県 5 94 70 117 78 川越市 1 10 2 6

24 三重県 5 97 66 115 79 船橋市 1 20 18 25

25 滋賀県 1 20 19 34 80 柏市

26 京都府 2 30 17 30 81 横須賀市 1 20 6 11

27 大阪府 3 90 74 130 82 富山市 1 15 3 4

28 兵庫県 3 52 41 74 83 金沢市 1 20 18 32

29 奈良県 2 50 42 80 84 長野市 1 19 11 38

30 和歌山県 4 80 58 100 85 岐阜市 2 40 38 63

31 鳥取県 5 105 94 159 86 豊橋市 1 20 20 37

32 島根県 1 20 9 14 87 岡崎市 1 20 20 35

33 岡山県 88 豊田市 1 20 20 30

34 広島県 5 93 66 127 89 大津市 1 14 12 15

35 山口県 2 36 22 34 90 高槻市

36 徳島県 3 39 21 30 91 東大阪市 1 14 4 4

37 香川県 92 豊中市

38 愛媛県 5 87 42 66 93 姫路市 1 15 15 31

39 高知県 1 15 5 11 94 西宮市 1 24 5 10

40 福岡県 9 161 97 182 95 尼崎市 1 20 15 24

41 佐賀県 3 39 28 44 96 奈良市 1 30 28 46

42 長崎県 1 6 4 7 97 和歌山市 1 18 8 12

43 熊本県 98 倉敷市 1 20 2 3

44 大分県 2 40 38 65 99 福山市 2 27 6 7

45 宮崎県 1 7 3 5 100 下関市 1 7 0 0

46 鹿児島県 6 72 38 57 101 高松市 1 20 10 16

47 沖縄県 3 53 39 71 102 松山市 1 19 12 17

48 札幌市 6 114 100 131 103 高知市 1 27 17 25

49 仙台市 2 40 33 51 104 久留米市 1 30 11 27

50 さいたま市 2 34 9 12 105 長崎市 1 15 11 28

51 千葉市 1 40 38 68 106 大分市 1 40 5 9

52 横浜市 8 155 121 199 107 宮崎市 1 20 4 5

53 川崎市 1 30 25 37 108 鹿児島市 4 80 78 136

54 相模原市 1 20 19 32

資料：家庭福祉課調べ[平成24年10月1日現在]

平成24年度
母子生活支援施設の施設数、定員、在所者数（都道府県・指定都市・中核市別）



北海道 8 8

青森県 1 1

岩手県 1 1

宮城県 1 1

秋田県

山形県 2 2

福島県

茨城県 2 1 2

栃木県

群馬県 2 2

埼玉県 3 2 1

千葉県 5 1 1 3

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県 2 2

福井県 4 2 1 1

山梨県 1 1

長野県

岐阜県 3 2 3

静岡県 1 1

愛知県

三重県 1 1

滋賀県 1 1 1

京都府 2 1 2

大阪府 1 1

兵庫県 6 6

奈良県 2 2

和歌山県 1 1 1

鳥取県 2 2 2 1

島根県

岡山県 1

広島県 1 1 1

山口県 4 1 4

徳島県 1 1

香川県 1 1

愛媛県 1 1

高知県 3 1 2

福岡県 1 1 1

佐賀県

長崎県 1 1

熊本県 1 1

大分県 2 2

宮崎県

鹿児島県

沖縄県 2 2

札幌市 4 1 3

仙台市

さいたま市

千葉市 3 1 2 1

横浜市 5 4 1

川崎市 2 2

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市 1 1

京都市

大阪市 1 1

堺市 1 1

神戸市 2 2 2

岡山市

広島市

北九州市 1 1

福岡市

熊本市

横須賀市

金沢市 1 1

合計 92か所 3か所 17か所 78か所 5か所 3か所

附置している施設等の内訳

家庭福祉課調べ（平成24年10月1日現在）

児童家庭支援センター運営事業の実施状況（都道府県・指定都市・児童相談所相設置市別）

設置数（総計）
乳児院 児童養護施設

情緒障害児
短期治療施設

母子生活支援施設
単独設置

oacgl
関連資料８



平成21年度 平成22年度 平成23年度

1 北 海 道 0 3 5 8
2 青 森 県 0 0 0 0
3 岩 手 県 1 1 1 3
4 宮 城 県 0 1 0 1
5 秋 田 県 0 0 0 0
6 山 形 県 0 0 0 0
7 福 島 県 0 1 2 3
8 茨 城 県 4 7 3 14
9 栃 木 県 6 5 2 13
10 群 馬 県 1 0 2 3
11 埼 玉 県 2 1 0 3
12 千 葉 県 5 3 3 11
13 東 京 都 30 23 30 83
14 神 奈 川 県 5 4 5 14
15 新 潟 県 0 4 0 4
16 富 山 県 1 1 0 2
17 石 川 県 0 0 0 0
18 福 井 県 0 0 0 0
19 山 梨 県 3 4 0 7
20 長 野 県 3 1 5 9
21 岐 阜 県 1 3 3 7
22 静 岡 県 56 40 29 125
23 愛 知 県 0 0 3 3
24 三 重 県 0 0 2 2
25 滋 賀 県 3 3 0 6
26 京 都 府 1 0 0 1
27 大 阪 府 18 18 41 77
28 兵 庫 県 2 0 0 2
29 奈 良 県 1 1 2 4
30 和 歌 山 県 1 0 1 2
31 鳥 取 県 0 5 2 7
32 島 根 県 0 2 0 2
33 岡 山 県 1 2 2 5
34 広 島 県 0 2 0 2
35 山 口 県 0 0 0 0
36 徳 島 県 0 0 0 0
37 香 川 県 3 1 2 6
38 愛 媛 県 3 2 0 5
39 高 知 県 0 0 4 4
40 福 岡 県 0 0 0 0
41 佐 賀 県 16 3 5 24
42 長 崎 県 0 2 1 3
43 熊 本 県 3 0 0 3
44 大 分 県 0 0 0 0
45 宮 崎 県 1 0 3 4
46 鹿 児 島 県 0 0 0 0
47 沖 縄 県 4 10 7 21
48 札 幌 市 0 0 0 0
49 仙 台 市 0 0 0 0
50 さ い た ま 市 1 1 1 3
51 千 葉 市 0 1 0 1
52 横 浜 市 4 3 3 10
53 川 崎 市 1 1 0 2
54 相 模 原 市 － 0 0 0
55 新 潟 市 0 1 0 1
56 静 岡 市 0 5 1 6
57 浜 松 市 2 1 1 4
58 名 古 屋 市 2 0 5 7
59 京 都 市 2 3 4 9
60 大 阪 市 10 4 8 22
61 堺 市 3 1 0 4
62 神 戸 市 4 0 2 6
63 岡 山 市 2 1 1 4
64 広 島 市 1 0 0 1
65 北 九 州 市 0 0 0 0
66 福 岡 市 1 0 0 1
67 横 須 賀 市 0 0 0 0
68 金 沢 市 0 0 0 0
69 熊 本 市 － 1 2 3
－ 国 立 6 0 0 6

合 計 214 176 193 583
（家庭福祉課調べ）

届出・通告受理件数総数
（単位：件） 累計

被措置児童等虐待の児童福祉法に基づく対応状況
（平成21・22・23年度報告）

oacgl
関連資料８
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員
を
経

由
す
る
場

合
を
含

む
）
並

び
に
都

道
府

県
児

童
福

祉
審

議
会

 

虐
待

を
受

け
た
被

措
置

児
童

等
 

事
実

確
認

・
訪

問
調

査
等

・
被

措
置

児
童

等
の

状
況

や
事

実
確

認
 

一
時

保
護

 
報

告
徴

収
・
立

入
調

査
・
改

善
勧

告
等

の
権

限
の

行
使

 

施
設

運
営

改
善

の
た
め
の

取
組

の
継

続
的

な
指

導
 

報
告

 

届
出

・
通

告
・
他

の
機

関
か

ら
の

通
知

の
内

容
の

検
討

 
今

後
の

対
応

方
針

に
つ
い
て
決

定
 

 

虐
待

を
受

け
た
と
思

わ
れ

る
被

措
置

児
童

等
を
発

見
し
た
者

 

通 知 

ケ
ー
ス
会

議
（
事

例
対

応
チ
ー
ム
、
専

門
家

チ
ー
ム
等

）
 

 
被

措
置

児
童

等
虐

待
が

認
め
ら
れ

る
場

合
 

被
措

置
児

童
等

虐
待

の
安

全
確

保
が

必
要

な
場

合
 

被
措

置
児

童
等

虐
待

が
疑

わ
れ

る
場

合
 

都
道

府
県

（
担

当
部

署
）
 

 
※

 

児
童

相
談

所
 

意
見

 

報
告

 

意
見

 

報
告

 

意
見

 

虐
待

を
受

け
た
児

童
に
対

す
る
支

援
同

じ
施

設
等

に
い
る

他
の

被
措

置
児

童
等

に
対

す
る
支

援
 

 

他
の

児
童

に
対

す
る
支

援
が

必
要

 
施

設
運

営
等

に
関

し
改

善
が

必
要

 

連
携

 
協

力
 

被
措

置
児

童
等

の
見

守
り
等

必
要

な
支

援
 

虐
待

以
外

の
場

合
で
関

わ
り
が

必
要

な
場

合
 

＊
各

都
道

府
県

に
お
い
て
担

当
の

主
担

当
と
な
る
担

当
部

署
を
定

め
て
お
く
こ
と
が

必
要

 
 

通 告 
通 告 

届 出 

（ 相 談 ） 

届 出 （ 相 談 ） 

都 道 府 県 児 童 福 祉 審 議 会 

入
所
児
童
か
ら

虐
待
を
受
け
た

旨
の
訴
え
を
受

け
た
施
設
職
員

等
は
速
や
か

に
自
治
体
に
連

絡
 

厚
労
省
や
自

治
体
が
作
成
し

て
い
る
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
基
づ

き
適
切
に
対
応

 

虐
待

の
予

防
及

び
早

期
発

見
の

た
め
の

取
組

の
推

進
（
自

治
体

職
員

・
施

設
職

員
・
入

所
児

童
に
対

す
る
啓

発
等

）
 



＜児童自立支援施設職員研修＞

対象者 研修目的 会場 募集人数

前期 Ｈ25. 5.22～ 5.24 武蔵野

ＯＪＴ Ｈ25. 5.25～ 9.29 各職場

※前後期とも必修 後期 Ｈ25. 9.30～10. 2 きぬ川

中堅職員研修　コースⅠ

「アセスメントと事例検討」

中堅職員研修　コースⅡ

「支援困難事例への対応」

中堅職員研修　コースⅢ

「女子の支援」

中堅職員研修　短期実習コース ① Ｈ25.11.18～11.22 武蔵野 ８名程度

② Ｈ25.11月下旬 きぬ川 １２名程度

前期 Ｈ25. 5.29～ 5.31 武蔵野

ＯＪＴ Ｈ25. 6. 1～12. 3 各職場

※前後期とも必修 後期 Ｈ25.12. 4～12. 6 武蔵野

① Ｈ25. 6.24～ 6.28 

② Ｈ25. 7. 8～ 7.12

③ Ｈ25.10.21～10.25　 

④ Ｈ25. 5月下旬

⑤ Ｈ25. 6月中旬

　武蔵野

　きぬ川

（希望で調整）

＜児童相談所職員等研修＞

＜研修指導者養成研修＞※２

Ａコース

「子どもの権利擁護と日々の養育」

Ｄコース

「チームアプローチとスーパーバイズ」

Ｆコース
「施設の小規模化及び家庭的養護の推
進とその充実」

３ー４
実習を通して具体的な支援の
方法を学ぶスキルアップ研修

新任施設長研修

８月上旬～９月上旬
（３週間程度）

（希望で調整）

児童相談所一時保護所指導者研修

里親対応関係機関職員研修
児童相談所等里親対
応担当職員等

児童自立支援施設で
の勤務経験が原則２
年以上のケアワー
カー・心理職員・教員
など

児童自立支援施設現場研修

新任職員研修　短期実習コース

新任職員研修　長期実習コース

新任職員研修

武蔵野

3 Ｈ25. 9.18～ 9.20

児童自立支援施設で実践して
いる支援について学ぶ研修（講
義と寮舎実習を組み合わせた
研修）

2

都道府県等で実施する基幹的
職員研修等を企画・実施する
者を養成する研修

2

Ｈ25.12.18～12.20

4ー２

Ｈ26. 1. 8～ 1.10

Ｈ25. 9. 4～ 9. 6

1

里親委託の推進や里親支援
等について学ぶ研修

都道府県知事（指定
都市又は児童相談所
設置市にあっては市
長）が推薦する者

Ｈ26. 1.22～ 1.24

武蔵野

３０名

Ｈ25.11. 5～11. 8

各回
３０名

1

3ー１

3ー２

8名程度3
児童相談所での勤務
経験が５年未満の者

武蔵野：武蔵野学院
きぬ川：きぬ川学院

２０名

武蔵野
児童自立支援施設の機能充
実のために必要なｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝ
ﾄ・ｽｰﾊﾟｰﾋﾞｼﾞｮﾝを学ぶ研修

３０名

３０名

期　　間

３０名

きぬ川

Ｈ25. 7.23～ 7.26

研修種別「テーマ」

1
新任施設長として児童自立支
援施設運営上必要な知識と技
術を学ぶ義務研修

4ー３

3ー３

2

4ー1

新任職員として児童自立支援
施設における基本的な知識と
技術を学ぶ基礎研修（講義と
演習を組み合わせた研修）

スーパーバイザー研修

児童自立支援施設の機能をよ
り深く理解し、具体的な支援の
方法を学ぶ基礎研修（寮舎実
習を中心としたコース）

武蔵野

児童福祉領域での勤
務経験が３年以上で、
一時保護所において
指導的立場にある者

若干名

①

②

Ｈ26. 2. 5～ 2. 7

Ｈ26. 2.19～ 2.21

指導者として必要な知識や支
援技術を学ぶ研修

児童自立支援施設で
の勤務経験が原則２
年未満の者

各回
３０名

各回
12名
程度

武蔵野

武蔵野

武蔵野

３０名

平成２５年度　国立武蔵野学院附属児童自立支援専門員養成所　研修日程（案）

ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ又は指
導的立場にある者

H24.4月以降に着任し
た施設長（着任予定
の者）

Ｈ25. 6.11～ 6.14

専門性をより向上させるための
高度な知識と技術を学ぶス
テップアップ研修

１２名程度きぬ川

各回
８名
程度

基本的な子どもの理解と支援
の方法を学ぶ基礎研修（講義
と寮舎実習を組み合わせた
コース）

武蔵野

Ｈ25. 7月上旬

oacgl
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母
子

家
庭

等
の

自
立

支
援

策
の

概
要

○
平

成
１

４
年

に
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

、
児

童
扶

養
手

当
法

等
を

改
正

し
、

「
就

業
・

自
立

に
向

け
た

総
合

的
な

支
援

」
へ

と
施

策
を

強
化

し
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。

○
具

体
的

に
は

、
「

子
育

て
・

生
活

支
援

策
」

、
「

就
業

支
援

策
」

、
「

養
育

費
の

確
保

策
」

、
「

経
済

的
支

援
策

」
の

４
本

柱
に

よ
り

施
策

を
推

進
中

。

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

（
地

方
公

共
団

体
が

国
の

基
本

方
針

を
踏

ま
え

て
策

定
）

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

（
地

方
公

共
団

体
が

国
の

基
本

方
針

を
踏

ま
え

て
策

定
）

子
育

て
と

生
活

支
援

◎
保

育
所

の
優

先
入

所
の

就
業

支
援

○
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

養
育

費
の

確
保

◎
養

育
費

相
談

支
援

セ
ン

タ

経
済

的
支

援

◎
児

童
扶

養
手

当
の

支
給

◎
保

育
所

の
優

先
入

所
の

法
定

化
◎

ヘ
ル

パ
ー

の
派

遣
な

ど
に

よ
る

子
育

て
、

生
活

支
援

策
の

実
施

○
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
の

推
進

◎
個

々
の

実
情

に
応

じ
た

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
等

と
の

連
携

に
よ

る
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

◎
養

育
費

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

の
創

設
◎

養
育

費
支

払
い

努
力

義
務

の
法

定
化

◎
「

養
育

費
の

手
引

き
」

や

◎
児

童
扶

養
手

当
の

支
給

・
自

立
を

支
援

す
る

観
点

か
ら

母
子

寡
婦

福
祉

貸
付

の
充

実
策

の
実

施
・

サ
テ

ラ
イ

ト
型

施
設

の
設

置
な

ど
母

子
生

活
支

援
施

設
の

機
能

の
拡

充

ラ
ム

の
策

定
等

・
母

子
家

庭
の

能
力

開
発

等
の

た
め

の
給

付
金

の
支

給
◎

準
備

講
習

付
き

職
業

訓
練

の
実

施
等

◎
「

養
育

費
の

手
引

き
」

や
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
の

配
布

◎
民

事
執

行
制

度
の

改
正

に
よ

る
履

行
確

保
の

促
進

実
施

等

※
上
記
の
う
ち
、
◎
は
、
父
子
家
庭
も
対
象
。
○

は
、
事
業
の
一
部
に
関
し
て
父
子
家
庭
も
対
象
。
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１
．

目
的
 

        ２
．

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
充
実
 

 
 
 
 
 
 
 

 
＜
国
＞
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜
都
道
府
県
等
＞
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

  

・
基
本
方
針
に
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の

 
 
 
・
 
基
本
方
針
に
即
し
、
職
業
能
力
の
開
発
及

び
 

支
援
に
関
す
る
事
項
を
併
せ
て
定
め
る
 
 
 
  
向
上
の
支
援
そ
の
他
母
子
家
庭
の
母
及

び
父
 

・
母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭

の
父
の

 
 
 

 
 
子
家
庭
の
父
の
安
定
し
た
就
業
を
確
保
す

る
 

安
定
し
た
就
業
を
確
保
す
る
た
め
の
支
 
 
 
 
  
た
め
の
支
援
に
特
別
の
配
慮
 

援
に
特
別
の
配
慮
 

＜
国

及
び
地
方
公
共
団
体
＞

 

  
 
 

①
 
情
報
通
信
技
術
等
に
関
す
る
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
 

②
 
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
在
宅
就
業
等
多
様
な
就
業
の
機
会
の
確
保
 

③
 
①
②
に
関
す
る
業
務
に
従
事
す
る
人
材
の
養
成
及
び
資
質
の
向
上
 

 ３
．
民
間
事
業
者
に
対
す
る
協
力
の
要
請
 

 
 
 
 
 
 
 

 
＜
国
＞
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜
地
方
公
共
団
体
＞
 

 
母
子
家
庭
の
母

及
び
父
子
家
庭
の
父
が
置
か
 
 
 
 国

の
施
策
に
準
じ
て
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
 

れ
て
い
る
特
別
の
事

情
に
鑑
み
、

民
間
事
業

 
 
 

 
よ
う
に
努
め
る
 

者
に
対
し
、
母
子
家
庭

の
母
及
び
父
子
家
庭
 

の
父
の
優
先
雇
用
そ
の
他
の
母
子
家
庭
の
母
 

及
び
父
子
家
庭

の
父
の
就
業
の
促
進
を
図
る
 

た
め
に
必
要
な
協
力
を
求
め
る

よ
う
に
努
め
る
 

母
子
家
庭
の
母
及
び

父
子
家
庭
の
父
の
就

業
の
支
援
に
関
す
る

特
別
の
措
置
 

母
子
家
庭
 

父
子
家
庭
 

の
 
福

 祉
 

母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
の
基
本
方
針
 

母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
の
自
立
促
進
計
画
 

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭

の
父
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る

に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項
 

母
子
家
庭
の
母
が
置
か
れ
て
い
る
特
別
の
事
情
 

・
子
育
て
と
就
業
と
の
両
立
が

困
難
で
あ
る
こ
と
 
 

・
就
業
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
す
る
機
会
 

 
を
必
ず
し
も
十
分
に
有
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
 等

 

  
父
子
家
庭
の
父
が
置
か
れ
て
い
る
特
別
の
事
情
 

・
子
育
て
と
就
業
と
の
両
立
が
困
難
で
あ
る
こ
と
 等

 

  

 ４
．
母
子
福
祉
団
体
等
の
受
注
機
会
の
増
大
へ
の
努
力
 

 
 
 
＜
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
＞
 
 
 
 
 
 
 
 
＜
地
方
公
共
団
体
＞
 

 
母

子
福

祉
団

体
等
の

受
注
の

機
会

の
増

大
を
 

 
 

 国
の

施
策
に

準
じ
て

必
要
な
施

策
を

講
ず

る
 

図
る

た
め
、

予
算
の

適
正
な
使

用
に

留
意

し
 
 

 
 
よ
う

に
努

め
る
 

つ
つ

、
優
先

的
に
母

子
福
祉
団

体
等

か
ら

物
 

品
及

び
役
務

を
調
達

す
る
よ
う

に
努

め
な

け
 
 

 
 
 
 
＜
地
方
独
立
行
政
法
人
＞

 

れ
ば

な
ら
な

い
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
設
立

団
体

の
措

置
に
準

じ
て
必
要

な
措

置
を
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
講
ず

る
よ

う
に

努
め
る
 

 ５
．
財
政
上
の
措
置
等
 

 
国

は
、

母
子

家
庭
の

母
及
び

父
子

家
庭

の
父
の

就
業
の
促

進
を

図
る

た
め
必

要
な
財
政

上
の

措
置
 

等
を

講
ず
る

よ
う
に

努
め
な
け

れ
ば

な
ら

な
い
 

 ６
．
そ
の
他
 

 
・
 

こ
の
法

律
は
、
公

布
の
日

か
ら

起
算

し
て
六

月
を
超
え

な
い

範
囲

内
に
お

い
て
政
令

で
定

め

る
日

か
ら
施

行
す
る
 

・
 

そ
の
他

所
要
の

規
定
の
整

備
を

行
う
 

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
つ
い
て

 
成
立
日

 
平
成
２
４
年
９
月
７
日

 
公
布
日

 
平
成
２
４
年
９
月
１
４
日

 
施
行
日

 
平
成
２
５
年
３
月
１
日
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母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
施
行
に
つ
い
て

 

項
目

 
国
で
実
施
す
る
事
項

 
地
方
公
共
団
体
へ
実
施
を
要
請
す
る
事
項

 

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業

の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
充
実
（第
２
条
・第
３

条
関
係
） 

○
 
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
の
基
本
方
針
を
特

 

 
 
別
措
置
法
の
施
行
日
（３
月
１
日
）に
改
正
・
 

 
 
適
用
す
る
こ
と
。

 

○
 
都
道
府
県
等
で
策
定
し
て
い
る
母
子
及
び
寡
婦
福

 

 
 
祉
法
の
自
立
促
進
計
画
に
つ
い
て
、
今
後
、
適
時
、

 

 
 
改
正
後
の
基
本
方
針
を
踏
ま
え
て
改
正
す
る
こ
と
。

 

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業

の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
の
公

表
（第
４
条
関
係
） 

○
 
施
策
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
毎
年
フ
ォ

 
 

 
 
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
年
に
一

 

 
 
度
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て

 

 
 
公
表
す
る
こ
と
。

 

○
 
施
策
の
実
施
状
況
に
関
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の

 

 
た
め
に
必
要
な
実
績
の
把
握
等
に
協
力
す
る
こ
と
。

 

民
間
事
業
者
に
対
す
る
協
力
の
要
請
（第
５
条

関
係
） 

○
 
団
体
・事
業
者
に
対
し
て
母
子
家
庭
の
母

 

 
 
等
の
就
業
促
進
に
向
け
た
協
力
を
要
請
す

 

 
 
す
る
こ
と
。

 

○
 
国
が
非
常
勤
職
員
等
を
公
募
す
る
場
合
に
、

 

 
 
求
人
情
報
を
都
道
府
県
等
の
母
子
家
庭
等

 

 
 
就
業
・自
立
セ
ン
タ
ー
へ
提
供
す
る
こ
と
。

 

○
 
国
に
準
じ
て
左
記
の
取
組
を
行
う
こ
と
。
（第
７
条

 

 
関
係
）
 

 
 

母
子
福
祉
団
体
等
の
受
注
機
会
の
増
大
へ
の

努
力
（第
６
条
関
係
） 

○
 
予
算
の
適
正
な
使
用
に
留
意
し
つ
つ
、
優

 

 
 
先
的
に
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
物
品
・役
務

 
 

 
 
を
調
達
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

 

○
 
国
に
準
じ
て
左
記
の
取
組
を
行
う
こ
と
。
（第
７
条

 

 
関
係
）
 

 
※

 
地
方
独
立
行
政
法
人
に
お
い
て
も
同
様
の
措
置

 

 
 

 
を
講
ず
る
。
（第
７
条
第
２
項
）
 

財
政
上
の
措
置
（第
８
条
関
係
） 

○
 
必
要
な
財
政
上
の
措
置
を
講
じ
る
よ
う
努
め

 

 
 
る
こ
と
。

 

－
 

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成

2
4
年
法
律
第

9
2
号
）を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
、
母

子
及
び
寡
婦
福
祉
法
等
に
基
づ
く
ひ
と
り
親
家
庭
へ
の
就
業
支
援
と
あ
わ
せ
て
、
以
下
の
取
組
を
実
施
す
る
予
定
。
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雇 児 発 ０ ３ ０ １ 第 ６ 号

平 成 ２ ５ 年 ３ 月 １ 日

都道府県知事

各 指定都市市長 殿

中 核 市 市 長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行に伴う

対応について

「 母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行期日を「

定める政令」及び「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法

第六条の法人を定める政令」の施行について （平成２５年１月１７日雇児発０１１」

７第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）でお示ししたとおり 「母子家庭、

」（ 。の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法 平成２４年法律第９２号

以下「特別措置法」という ）が第１８０回通常国会において成立し、平成２５年３。

月１日施行されたところである。

特別措置法には民間事業者に対する協力の要請や母子福祉団体等の受注機会の増大

への努力等、地方公共団体又は地方独立行政法人として国の施策に準じて努めるべき

事項も規定されている（特別措置法第７条関係 。）

厚生労働省においては、特別措置法の施行を踏まえ、雇用の促進、母子福祉団体等

からの優先的な調達等について 「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関、

する特別措置法の施行に伴う対応について （平成２５年３月１日雇児発０３０１第」

６号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。別添１）により各府省庁あて通知する

とともに、特定求職者雇用開発助成金、試行雇用奨励金、均衡待遇・正社員化推進奨

励金及び職業転換給付金の対象拡大等について 「母子家庭の母及び父子家庭の父の、

就業の支援に関する特別措置法の施行に伴う対応について （平成２５年３月１日職」

発０３０１第１３号及び雇児発０３０１第２号厚生労働省職業安定局長及び雇用均等

・児童家庭局長連名通知。別添２）より各都道府県労働局長あて通知したところであ

oacgl
関連資料８
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る。

貴都道府県市においては、これらの趣旨を御了知の上、下記の事項について積極的

に御対応いただくとともに、管内市町村、地方独立行政法人、母子福祉団体等に対す

る周知を図られたく通知する。

また、特別措置法が施行されたことに伴い 「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向、

上のための措置に関する基本的な方針 （平成２０年厚生労働省告示第２４８号。以」

下「基本方針」という ）が 「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置。 、

に関する基本的な方針の一部を改正する件 （平成２５年厚生労働省告示第３１号）」

により、別添３のとおり改正されたので、ご承知おき願いたい。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第２４５条の４第１項

の規定に基づく技術的な助言である。

記

第１ 雇用の促進

母子家庭の母の雇用の促進については 「母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法、 」

律１２９号）及び「母子家庭の母の就業支援に関する特別措置法 （平成１５年法」

律第１２６号。以下「旧特別措置法」という。平成２０年３月３１日失効 ）を踏。

まえ 「母子家庭の母の雇用の促進について （平成１５年１１月２７日雇児発第、 」

１１２７００３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「母子家庭の母の

雇用の促進等について （平成１７年５月１８日雇児発第０５１８００２号厚生労」

働省雇用均等・児童家庭局長通知）等により依頼してきたところである。

特別措置法第５条においては、旧特別措置法と比較して、父子家庭の父も対象と

されるとともに、民間事業者に対する優先雇用の協力要請についても言及されてい

るところを踏まえ、貴都道府県市におかれては、貴都道府県市における非常勤職員

、 （ 。の雇入れの際には 求人情報を近隣の母子家庭等就業・自立支援センター 別添４

以下「センター」という ）に提供していただくとともに、母子家庭の母及び父子。

家庭の父の雇用の促進に配慮願いたい。

第２ 母子福祉団体等からの優先的な調達

特別措置法第６条では、国及び独立行政法人等（母子家庭の母及び父子家庭の父

の就業の支援に関する特別措置法第六条の法人を定める政令（平成２５年政令第３

号 で定める独立行政法人又は特殊法人をいう は 優先的に母子福祉団体等 別） 。） 、 （

添５）から物品及び役務を調達するよう努めなければならないと規定している。

特別措置法においては、旧特別措置法と比較して、父子家庭の父も対象とされる
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とともに、配慮義務から努力義務に強化されているところである。

貴都道府県市においては、特別措置法第７条第１項に基づき、国の施策に準じ、

予算の適正な使用に留意しつつ、優先的に母子福祉団体等から物品及び役務を調達

するよう努めるとともに、その実績の把握をお願いしたい。

なお、具体的に発注可能な業務については、各地域の財団法人全国母子寡婦福祉

団体協議会加盟団体、ＮＰＯ法人等に照会されたい。

また、地方独立行政法人については、特別措置法第７条第２項に基づき、その設

立にかかる地方公共団体が講じる措置に準じて、母子家庭の母及び父子家庭の父の

就業の促進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとされている。

第３ 関係団体及び民間事業者への周知等

１ 貴都道府県市所管の地方独立行政法人、公益法人等関係団体に対して、職員

（非常勤を含む ）の求人情報をセンターへ提供するよう要請願いたい。。

２ 民間事業者との契約等の事務手続きの機会を捉え、事業者向けリーフレット

（別添６）を適宜渡す等によりご活用いただきたい。なお、同リーフレットに

ついては、追って各都道府県市あて配布することを申し添える。

第４ 各センターの留意事項

下記の事項については 「母子家庭の母の雇用の促進について （平成１５年１、 」

１月２７日雇児発第１１２７００３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に

、 、 。おいて すでに特段の配慮をお願いしているところであるが 改めて留意されたい

１ 各センターは、求職者である母子家庭の母及び父子家庭の父が求人情報を得

た場合には、当該母子家庭の母及び父子家庭の父に別添７の証明書を交付し、

それをもって応募させること。

２ 各センターは、求人情報提供件数及びセンター等を通じた職員（非常勤を含

む ）の採用数等について、別添８の管理簿を作成し、適正な管理に努めるこ。

と。
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雇 児 発 ０ ３ ０ １ 第 ６ 号

平 成 ２ ５ 年 ３ 月 １ 日

各府省庁 官房長 殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行に伴う

対応について

「 母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行期日を「

定める政令」及び「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法

第六条の法人を定める政令」の施行について （平成２５年１月１７日雇児発０１１」

７第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）でお示ししたとおり 「母子家庭、

」（ 。の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法 平成２４年法律第９２号

以下「特別措置法」という ）が第１８０回通常国会において成立し、平成２５年３。

月１日施行されたところである。

特別措置法には民間事業者に対する協力の要請（特別措置法第５条関係）や母子福

祉団体等の受注機会の増大への努力（特別措置法第６条関係）等、国として努めるべ

き事項も規定されているので、これらの趣旨を御了知の上、貴府省庁においては下記

の事項に御対応いただきたい。

また、母子福祉団体等の受注機会の増大への努力については、独立行政法人等（母

子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法第六条の法人を定める

政令（平成２５年政令第３号）で定める独立行政法人又は特殊法人をいう ）につい。

ても努力義務が課されていることから、貴所管の独立行政法人等に対して、積極的な

対応を依頼されたく通知する。

なお、特別措置法が施行されたことに伴い 「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向、

上のための措置に関する基本的な方針 （平成２０年厚生労働省告示第２４８号。以」

下「基本方針」という ）が 「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置。 、

に関する基本的な方針の一部を改正する件 （平成２５年厚生労働省告示第３１号）」

により、別添１のとおり改正されたので、ご承知おき願いたい。
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記

第１ 雇用の促進

母子家庭の母の雇用については 「母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律１２、 」

９号）及び「母子家庭の母の就業支援に関する特別措置法 （平成１５年法律第１」

２６号。以下「旧特別措置法」という。平成２０年３月３１日失効 ）を踏まえ、。

「第２回母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議 （平成１６年３」

月３日 及び 第３回母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議 平） 「 」（

成１７年６月１３日）において、①国の機関の非常勤職員を公募する場合には、そ

の求人情報を都道府県等が実施する母子家庭等就業・自立支援センター（別添２。

以下「センター」という ）へ提供すること、②公益法人等に職員の求人情報をセ。

ンターへ提供することを要請すること、③母子家庭の母の就業支援に関するリーフ

レット等を活用し、民間事業者に対し、母子家庭の母の雇用について協力を要請す

ること、と申し合わせがなされているところである （別添３）。

特別措置法においては、旧特別措置法と比較して、父子家庭の父も対象とされる

とともに、民間事業者に対する優先雇用の協力要請についても言及されているとこ

ろを踏まえ、各府省におかれては、以下の措置の実施を万全を期されたい。

１ 各府省庁（地方支分部局や施設等機関を含む。以下同じ ）において、非常。

勤職員を公募する場合には、その求人情報をセンターへ提供すること

２ センターを通じて求人情報を得た場合には、それを証する書類（別添４）を

持って応募するよう、事業実施主体に対して別途依頼しているので、採用に当

たっては、職務の内容に応じた適切な能力の検証を行い、公正性を確保するこ

とを前提に、母子家庭の母及び父子家庭の父の雇入れの促進に配慮すること。

第２ 母子福祉団体等からの優先的な調達

前述のとおり、特別措置法第６条では、国及び独立行政法人等は、優先的に母子

福祉団体等（別添５）から物品及び役務を調達するよう努めなければならないと規

定されている。

特別措置法においては、旧特別措置法と比較して、父子家庭の父も対象とされる

とともに、配慮義務から努力義務に強化されているところであり、各府省庁におか

れては、予算の適正な使用に留意しつつ、優先的に母子福祉団体等から物品及び役

務を調達するよう努めるとともに、その実績の把握をお願いしたい。

なお、具体的に発注可能な業務については、財団法人全国母子寡婦福祉団体協議

会、各地域の財団法人全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体、ＮＰＯ法人等に照会
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されたい。

第３ 関係団体及び民間事業者への周知等

１ 特別措置法第５条に基づき、貴府省庁所管の独立行政法人、特殊法人、認可

法人、公益法人等関係団体に対して、職員の求人情報をセンターへ提供するよ

う要請願いたい。

２ 民間事業者との契約等の事務手続きの機会を捉え、事業者向けリーフレット

（別添６）を適宜渡す等によりご活用いただきたい。なお、同リーフレットに

ついては、追って各府省庁あて配布することを申し添える。



母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置

に関する基本的な方針の一部改正について（概要）

１．改正の趣旨

母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第11条に基づいて定

められる母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する

基本的な方針（平成20年厚生労働省告示第248号。以下「基本方針」

という ）は、母子家庭等施策の展開の在り方について、国民一般に。

示すとともに、都道府県、市（特別区を含む ）及び福祉事務所を設。

置する町村において自立促進計画を策定する際の指針を示すこと等に

より、母子家庭等施策が総合的かつ計画的に展開され、個々の母子家

庭等に対して効果的に機能することを目指すものである。

今般、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措

置法（平成24年法律第92号。以下「特別措置法」という ）が成立し。

たこと等に伴い、基本方針について所要の改正を行う。

２．主な改正の内容

○はじめに

・１．方針のねらいにおいて、特別措置法が成立した旨等を加える。

・２．方針の対象期間において、平成24年度までの５年間を平成26年

度までの７年間に改める。

○第１母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向に関する事項

・10．まとめの（２）父子世帯の状況において、就業支援の重要性を

加える。

○第２母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施

策の基本となるべき事項

・新たに父子家庭が対象となった施策については、父子家庭が対象と

なるように規定を改める。

・母子福祉団体等の受注機会の増大への配慮を増大への努力に改め、

対象に独立行政法人、特殊法人等を加える。

・母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るための措置に関

（別添１）



する留意を加える。

・母子家庭の母等の就業の支援に関する施策の実施の状況の公表を加

えること。

○その他所要の改正を行う。

３．根拠法令

母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第11条第１項

４．適用日

平成25年３月１日



平成™œ年š月˜日 金曜日 第œ  �号官 報

〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
十
一
号

母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
九
十
二
号
）

の
施
行
に
伴
い
、
及
び
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
二
十
九
号
）
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
母
子
家
庭
及
び
寡
婦
の
生
活
の
安
定
と
向
上
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
（
平
成
二
十
年
厚
生

労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
五
年
三
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
五
年
三
月
一
日

厚
生
労
働
大
臣

田
村

憲
久

は
じ
め
に
の
１
の
]
中
「策

定
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

」の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ま
た
、
子
育
て
と
就
業
と
の
両
立
が
困
難
で
あ
る
こ
と
、
就
業
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
す
る
機
会

を
必
ず
し
も
十
分
に
有
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
等
の
母
子
家
庭
の
母
が
置
か
れ
て
い
る
特
別
の
事
情
並
び
に
子

育
て
と
就
業
と
の
両
立
が
困
難
で
あ
る
こ
と
等
の
父
子
家
庭
の
父
が
置
か
れ
て
い
る
特
別
の
事
情
に
鑑
み
、
母

子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
（
以
下
「
母
子
家
庭
の
母
等
」
と
い
う
。）の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
の

措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
母
子
家
庭
及
び
父
子
家
庭
の
福
祉
を
図
る
た
め
、
平
成
2
4年
９
月
1
4日
、
母
子
家

庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
2
4年
法
律
第
9
2号
。
以
下
「
特
別

措
置
法
」
と
い
う
。）が
成
立
し
た
。
特
別
措
置
法
第
２
条
は
、
基
本
方
針
に
つ
い
て
、
母
子
家
庭
の
母
及
び
父

子
家
庭
の
父
の
就
業
を
確
保
す
る
た
め
の
支
援
に
特
別
の
配
慮
が
な
さ
れ
た
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
等
を
規
定
し
て
い
る
。

は
じ
め
に
の
１
の
]
中
「の

趣
旨
や

」
を
「、

特
別
措
置
法
等
の
趣
旨
、

」に
改
め
、
は
じ
め
に
の
２
中
「平

成
2
4年

度

」
を
「平

成
2
6年
度

」
に
、「５

年
間

」
を
「７

年
間

」
に
改
め
る
。

第
１
の
10
の
]
中
「人

」
を
「者

」
に
、「無

し
と
い
う

」
を
「が

い
な
い
者
の

」に
、「が

困
っ
て
い
る
こ
と
と
し
て

」

を
「に

つ
い
て

」
に
、「お

り
、
子
育
て
や
家
事
の
支
援
の
重
要
性
が
非
常
に
高
い

」
を
「い

る
と
と
も
に
、
就
業
面
で

困
難
を
抱
え
て
い
る
者
も
お
り
、
子
育
て
、
家
事
及
び
就
業
の
支
援
が
非
常
に
重
要
で
あ
る

」
に
改
め
る
。

第
２
の
１
の
\
中
「母

子
家
庭
に

」
を
「母

子
家
庭
等
に

」
に
改
め
、
同
１
の
]
中
「母

に
つ
い
て
は

」
を
「母

等
に
つ
い
て
は

」
に
、「母

の
自
立

」
を
「母

等
の
自
立

」
に
改
め
、
第
２
の
２
の
]
中
「母

子
家
庭

」
を「母

子
家
庭
等

」

に
改
め
、
第
２
の
３
の
\
の
標
題
中
「国

が
講
ず
べ
き

」
を
「国

等
が
講
ず
べ
き

」
に
改
め
、
同
\
の
{
の
ウ
の
標
題

中
「生

活
保
護
受
給
者
等
就
労
支
援
事
業
の
推
進

」
を
「生

活
保
護
受
給
者
等
の
就
労
・
自
立
の
促
進

」
に
改
め
、
同

\
の
�
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

�
助
成
金
を
活
用
し
た
正
規
雇
用
へ
の
転
換
等
の
促
進

正
規
雇
用
へ
の
転
換
等
を
促
進
す
る
た
め
の
助
成
金
を
活
用
し
、
母
子
家
庭
の
母
等
の
雇
用
の
安
定
化
を

促
進
す
る
。

第
２
の
３
の
\
の
‚
（
標
題
を
含
む
。）及
び
ƒ
（
標
題
を
含
む
。）中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
\
の
„

の
標
題
及
び
同
„
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
、
同
„
中
「母

を

」
を
「母

等
を

」
に
改
め
、
同
\
の
…
中「母

の

」

を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
\
の
g
の
標
題
中
「配

慮

」
を
「努

力

」
に
改
め
、
同
g
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に

改
め
、「国
」
の
次
に
「並

び
に
母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
六
条
の

法
人
を
定
め
る
政
令
（
平
成
2
5年
政
令
第
３
号
）
に
定
め
る
独
立
行
政
法
人
及
び
特
殊
法
人

」
を
加
え
、「適

切
な
配
慮

を
行
う

」
を
「優

先
的
に
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
購
入
す
る
よ
う
に
努
め
る

」
に
改
め
、
同
\
中
l
を
m
と
し
、
i
か

ら
k
ま
で
を
j
か
ら
l
ま
で
と
し
、
h
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

i
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
留
意

母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
情
報
通
信
技
術
等
に

関
す
る
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
並
び
に
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
在
宅
就
業
等
多
様
な
就

業
の
機
会
の
確
保
並
び
に
こ
れ
ら
に
従
事
す
る
人
材
の
養
成
及
び
資
質
の
向
上
に
留
意
す
る
。

›



平成™œ年š月˜日 金曜日 第œ  �号官 報

第
２
の
３
の
]
の
標
題
中
「市

町
村

」
を
「市

町
村
等

」
に
改
め
、
同
]
中
「及

び
市
町
村
が
以
下

」
を
「、

市
町

村
等
が
以
下

」
に
改
め
、
同
]
の
|
の
ア
の
æ
中
「母

子
家
庭

」
を
「母

子
家
庭
等

」
に
改
め
、同
|
の
カ
の
æ
中「母

子
福
祉
資
金
貸
付
金

」
を
「母

子
福
祉
資
金
貸
付
金
等

」
に
改
め
、
同
カ
の
ç
（
標
題
を
含
む
。）中
「母

子
家
庭

」
を

「母
子
家
庭
等

」
に
改
め
、
同
|
の
キ
の
標
題
及
び
同
キ
の
æ
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、同
キ
の
ç
中「母

を

」
を
「母

等
を

」
に
、「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
|
の
ク
の
è
の
標
題
中
「配

慮

」
を
「努

力

」
に
、
同

ク
の
è
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、「地

方
公
共
団
体

」
の
次
に
「及

び
地
方
独
立
行
政
法
人

」
を
加
え
、「適

切
に
配
慮

」
を
「優

先
的
に
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
購
入
す
る
よ
う
に
努
め
る
こ
と

」
に
改
め
、
同
]
の
|
に
次
の
よ

う
に
加
え
る
。

ケ
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
留
意

母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
情
報
通
信
技
術
等

に
関
す
る
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
並
び
に
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
在
宅
就
業
等
多
様

な
就
業
の
機
会
の
確
保
並
び
に
こ
れ
ら
に
従
事
す
る
人
材
の
養
成
及
び
資
質
の
向
上
に
留
意

第
２
の
３
中
`
を
a
と
し
、
_
を
`
と
し
、
^
を
_
と
し
、
]
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

^
就
業
の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
の
公
表

毎
年
一
回
、
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
を
公
表
す
る
。

œ



-
1

-

母
子
家
庭
及
び
寡
婦
の
生
活
の
安
定
と
向
上
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

新
旧
対
照
条
文

（
）（

）

○

母
子
家
庭
及
び
寡
婦
の
生
活
の
安
定
と
向
上
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針

平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
八
号

抄

（
傍

線
の

部
分

は
改

正
部

分
）

改
正

案
現

行

は
じ

め
に

は
じ

め
に

１
．

方
針

の
ね

ら
い

１
．

方
針

の
ね

ら
い

(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
に

関
す

る
国

の
基

本
方

針
(
2
)

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
に

関
す

る
国

の
基

本
方

針
我

が
国

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
は

、
昭

和
2
7
年

に
我

が
国

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
は

、
昭

和
2
7
年

に
戦

争
未

亡
人

対
策

か
ら

始
ま

り
5
0
年

以
上

の
歴

史
を

持
っ

て
い

る
が

、
母

戦
争

未
亡

人
対

策
か

ら
始

ま
り

5
0
年

以
上

の
歴

史
を

持
っ

て
い

る
が

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

を
巡

る
状

況
の

変
化

に
応

じ
て

、
母

子
家

庭
等

及
び

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

を
巡

る
状

況
の

変
化

に
応

じ
て

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

福
祉

対
策

を
根

本
的

に
見

直
し

、
新

し
い

時
代

の
要

請
に

的
確

に
対

寡
婦

福
祉

対
策

を
根

本
的

に
見

直
し

、
新

し
い

時
代

の
要

請
に

的
確

に
対

応
す

べ
く

、
平

成
1
4
年

1
1
月

2
2
日

、
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

等
の

一
部

を
応

す
べ

く
、

平
成

1
4
年

1
1
月

2
2
日

、
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

平
成

1
4
年

法
律

第
1
1
9
号

）
が

成
立

し
た

。
改

正
す

る
法

律
（

平
成

1
4
年

法
律

第
1
1
9
号

）
が

成
立

し
た

。
平

成
1
4
年

の
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
3
9
年

法
律

第
1
2
9
号

）
の

平
成

1
4
年

の
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
3
9
年

法
律

第
1
2
9
号

）
の

改
正

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
す

る
「

き
め

細
か

な
福

祉
サ

ー
ビ

改
正

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
す

る
「

き
め

細
か

な
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

展
開

」
と

「
自

立
の

支
援

」
に

主
眼

を
置

い
て

い
る

。
離

婚
後

等
の

ス
の

展
開

」
と

「
自

立
の

支
援

」
に

主
眼

を
置

い
て

い
る

。
離

婚
後

等
の

生
活

の
激

変
を

緩
和

す
る

た
め

に
、

母
子

家
庭

等
と

な
っ

た
直

後
の

支
援

生
活

の
激

変
を

緩
和

す
る

た
め

に
、

母
子

家
庭

等
と

な
っ

た
直

後
の

支
援

、
、

、
、

を
重

点
的

に
実

施
す

る
と

と
も

に
就

業
に

よ
る

自
立

を
支

援
す

る
た

め
を

重
点

的
に

実
施

す
る

と
と

も
に

就
業

に
よ

る
自

立
を

支
援

す
る

た
め

福
祉

事
務

所
（

社
会

福
祉

法
（

昭
和

2
6
年

法
律

第
4
5
号

）
に

定
め

る
福

祉
福

祉
事

務
所

（
社

会
福

祉
法

（
昭

和
2
6
年

法
律

第
4
5
号

）
に

定
め

る
福

祉
に

関
す

る
事

務
所

を
い

う
。

以
下

同
じ

）
を

設
置

す
る

地
方

公
共

団
体

に
関

す
る

事
務

所
を

い
う

。
以

下
同

じ
）

を
設

置
す

る
地

方
公

共
団

体
。

。
に

お
い

て
、

母
子

自
立

支
援

員
が

総
合

的
な

相
談

窓
口

と
な

り
、

児
童

扶
に

お
い

て
、

母
子

自
立

支
援

員
が

総
合

的
な

相
談

窓
口

と
な

り
、

児
童

扶
養

手
当

等
各

種
母

子
家

庭
等

の
支

援
策

に
関

す
る

情
報

提
供

、
職

業
能

力
養

手
当

等
各

種
母

子
家

庭
等

の
支

援
策

に
関

す
る

情
報

提
供

、
職

業
能

力
の

開
発

、
就

職
活

動
の

支
援

を
行

う
体

制
を

整
備

し
つ

つ
、

①
子

育
て

や
の

開
発

、
就

職
活

動
の

支
援

を
行

う
体

制
を

整
備

し
つ

つ
、

①
子

育
て

や
生

活
支

援
策

、
②

就
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
生

活
支

援
策

、
②

就
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
策

を
総

合
的

に
展

開
し

て
き

て
い

る
。

ま
た

、
国

が
母

子
家

庭
等

及
び

寡
策

を
総

合
的

に
展

開
し

て
き

て
い

る
。

ま
た

、
国

が
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

の
措

置
に

関
す

る
基

本
的

な
方

針
（

以
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

の
措

置
に

関
す

る
基

本
的

な
方

針
（

以
下

「
基

本
方

針
」

と
い

う
）

を
策

定
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

下
「

基
本

方
針

」
と

い
う

）
を

策
定

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
。

。
ま

た
、

子
育

て
と

就
業

と
の

両
立

が
困

難
で

あ
る

こ
と

、
就

業
に

必
要

な
知

識
及

び
技

能
を

習
得

す
る

機
会

を
必

ず
し

も
十

分
に

有
し

て
こ

な
か



-
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っ
た

こ
と

等
の

母
子

家
庭

の
母

が
置

か
れ

て
い

る
特

別
の

事
情

並
び

に
子

育
て

と
就

業
と

の
両

立
が

困
難

で
あ

る
こ

と
等

の
父

子
家

庭
の

父
が

置
か

れ
て

い
る

特
別

の
事

情
に

鑑
み

母
子

家
庭

の
母

及
び

父
子

家
庭

の
父

以
、

（
下

「
母

子
家

庭
の

母
等

」
と

い
う

）
の

就
業

の
支

援
に

関
す

る
特

別
の

。
措

置
を

講
ず

る
と

と
も

に
、

母
子

家
庭

及
び

父
子

家
庭

の
福

祉
を

図
る

た
め

、
平

成
2
4
年

９
月

1
4
日

、
母

子
家

庭
の

母
及

び
父

子
家

庭
の

父
の

就
業

の
支

援
に

関
す

る
特

別
措

置
法

（
平

成
2
4
年

法
律

第
9
2
号

。
以

下
「

特
別

措
置

法
」

と
い

う
）

が
成

立
し

た
。

特
別

措
置

法
第

２
条

は
、

基
本

方
。

針
に

つ
い

て
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

父
子

家
庭

の
父

の
就

業
を

確
保

す
る

た
め

の
支

援
に

特
別

の
配

慮
が

な
さ

れ
た

も
の

と
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

等
を

規
定

し
て

い
る

。
こ

の
基

本
方

針
は

母
子

及
び

寡
婦

福
祉

法
特

別
措

置
法

等
の

趣
旨

こ
の

基
本

方
針

は
、

母
子

及
び

寡
婦

福
祉

法
等

の
趣

旨
や

母
子

家
庭

等
、

、
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

実
態

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

父
子

家
庭

も
含

め
た

及
び

寡
婦

の
実

態
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
父

子
家

庭
も

含
め

た
母

子
家

庭
等

母
子

家
庭

等
施

策
の

展
開

の
在

り
方

に
つ

い
て

、
国

民
一

般
に

広
く

示
す

施
策

の
展

開
の

在
り

方
に

つ
い

て
、

国
民

一
般

に
広

く
示

す
と

と
も

に
、

と
と

も
に

、
都

道
府

県
、

市
（

特
別

区
を

含
む

）
及

び
福

祉
事

務
所

を
都

道
府

県
、

市
（

特
別

区
を

含
む

）
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

。
。

設
置

す
る

町
村

に
お

い
て

自
立

促
進

計
画

を
策

定
す

る
際

の
指

針
を

示
す

村
に

お
い

て
自

立
促

進
計

画
を

策
定

す
る

際
の

指
針

を
示

す
こ

と
等

に
よ

こ
と

等
に

よ
り

母
子

家
庭

等
施

策
が

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
展

開
さ

れ
り

、
母

子
家

庭
等

施
策

が
総

合
的

か
つ

計
画

的
に

展
開

さ
れ

、
個

々
の

母
、

、
個

々
の

母
子

家
庭

等
に

対
し

て
効

果
的

に
機

能
す

る
こ

と
を

目
指

す
も

の
子

家
庭

等
に

対
し

て
効

果
的

に
機

能
す

る
こ

と
を

目
指

す
も

の
で

あ
る

。
で

あ
る

。
２

．
方

針
の

対
象

期
間

２
．

方
針

の
対

象
期

間
こ

の
基

本
方

針
の

対
象

期
間

は
、

平
成

2
0
年

度
か

ら
平

成
2
6
年

度
ま

で
の

こ
の

基
本

方
針

の
対

象
期

間
は

、
平

成
2
0
年

度
か

ら
平

成
2
4
年

度
ま

で
の

７
年

間
と

す
る

。
５

年
間

と
す

る
。

第
１

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

家
庭

生
活

及
び

職
業

生
活

の
動

向
に

関
す

る
事

第
１

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

家
庭

生
活

及
び

職
業

生
活

の
動

向
に

関
す

る
事

項
項

１
．

～
９

．
（

略
）

１
．

～
９

．
（

略
）

1
0
．

ま
と

め
1
0
．

ま
と

め
(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

父
子

世
帯

の
状

況
(
2
)

父
子

世
帯

の
状

況
父

子
世

帯
に

つ
い

て
は

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
そ

の
数

は
少

な
い

も
の

父
子

世
帯

に
つ

い
て

は
、

母
子

世
帯

に
比

べ
て

そ
の

数
は

少
な

い
も

の
の

増
加

し
て

お
り

、
ま

た
、

生
別

世
帯

の
割

合
は

依
然

と
し

て
高

い
。

の
増

加
し

て
お

り
、

ま
た

、
生

別
世

帯
の

割
合

は
依

然
と

し
て

高
い

。
父

子
世

帯
は

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
、

持
ち

家
率

が
高

く
、

ま
た

、
父

父
子

世
帯

は
、

母
子

世
帯

に
比

べ
て

、
持

ち
家

率
が

高
く

、
ま

た
、

父
子

世
帯

と
な

る
以

前
か

ら
ほ

と
ん

ど
の

者
が

就
業

し
て

お
り

、
そ

の
大

部
子

世
帯

と
な

る
以

前
か

ら
ほ

と
ん

ど
の

者
が

就
業

し
て

お
り

、
そ

の
大

部
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、
。

、
。

分
は

常
用

雇
用

者
で

あ
り

収
入

は
母

子
世

帯
の

約
2
倍

と
な

っ
て

い
る

分
は

常
用

雇
用

者
で

あ
り

収
入

は
母

子
世

帯
の

約
2
倍

と
な

っ
て

い
る

ま
た

、
公

的
制

度
等

を
利

用
す

る
者

は
わ

ず
か

で
あ

り
、

母
子

世
帯

に
ま

た
、

公
的

制
度

等
を

利
用

す
る

人
は

わ
ず

か
で

あ
り

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
相

談
相

手
が

い
な

い
者

の
割

合
が

高
い

。
比

べ
て

相
談

相
手

無
し

と
い

う
割

合
が

高
い

。
父

子
世

帯
に

つ
い

て
は

、
近

年
は

、
家

計
面

で
の

困
難

が
あ

る
と

す
る

父
子

世
帯

が
困

っ
て

い
る

こ
と

と
し

て
は

、
近

年
は

、
家

計
面

で
の

困
者

が
増

え
て

い
る

ほ
か

、
母

子
家

庭
に

比
べ

て
子

ど
も

の
養

育
、

家
事

等
難

が
あ

る
と

す
る

者
が

増
え

て
い

る
ほ

か
、

母
子

家
庭

に
比

べ
て

子
ど

も
生

活
面

で
多

く
の

困
難

を
抱

え
て

い
る

と
と

も
に

、
就

業
面

で
困

難
を

抱
の

養
育

、
家

事
等

生
活

面
で

多
く

の
困

難
を

抱
え

て
お

り
、

子
育

て
や

家
え

て
い

る
者

も
お

り
、

子
育

て
、

家
事

及
び

就
業

の
支

援
が

非
常

に
重

要
事

の
支

援
の

重
要

性
が

非
常

に
高

い
。

で
あ

る
。

第
２

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

生
活

の
安

定
と

向
上

の
た

め
講

じ
よ

う
と

す
る

第
２

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

生
活

の
安

定
と

向
上

の
た

め
講

じ
よ

う
と

す
る

施
策

の
基

本
と

な
る

べ
き

事
項

施
策

の
基

本
と

な
る

べ
き

事
項

１
．

今
後

実
施

す
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
の

基
本

的
な

方
向

性
１

．
今

後
実

施
す

る
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

の
基

本
的

な
方

向
性

(
1
)

国
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

役
割

分
担

と
連

携
(
1
)

国
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

役
割

分
担

と
連

携
母

子
家

庭
等

に
つ

い
て

は
、

就
業

に
よ

る
自

立
促

進
を

図
る

こ
と

が
重

母
子

家
庭

に
つ

い
て

は
、

就
業

に
よ

る
自

立
促

進
を

図
る

こ
と

が
重

要
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

就
業

支
援

の
更

な
る

拡
充

と
、

き
め

細
か

な
福

祉
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
就

業
支

援
の

更
な

る
拡

充
と

、
き

め
細

か
な

福
祉

サ
サ

ー
ビ

ス
の

推
進

と
に

主
眼

を
置

い
て

、
①

子
育

て
や

生
活

支
援

策
、

②
ー

ビ
ス

の
推

進
と

に
主

眼
を

置
い

て
、

①
子

育
て

や
生

活
支

援
策

、
②

就
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

総
合

的
に

展
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
策

を
総

合
的

に
展

開
開

す
る

こ
と

と
す

る
。

す
る

こ
と

と
す

る
。

そ
の

際
、

国
、

都
道

府
県

等
(
都

道
府

県
、

指
定

都
市

及
び

中
核

市
を

そ
の

際
、

国
、

都
道

府
県

等
(
都

道
府

県
、

指
定

都
市

及
び

中
核

市
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

)
並

び
に

市
(
指

定
都

市
及

び
中

核
市

を
除

き
、

特
別

い
う

。
以

下
同

じ
。

)
並

び
に

市
(
指

定
都

市
及

び
中

核
市

を
除

き
、

特
別

区
を

含
む

以
下

同
じ

)
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

村
(
以

下
市

区
を

含
む

以
下

同
じ

)
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

村
(
以

下
市

。
。

「
。

。
「

等
」

と
い

う
。

)
が

、
適

切
に

役
割

を
分

担
し

な
が

ら
、

互
い

に
連

携
す

等
」

と
い

う
。

)
が

、
適

切
に

役
割

を
分

担
し

な
が

ら
、

互
い

に
連

携
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

国
は

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

に
係

る
施

策
や

制
度

の
企

画
・

立
国

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

や
制

度
の

企
画

・
立

案
を

行
う

。
ま

た
、

効
果

的
な

施
策

の
展

開
の

た
め

の
調

査
・

研
究

を
行

案
を

行
う

。
ま

た
、

効
果

的
な

施
策

の
展

開
の

た
め

の
調

査
・

研
究

を
行

っ
た

り
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

の
普

及
・

啓
発

、
ま

っ
た

り
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

の
普

及
・

啓
発

、
ま

た
、

関
係

者
の

研
修

等
を

行
う

。
さ

ら
に

、
都

道
府

県
が

市
等

に
お

け
る

た
、

関
係

者
の

研
修

等
を

行
う

。
さ

ら
に

、
都

道
府

県
が

市
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
の

検
討

に
つ

い
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

支
援

す
る

体
制

課
題

や
方

策
の

検
討

に
つ

い
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

支
援

す
る

体
制

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

連
絡

会
議

等
を

通
じ

て
、

都
道

府
県

等
や

市
等

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

連
絡

会
議

等
を

通
じ

て
、

都
道

府
県

等
や

市
等

の
自

立
促

進
計

画
、

施
策

や
取

組
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
ど

、
都

の
自

立
促

進
計

画
、

施
策

や
取

組
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
ど

、
都

道
府

県
や

市
町

村
に

対
す

る
支

援
を

行
う

。
道

府
県

や
市

町
村

に
対

す
る

支
援

を
行

う
。

都
道

府
県

等
及

び
市

等
で

は
、

こ
の

基
本

方
針

に
即

し
て

「
母

子
家

都
道

府
県

等
及

び
市

等
で

は
、

こ
の

基
本

方
針

に
即

し
て

「
母

子
家

、
、
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庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
」

を
策

定
す

る
こ

と
等

を
通

じ
て

、
地

域
の

庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
」

を
策

定
す

る
こ

と
等

を
通

じ
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

、
計

画
的

に
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

を
実

施
す

る
こ

実
情

に
応

じ
て

、
計

画
的

に
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

を
実

施
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
、

と
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
、

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
施

策
を

推
進

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
施

策
を

推
進

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
ま

た
、

自
ら

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
ま

た
、

自
ら

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
を

検
討

し
、

地
域

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
を

検
討

し
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

へ
の

支
援

を
行

う
。

の
実

情
に

応
じ

た
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

へ
の

支
援

を
行

う
。

都
道

府
県

は
、

広
域

的
な

観
点

か
ら

、
市

町
村

が
実

施
す

る
就

業
支

援
都

道
府

県
は

、
広

域
的

な
観

点
か

ら
、

市
町

村
が

実
施

す
る

就
業

支
援

や
生

活
支

援
が

円
滑

に
進

む
よ

う
、

市
等

に
お

け
る

自
立

促
進

計
画

の
策

や
生

活
支

援
が

円
滑

に
進

む
よ

う
、

市
等

に
お

け
る

自
立

促
進

計
画

の
策

定
状

況
や

各
種

施
策

の
取

組
状

況
な

ど
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
定

状
況

や
各

種
施

策
の

取
組

状
況

な
ど

に
つ

い
て

情
報

提
供

を
行

う
な

ど
、

市
町

村
に

対
す

る
支

援
を

行
う

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
ど

、
市

町
村

に
対

す
る

支
援

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

市
町

村
は

、
母

子
家

庭
等

日
常

生
活

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
市

町
村

は
、

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
等

の
自

ら
実

施
す

べ
き

施
策

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

住
民

に
身

近
な

地
方

公
共

団
体

と
し

て
、

施
策

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

住
民

に
身

近
な

地
方

公
共

団
体

と
し

て
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
し

、
相

談
に

応
じ

、
施

策
や

取
組

に
つ

い
て

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
し

、
相

談
に

応
じ

、
施

策
や

取
組

に
つ

い
て

情
報

提
供

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

特
に

、
市

等
で

は
、

児
童

扶
養

情
報

提
供

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

特
に

、
市

等
で

は
、

児
童

扶
養

手
当

の
支

給
と

自
立

支
援

を
一

体
的

に
行

う
重

要
な

役
割

を
担

う
こ

と
が

手
当

の
支

給
と

自
立

支
援

を
一

体
的

に
行

う
重

要
な

役
割

を
担

う
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
。

求
め

ら
れ

る
。

(
2
)

就
業

支
援

の
強

化
(
2
)

就
業

支
援

の
強

化
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
自

立
、

生
活

の
安

定
と

向
上

を
図

る
た

め
に

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

、
生

活
の

安
定

と
向

上
を

図
る

た
め

に
は

、
そ

の
就

業
を

支
援

し
、

就
業

に
よ

り
収

入
を

安
定

的
に

確
保

す
る

こ
は

、
そ

の
就

業
を

支
援

し
、

就
業

に
よ

り
収

入
を

安
定

的
に

確
保

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
特

に
母

子
家

庭
の

母
等

に
つ

い
て

は
、

よ
り

一
層

、
と

が
重

要
で

あ
る

。
特

に
母

子
家

庭
の

母
に

つ
い

て
は

、
よ

り
一

層
、

そ
そ

の
置

か
れ

た
状

況
を

的
確

に
把

握
し

、
そ

の
状

況
等

に
対

応
し

た
施

策
の

置
か

れ
た

状
況

を
的

確
に

把
握

し
、

そ
の

状
況

等
に

対
応

し
た

施
策

を
を

充
実

さ
せ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
こ

れ
ま

で
も

、
母

子
家

庭
の

母
に

対
充

実
さ

せ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

こ
れ

ま
で

も
、

母
子

家
庭

の
母

に
対

す
す

る
就

業
相

談
の

実
施

、
就

業
支

援
講

習
会

の
実

施
、

就
業

情
報

の
提

供
る

就
業

相
談

の
実

施
、

就
業

支
援

講
習

会
の

実
施

、
就

業
情

報
の

提
供

等
等

一
貫

し
た

就
業

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
や

、
児

童
扶

養
手

当
受

給
者

等
一

貫
し

た
就

業
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

や
、

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
等

の
の

自
立

を
促

進
す

る
た

め
、

個
々

の
受

給
者

の
希

望
、

事
情

等
に

対
応

し
自

立
を

促
進

す
る

た
め

、
個

々
の

受
給

者
の

希
望

、
事

情
等

に
対

応
し

た
た

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

策
定

の
ほ

か
、

公
共

職
業

訓
練

の
実

施
、

職
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
の

ほ
か

、
公

共
職

業
訓

練
の

実
施

、
職

業
業

能
力

開
発

の
た

め
の

給
付

金
、

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
を

促
進

す
る

た
能

力
開

発
の

た
め

の
給

付
金

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

を
促

進
す

る
た

め
め

の
事

業
主

に
対

す
る

助
成

金
等

の
施

策
を

実
施

し
て

お
り

、
今

後
は

、
の

事
業

主
に

対
す

る
助

成
金

等
の

施
策

を
実

施
し

て
お

り
、

今
後

は
、

こ
こ

う
し

た
施

策
を

更
に

拡
充

し
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

自
立

と
生

活
の

向
う

し
た

施
策

を
更

に
拡

充
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

自
立

と
生

活
の

向
上

を
上

を
図

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

図
っ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
２

．
実

施
す

る
各

施
策

の
基

本
目

標
２

．
実

施
す

る
各

施
策

の
基

本
目

標
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母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

を
図

る
た

め
に

は
、

①
子

育
て

や
生

活
の

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

を
図

る
た

め
に

は
、

①
子

育
て

や
生

活
の

支
援

策
、

②
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

支
援

策
、

②
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
推

進
す

る
こ

と
が

不
可

欠
で

あ
り

、
こ

れ
を

積
極

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
推

進
す

る
こ

と
が

不
可

欠
で

あ
り

、
こ

れ
を

積
極

的
に

推
進

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
収

入
状

況
、

的
に

推
進

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
収

入
状

況
、

就
業

状
況

、
養

育
費

取
得

状
況

等
の

生
活

状
況

の
好

転
を

図
る

。
就

業
状

況
、

養
育

費
取

得
状

況
等

の
生

活
状

況
の

好
転

を
図

る
。

(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

就
業

支
援

策
(
2
)

就
業

支
援

策
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

が
十

分
な

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

、
自

立
し

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

が
十

分
な

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

、
自

立
し

た
た

生
活

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

職
業

能
力

向
上

の
た

め
の

訓
練

、
生

活
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
職

業
能

力
向

上
の

た
め

の
訓

練
、

効
効

果
的

な
職

業
あ

っ
せ

ん
、

就
業

機
会

の
創

出
等

を
実

施
す

る
な

ど
、

就
果

的
な

職
業

あ
っ

せ
ん

、
就

業
機

会
の

創
出

等
を

実
施

す
る

な
ど

、
就

業
業

面
で

の
支

援
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
。

面
で

の
支

援
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
。

(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
３

．
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

に
講

ず
べ

き
具

体
３

．
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

に
講

ず
べ

き
具

体
的

な
措

置
に

関
す

る
事

項
的

な
措

置
に

関
す

る
事

項
(
1
)

国
等

が
講

ず
べ

き
措

置
(
1
)

国
が

講
ず

べ
き

措
置

①
公

共
職

業
安

定
所

に
お

け
る

就
業

あ
っ

せ
ん

(
公

共
職

業
訓

練
の

受
①

公
共

職
業

安
定

所
に

お
け

る
就

業
あ

っ
せ

ん
(
公

共
職

業
訓

練
の

受
講

あ
っ

せ
ん

も
含

む
。

)
講

あ
っ

せ
ん

も
含

む
。

)
ア

・
イ

（
略

）
ア

・
イ

（
略

）
ウ

生
活

保
護

受
給

者
等

の
就

労
・

自
立

の
促

進
ウ

生
活

保
護

受
給

者
等

就
労

支
援

事
業

の
推

進
児

童
扶

養
手

当
又

は
生

活
保

護
を

受
給

し
て

い
る

母
子

家
庭

の
母

等
児

童
扶

養
手

当
又

は
生

活
保

護
を

受
給

し
て

い
る

母
子

家
庭

の
母

等
に

対
し

て
、

公
共

職
業

安
定

所
と

福
祉

事
務

所
が

連
携

し
て

、
個

々
の

に
対

し
て

、
公

共
職

業
安

定
所

と
福

祉
事

務
所

が
連

携
し

て
、

個
々

の
対

象
者

の
状

況
、

ニ
ー

ズ
等

に
応

じ
た

就
労

支
援

を
実

施
す

る
。

対
象

者
の

状
況

、
ニ

ー
ズ

等
に

応
じ

た
就

労
支

援
を

実
施

す
る

。
②

～
⑤

（
略

）
②

～
⑤

（
略

）
⑥

助
成

金
を

活
用

し
た

正
規

雇
用

へ
の

転
換

等
の

促
進

⑥
中

小
企

業
雇

用
安

定
化

奨
励

金
の

活
用

正
規

雇
用

へ
の

転
換

等
を

促
進

す
る

た
め

の
助

成
金

を
活

用
し

、
母

有
期

契
約

労
働

者
か

ら
通

常
の

労
働

者
へ

の
転

換
を

奨
励

す
る

た
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

の
安

定
化

を
促

進
す

る
。

め
、

当
該

転
換

制
度

を
新

た
に

設
け

、
実

際
に

1
人

以
上

転
換

さ
せ

た
中

小
企

業
事

業
主

に
対

し
て

支
給

す
る

中
小

企
業

雇
用

安
定

化
奨

励
金

を
活

用
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

の
安

定
化

を
促

進
す

る
。

⑦
厚

生
労

働
省

関
係

機
関

等
に

お
け

る
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
の

促
⑦

厚
生

労
働

省
関

係
機

関
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
の

促
進

進
厚

生
労

働
省

の
本

省
や

外
局

、
関

係
機

関
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

の
厚

生
労

働
省

の
本

省
や

外
局

、
関

係
機

関
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
入

れ
を

促
進

す
る

よ
う

に
努

め
る

と
と

も
に

、
厚

生
労

働
省

母
の

雇
入

れ
を

促
進

す
る

よ
う

に
努

め
る

と
と

も
に

、
厚

生
労

働
省

以
以

外
の

府
省

庁
、

社
会

福
祉

関
係

団
体

、
公

益
法

人
等

関
係

団
体

に
対

外
の

府
省

庁
、

社
会

福
祉

関
係

団
体

、
公

益
法

人
等

関
係

団
体

に
対

し



-
6

-

し
て

雇
入

れ
の

要
請

を
行

う
。

て
雇

入
れ

の
要

請
を

行
う

。
⑧

事
業

主
に

対
す

る
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

⑧
事

業
主

に
対

す
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

の
の

推
進

推
進

事
業

主
に

対
し

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

事
業

主
に

対
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

て
も

ら
う

た
め

の
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
も

ら
う

た
め

の
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

向
け

向
け

た
協

力
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
す

る
。

た
協

力
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
す

る
。

⑨
都

道
府

県
及

び
市

町
村

、
企

業
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
⑨

都
道

府
県

及
び

市
町

村
、

企
業

等
に

お
け

る
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

用
に

関
す

る
好

事
例

の
周

知
に

関
す

る
好

事
例

の
周

知
母

子
家

庭
の

母
等

を
積

極
的

に
雇

用
す

る
な

ど
、

都
道

府
県

及
び

市
母

子
家

庭
の

母
を

積
極

的
に

雇
用

す
る

な
ど

、
都

道
府

県
及

び
市

町
町

村
や

企
業

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

好
事

例
に

村
や

企
業

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
好

事
例

に
つ

い
つ

い
て

、
情

報
を

収
集

し
、

そ
の

提
供

を
行

う
。

て
、

情
報

を
収

集
し

、
そ

の
提

供
を

行
う

。
⑩

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

の
支

援
⑩

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

の
支

援
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
が

よ
り

多
く

の
都

道
府

県
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
が

よ
り

多
く

の
都

道
府

県
等

及
び

市
等

で
実

施
さ

れ
る

よ
う

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
意

欲
の

等
及

び
市

等
で

実
施

さ
れ

る
よ

う
、

母
子

家
庭

の
母

の
就

業
意

欲
の

醸
醸

成
や

就
業

促
進

に
つ

な
が

る
各

種
情

報
を

提
供

す
る

。
成

や
就

業
促

進
に

つ
な

が
る

各
種

情
報

を
提

供
す

る
。

⑪
（

略
）

⑪
（

略
）

⑫
母

子
福

祉
団

体
等

の
受

注
機

会
の

増
大

へ
の

努
力

⑫
母

子
福

祉
団

体
等

の
受

注
機

会
の

増
大

へ
の

配
慮

母
子

福
祉

団
体

等
母

子
家

庭
の

母
等

の
福

祉
の

増
進

を
主

た
る

目
的

母
子

福
祉

団
体

等
母

子
家

庭
の

母
の

福
祉

の
増

進
を

主
た

る
目

的
と

と
す

る
団

体
が

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
つ

な
が

る
業

務
す

る
団

体
が

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

つ
な

が
る

業
務

を
よ

を
よ

り
多

く
受

注
で

き
る

よ
う

、
国

並
び

に
母

子
家

庭
の

母
及

び
父

子
り

多
く

受
注

で
き

る
よ

う
、

国
が

物
品

や
サ

ー
ビ

ス
を

購
入

す
る

場
合

家
庭

の
父

の
就

業
の

支
援

に
関

す
る

特
別

措
置

法
第

六
条

の
法

人
を

定
に

は
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
つ

つ
、

適
切

な
配

慮
を

行
う

。
め

る
政

令
（

平
成

2
5
年

政
令

第
３

号
）

に
定

め
る

独
立

行
政

法
人

及
び

特
殊

法
人

が
物

品
や

サ
ー

ビ
ス

を
購

入
す

る
場

合
に

は
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
つ

つ
、

優
先

的
に

母
子

福
祉

団
体

等
か

ら
購

入
す

る
よ

う
に

努
め

る
。

⑬
（

略
）

⑬
（

略
）

⑭
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

を
図

る
た

め
の

措
置

に
関

す
る

留
（

新
規

）
意

母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
を

図
る

た
め

の
措

置
を

講
ず

る
に

当
た

っ
て

は
、

情
報

通
信

技
術

等
に

関
す

る
職

業
能

力
の

開
発

及
び

向
上

並
び

に
情

報
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
た

在
宅

就
業

等
多

様
な

就
業

の
機

会
の

確
保

並
び

に
こ

れ
ら

に
従

事
す

る
人

材
の

養
成

及
び

資
質

の
向

上
に

留
意

す
る

。
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⑮
～

⑱
（

略
）

⑭
～

⑰
（

略
）

(
2
)

都
道

府
県

、
市

町
村

等
が

講
ず

べ
き

措
置

に
対

す
る

支
援

(
2
)

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

講
ず

べ
き

措
置

に
対

す
る

支
援

、
、

、
、

、
都

道
府

県
市

町
村

等
が

以
下

の
措

置
を

講
ず

る
に

際
し

て
は

国
は

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

以
下

の
措

置
を

講
ず

る
に

際
し

て
は

国
は

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
が

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
を

適
切

に
受

け
る

こ
と

が
で

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
が

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
を

適
切

に
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

母
子

自
立

支
援

員
を

含
め

た
相

談
体

制
の

整
備

、
関

係
機

関
の

き
る

よ
う

母
子

自
立

支
援

員
を

含
め

た
相

談
体

制
の

整
備

、
関

係
機

関
の

連
携

を
推

進
し

な
が

ら
、

当
該

措
置

が
効

果
的

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

必
要

連
携

を
推

進
し

な
が

ら
、

当
該

措
置

が
効

果
的

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

必
要

な
支

援
を

講
じ

て
い

く
も

の
と

す
る

（
実

施
主

体
に

つ
い

て
特

に
記

載
が

な
支

援
を

講
じ

て
い

く
も

の
と

す
る

（
実

施
主

体
に

つ
い

て
特

に
記

載
が

な
い

場
合

は
都

道
府

県
及

び
市

町
村

を
指

す
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

対
象

な
い

場
合

は
都

道
府

県
及

び
市

町
村

を
指

す
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

対
象

に
つ

い
て

特
に

記
載

の
な

い
場

合
は

、
母

子
家

庭
を

対
象

と
す

る
も

の
と

に
つ

い
て

特
に

記
載

の
な

い
場

合
は

、
母

子
家

庭
を

対
象

と
す

る
も

の
と

す
る

。
す

る
。

。
）

。
）

①
（

略
）

①
（

略
）

②
就

業
支

援
策

②
就

業
支

援
策

ア
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
の

実
施

（
実

施
主

体
：

ア
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
の

実
施

（
実

施
主

体
：

都
道

府
県

等
及

び
市

等
対

象
：

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
等

）
都

道
府

県
等

及
び

市
等

対
象

：
児

童
扶

養
手

当
受

給
者

等
）

(
a
)

個
々

の
母

子
家

庭
等

の
実

情
に

応
じ

た
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
(
a
)

個
々

の
母

子
家

庭
の

実
情

に
応

じ
た

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
ム

を
策

定
し

、
そ

れ
に

基
づ

き
、

き
め

細
か

な
支

援
を

行
う

母
子

を
策

定
し

、
そ

れ
に

基
づ

き
、

き
め

細
か

な
支

援
を

行
う

母
子

自
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

を
実

施
。

ま
た

、
就

業
意

欲
を

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

を
実

施
。

ま
た

、
就

業
意

欲
を

醸
醸

成
す

る
た

め
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

等
を

行
う

就
職

準
備

支
援

成
す

る
た

め
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

等
を

行
う

就
職

準
備

支
援

コ
コ

ー
ス

事
業

を
実

施
ー

ス
事

業
を

実
施

(
b
)

（
略

）
(
b
)

（
略

）
イ

～
オ

（
略

）
イ

～
オ

（
略

）
カ

所
得

の
増

大
に

結
び

付
く

就
業

機
会

創
出

の
た

め
の

支
援

カ
所

得
の

増
大

に
結

び
付

く
就

業
機

会
創

出
の

た
め

の
支

援
(
a
)

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

に
対

す
る

起
業

支
援

(
実

施
主

体
：

(
a
)

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

に
対

す
る

起
業

支
援

(
実

施
主

体
：

都
道

府
県

等
対

象
：

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

)
都

道
府

県
等

対
象

：
母

子
家

庭
及

び
寡

婦
)

母
子

家
庭

の
母

や
寡

婦
が

共
同

し
て

起
業

す
る

場
合

に
お

い
て

母
子

家
庭

の
母

や
寡

婦
が

共
同

し
て

起
業

す
る

場
合

に
お

い
て

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
等

(
事

業
開

始
資

金
)
を

貸
付

け
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

(
事

業
開

始
資

金
)
を

貸
付

け
ま

た
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

の
起

業
を

支
援

す
る

た
め

、
ま

た
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

の
起

業
を

支
援

す
る

た
め

、
起

業
の

方
法

、
事

業
計

画
、

資
金

計
画

、
労

務
管

理
等

に
つ

い
て

起
業

の
方

法
、

事
業

計
画

、
資

金
計

画
、

労
務

管
理

等
に

つ
い

て
の

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
の

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
(
b
)

公
共

的
施

設
に

お
け

る
雇

入
れ

の
促

進
(
対

象
：

母
子

家
庭

等
(
b
)

公
共

的
施

設
に

お
け

る
雇

入
れ

の
促

進
(
対

象
：

母
子

家
庭

及
及

び
寡

婦
)

び
寡

婦
)

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

設
置

す
る

公
共

的
施

設
に

お
い

て
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

設
置

す
る

公
共

的
施

設
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

雇
入

れ
を

促
進

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

の
雇

入
れ

を
促

進



-
8

-

(
c
)

（
略

）
(
c
)

（
略

）
キ

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

啓
発

活
動

等
・

情
報

提
供

キ
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
関

す
る

啓
発

活
動

等
・

情
報

提
供

(
a
)

事
業

主
や

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

関
係

団
体

に
対

し
て

母
(
a
)

事
業

主
や

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

関
係

団
体

に
対

し
て

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

も
ら

う
た

め
の

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

も
ら

う
た

め
の

啓
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
向

け
た

協
力

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

向
け

た
協

力
の

要
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
請

を
積

極
的

に
推

進
(
b
)

母
子

家
庭

の
母

等
を

積
極

的
に

雇
用

す
る

な
ど

の
企

業
等

に
(
b
)

母
子

家
庭

の
母

を
積

極
的

に
雇

用
す

る
な

ど
の

企
業

等
に

お
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

好
事

例
に

つ
い

て
、

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
好

事
例

に
つ

い
て

、
情

報
情

報
を

収
集

し
、

そ
の

提
供

を
行

う
と

と
も

に
、

そ
の

企
業

等
の

を
収

集
し

、
そ

の
提

供
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
企

業
等

の
公

表
公

表
や

表
彰

等
を

実
施

や
表

彰
等

を
実

施
ク

母
子

寡
婦

福
祉

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
に

対
す

る
支

援
ク

母
子

寡
婦

福
祉

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
に

対
す

る
支

援
(
a
)
・

(
b
)

（
略

）
(
a
)
・

(
b
)

（
略

）
(
c
)

母
子

福
祉

団
体

等
の

受
注

機
会

の
増

大
へ

の
努

力
(
c
)

母
子

福
祉

団
体

等
の

受
注

機
会

の
増

大
へ

の
配

慮
母

子
福

祉
団

体
等

母
子

家
庭

の
母

等
の

福
祉

の
増

進
を

主
た

る
母

子
福

祉
団

体
等

母
子

家
庭

の
母

の
福

祉
の

増
進

を
主

た
る

目
目

的
と

す
る

団
体

が
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
に

つ
な

的
と

す
る

団
体

が
、

母
子

家
庭

の
母

の
就

業
の

促
進

に
つ

な
が

る
が

る
業

務
を

よ
り

多
く

受
注

で
き

る
よ

う
、

地
方

公
共

団
体

及
び

業
務

を
よ

り
多

く
受

注
で

き
る

よ
う

、
地

方
公

共
団

体
が

物
品

や
地

方
独

立
行

政
法

人
が

物
品

や
サ

ー
ビ

ス
を

購
入

す
る

場
合

に
は

サ
ー

ビ
ス

を
購

入
す

る
場

合
に

は
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
つ

つ
、

優
先

的
に

母
子

福
祉

団
体

つ
つ

、
適

切
に

配
慮

等
か

ら
購

入
す

る
よ

う
に

努
め

る
こ

と
ケ

母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
を

図
る

た
め

の
措

置
に

関
す

る
（

新
規

）
留

意母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
を

図
る

た
め

の
措

置
を

講
ず

る
に

当
た

っ
て

は
、

情
報

通
信

技
術

等
に

関
す

る
職

業
能

力
の

開
発

及
び

向
上

並
び

に
情

報
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
た

在
宅

就
業

等
多

様
な

就
業

の
機

会
の

確
保

並
び

に
こ

れ
ら

に
従

事
す

る
人

材
の

養
成

及
び

資
質

の
向

上
に

留
意

③
・

④
（

略
）

③
・

④
（

略
）

(
3
)

就
業

の
支

援
に

関
す

る
施

策
の

実
施

の
状

況
の

公
表

（
新

規
）

毎
年

一
回

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

支
援

に
関

す
る

施
策

の
実

施
の

状
況

を
公

表
す

る
。

(
4
)
～

(
6
)

（
略

）
(
3
)
～

(
5
)

（
略

）



（都道府県） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

函館市若松町36番25号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040 0138-24-8340 社会福祉法人　函館市民生事業協会

北見市北８条西１丁目 0157-23-4195 0157-23-4196 社会福祉法人　北見睦会

旭川市５条通４丁目　旭川市ときわ市民ホール１階 0166-21-7181 0166-23-0746 社会福祉法人　旭川市社会福祉協議会

釧路市旭町16番５号 0154-22-2401 0154-22-2801 社会福祉法人　釧路まりも学園

帯広市公園東町３丁目９番地１号 0155-20-7751 0155-20-7752 社会福祉法人　帯広市社会福祉協議会

室蘭市本町２丁目２番１１号 0143-83-7047 0143-83-7048 社会福祉法人　北海道母子寡婦福祉連合会

青森県 青森市中央３-20-30 県民福祉プラザ３階 017-735-4152 017-735-4160 財団法人　青森県母子寡婦福祉連合会

岩手県 盛岡市本町通３-19-１ 岩手県福祉総合相談センター３Ｆ 019-623-8539 019-623-8539 社団法人　岩手県母子寡婦福祉連合会

宮城県 仙台市宮城野区安養寺３-７-３ 022-295-0013 022-256-6512 財団法人　宮城県母子福祉連合会

秋田県 秋田市旭北栄町１番５号　秋田県社会福祉会館５階 018-896-1531 018-866-2166 社会福祉法人　秋田県母子寡婦福祉連合会

山形県 山形市小白川町２-３-31 山形県総合社会福祉センター内 023-632-2296 023-633-0961 財団法人　山形県母子寡婦福祉連合会

福島県 福島市渡利字七社宮111 福島県総合社会福祉センター３階 024-521-5699 024-521-5663 社会福祉法人　福島県社会福祉協議会

茨城県 水戸市八幡町11-52　茨城県母子福祉センター内 029-221-8497 029-221-8618 社団法人　茨城県母子寡婦福祉連合会

栃木県 宇都宮市野沢町４－１ とちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801 028-665-7802 公益財団法人　栃木県ひとり親家庭福祉連合会

群馬県 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

春日部市大沼１-76　東部中央福祉事務所内 048-737-2139 048-734-1121 （センター事業所管課の連絡先）

坂戸市大字石井2327-１　西部福祉事務所内 049-283-7991 049-283-7891 （センター事業所管課の連絡先）

本庄市前原１-８-12　北部福祉事務所内 0495-22-0104 0495-22-2396 （センター事業所管課の連絡先）

秩父市桜木町８-18　秩父福祉事務所内 0494-22-6237 0494-23-7813 （センター事業所管課の連絡先）

千葉県 千葉市中央区亥鼻２-10-９　千葉県母子福祉会館内 043-225-0608 043-225-0608 財団法人　千葉県母子寡婦福祉連合会

新宿区神楽河岸１-１ セントラルプラザ5階 03-5261-8687 03-5261-1343

千代田区飯田橋３－１０－３　東京しごとセンター７階 03-3263-3451 03-3263-3452

神奈川県 藤沢市江ノ島１-11-１ 県立かながわ女性センター内 0466-27-2111 0466-22-1035 財団法人　神奈川県母子寡婦福祉連絡協議会

新潟県 新潟市中央区上所２-２-２ 新潟ユニゾンプラザ３階 025-281-5587 025-281-5547 社団法人　新潟県母子寡婦福祉連合会

富山県 富山市安住町５-21 富山県総合福祉会館（サンシップとやま）３階 076-432-4210 076-432-4221 公益財団法人　富山県母子寡婦福祉連合会

石川県 金沢市三社町１-44 石川県女性センター5階 076-264-0503 076-231-5494 財団法人　石川県母子寡婦福祉連合会

福井県 福井市光陽２-３-22 福井県社会福祉センター4階 0776-21-0733 0776-21-0310 財団法人　福井県母子寡婦福祉連合会

山梨県 甲府市朝日４-５-21 055-252-7014 055-253-7046 財団法人　山梨県母子寡婦福祉連合会

長野県 長野市大字南長野字幅下692-２ 長野県健康福祉部こども・家庭課内 026-232-0111 026-235-7390 （センター事業所管課の連絡先）

岐阜県 岐阜市下奈良２-２-１ 岐阜県福祉・農業会館4階 058-268-2569 058-274-0494 財団法人　岐阜県母子寡婦福祉連合会

静岡県 静岡市葵区駿府町１-70 静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

愛知県 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

三重県 津市桜橋２-131 三重県社会福祉会館内 059-228-6298 059-228-6301 財団法人　三重県母子寡婦福祉連合会

大津市におの浜4-3-26 母子福祉施設「のぞみ荘」内 077-527-4800 077-527-4851

近江八幡市鷹飼町80-4 滋賀県立男女共同参画センター内
滋賀マザーズジョブステーション内

0748-37-5088 0748-37-5488

京都市南区新町通九条下ル 京都府民総合交流プラザ ジョブパーク内 075-662-3773 075-662-3770

福知山市篠尾新町１－14 エースビル４階 0773－23－2771 0773-22-3816

大阪府 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9498 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

兵庫県 神戸市中央区下山手通５-10-１ 078-362-3201 078-362-0061 （センター事業所管課の連絡先）

奈良市西木辻町93-6　エルトピア奈良　内 0742-24-7624 0742-24-7625 -

橿原市大久保町320-11　奈良県社会福祉総合センター内 0744-29-0188 0744-29-0189 社団法人　奈良県母子福祉連合会

和歌山県 和歌山市和歌浦東３-６-46 073-444-0501 073-444-0488 社団法人　和歌山県母子寡婦福祉連合会

鳥取市東町１-220 鳥取県福祉保健部子育て王国推進局青少年・家庭課 0857-26-7869 0857-26-7863 （センター事業所管課の連絡先）

鳥取市伏野1729-5 鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344 0857-59-6345 財団法人　鳥取県連合母子会

島根県 松江市東津田町1741-３ いきいきプラザ島根2階 0852-32-5920 0852-32-5921 財団法人　島根県母子会連合会

岡山県 岡山市北区石関町２-１　岡山県総合福祉会館５階 086-803-5300 086-803-5301 公益財団法人　岡山県愛染会

広島県 広島市中区富士見町11-６　エソール広島２階 082-249-7149 082-249-7149 財団法人　広島県母子寡婦福祉連合会

山口県 山口市富田原町４-58 山口県母子福祉センター内 083-923-2490 083-923-2499 財団法人　山口県母子寡婦福祉連合会

徳島県 徳島市中昭和町１-２　県立総合福祉センター２階 088-654-7418 088-654-7414 公益財団法人　徳島県母子寡婦福祉連合会

香川県 高松市国分寺町国分348-２ 087-874-1580 087-874-1566 財団法人　香川県母子寡婦福祉連合会

愛媛県 松山市本町７－２　愛媛県本町ビル１階 089-907-3200 089-907-3201 財団法人　愛媛県母子寡婦福祉連合会

高知県 高知市旭町３-115 こうち男女共同参画センター（ソーレ）　２階 088-875-2500 088-875-2506 NPO法人　大地の会

春日市原町３-１-７　クローバープラザ６階 092-584-3931 092-584-3923

飯塚市新立岩８－１　福岡県飯塚総合庁舎２階 0948-21-0390 0948-21-0391

久留米市日吉町15-60　ニッセイ久留米ビル９階 0942-32-1140 0942-32-1140 久留米市母子寡婦福祉会

佐賀県 佐賀市神野東２－６－10　佐賀県駅北館２階 0952-97-9767 0952-31-8064 一般財団法人　佐賀県母子寡婦福祉連合会

長崎県 長崎市茂里町３-24 長崎県総合福祉センター２階 095-894-9953 095-894-9953 社会福祉法人　長崎県社会福祉協議会

熊本県 熊本市南千反畑町３-７　熊本県総合福祉センター２階 096-351-8777 096-359-8022 社会福祉法人　熊本県母子寡婦福祉連合会

大分県 大分市大津町２-１-41　大分県総合社会福祉会館３階 097-552-3313 097-552-3337 一般財団法人　大分県母子寡婦福祉連合会

宮崎県 宮崎市原町２-22 0985-22-4696 0985-22-4696 財団法人　宮崎県母子寡婦福祉連合会

鹿児島県 鹿児島市鴨池新町１-７　鹿児島県社会福祉センター７階 099-258-2984 099-296-8123 社会福祉法人　鹿児島県母子寡婦福祉連合会

沖縄県 那覇市首里石嶺町４-373-１　沖縄県総合福祉センター東棟301 098-887-4099 098-887-4091 社団法人　沖縄県母子寡婦福祉連合会

母子家庭等就業・自立支援センター事業実施先一覧

（別添２）

社会福祉法人　福岡県母子寡婦福祉連合会

鳥取県

埼玉県

財団法人　東京都母子寡婦福祉協議会東京都

滋賀県 社会福祉法人　滋賀県母子福祉のぞみ会

奈良県

福岡県

北海道

社会福祉法人　京都府母子寡婦福祉連合会京都府



（政令指定都市） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

札幌市 札幌市中央区大通西19　札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270 011-643-5904 社団法人　札幌市母子寡婦福祉連合会

仙台市 仙台市青葉区五橋２－12－２　仙台市福祉プラザ７階 022-212-4322 022-714-5022 社会福祉法人　仙台市社会福祉協議会

さいたま市 さいたま市浦和区常盤6-4-4　さいたま市役所子育て支援課内 048-829-1948 048-829-1935 （センター事業所管課の連絡先）

千葉市 千葉市中央区千葉港１-１　千葉市役所健全育成課内 043-245-5179 043-245-5995 （センター事業所管課の連絡先）

横浜市 横浜市中区常盤町３-24　サンビル8階 045-227-6337 045-227-6338 一般財団法人　横浜市母子寡婦福祉会

川崎市 川崎市中原区今井上町34 和田ビル2階 044-733-1166 044-733-8934 財団法人　川崎市母子寡婦福祉協議会

相模原市 相模原市緑区橋本3－25－1相模原市就職支援センター内（橋本MNビル4階） 042-700-1617 042-700-1704 テンプスタッフ株式会社

新潟市 新潟市中央区上所２-２-２　新潟ユニゾンプラザ３階 025-281-5587 025-281-5547 社団法人　新潟県母子寡婦福祉連合会

静岡市 静岡市葵区駿府町１-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

浜松市 静岡市葵区駿府町１-70　静岡県総合社会福祉会館４階 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444

名古屋市中区栄４－１－１　中日ビル９階 052-252-8824 052-252-8842

京都市 京都市左京区下鴨北野々神町26　北山ふれあいセンタ－内 075-708-7750 075-708-7833 社団法人　京都市母子寡婦福祉連合会

大阪市 大阪市北区中津１-４-10　大阪市立愛光会館内 06-6371-7146 06-6371-6722 社団法人　大阪市母と子の共励会

堺市 堺市堺区南瓦町２-１　堺市総合福祉会館内 072-223-7902 072-223-7902 一般財団法人　堺市母子寡婦福祉会

神戸市 神戸市中央区橘通３-４-１　神戸市総合福祉センター３階 078-341-4532 078-371-6478 社会福祉法人　神戸市母子福祉たちばな会

岡山市 岡山市北区大供１-１-１  岡山市役所こども福祉課内 086-803-1222 086-227-2526 （センター事業所管課の連絡先）

広島市 広島市中区千田町１-９-43　広島市社会福祉センター４階 082-546-1751 082-546-1752 一般財団法人　広島市母子寡婦福祉連合会

北九州市 北九州市戸畑区汐井町１-６　ウェルとばた４階　北九州市立母子福祉センター 093-871-3224 093-871-3226 一般財団法人　北九州市母子寡婦福祉会

福岡市 福岡市中央区大手門２-５-15　福岡市立母子福祉センター 092-715-8805 092-725-7720 NPO法人 しんぐるまざあず・ふぉーらむ・福岡

熊本市 熊本市中央区水前寺4-47-50 096-385-1160 096-385-1379 社会福祉法人 熊本市社会福祉事業団

（中核市） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

旭川市 旭川市５条通４丁目　旭川市ときわ市民ホール１階　旭川市社会福祉協議会内 0166-2１-7181 0166-23-0746 社会福祉法人　旭川市社会福祉協議会

函館市 函館市若松町36番25号 函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040 0138-24-8340 社会福祉法人　函館市民生事業協会

青森市 青森市中央１-22-５ 017-734-5334 017-722-5678 （センター事業所管課の連絡先）

盛岡市 盛岡市本町通３-19-１　岩手県福祉総合相談センター３F 019-623-8539 019-623-8539 社団法人　岩手県母子寡婦福祉連合会

秋田市 秋田市八橋南１-８-２　秋田市老人福祉センター内 018-866-1341 018-865-2099 秋田市母子寡婦福祉連合会

郡山市 郡山市朝日１-29-９　郡山市総合福祉センター３階郡山市母子福祉センター 024-924-2963 024-924-2969 社会福祉法人　郡山市社会福祉事業団

いわき市 いわき市平字梅本21 0246-22-7452 0246-22-7554 （センター事業所管課の連絡先）

宇都宮市 宇都宮市野沢町４－１  パルティ とちぎ男女共同参画センター内 028－665-7801 028－665-7802 財団法人　栃木県母子寡婦福祉連合会

前橋市 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

高崎市 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

049-224-8811

(内線2585)

船橋市 船橋市湊町２-10-25　船橋市役所児童家庭課内 047-436-3316 047-436-2315 （センター事業所管課の連絡先）

柏市 柏市柏５-10-１ 04-7167-1595 04-7167-1383 （センター事業所管課の連絡先）

横須賀市 横須賀市小川町11 046-822-9809 046-821-0424 （センター事業所管課の連絡先）

富山市 富山市安住町５-21　富山県総合福祉会館（サンシップとやま）３階 076-432-4210 076-432-4221 公益財団法人　富山県母子寡婦福祉連合会

金沢市 金沢市三社町１-44　石川県女性センター内 076-224-3417 076-224-3417 金沢市母子寡婦福祉連合会

長野市 長野市鶴賀緑町1613　長野市役所保育家庭支援課内 026-224-5031 026-264-5355 （センター事業所管課の連絡先）

岐阜市 岐阜市下奈良２-２-１　岐阜県福祉・農業会館４階 058-268-2569 058-274-0494 財団法人　岐阜県母子寡婦福祉連合会

豊橋市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

豊田市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

岡崎市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

大津市 大津市浜大津四丁目1-1　明日都浜大津５階 077-522-0220 077-522-0220 社会福祉法人　滋賀県母子福祉のぞみ会

高槻市 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

東大阪市 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

豊中市 大阪府豊中市中桜塚3-1-1 06-6858-2767 06-6854-9533 （センター事業所管課の連絡先）

姫路市 姫路市安田４-１ 079-221-2132 079-221-2953 （センター事業所管課の連絡先）

西宮市 西宮市六湛寺町10番３号　西宮市児童・母子支援課内 0798-35-3166 0798-35-5525 （センター事業所管課の連絡先）

尼崎市 尼崎市東七松町１-23-１　尼崎市こども家庭支援課内 06-6489-6349 06-6482-3781 （センター事業所管課の連絡先）

奈良市 奈良市二条大路南１-１-１　奈良市役所子育て相談課 0742-34-4804 0742-34-4817 （センター事業所管課の連絡先）

和歌山市 和歌山市七番丁23 073-435-1219 073-435-1269 （センター事業所管課の連絡先）

倉敷市 倉敷市西中新田640 086-426-3314 086-427-7335 （センター事業所管課の連絡先）

福山市 福山市御門町２-１-１ 084-921-5546 084-921-5546 財団法人　福山市母子寡婦福祉連合会

下関市 下関市南部町１-１ 083-231-1358 083-231-1394 財団法人　山口県母子寡婦福祉連合会

香川県 高松市国分寺町国分３４８－２ 087-874-1580 087-874-1566 財団法人　香川県母子寡婦福祉連合会

松山市 松山市二番町４-７-２　松山市子育て支援課内 089-948-6418 089-934-1814
財団法人　愛媛県母子寡婦福祉連合会
社会福祉法人　松山市母子会

高知市 高知市旭町３-115　こうち男女共同参画センター２階 088-875-2500 088-875-2506 NPO法人　大地の会

久留米市 久留米市長門石１丁目１番３２号総合福祉会館内 0942-39-2277 0942-39-2277 久留米市母子寡婦福祉会

長崎市 長崎市茂里町３-24 長崎県総合福祉センター２階 095-894-9953 095-894-9953 社会福祉法人　長崎県社会福祉協議会

大分市 大分市大津町２-１-41　大分県総合社会福祉会館３階 097-552-3313 097-552-3337 一般財団法人　大分県母子寡婦福祉連合会

宮崎市 宮崎市橘通西１-１-１　宮崎市福祉部子育て支援課内 0985-21-1765 0985-27-0752 宮崎市母子寡婦福祉協議会

鹿児島市 鹿児島市山下町11-１ 099-216-1260 099-216-1284 （センター事業所管課の連絡先）

（厚生労働省調べ）

（センター事業所管課の連絡先）川越市 川越市元町１-３-１ 049-225-5218

名古屋市 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会



母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議申し合わせ

○「第２回母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議 （平成１６年３」

月３日）

国の機関の非常勤職員を公募する場合に、その求人情報を母子家庭等就業・自立支

援センターへ提供するとともに

公益法人等に職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供すること

を要請する

など、母子家庭の母の就業の促進に配慮する。

○「第３回母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議 （平成１７年６」

月１３日）

国の機関において、母子家庭の母の就業支援に関するリーフレット等を活用し、会

計等の事務手続きの機会をとらえ、民間事業者に対し母子家庭の母の雇用について協

力を要請する等母子家庭の母の就業支援に配慮する。

なお、この場合には、公務に対する国民の信頼を損なうことのないよう十分配慮す

る。

（別添３）



（別添４） 

（様式例） 

証 明 書 

 

 

求人情報提供者              様 

採用担当者指名              様 

     連絡先                

 

次の方については、さきにご提供のありました求人情報について、当セン

ターにおいて情報提供したことを証明いたします。 

 

面接日   月   日   時   分 

 

氏 名 様  

職 種  

 

 

 

  平成   年   月   日 

 

（都道府県市）母子家庭等就業・自立支援センター 

（          県（市） ） 

（TEL） 

証明者         （FAX）           

 

 

 

※なお、この方の採否についても当方まで御連絡ください。 

 

 

 



地区 名　　　　称 郵便番号 所　　　在　　　地
ＴＥＬ
ＦＡＸ

全国
財団法人
全国母子寡婦福祉団体協議会

140-0011
東京都品川区東大井五丁目２６番２０号
アクシルコート大井仙台坂１０４

03-6718-4088
03-6718-4087

社会福祉法人
北海道母子寡婦福祉連合会

060-0031
北海道札幌市中央区北１条東８丁目
北海道母子福祉センター内

011-261-0447
011-232-8095

社団法人
札幌市母子寡婦福祉連合会

060-0042
札幌市中央区大通西１９丁目
札幌市社会福祉総合センター内

011-631-3270
011-643-5904

財団法人
青森県母子寡婦福祉連合会

030-0822
青森市中央三丁目２０番３０号
県民福祉プラザ３Ｆ

017-735-4152
017-735-4160

社団法人
岩手県母子寡婦福祉連合会

020-0015
盛岡市本町通３－１９－１
岩手県福祉総合相談センター内

019-623-8539
〃

財団法人
宮城県母子福祉連合会

983-0832
仙台市宮城野区安養寺３－７－３
宮城県母子福祉センター内

022-256-6512
〃

社会福祉法人
秋田県母子寡婦福祉連合会

010-0864
秋田市手形住吉町４－２６
秋田県母子福祉総合センター内

018-833-4249
018-833-4246

財団法人
山形県母子寡婦福祉連合会

990-0021
山形市小白川町２－３－３１
山形県総合社会福祉センター内

023-633-0962
023-633-0961

社団法人
茨城県母子寡婦福祉連合会

310-0065
水戸市八幡町１１－５２
茨城県立母子の家内

029-221-7505
029-221-8618

公益財団法人
栃木県ひとり親家庭福祉連合会

320-0071
宇都宮市野沢４－１
パルティとちぎ１Ｆ

028-665-7801
028-665-7802

財団法人
群馬県母子寡婦福祉協議会

371-0843
前橋市新前橋町１３－１２
群馬県社会福祉総合センター内

027-255-6636
027-255-6652

財団法人
埼玉県母子寡婦福祉連合会

330-0843
さいたま市大宮区吉敷町１－１２４
埼玉県大宮合同庁舎内

048-645-7886
048-642-7112

財団法人
千葉県母子寡婦福祉連合会

260-0856
千葉市中央区亥鼻２－１０－９
千葉県母子福祉会館内

043-222-5818
043-225-9177

財団法人
東京都母子寡婦福祉協議会

162-0823
東京都新宿区神楽河岸１－１
セントラルプラザ５Ｆ

03-5261-1341～2
03-5261-1343

財団法人
神奈川県母子寡婦福祉連絡協議会

251-0036
藤沢市江の島１－１１－１
神奈川県立かながわ女性センター内

0466-27-2111
0466-22-1035

一般財団法人
横浜市母子寡婦福祉会

231-0014
横浜市中区常盤町３－２４
サンビル８Ｆ

045-651-0390
045-227-6338

財団法人
川崎市母子寡婦福祉協議会

211-0067
川崎市中原区今井上町３４ 和田ビル２F
川崎市母子福祉センター サン・ライヴ内

044-733-1166
044-733-8934

社団法人
新潟県母子寡婦福祉連合会

950-0994
新潟市中央区上所２－２－２
ユニゾンプラザ３Ｆ

025-281-5546
025-281-5547

財団法人
山梨県母子寡婦福祉連合会

400-0025
甲府市朝日４－５－２１
山梨県母子福祉センター内

055-252-7014
055-253-7046

社団法人
長野県母子寡婦福祉連合会

380-0928
長野市若里７－１－７
長野県社会福祉総合センター内

026-228-9233
〃

社団法人
静岡県母子寡婦福祉連合会

420-0856
静岡市葵区駿府町１－７０
静岡県総合社会福祉会館４Ｆ

054-254-5220
054-254-0056

一般社団法人
静岡市母子寡婦福祉会

420-8602
静岡市葵区追手町５－１
静岡市葵福祉事務所保育児童課内

054-221-1565
054-221-1097

公益財団法人
富山県母子寡婦福祉連合会

930-0094
富山市安住町５－２１
富山県総合福祉会館３Ｆ

076-432-4298
076-432-4221

財団法人
石川県母子寡婦福祉連合会

920-0861
金沢市三社町１－４４
石川県女性センター５Ｆ

076-264-0503
076-231-5494

財団法人
福井県母子寡婦福祉連合会

910-0026
福井市光陽２－３－２２
福井県社会福祉センター内

0776-21-0733
0776-21-0310

財団法人
岐阜県母子寡婦福祉連合会

500-8385
岐阜市下奈良２－２－１
岐阜県福祉農業会館４Ｆ

058-274-0494
〃

社会福祉法人
愛知県母子寡婦福祉連合会

462-0033
名古屋市北区金田町３－１１
愛知県母子福祉会館内

052-915-8862
052-915-8444

財団法人
三重県母子寡婦福祉連合会

514-0003
津市桜橋２－１３１
三重県社会福祉会館内

059-228-6298
059-228-6301

社会福祉法人
滋賀県母子福祉のぞみ会

520-0801
大津市におの浜４－３－２６
滋賀県母子福祉施設のぞみ荘内

077-522-2951
077-521-5082

社会福祉法人
京都府母子寡婦福祉連合会

604-0874
京都市中京区竹屋町通烏丸東入る清水町３
７５

075-223-1360
075-950-1503

社団法人
京都市母子寡婦福祉連合会

606-0846
京都市左京区下鴨北野々神町26番地北山ふれあい
ｾﾝﾀｰ 京都市ひとり親家庭支援ｾﾝﾀｰゆめあす内

075-708-7751
075-708-7833

社会福祉法人
大阪府母子寡婦福祉連合会

540-0012
大阪市中央区谷町５－４－１３
大阪府谷町福祉センター内

06-6762-9995
06-6762-3796

社団法人
大阪市母と子の共励会

531-0071
大阪市北区中津１－４－１０
大阪市立愛光会館内

06-6371-7146
06-6371-6722

一般財団法人
堺市母子寡婦福祉会

590-0078
大阪府堺市堺区南瓦町２－１
堺市総合福祉会館2F

072-223-7902
072-223-7902

一般財団法人
兵庫県婦人共励会

650-0011
神戸市中央区下山手通５－７－１１
兵庫県母子会館内

078-341-7372
078-341-7384

社会福祉法人
神戸市母子福祉たちばな会

650-0016
神戸市中央区橘通３－４－１
神戸市立母子福祉センター内

078-341-4532
078-371-6478

社団法人
奈良県母子福祉連合会

634-0061
橿原市大久保町３２０－１１
奈良県社会福祉総合センター４Ｆ

0744-29-0188
0744-29-0189

社団法人
和歌山県母子寡婦福祉連合会

641-0021
和歌山市和歌浦東３－６－４６
和歌山県立和歌山すみれホ－ム内

073-444-0376
073-444-0488

中
　
　
　
部

近
　
　
　
　
　
畿

全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体及び関係団体一覧

平成25年3月1日現在
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道

関
　
　
　
　
　
東

（別添５）

（全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体）



地区 名　　　　称 郵便番号 所　　　在　　　地
ＴＥＬ
ＦＡＸ

財団法人
鳥取県連合母子会

689-0201
鳥取市伏野１７２９－５
鳥取県立福祉人材研修センタ－内

0857-59-6344
0857-59-6340

財団法人
島根県母子会連合会

690-0011
松江市東津田町１７４１－３
島根県立母子福祉センタ－内

0852-32-5920
0852-32-5921

財団法人
岡山県母子寡婦福祉連合会

700-8570
岡山市北区内山下２－４－６
岡山県保健福祉部子ども未来課内

086-226-7349
086-234-5770

財団法人
広島県母子寡婦福祉連合会

730-0043
広島市中区富士見町１１－６
広島県女性総合センター２階

082-543-6889
〃

一般財団法人
広島市母子寡婦福祉連合会

730-0052
広島市中区千田町１－９－４３
広島市社会福祉センター４Ｆ

082-241-1768
082-241-3722

財団法人
山口県母子寡婦福祉連合会

753-0054
山口市富田原町４－５８
山口県母子福祉センター内

083-923-2490
083-923-2499

公益財団法人
徳島県母子寡婦福祉連合会

770-0943
徳島市中昭和町１－２
徳島県立総合福祉センター２Ｆ

088-654-7418
088-654-7414

財団法人
香川県母子寡婦福祉連合会

769-0102 高松市国分寺町国分３４８－２
087-874-1580
087-874-1566

財団法人
愛媛県母子寡婦福祉連合会

790-0811 松山市本町７－２ 愛媛県本町ビル１Ｆ
089-907-3200
089-907-3201

財団法人
高知県青蘭会連盟

780-0061
高知市栄田町３丁目６番２９号
高知県母子寡婦福祉会館内

088-872-5873
088-872-5877

社会福祉法人
福岡県母子寡婦福祉連合会

816-0804
春日市原町３－１－７
福岡県総合福祉センター内

092-584-3922
092-584-3923

一般財団法人
北九州市母子寡婦福祉会

804-0067
北九州市戸畑区汐井町１－６
ウェルとばた４Ｆ

093-871-3225
093-871-3226

財団法人
福岡市母子福祉会

810-0074
福岡市中央区大手門２－５－１５
福岡市母子福祉センタ－内

092-741-8967
092-761-5427

一般財団法人
佐賀県母子寡婦福祉連合会

840-0804 佐賀市神野東二丁目６番１０号
0952-97-9767
0952-31-8064

社団法人
長崎県母子寡婦福祉連合会

852-8104
長崎市茂里町３－２４
長崎県総合福祉センター 県棟１Ｆ

095-846-8722
095-848-7456

社団法人
長崎市母子寡婦福祉会

850-0054
長崎市上町１－３３
長崎市社会福祉会館３階

095-828-1470
095-828-1476

社会福祉法人
熊本県母子寡婦福祉連合会

860-0842
熊本市中央区南千反畑町３－７
熊本県総合福祉センター２Ｆ

096-324-2136
096-359-8022

一般財団法人
大分県母子寡婦福祉連合会

870-0907
大分市大津町２－１－４１
大分県総合社会福祉会館内

097-552-3313
097-552-3337

財団法人
宮崎県母子寡婦福祉連合会

880-0007
宮崎市原町２－２２
宮崎県福祉総合センター４Ｆ

0985-22-4696
〃

社会福祉法人
鹿児島県母子寡婦福祉連合会

890-8517
鹿児島市鴨池新町１－７
鹿児島県社会福祉センター７Ｆ

099-258-2984
099-296-8123

社団法人
沖縄県母子寡婦福祉連合会

903-0804
那覇市首里石嶺町４－３７３－１
沖縄県総合福祉センター内

098-887-4099
098-887-4091

郵便番号 所　　　在　　　地
ＴＥＬ
ＦＡＸ

101-0051
東京都千代田区神田神保町２－２８
日下ビル２Ｆ

03-3263-1519
〃

959-2015 新潟県阿賀野市北本町17－17
0250-47-6009
0250-63-9137

102-0082
東京都千代田区一番町４－４２
一番町Ⅱビル６Ｆ

03-3646-8923
03-3646-8963

160-0022 新宿区新宿１－１８－１０－２０２
03-6685-6415
03-6685-9765

ＮＰＯ法人全国父子家庭支援連絡会

九
　
　
　
　
　
州

ＮＰＯ法人あごら

ＮＰＯ法人ＷＩＮＫ

中
　
国
　
・
　
四
　
国

平成25年3月1日現在（ＮＰＯ法人）

名　　　　称

ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーら
む

 



　母子家庭の母や父子家庭の父（「ひとり親」）は、子育てをしながら働かなければならないため、
就職に当たっては、労働条件での制約を受けたり、困難を伴うことが少なくありません。また、
昨今の厳しい経済情勢の下、就職は一層厳しくなっています。
　国と地方公共団体では、今年３月１日に施行された「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の
支援に関する特別措置法」に基づき、企業に対して、優先的にひとり親を雇い入れたり、その他
の協力を要請することにしました。
　そこで、事業主の皆さまには、このような状況をご理解の上、ひとり親の就業をご支援いただ
きますようお願いいたします。助成金制度がありますので、ぜひご活用ください。
　また、業務を外部委託される場合は、母子福祉団体等の活用をご検討ください。

１　ひとり親の雇用促進にご協力ください

メリット

　ひとり親の優先的な雇用にご配慮いただき、最寄りのハローワークや「母子家庭等就業・自立支援センター」※

に求人情報の提供をお願いします。
※都道府県、政令指定都市、中核市に設置されており、ひとり親家庭に対して無料の就業相談・講習会・情報提供などを行っています。

◦就業促進を通じて、ひとり親家庭を経済的に支え、子どもの成長を育み、社会に
貢献することができます。

◦ひとり親を雇用する事業主は、特定求職者雇用開発助成金やトライアル雇用奨励
金などを活用できる場合があります。

ひとり親を雇用する事業主が活用できる助成金や奨励金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 25 年 3 月 1 日現在）

●特定求職者雇用開発助成金
　ハローワークなどの紹介で、ひとり親を雇い入れた事業主に、賃金の一部を助成します。
　◦短時間労働者以外　中小企業…90 万円　　大企業…50 万円
　◦短時間労働者　　　中小企業…60 万円　　大企業…30 万円
　※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の労働者を言います。

●試行（トライアル）雇用奨励金
　ハローワークの紹介で、ひとり親を一定期間（原則３カ月）試行雇用する事業主に月額４万円の奨

励金を支給します。

●均衡待遇・正社員化推進奨励金の加算
　正社員転換制度や短時間正社員制度を導入する際に、2 人目から 10 人目の対象労働者がひとり親

の場合に助成金を加算します。
※ 均衡待遇・正社員化推進奨励金は、平成 25 年 3 月末をもって廃止し、平成 25 年度からキャリアアップ助成金（仮称）に整理・統合

する予定です。

「ひとり親」の就業を
ご支援ください

事業主の
皆さまへ

全国ハローワーク一覧  http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html　都道府県労働局一覧  http://www.mhlw.go.jp/link/index.html

これらの助成金、奨励金の対象となる「ひとり親」は、母子家庭の母と、児童扶養手当を受給している父子家庭の父です。
詳しくは、最寄りのハローワークまたは都道府県労働局にお問い合わせください。



支援するメリット

母子福祉団体等で
行っている事業の

例

◦母子福祉団体等を活用することで、地域に密着した事業運営を行うことができ
ます。

◦ひとり親家庭の就業促進を通して、地域・社会に貢献することができます。

❶育児・子育て関連
　（託児サービス / 親子のふれあい交流 / 児童の訪問援助）

❷講習会・セミナー・相談会の運営・開催
　（パソコン教室の運営・講習会 / 地域の学習教室 / 就職準備・離転職セミナー /     

養育費相談 / キャリアカウンセリング相談 / 日常生活の相談 / 法律相談）

❸店舗・自動販売機の設置
　（自動販売機の設置 / 売店の運営管理 / カフェの運営）

❹施設の運営管理
　（清掃 / 職員寮などの管理 / 児童館の運営管理）

❺地域の安心確保
　（地域の見守り / 市民共働型の自転車利用適正化事業）

❻事務委託
　（資料・パンフレットなどの封入・配送 / 会議の議事録作成）

❼	地方自治体からの受託による事業
　（母子家庭等就業・自立支援センターの運営 / 日常生活支援事業の実施 / 自立支

援プログラムの策定 / 母子生活支援施設の運営 / 母子福祉センターの管理運営 /
母子家庭等就業支援講習会の実施 / 在宅就業支援 / 面会交流支援　など）

　これらは、全国の母子福祉団体等で行っている事業の例です。各団体で実施して
いる事業内容や受注できる事業については、各都道府県・指定都市にある母子福祉
団体にご確認ください。また、各地で実施している事業については、（財）全国母
子寡婦福祉団体協議会でも照会に応じています。

作成：厚生労働省　雇用均等・児童家庭局　家庭福祉課　母子家庭等自立支援室

２　母子福祉団体等への業務発注にご協力ください
　母子福祉団体とは、「母子及び寡婦福祉法」に基づく、ひとり親家庭および寡婦の福祉の向上を目的とした団
体です。母子家庭等就業・自立支援センターの運営をはじめ、長年にわたって、育児・子育て関連業務や講習会・
セミナーの運営などを実施し、業務運営の経験、スタッフともに豊富です（団体により事業内容は異なります）。
　また、母子福祉団体のほかにも、ひとり親家庭の支援を目的とした特定非営利法人（ＮＰＯ）が多数あり、さ
まざまな事業を行っています。
　これらの団体（母子福祉団体等）への積極的な発注をお願いします。



（注）内閣府認証法人で、厚生労働省雇用均等・児童家庭局で把握している法人

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

全
国

財団法人
全国母子寡婦福
祉団体協議会

140-0011
東京都品川区東大井五丁目 26
番 20 号
アクシルコート大井仙台坂 104

03-6718-4088

東 

北 

・ 

北 

海 

道

社会福祉法人
北海道母子寡婦
福祉連合会

060-0031
北海道札幌市中央区北 1 条東 8
丁目
北海道母子福祉センター内

011-261-0447

財団法人
札幌市母子寡婦
福祉連合会

060-0042 札幌市中央区大通西 19 丁目
札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270

財団法人
青森県母子寡婦
福祉連合会

030-0822 青森市中央三丁目 20 番 30 号
県民福祉プラザ 3 Ｆ 017-735-4152

社団法人
岩手県母子寡婦
福祉連合会

020-0015 盛岡市本町通 3-19-1
岩手県福祉総合相談センター内 019-623-8539

財団法人　　　　　　　　　　   　　
宮城県母子福祉
連合会

983-0832 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3
宮城県母子福祉センター内 022-256-6512

社会福祉法人
秋田県母子寡婦
福祉連合会

010-0864 秋田市手形住吉町 4-26
秋田県母子福祉総合センター内 018-833-4249

財団法人
山形県母子寡婦
福祉連合会

990-0021 山形市小白川町 2-3-31
山形県総合社会福祉センター内 023-633-0962

関
　
東

社団法人
茨城県母子寡婦
福祉連合会

310-0065 水戸市八幡町 11-52
 茨城県立母子の家内 029-221-7505

公益財団法人
栃木県ひとり親
家庭福祉連合会

320-0071 宇都宮市野沢 4-1
パルティとちぎ 1 Ｆ 028-665-7801

財団法人
群馬県母子寡婦
福祉協議会

371-0843 前橋市新前橋町 13-12
群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

財団法人
埼玉県母子寡婦
福祉連合会

330-0843 さいたま市大宮区吉敷町1-124
埼玉県大宮合同庁舎内 048-645-7886

財団法人
千葉県母子寡婦
福祉連合会

260-0856 千葉市中央区亥鼻 2-10-9
千葉県母子福祉会館内 043-222-5818

財団法人
東京都母子寡婦
福祉協議会

162-0823 東京都新宿区神楽河岸 1-1
セントラルプラザ 5 Ｆ 03-5261-1341～2

財団法人
神奈川県母子寡婦
福祉連絡協議会

251-0036
藤沢市江の島 1-11-1
神奈川県立かながわ女性セン
ター内

0466-27-2111

一般財団法人
横浜市母子寡婦
福祉会 

231-0014 横浜市中区常盤町 3-24
サンビル 8 Ｆ 045-651-0390

財団法人
川崎市母子寡婦
福祉協議会

211-0067

川崎市中原区今井上町 34
和田ビル 2F
川崎市母子福祉センター サン・
ライヴ内

044-733-1166

社団法人
新潟県母子寡婦
福祉連合会

950-0994 新潟市中央区上所 2-2-2
ユニゾンプラザ 3 Ｆ 025-281-5546

財団法人
山梨県母子寡婦
福祉連合会

400-0025 甲府市朝日 4-5-21
山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

社団法人
長野県母子寡婦
福祉連合会

380-0928 長野市若里 7-117
長野県社会福祉総合センター内 026-228-9233

社団法人
静岡県母子寡婦
福祉連合会

420-0856 静岡市葵区駿府町 1-70
静岡県総合社会福祉会館 4 Ｆ 054-254-5220

一般社団法人
静岡市母子寡婦
福祉会

420-8602 静岡市葵区追手町 5-1
静岡市葵福祉事務所保育児童課内 054-221-1565

中
　
部

公益財団法人
富山県母子寡婦
福祉連合会

930-0094 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館 3 Ｆ 076-432-4298

財団法人
石川県母子寡婦
福祉連合会

920-0861 金沢市三社町 1-44
石川県女性センター 5 Ｆ 076-264-0503

財団法人
福井県母子寡婦
福祉連合会

910-0026 福井市光陽 2-3-22
福井県社会福祉センター内 0776-21-0733

財団法人
岐阜県母子寡婦
福祉連合会

500-8385 岐阜市下奈良 2-2-1
岐阜県福祉農業会館 4 Ｆ 058-274-0494

社会福祉法人
愛知県母子寡婦
福祉連合会

462-0033 名古屋市北区金田町 3-11
愛知県母子福祉会館内 052-915-8862

財団法人
三重県母子寡婦
福祉連合会

514-0003 津市桜橋 2-131
三重県社会福祉会館内 059-228-6298　

近
　
畿

社会福祉法人
滋賀県母子福祉
のぞみ会

520-0801 大津市におの浜 4-3-26
滋賀県母子福祉施設のぞみ荘内 077-522-2951

社会福祉法人
京都府母子寡婦
福祉連合会

604-0874
京都市中京区竹屋町通烏丸東入
る清水町 375
京都府立総合社会福祉会館内

075-223-1360　

社団法人
京都市母子寡婦
福祉連合会

606-0846

京都市左京区下鴨北野々神町
26 番地
北山ふれあいセンター
京都市ひとり親家庭支援センター
ゆめあす内

075-708-7751

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

近
　
畿

社会福祉法人
大阪府母子寡婦
福祉連合会

540-0012 大阪市中央区谷町 5-4-13
大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

社団法人
大阪市母と子の
共励会

531-0071 大阪市北区中津 1-4-10
大阪市立愛光会館内 06-6371-7146　　

一般財団法人
堺市母子寡婦福
祉会

590-0078 大阪府堺市堺区南瓦町 2-1
堺市総合福祉会館 2F 072-223-7902　　　　　

一般財団法人
兵庫県婦人共励会　　　　　650-0011 神戸市中央区下山手通 5-7-11

兵庫県母子会館内 078-341-7372　

社会福祉法人
神戸市母子福祉
たちばな会

650-0016 神戸市中央区橘通 3-4-1
神戸市立母子福祉センター内 078-341-4532　　　

社団法人
奈良県母子福祉
連合会

634-0061 橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター 4 Ｆ 0744-29-0188　

社団法人
和歌山県母子寡
婦福祉連合会

641-0021 和歌山市和歌浦東 3-6-46
和歌山県立和歌山すみれホーム内 073-444-0376　

中
　
国

財団法人
鳥取県連合母子会 689-0201 鳥取市伏野 1729-5

鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344

財団法人
島根県母子会連
合会

690-0011 松江市東津田町 1741-3
島根県立母子福祉センター内 0852-32-5920　　

財団法人
岡山県母子寡婦
福祉連合会

700-8570 岡山市北区内山下 2-4-6
岡山県保健福祉部子ども未来課内 086-226-7349　

財団法人
広島県母子寡婦
福祉連合会

730-0043 広島市中区富士見町 11-6
広島県女性総合センター 2 階　　　　　　　　　　　　　082-543-6889　　　　　

一般財団法人
広島市母子寡婦
福祉連合会

730-0052 広島市中区千田町 1-9-43
広島市社会福祉センター 4 Ｆ 082-241-1768　　　

財団法人
山口県母子寡婦
福祉連合会

753-0054 山口市富田原町 4-58
山口県母子福祉センター内 083-923-2490　　

四
　
国

公益財団法人
徳島県母子寡婦
福祉連合会

770-0943 徳島市中昭和町 1-2
徳島県立総合福祉センター 2 Ｆ 088-654-7418　

財団法人
香川県母子寡婦
福祉連合会

769-0102 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580　　　　　

財団法人
愛媛県母子寡婦
福祉連合会

790-0811 松山市本町 7-2
愛媛県本町ビル 1 Ｆ 089-907-3200　　　　

財団法人
高知県青蘭会連盟 780-0061 高知市栄田町 3 丁目 6 番 29 号

高知県母子寡婦福祉会館内 088-872-5873　　　　

九
　
州

社会福祉法人
福岡県母子寡婦
福祉連合会

816-0804 春日市原町 3-1-7
福岡県総合福祉センター内 092-584-3922

一般財団法人
北九州市母子寡
婦福祉会

804-0067 北九州市戸畑区汐井町 1-6
ウェルとばた 4 Ｆ 093-871-3225　　

財団法人
福岡市母子福祉会 810-0074 福岡市中央区大手門 2-5-15

福岡市母子福祉センター内 092-741-8967      

一般財団法人
佐賀県母子寡婦
福祉連合会

840-0804 佐賀市神野東二丁目 6 番 10 号　0952-97-9767　　

社団法人
長崎県母子寡婦
福祉連合会

852-8104
長崎市茂里町 3-24
長崎県総合福祉センター
県棟 1 Ｆ

095-846-8722　

社団法人
長崎市母子寡婦
福祉会

850-0054 長崎市上町 1-33
長崎市社会福祉会館 3 階 095-828-1470

社会福祉法人
熊本県母子寡婦
福祉連合会

860-0842 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 Ｆ 096-324-2136　　

一般財団法人
大分県母子寡婦
福祉連合会

870-0907 大分市大津町 2-1-41
大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313 

財団法人
宮崎県母子寡婦
福祉連合会

880-0007 宮崎市原町 2-22
宮崎県福祉総合センター 4 Ｆ 0985-22-4696　　　　

社会福祉法人
鹿児島県母子寡
婦福祉連合会

890-8517 鹿児島市鴨池新町 1-7
鹿児島県社会福祉センター 7 Ｆ 099-258-2984

社団法人
沖縄県母子寡婦
福祉連合会

903-0804 那 覇 市 首 里 石 嶺 町 4-373-1　　　　　　　　　　　　　　
沖縄県総合福祉センター内 098-887-4099　　　

名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

ＮＰＯ法人あごら 102-0082 東京都千代田区一番町 4-42
一番町Ⅱビル 6 Ｆ 03-3646-8923　　　

ＮＰＯ法人
しんぐるまざあず・
ふぉーらむ

101-0051
東 京 都 千 代 田 区 神 田 神 保 町
2-28
日下ビル 2 Ｆ

03-3263-1519

ＮＰＯ法人全国父子
家庭支援連絡会 959-2015 新潟県阿賀野市北本町 17-17 0250-47-6009　　

ＮＰＯ法人ＷＩＮＫ 160-0022 新宿区新宿１-18-10-202 03-6685-6415　　

全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体及び関係団体 一覧

（ＮＰＯ法人）

（全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体）



自治体名 住所 電話番号
都道府県

北海道

函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
北見市北 8 条西 1 丁目 0157-23-4195
旭川市 5 条通 4 丁目　旭川市ときわ市民ホール 1 階 0166-21-7181
釧路市旭町 16 番 5 号 0154-22-2401
帯広市公園東町 3 丁目 9 番地 1 号 0155-20-7751
室蘭市本町 2 丁目 2 番 11 号 0143-83-7047

青森県 青森市中央 3-20-30　県民福祉プラザ 3 階 017-735-4152
岩手県 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3 Ｆ 019-623-8539
宮城県 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3　宮城県母子福祉センター内 022-295-0013
秋田県 秋田市旭北栄町 1 番 5 号　秋田県社会福祉会館 5 階 018-896-1531
山形県 山形市小白川町 2-3-31 山形県総合社会福祉センター内 023-632-2296

福島県 福島市渡利字七社宮 111
福島県総合社会福祉センター 3 階 024-521-5699

茨城県 水戸市八幡町 11-52　県立母子の家内 029-221-8497

栃木県 宇都宮市野沢町 4-1
パルティとちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

群馬県 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

埼玉県

春日部市大沼 1-76　東部中央福祉事務所内 048-737-2139
坂戸市大字石井 2327-1　西部福祉事務所内 049-283-7991
本庄市前原 1-8-12　北部福祉事務所内 0495-22-0104
秩父市桜木町 8-18　秩父福祉事務所内 0494-22-6237

千葉県 千葉市中央区亥鼻 2-10-9　千葉県母子福祉会館内 043-225-0608

東京都
新宿区神楽河岸 1-1　セントラルプラザ 5 階 03-5261-8687
千代田区飯田橋 3-10-3　東京しごとセンター 7 階 03-3263-3451

神奈川県 藤沢市江ノ島 1-11-1　県立かながわ女性センター内 0466-27-2111
新潟県 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587

富山県 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

石川県 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター 5 階 076-264-0503
福井県 福井市光陽 2-3-22　福井県社会福祉センター 4 階 0776-21-0733
山梨県 甲府市朝日 4-5-21　山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

長野県 長野市大字南長野字幅下 692-2
長野県健康福祉部こども・家庭課内 026-232-0111

岐阜県 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
静岡県 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
愛知県 名古屋市北区金田町 3-11　愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
三重県 津市桜橋 2-131　三重県社会福祉会館内 059-228-6298

滋賀県
大津市におの浜 4-3-26　母子福祉施設「のぞみ荘」内 077-527-4800
近江八幡市鷹飼町 80-4　滋賀県立男女共同参画センター内
滋賀マザーズジョブステーション内 0748-37-5088

京都府
京都市南区東九条下殿田町 70
京都府民総合交流プラザ ジョブパーク内 075-662-3773

福知山市篠尾新町 1-14　エースビル 4 階 0773-23-2771
大阪府 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9498
兵庫県 神戸市中央区下山手通 5-10-1 078-362-3201

奈良県
奈良市西木辻町 93-6　エルトピア奈良　内 0742-24-7624
橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター内 0744-29-0188

和歌山県 和歌山市和歌浦東 3-6-46 073-444-0501

鳥取県
鳥取市東町 1-220
鳥取県福祉保健部子育て王国推進局青少年・家庭課 0857-26-7869

鳥取市伏野 1729-5　鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344
島根県 松江市東津田町 1741-3　いきいきプラザ島根 2 階 0852-32-5920
岡山県 岡山市北区石関町 2-1　岡山県総合福祉会館 5 階 086-803-5300
広島県 広島市中区富士見町 11-6　エソール広島 2 階 082-249-7149
山口県 山口市富田原町 4-58　山口県母子福祉センター内 083-923-2490
徳島県 徳島市中昭和町 1-2　県立総合福祉センター 2 階 088-654-7418
香川県 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
愛媛県 松山市本町 7-2　愛媛県本町ビル 1 階 089-907-3200

高知県 高知市旭町 3-115
こうち男女共同参画センター（ソーレ）　2 階 088-875-2500

福岡県
春日市原町 3-1-7　クローバープラザ 6 階 092-584-3931
飯塚市新立岩 8-1　福岡県飯塚総合庁舎 2 階 0948-21-0390
久留米市日吉町 15-60　ニッセイ久留米ビル 9 階 0942-32-1140

佐賀県 佐賀市神野東 2-6-10　佐賀県駅北館 2 階 0952-97-9767
長崎県 長崎市茂里町 3-24　長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953

熊本県 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 階 096-351-8777

大分県 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313
宮崎県 宮崎市原町 2-22　宮崎県福祉総合センター内 0985-22-4696

鹿児島県 鹿児島市鴨池新町 1-7　鹿児島県社会福祉センター 7 階 099-258-2984

沖縄県 那覇市首里石嶺町 4-373-1
沖縄県総合福祉センター東棟 301 098-887-4099

自治体名 住所 電話番号
政令指定都市
札幌市 札幌市中央区大通西 19　札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270
仙台市 仙台市青葉区五橋 2-12-2　仙台市福祉プラザ 7 階 022-212-4322

さいたま市
※

さいたま市浦和区常盤 6-4-4
さいたま市役所子育て支援課内 048-829-1948

千葉市※ 千葉市中央区千葉港 1-1　千葉市役所健全育成課内 043-245-5179
横浜市 横浜市中区常盤町 3-24　サンビル 8 階 045-227-6337
川崎市 川崎市中原区今井上町 34　和田ビル 2 階 044-733-1166

相模原市 相模原市緑区橋本 3-25-1
相模原市就職支援センター内（橋本 MN ビル 4 階） 042-700-1617

新潟市 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587
静岡市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
浜松市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館 4 階 054-254-1191

名古屋市
名古屋市北区金田町 3-11 愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
名古屋市中区栄 4-1-1　中日ビル 9 階 052-252-8824

京都市 京都市左京区下鴨北野々神町 26
北山ふれあいセンター内 075-708-7750

大阪市 大阪市北区中津 1-4-10　大阪市立愛光会館内 06-6371-7146
堺市 堺市堺区南瓦町 2-1　堺市総合福祉会館内 072-223-7902

神戸市 神戸市中央区橘通 3-4-1　神戸市総合福祉センター 3 階 078-341-4532
岡山市※ 岡山市北区大供 1-1-1  岡山市役所こども福祉課内 086-803-1222
広島市 広島市中区千田町 1-9-43　広島市社会福祉センター 4 階 082-546-1751

北九州市 北九州市戸畑区汐井町 1-6 ウェルとばた 4 階
北九州市立母子福祉センター 093-871-3224

福岡市 福岡市中央区大手門 2-5-15　福岡市立母子福祉センター 092-715-8805
熊本市 熊本市中央区水前寺 4-47-50 096-385-1160

中核市

旭川市 旭川市 5 条通 4 丁目
旭川市ときわ市民ホール 1 階　旭川市社会福祉協議会内 0166-21-7181

函館市 函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
青森市※ 青森市中央 1-22-5 017-734-5334
盛岡市 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3F 019-623-8539
秋田市 秋田市八橋南 1-8-2　秋田市老人福祉センター内 018-866-1341

郡山市 郡山市朝日 1-29-9
郡山市総合福祉センター3階郡山市母子福祉センター 024-924-2963

いわき市※ いわき市平字梅本 21 0246-22-7452

宇都宮市 宇都宮市野沢町 4-1　パルティ
とちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

前橋市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636
高崎市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

川越市※ 川越市元町 1-3-1 049-224-8811
（内線 2585）

船橋市※ 船橋市湊町 2-10-25　船橋市役所児童家庭課内 047-436-3316
柏市※ 柏市柏 5-10-1 04-7167-1595

横須賀市※ 横須賀市小川町 11 046-822-9809

富山市 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

金沢市 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター内 076-224-3417
長野市※ 長野市鶴賀緑町 1613　長野市役所保育家庭支援課内 026-224-5031
岐阜市 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
豊橋市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
豊田市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
岡崎市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
大津市 大津市浜大津四丁目 1-1　明日都浜大津 5 階 077-522-0220
高槻市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

東大阪市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995
豊中市※ 大阪府豊中市中桜塚 3-1-1 06-6858-2767
姫路市※ 姫路市安田 4-1 079-221-2132
西宮市※ 西宮市六湛寺町 10 番 3 号西宮市児童・母子支援課内 0798-35-3166
尼崎市※ 尼崎市東七松町 1-23-1　尼崎市こども家庭支援課内 06-6489-6349
奈良市※ 奈良市二条大路南 1-1-1　奈良市役所子育て相談課 0742-34-4804
和歌山市※ 和歌山市七番丁 23 073-435-1219
倉敷市※ 倉敷市西中新田 640 086-426-3314
福山市 福山市御門町 2-1-1 084-921-5546
下関市 下関市南部町 1-1 083-231-1358
高松市 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
松山市 松山市二番町 4-7-2　松山市子育て支援課内 089-948-6418
高知市 高知市旭町 3-115　こうち男女共同参画センター 2 階 088-875-2500

久留米市 久留米市長門石 1 丁目 1 番 32 号総合福祉会館内 0942-39-2277
長崎市 長崎市茂里町 3-24 長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953
大分市 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館 3 階 097-552-3313
宮崎市 宮崎市橘通西 1-1-1　宮崎市福祉部子育て支援課内 0985-21-1765

鹿児島市※ 鹿児島市山下町 11-1 099-216-1260

母子家庭等就業・自立支援センター 一覧
（平成 25 年 3 月 1 日現在）

※は事業所管課
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                           平成 25 年３月１日 
 
 
各都道府県労働局長 殿 

 

厚 生 労 働 省 職 業 安 定 局 長 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

（ 公 印 省 略 ）   
 
 
母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法の施行に伴う

対応について 
 
 
「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法（平成 24

年法律第 92号。以下「特別措置法」という。）」が第 180回国会において成立し、

本日施行されたところである。 

本法律では、「子育てと就業との両立が困難であること」や「就業に必要な知

識及び技能を習得する機会を必ずしも十分に有してなかったこと」等の母子家

庭の母が置かれている特別の事情に鑑み、母子家庭の母の就業の支援に関する

措置を規定している。また、それにとどまらず、「子育てと就業との両立が困難

であること」等の父子家庭の父が置かれている特別の事情に鑑み、父子家庭の

父の就業の支援に関する措置についても規定しているところである。 

本法律の施行を受け、今般、特定求職者雇用開発助成金等の母子家庭の母等

を対象とする助成金等について、父子家庭の父を新たに対象に加えることとし、

下記第１のとおり、雇用保険法施行規則等の改正、関係通達の整備を行ったと

ころである。 

 また、本法律の施行に伴う所要の対応について、下記第２のとおりお示しす

るので、御了知の上、その実施に遺漏なきを期されたい。 

 なお、本法律及びその概要については、参考に別添１として添付するので、

参照されたい。 
 

記 
 
第１ 特定求職者雇用開発助成金、試行雇用奨励金、均衡待遇・正社員化推進

奨励金及び職業転換給付金の対象拡大 

 

   特別措置法の施行を受け、これまで、母子家庭の母等を対象としていた

特定求職者雇用開発助成金、試行雇用奨励金、均衡待遇・正社員化奨励金

の加算措置及び職業転換給付金について、父子家庭の父をその対象に加え

ることとし、「雇用保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 25年厚



生労働省令第 20号）により、雇用保険法施行規則等の改正を行うとともに、

「雇用安定事業の実施等について」（平成 25年３月１日付け職発 0301第 11

号、能発 0301 第５号、雇児発 0301 第１号）で、所要の要領改正を行った

ところである。 

   特別措置法の趣旨とともに、その内容につき十分御理解いただき、円滑

な実施をお願いする。 

 

第２ 特別措置法の施行に伴う所要の対応 

 

１ 父子家庭の父に対する職業相談等の対応について 

   父子家庭の父に対する職業相談・職業紹介の取扱いについては、一般職

業紹介要領において「母子家庭の母等」に準じて取扱うものとされている

が、特別措置法の施行を踏まえ、特定求職者雇用開発助成金及び試行雇用

奨励金を活用する等して、効果的な職業相談・職業紹介を行うようお願い

する。 

また、子育て中の父子家庭の父については、従来からマザーズハローワ

ーク事業における就職支援の対象としているところであるが、父子家庭の

父がマザーズハローワーク及びマザーズコーナーでの就職支援を希望する

場合には、引き続き適切に職業相談・職業紹介を行うよう徹底をお願いす

る。 

 

２ 母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進 

   特別措置法第５条の規定に基づき、別添２の文書により各経済団体に対

する要請を行ったところである。 

   貴職におかれても、御了知の上、貴局管内の経済団体等に対しても、母

子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進について理解を求められたい。 

 



母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法について 
 

１．目的 

 

 

 

 

 

２．母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する施策の充実 

        ＜国＞                 ＜都道府県等＞     

        

                       ・ 基本方針に即し、職業能力の開発及び 

                         向上の支援その他母子家庭の母及び父 

                          子家庭の父の安定した就業を確保する 

                         ための支援に特別の配慮 

＜国及び地方公共団体＞ 

   

① 情報通信技術等に関する職業能力の開発及び向上 

② 情報通信ネットワークを利用した在宅就業等多様な就業の機会の確保 

③ ①②に関する業務に従事する人材の養成及び資質の向上 

３．民間事業者に対する協力の要請 

        ＜国＞                 ＜地方公共団体＞ 

 母子家庭の母及び父子家庭の父が置かれている    国の施策に準じて必要な施策を講ずる 

特別の事情に鑑み、民間事業者に対し、母子家    ように努める 

庭の母及び父子家庭の父の優先雇用その他の母     

子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図 

るために必要な協力を求めるように努める 

 

４．母子福祉団体等の受注機会の増大への努力 

   ＜国及び独立行政法人等＞            ＜地方公共団体＞ 

 母子福祉団体等の受注の機会の増大を図るため    国の施策に準じて必要な施策を講ずる 

、予算の適正な使用に留意しつつ、優先的に母    ように努める 

子福祉団体等から物品及び役務を調達するよう   

に努めなければならない                 ＜地方独立行政法人＞ 

                         設立団体の措置に準じて必要な措置を 

                         講ずるように努める 

５．財政上の措置等 

 国は、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るため必要な財政上の措置等を講ずる

ように努めなければならない 

６．その他 

 

・子育てと就業との両立が困難であること  

・就業に必要な知識及び技能を習得する機会 

 を必ずしも十分に有してこなかったこと 等 

母子家庭の母及び

父子家庭の父の就

業の支援に関する

特別の措置 

母子家庭 

父子家庭 

の 福 祉 

・ この法律は、公布の日（平成２４年９月１４日）から起算して六月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行する 

・ その他所要の規定の整備を行う 

母子及び寡婦福祉法の基本方針 母子及び寡婦福祉法の自立促進計画 

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るための措置を講ずるに当たっての留意事項 

母子家庭の母が置かれている特別の事情 

父子家庭の父が置かれている特別の事情 

・子育てと就業との両立が困難であること 等 

・ 基本方針に父子家庭の父の就業の支援に関す 

  る事項を併せて定める 

・ 母子家庭の母及び父子家庭の父の安定した就 

  業を確保するための支援に特別の配慮 

別添１ 



一般社団法人 日本経済団体連合会 

日本商工会議所  
全国商工会連合会  
全国中小業団体中央会 

 
 

母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進について  
 

 
 厚生労働行政の運営については、平素から格別の御高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。  
 さて、母子家庭の母につきましては、子育てと生計の維持を一人で担わね

ばならず、就業面で一層不利な状況に置かれていることを踏まえ、厚生労働

省では、特定求職者雇用開発助成金や試行雇用奨励金の支給等により、その

支援に取り組んでいるところです。  
さらに、今般、「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特

別措置法（平成 24 年法律第 92 号）」が施行され、父子家庭の父について

も、子育てと就業との両立が困難であるという事情を鑑み、就業の支援に関

する特別の措置を講ずることとされたところです。こうした状況を受け、厚

生労働省としては、本日から、特定求職者雇用開発助成金や試行雇用奨励金

の対象を、父子家庭の父にも拡大する等の所要の対策を講ずることといたし

ました。  
 貴団体におかれましても、母子家庭の母及び父子家庭の父を巡る状況につ

いて御理解を賜り、傘下の企業において、母子家庭の母及び父子家庭の父の

専用求人を設けるなど雇い入れを促進していただくよう、周知のほどお願い

申し上げます。  
 

 

平成 25 年３月１日 

 

厚生労働省職業安定局長 岡崎 淳一 

 

御中  

別添２  



母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置

に関する基本的な方針の一部改正について（概要）

１．改正の趣旨

母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第11条に基づいて定

められる母子家庭及び寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する

基本的な方針（平成20年厚生労働省告示第248号。以下「基本方針」

という ）は、母子家庭等施策の展開の在り方について、国民一般に。

示すとともに、都道府県、市（特別区を含む ）及び福祉事務所を設。

置する町村において自立促進計画を策定する際の指針を示すこと等に

より、母子家庭等施策が総合的かつ計画的に展開され、個々の母子家

庭等に対して効果的に機能することを目指すものである。

今般、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措

置法（平成24年法律第92号。以下「特別措置法」という ）が成立し。

たこと等に伴い、基本方針について所要の改正を行う。

２．主な改正の内容

○はじめに

・１．方針のねらいにおいて、特別措置法が成立した旨等を加える。

・２．方針の対象期間において、平成24年度までの５年間を平成26年

度までの７年間に改める。

○第１母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向に関する事項

・10．まとめの（２）父子世帯の状況において、就業支援の重要性を

加える。

○第２母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じようとする施

策の基本となるべき事項

・新たに父子家庭が対象となった施策については、父子家庭が対象と

なるように規定を改める。

・母子福祉団体等の受注機会の増大への配慮を増大への努力に改め、

対象に独立行政法人、特殊法人等を加える。

・母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の促進を図るための措置に関

（別添３）



する留意を加える。

・母子家庭の母等の就業の支援に関する施策の実施の状況の公表を加

えること。

○その他所要の改正を行う。

３．根拠法令

母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第11条第１項

４．適用日

平成25年３月１日
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の
事
情
に
鑑
み
、
母

子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
（
以
下
「
母
子
家
庭
の
母
等
」
と
い
う
。）の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
の

措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
母
子
家
庭
及
び
父
子
家
庭
の
福
祉
を
図
る
た
め
、
平
成
2
4年
９
月
1
4日
、
母
子
家

庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
2
4年
法
律
第
9
2号
。
以
下
「
特
別

措
置
法
」
と
い
う
。）が
成
立
し
た
。
特
別
措
置
法
第
２
条
は
、
基
本
方
針
に
つ
い
て
、
母
子
家
庭
の
母
及
び
父

子
家
庭
の
父
の
就
業
を
確
保
す
る
た
め
の
支
援
に
特
別
の
配
慮
が
な
さ
れ
た
も
の
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ

と
等
を
規
定
し
て
い
る
。

は
じ
め
に
の
１
の
]
中
「の

趣
旨
や

」
を
「、

特
別
措
置
法
等
の
趣
旨
、

」に
改
め
、
は
じ
め
に
の
２
中
「平

成
2
4年

度

」
を
「平

成
2
6年
度

」
に
、「５

年
間

」
を
「７

年
間

」
に
改
め
る
。

第
１
の
10
の
]
中
「人

」
を
「者

」
に
、「無

し
と
い
う

」
を
「が

い
な
い
者
の

」に
、「が

困
っ
て
い
る
こ
と
と
し
て

」

を
「に

つ
い
て

」
に
、「お

り
、
子
育
て
や
家
事
の
支
援
の
重
要
性
が
非
常
に
高
い

」
を
「い

る
と
と
も
に
、
就
業
面
で

困
難
を
抱
え
て
い
る
者
も
お
り
、
子
育
て
、
家
事
及
び
就
業
の
支
援
が
非
常
に
重
要
で
あ
る

」
に
改
め
る
。

第
２
の
１
の
\
中
「母

子
家
庭
に

」
を
「母

子
家
庭
等
に

」
に
改
め
、
同
１
の
]
中
「母

に
つ
い
て
は

」
を
「母

等
に
つ
い
て
は

」
に
、「母

の
自
立

」
を
「母

等
の
自
立

」
に
改
め
、
第
２
の
２
の
]
中
「母

子
家
庭

」
を「母

子
家
庭
等

」

に
改
め
、
第
２
の
３
の
\
の
標
題
中
「国

が
講
ず
べ
き

」
を
「国

等
が
講
ず
べ
き

」
に
改
め
、
同
\
の
{
の
ウ
の
標
題

中
「生

活
保
護
受
給
者
等
就
労
支
援
事
業
の
推
進

」
を
「生

活
保
護
受
給
者
等
の
就
労
・
自
立
の
促
進

」
に
改
め
、
同

\
の
�
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

�
助
成
金
を
活
用
し
た
正
規
雇
用
へ
の
転
換
等
の
促
進

正
規
雇
用
へ
の
転
換
等
を
促
進
す
る
た
め
の
助
成
金
を
活
用
し
、
母
子
家
庭
の
母
等
の
雇
用
の
安
定
化
を

促
進
す
る
。

第
２
の
３
の
\
の
‚
（
標
題
を
含
む
。）及
び
ƒ
（
標
題
を
含
む
。）中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
\
の
„

の
標
題
及
び
同
„
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
、
同
„
中
「母

を

」
を
「母

等
を

」
に
改
め
、
同
\
の
…
中「母

の

」

を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
\
の
g
の
標
題
中
「配

慮

」
を
「努

力

」
に
改
め
、
同
g
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に

改
め
、「国
」
の
次
に
「並

び
に
母
子
家
庭
の
母
及
び
父
子
家
庭
の
父
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
六
条
の

法
人
を
定
め
る
政
令
（
平
成
2
5年
政
令
第
３
号
）
に
定
め
る
独
立
行
政
法
人
及
び
特
殊
法
人

」
を
加
え
、「適

切
な
配
慮

を
行
う

」
を
「優

先
的
に
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
購
入
す
る
よ
う
に
努
め
る

」
に
改
め
、
同
\
中
l
を
m
と
し
、
i
か

ら
k
ま
で
を
j
か
ら
l
ま
で
と
し
、
h
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

i
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
留
意

母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
情
報
通
信
技
術
等
に

関
す
る
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
並
び
に
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
在
宅
就
業
等
多
様
な
就

業
の
機
会
の
確
保
並
び
に
こ
れ
ら
に
従
事
す
る
人
材
の
養
成
及
び
資
質
の
向
上
に
留
意
す
る
。

›



平成™œ年š月˜日 金曜日 第œ  �号官 報

第
２
の
３
の
]
の
標
題
中
「市

町
村

」
を
「市

町
村
等

」
に
改
め
、
同
]
中
「及

び
市
町
村
が
以
下

」
を
「、

市
町

村
等
が
以
下

」
に
改
め
、
同
]
の
|
の
ア
の
æ
中
「母

子
家
庭

」
を
「母

子
家
庭
等

」
に
改
め
、同
|
の
カ
の
æ
中「母

子
福
祉
資
金
貸
付
金

」
を
「母

子
福
祉
資
金
貸
付
金
等

」
に
改
め
、
同
カ
の
ç
（
標
題
を
含
む
。）中
「母

子
家
庭

」
を

「母
子
家
庭
等

」
に
改
め
、
同
|
の
キ
の
標
題
及
び
同
キ
の
æ
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、同
キ
の
ç
中「母

を

」
を
「母

等
を

」
に
、「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、
同
|
の
ク
の
è
の
標
題
中
「配

慮

」
を
「努

力

」
に
、
同

ク
の
è
中
「母

の

」
を
「母

等
の

」
に
改
め
、「地

方
公
共
団
体

」
の
次
に
「及

び
地
方
独
立
行
政
法
人

」
を
加
え
、「適

切
に
配
慮

」
を
「優

先
的
に
母
子
福
祉
団
体
等
か
ら
購
入
す
る
よ
う
に
努
め
る
こ
と

」
に
改
め
、
同
]
の
|
に
次
の
よ

う
に
加
え
る
。

ケ
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
留
意

母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
促
進
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
情
報
通
信
技
術
等

に
関
す
る
職
業
能
力
の
開
発
及
び
向
上
並
び
に
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
在
宅
就
業
等
多
様

な
就
業
の
機
会
の
確
保
並
び
に
こ
れ
ら
に
従
事
す
る
人
材
の
養
成
及
び
資
質
の
向
上
に
留
意

第
２
の
３
中
`
を
a
と
し
、
_
を
`
と
し
、
^
を
_
と
し
、
]
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

^
就
業
の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
の
公
表

毎
年
一
回
、
母
子
家
庭
の
母
等
の
就
業
の
支
援
に
関
す
る
施
策
の
実
施
の
状
況
を
公
表
す
る
。

œ
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母
子
家
庭
及
び
寡
婦
の
生
活
の
安
定
と
向
上
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

新
旧
対
照
条
文

（
）（

）

○

母
子
家
庭
及
び
寡
婦
の
生
活
の
安
定
と
向
上
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針

平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
四
十
八
号

抄

（
傍

線
の

部
分

は
改

正
部

分
）

改
正

案
現

行

は
じ

め
に

は
じ

め
に

１
．

方
針

の
ね

ら
い

１
．

方
針

の
ね

ら
い

(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
に

関
す

る
国

の
基

本
方

針
(
2
)

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
に

関
す

る
国

の
基

本
方

針
我

が
国

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
は

、
昭

和
2
7
年

に
我

が
国

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
福

祉
対

策
は

、
昭

和
2
7
年

に
戦

争
未

亡
人

対
策

か
ら

始
ま

り
5
0
年

以
上

の
歴

史
を

持
っ

て
い

る
が

、
母

戦
争

未
亡

人
対

策
か

ら
始

ま
り

5
0
年

以
上

の
歴

史
を

持
っ

て
い

る
が

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

を
巡

る
状

況
の

変
化

に
応

じ
て

、
母

子
家

庭
等

及
び

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

を
巡

る
状

況
の

変
化

に
応

じ
て

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

福
祉

対
策

を
根

本
的

に
見

直
し

、
新

し
い

時
代

の
要

請
に

的
確

に
対

寡
婦

福
祉

対
策

を
根

本
的

に
見

直
し

、
新

し
い

時
代

の
要

請
に

的
確

に
対

応
す

べ
く

、
平

成
1
4
年

1
1
月

2
2
日

、
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

等
の

一
部

を
応

す
べ

く
、

平
成

1
4
年

1
1
月

2
2
日

、
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

平
成

1
4
年

法
律

第
1
1
9
号

）
が

成
立

し
た

。
改

正
す

る
法

律
（

平
成

1
4
年

法
律

第
1
1
9
号

）
が

成
立

し
た

。
平

成
1
4
年

の
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
3
9
年

法
律

第
1
2
9
号

）
の

平
成

1
4
年

の
母

子
及

び
寡

婦
福

祉
法

（
昭

和
3
9
年

法
律

第
1
2
9
号

）
の

改
正

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
す

る
「

き
め

細
か

な
福

祉
サ

ー
ビ

改
正

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
す

る
「

き
め

細
か

な
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

展
開

」
と

「
自

立
の

支
援

」
に

主
眼

を
置

い
て

い
る

。
離

婚
後

等
の

ス
の

展
開

」
と

「
自

立
の

支
援

」
に

主
眼

を
置

い
て

い
る

。
離

婚
後

等
の

生
活

の
激

変
を

緩
和

す
る

た
め

に
、

母
子

家
庭

等
と

な
っ

た
直

後
の

支
援

生
活

の
激

変
を

緩
和

す
る

た
め

に
、

母
子

家
庭

等
と

な
っ

た
直

後
の

支
援

、
、

、
、

を
重

点
的

に
実

施
す

る
と

と
も

に
就

業
に

よ
る

自
立

を
支

援
す

る
た

め
を

重
点

的
に

実
施

す
る

と
と

も
に

就
業

に
よ

る
自

立
を

支
援

す
る

た
め

福
祉

事
務

所
（

社
会

福
祉

法
（

昭
和

2
6
年

法
律

第
4
5
号

）
に

定
め

る
福

祉
福

祉
事

務
所

（
社

会
福

祉
法

（
昭

和
2
6
年

法
律

第
4
5
号

）
に

定
め

る
福

祉
に

関
す

る
事

務
所

を
い

う
。

以
下

同
じ

）
を

設
置

す
る

地
方

公
共

団
体

に
関

す
る

事
務

所
を

い
う

。
以

下
同

じ
）

を
設

置
す

る
地

方
公

共
団

体
。

。
に

お
い

て
、

母
子

自
立

支
援

員
が

総
合

的
な

相
談

窓
口

と
な

り
、

児
童

扶
に

お
い

て
、

母
子

自
立

支
援

員
が

総
合

的
な

相
談

窓
口

と
な

り
、

児
童

扶
養

手
当

等
各

種
母

子
家

庭
等

の
支

援
策

に
関

す
る

情
報

提
供

、
職

業
能

力
養

手
当

等
各

種
母

子
家

庭
等

の
支

援
策

に
関

す
る

情
報

提
供

、
職

業
能

力
の

開
発

、
就

職
活

動
の

支
援

を
行

う
体

制
を

整
備

し
つ

つ
、

①
子

育
て

や
の

開
発

、
就

職
活

動
の

支
援

を
行

う
体

制
を

整
備

し
つ

つ
、

①
子

育
て

や
生

活
支

援
策

、
②

就
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
生

活
支

援
策

、
②

就
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
策

を
総

合
的

に
展

開
し

て
き

て
い

る
。

ま
た

、
国

が
母

子
家

庭
等

及
び

寡
策

を
総

合
的

に
展

開
し

て
き

て
い

る
。

ま
た

、
国

が
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

の
措

置
に

関
す

る
基

本
的

な
方

針
（

以
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

の
措

置
に

関
す

る
基

本
的

な
方

針
（

以
下

「
基

本
方

針
」

と
い

う
）

を
策

定
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

下
「

基
本

方
針

」
と

い
う

）
を

策
定

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
。

。
ま

た
、

子
育

て
と

就
業

と
の

両
立

が
困

難
で

あ
る

こ
と

、
就

業
に

必
要

な
知

識
及

び
技

能
を

習
得

す
る

機
会

を
必

ず
し

も
十

分
に

有
し

て
こ

な
か
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っ
た

こ
と

等
の

母
子

家
庭

の
母

が
置

か
れ

て
い

る
特

別
の

事
情

並
び

に
子

育
て

と
就

業
と

の
両

立
が

困
難

で
あ

る
こ

と
等

の
父

子
家

庭
の

父
が

置
か

れ
て

い
る

特
別

の
事

情
に

鑑
み

母
子

家
庭

の
母

及
び

父
子

家
庭

の
父

以
、

（
下

「
母

子
家

庭
の

母
等

」
と

い
う

）
の

就
業

の
支

援
に

関
す

る
特

別
の

。
措

置
を

講
ず

る
と

と
も

に
、

母
子

家
庭

及
び

父
子

家
庭

の
福

祉
を

図
る

た
め

、
平

成
2
4
年

９
月

1
4
日

、
母

子
家

庭
の

母
及

び
父

子
家

庭
の

父
の

就
業

の
支

援
に

関
す

る
特

別
措

置
法

（
平

成
2
4
年

法
律

第
9
2
号

。
以

下
「

特
別

措
置

法
」

と
い

う
）

が
成

立
し

た
。

特
別

措
置

法
第

２
条

は
、

基
本

方
。

針
に

つ
い

て
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

父
子

家
庭

の
父

の
就

業
を

確
保

す
る

た
め

の
支

援
に

特
別

の
配

慮
が

な
さ

れ
た

も
の

と
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

等
を

規
定

し
て

い
る

。
こ

の
基

本
方

針
は

母
子

及
び

寡
婦

福
祉

法
特

別
措

置
法

等
の

趣
旨

こ
の

基
本

方
針

は
、

母
子

及
び

寡
婦

福
祉

法
等

の
趣

旨
や

母
子

家
庭

等
、

、
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

実
態

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

父
子

家
庭

も
含

め
た

及
び

寡
婦

の
実

態
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
父

子
家

庭
も

含
め

た
母

子
家

庭
等

母
子

家
庭

等
施

策
の

展
開

の
在

り
方

に
つ

い
て

、
国

民
一

般
に

広
く

示
す

施
策

の
展

開
の

在
り

方
に

つ
い

て
、

国
民

一
般

に
広

く
示

す
と

と
も

に
、

と
と

も
に

、
都

道
府

県
、

市
（

特
別

区
を

含
む

）
及

び
福

祉
事

務
所

を
都

道
府

県
、

市
（

特
別

区
を

含
む

）
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

。
。

設
置

す
る

町
村

に
お

い
て

自
立

促
進

計
画

を
策

定
す

る
際

の
指

針
を

示
す

村
に

お
い

て
自

立
促

進
計

画
を

策
定

す
る

際
の

指
針

を
示

す
こ

と
等

に
よ

こ
と

等
に

よ
り

母
子

家
庭

等
施

策
が

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
展

開
さ

れ
り

、
母

子
家

庭
等

施
策

が
総

合
的

か
つ

計
画

的
に

展
開

さ
れ

、
個

々
の

母
、

、
個

々
の

母
子

家
庭

等
に

対
し

て
効

果
的

に
機

能
す

る
こ

と
を

目
指

す
も

の
子

家
庭

等
に

対
し

て
効

果
的

に
機

能
す

る
こ

と
を

目
指

す
も

の
で

あ
る

。
で

あ
る

。
２

．
方

針
の

対
象

期
間

２
．

方
針

の
対

象
期

間
こ

の
基

本
方

針
の

対
象

期
間

は
、

平
成

2
0
年

度
か

ら
平

成
2
6
年

度
ま

で
の

こ
の

基
本

方
針

の
対

象
期

間
は

、
平

成
2
0
年

度
か

ら
平

成
2
4
年

度
ま

で
の

７
年

間
と

す
る

。
５

年
間

と
す

る
。

第
１

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

家
庭

生
活

及
び

職
業

生
活

の
動

向
に

関
す

る
事

第
１

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

家
庭

生
活

及
び

職
業

生
活

の
動

向
に

関
す

る
事

項
項

１
．

～
９

．
（

略
）

１
．

～
９

．
（

略
）

1
0
．

ま
と

め
1
0
．

ま
と

め
(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

父
子

世
帯

の
状

況
(
2
)

父
子

世
帯

の
状

況
父

子
世

帯
に

つ
い

て
は

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
そ

の
数

は
少

な
い

も
の

父
子

世
帯

に
つ

い
て

は
、

母
子

世
帯

に
比

べ
て

そ
の

数
は

少
な

い
も

の
の

増
加

し
て

お
り

、
ま

た
、

生
別

世
帯

の
割

合
は

依
然

と
し

て
高

い
。

の
増

加
し

て
お

り
、

ま
た

、
生

別
世

帯
の

割
合

は
依

然
と

し
て

高
い

。
父

子
世

帯
は

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
、

持
ち

家
率

が
高

く
、

ま
た

、
父

父
子

世
帯

は
、

母
子

世
帯

に
比

べ
て

、
持

ち
家

率
が

高
く

、
ま

た
、

父
子

世
帯

と
な

る
以

前
か

ら
ほ

と
ん

ど
の

者
が

就
業

し
て

お
り

、
そ

の
大

部
子

世
帯

と
な

る
以

前
か

ら
ほ

と
ん

ど
の

者
が

就
業

し
て

お
り

、
そ

の
大

部
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、
。

、
。

分
は

常
用

雇
用

者
で

あ
り

収
入

は
母

子
世

帯
の

約
2
倍

と
な

っ
て

い
る

分
は

常
用

雇
用

者
で

あ
り

収
入

は
母

子
世

帯
の

約
2
倍

と
な

っ
て

い
る

ま
た

、
公

的
制

度
等

を
利

用
す

る
者

は
わ

ず
か

で
あ

り
、

母
子

世
帯

に
ま

た
、

公
的

制
度

等
を

利
用

す
る

人
は

わ
ず

か
で

あ
り

、
母

子
世

帯
に

比
べ

て
相

談
相

手
が

い
な

い
者

の
割

合
が

高
い

。
比

べ
て

相
談

相
手

無
し

と
い

う
割

合
が

高
い

。
父

子
世

帯
に

つ
い

て
は

、
近

年
は

、
家

計
面

で
の

困
難

が
あ

る
と

す
る

父
子

世
帯

が
困

っ
て

い
る

こ
と

と
し

て
は

、
近

年
は

、
家

計
面

で
の

困
者

が
増

え
て

い
る

ほ
か

、
母

子
家

庭
に

比
べ

て
子

ど
も

の
養

育
、

家
事

等
難

が
あ

る
と

す
る

者
が

増
え

て
い

る
ほ

か
、

母
子

家
庭

に
比

べ
て

子
ど

も
生

活
面

で
多

く
の

困
難

を
抱

え
て

い
る

と
と

も
に

、
就

業
面

で
困

難
を

抱
の

養
育

、
家

事
等

生
活

面
で

多
く

の
困

難
を

抱
え

て
お

り
、

子
育

て
や

家
え

て
い

る
者

も
お

り
、

子
育

て
、

家
事

及
び

就
業

の
支

援
が

非
常

に
重

要
事

の
支

援
の

重
要

性
が

非
常

に
高

い
。

で
あ

る
。

第
２

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

生
活

の
安

定
と

向
上

の
た

め
講

じ
よ

う
と

す
る

第
２

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

生
活

の
安

定
と

向
上

の
た

め
講

じ
よ

う
と

す
る

施
策

の
基

本
と

な
る

べ
き

事
項

施
策

の
基

本
と

な
る

べ
き

事
項

１
．

今
後

実
施

す
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
の

基
本

的
な

方
向

性
１

．
今

後
実

施
す

る
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

の
基

本
的

な
方

向
性

(
1
)

国
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

役
割

分
担

と
連

携
(
1
)

国
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

役
割

分
担

と
連

携
母

子
家

庭
等

に
つ

い
て

は
、

就
業

に
よ

る
自

立
促

進
を

図
る

こ
と

が
重

母
子

家
庭

に
つ

い
て

は
、

就
業

に
よ

る
自

立
促

進
を

図
る

こ
と

が
重

要
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

就
業

支
援

の
更

な
る

拡
充

と
、

き
め

細
か

な
福

祉
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
就

業
支

援
の

更
な

る
拡

充
と

、
き

め
細

か
な

福
祉

サ
サ

ー
ビ

ス
の

推
進

と
に

主
眼

を
置

い
て

、
①

子
育

て
や

生
活

支
援

策
、

②
ー

ビ
ス

の
推

進
と

に
主

眼
を

置
い

て
、

①
子

育
て

や
生

活
支

援
策

、
②

就
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

総
合

的
に

展
業

支
援

策
、

③
養

育
費

の
確

保
策

、
④

経
済

的
支

援
策

を
総

合
的

に
展

開
開

す
る

こ
と

と
す

る
。

す
る

こ
と

と
す

る
。

そ
の

際
、

国
、

都
道

府
県

等
(
都

道
府

県
、

指
定

都
市

及
び

中
核

市
を

そ
の

際
、

国
、

都
道

府
県

等
(
都

道
府

県
、

指
定

都
市

及
び

中
核

市
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

)
並

び
に

市
(
指

定
都

市
及

び
中

核
市

を
除

き
、

特
別

い
う

。
以

下
同

じ
。

)
並

び
に

市
(
指

定
都

市
及

び
中

核
市

を
除

き
、

特
別

区
を

含
む

以
下

同
じ

)
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

村
(
以

下
市

区
を

含
む

以
下

同
じ

)
及

び
福

祉
事

務
所

を
設

置
す

る
町

村
(
以

下
市

。
。

「
。

。
「

等
」

と
い

う
。

)
が

、
適

切
に

役
割

を
分

担
し

な
が

ら
、

互
い

に
連

携
す

等
」

と
い

う
。

)
が

、
適

切
に

役
割

を
分

担
し

な
が

ら
、

互
い

に
連

携
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

国
は

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

に
係

る
施

策
や

制
度

の
企

画
・

立
国

は
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

や
制

度
の

企
画

・
立

案
を

行
う

。
ま

た
、

効
果

的
な

施
策

の
展

開
の

た
め

の
調

査
・

研
究

を
行

案
を

行
う

。
ま

た
、

効
果

的
な

施
策

の
展

開
の

た
め

の
調

査
・

研
究

を
行

っ
た

り
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

の
普

及
・

啓
発

、
ま

っ
た

り
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
に

係
る

施
策

の
普

及
・

啓
発

、
ま

た
、

関
係

者
の

研
修

等
を

行
う

。
さ

ら
に

、
都

道
府

県
が

市
等

に
お

け
る

た
、

関
係

者
の

研
修

等
を

行
う

。
さ

ら
に

、
都

道
府

県
が

市
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
の

検
討

に
つ

い
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

支
援

す
る

体
制

課
題

や
方

策
の

検
討

に
つ

い
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

支
援

す
る

体
制

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

連
絡

会
議

等
を

通
じ

て
、

都
道

府
県

等
や

市
等

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

連
絡

会
議

等
を

通
じ

て
、

都
道

府
県

等
や

市
等

の
自

立
促

進
計

画
、

施
策

や
取

組
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
ど

、
都

の
自

立
促

進
計

画
、

施
策

や
取

組
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
ど

、
都

道
府

県
や

市
町

村
に

対
す

る
支

援
を

行
う

。
道

府
県

や
市

町
村

に
対

す
る

支
援

を
行

う
。

都
道

府
県

等
及

び
市

等
で

は
、

こ
の

基
本

方
針

に
即

し
て

「
母

子
家

都
道

府
県

等
及

び
市

等
で

は
、

こ
の

基
本

方
針

に
即

し
て

「
母

子
家

、
、
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庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
」

を
策

定
す

る
こ

と
等

を
通

じ
て

、
地

域
の

庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
」

を
策

定
す

る
こ

と
等

を
通

じ
て

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

、
計

画
的

に
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

を
実

施
す

る
こ

実
情

に
応

じ
て

、
計

画
的

に
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

施
策

を
実

施
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
、

と
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
、

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
施

策
を

推
進

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
施

策
を

推
進

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
ま

た
、

自
ら

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
ま

た
、

自
ら

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
施

策
を

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
を

検
討

し
、

地
域

効
果

的
か

つ
効

率
的

に
実

施
す

る
た

め
の

課
題

や
方

策
を

検
討

し
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

へ
の

支
援

を
行

う
。

の
実

情
に

応
じ

た
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

へ
の

支
援

を
行

う
。

都
道

府
県

は
、

広
域

的
な

観
点

か
ら

、
市

町
村

が
実

施
す

る
就

業
支

援
都

道
府

県
は

、
広

域
的

な
観

点
か

ら
、

市
町

村
が

実
施

す
る

就
業

支
援

や
生

活
支

援
が

円
滑

に
進

む
よ

う
、

市
等

に
お

け
る

自
立

促
進

計
画

の
策

や
生

活
支

援
が

円
滑

に
進

む
よ

う
、

市
等

に
お

け
る

自
立

促
進

計
画

の
策

定
状

況
や

各
種

施
策

の
取

組
状

況
な

ど
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
う

な
定

状
況

や
各

種
施

策
の

取
組

状
況

な
ど

に
つ

い
て

情
報

提
供

を
行

う
な

ど
、

市
町

村
に

対
す

る
支

援
を

行
う

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
ど

、
市

町
村

に
対

す
る

支
援

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

市
町

村
は

、
母

子
家

庭
等

日
常

生
活

支
援

事
業

等
の

自
ら

実
施

す
べ

き
市

町
村

は
、

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
等

の
自

ら
実

施
す

べ
き

施
策

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

住
民

に
身

近
な

地
方

公
共

団
体

と
し

て
、

施
策

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

住
民

に
身

近
な

地
方

公
共

団
体

と
し

て
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
し

、
相

談
に

応
じ

、
施

策
や

取
組

に
つ

い
て

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
に

対
し

、
相

談
に

応
じ

、
施

策
や

取
組

に
つ

い
て

情
報

提
供

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

特
に

、
市

等
で

は
、

児
童

扶
養

情
報

提
供

を
行

う
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

特
に

、
市

等
で

は
、

児
童

扶
養

手
当

の
支

給
と

自
立

支
援

を
一

体
的

に
行

う
重

要
な

役
割

を
担

う
こ

と
が

手
当

の
支

給
と

自
立

支
援

を
一

体
的

に
行

う
重

要
な

役
割

を
担

う
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
。

求
め

ら
れ

る
。

(
2
)

就
業

支
援

の
強

化
(
2
)

就
業

支
援

の
強

化
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
自

立
、

生
活

の
安

定
と

向
上

を
図

る
た

め
に

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

、
生

活
の

安
定

と
向

上
を

図
る

た
め

に
は

、
そ

の
就

業
を

支
援

し
、

就
業

に
よ

り
収

入
を

安
定

的
に

確
保

す
る

こ
は

、
そ

の
就

業
を

支
援

し
、

就
業

に
よ

り
収

入
を

安
定

的
に

確
保

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
特

に
母

子
家

庭
の

母
等

に
つ

い
て

は
、

よ
り

一
層

、
と

が
重

要
で

あ
る

。
特

に
母

子
家

庭
の

母
に

つ
い

て
は

、
よ

り
一

層
、

そ
そ

の
置

か
れ

た
状

況
を

的
確

に
把

握
し

、
そ

の
状

況
等

に
対

応
し

た
施

策
の

置
か

れ
た

状
況

を
的

確
に

把
握

し
、

そ
の

状
況

等
に

対
応

し
た

施
策

を
を

充
実

さ
せ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
こ

れ
ま

で
も

、
母

子
家

庭
の

母
に

対
充

実
さ

せ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

こ
れ

ま
で

も
、

母
子

家
庭

の
母

に
対

す
す

る
就

業
相

談
の

実
施

、
就

業
支

援
講

習
会

の
実

施
、

就
業

情
報

の
提

供
る

就
業

相
談

の
実

施
、

就
業

支
援

講
習

会
の

実
施

、
就

業
情

報
の

提
供

等
等

一
貫

し
た

就
業

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
や

、
児

童
扶

養
手

当
受

給
者

等
一

貫
し

た
就

業
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

や
、

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
等

の
の

自
立

を
促

進
す

る
た

め
、

個
々

の
受

給
者

の
希

望
、

事
情

等
に

対
応

し
自

立
を

促
進

す
る

た
め

、
個

々
の

受
給

者
の

希
望

、
事

情
等

に
対

応
し

た
た

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

策
定

の
ほ

か
、

公
共

職
業

訓
練

の
実

施
、

職
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
の

ほ
か

、
公

共
職

業
訓

練
の

実
施

、
職

業
業

能
力

開
発

の
た

め
の

給
付

金
、

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
を

促
進

す
る

た
能

力
開

発
の

た
め

の
給

付
金

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

を
促

進
す

る
た

め
め

の
事

業
主

に
対

す
る

助
成

金
等

の
施

策
を

実
施

し
て

お
り

、
今

後
は

、
の

事
業

主
に

対
す

る
助

成
金

等
の

施
策

を
実

施
し

て
お

り
、

今
後

は
、

こ
こ

う
し

た
施

策
を

更
に

拡
充

し
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

自
立

と
生

活
の

向
う

し
た

施
策

を
更

に
拡

充
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

自
立

と
生

活
の

向
上

を
上

を
図

っ
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

図
っ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
２

．
実

施
す

る
各

施
策

の
基

本
目

標
２

．
実

施
す

る
各

施
策

の
基

本
目

標
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母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

を
図

る
た

め
に

は
、

①
子

育
て

や
生

活
の

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

自
立

を
図

る
た

め
に

は
、

①
子

育
て

や
生

活
の

支
援

策
、

②
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

支
援

策
、

②
就

業
支

援
策

、
③

養
育

費
の

確
保

策
、

④
経

済
的

支
援

策
を

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
推

進
す

る
こ

と
が

不
可

欠
で

あ
り

、
こ

れ
を

積
極

総
合

的
か

つ
計

画
的

に
推

進
す

る
こ

と
が

不
可

欠
で

あ
り

、
こ

れ
を

積
極

的
に

推
進

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
収

入
状

況
、

的
に

推
進

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

、
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
収

入
状

況
、

就
業

状
況

、
養

育
費

取
得

状
況

等
の

生
活

状
況

の
好

転
を

図
る

。
就

業
状

況
、

養
育

費
取

得
状

況
等

の
生

活
状

況
の

好
転

を
図

る
。

(
1
)

（
略

）
(
1
)

（
略

）
(
2
)

就
業

支
援

策
(
2
)

就
業

支
援

策
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

が
十

分
な

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

、
自

立
し

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

が
十

分
な

収
入

を
得

る
こ

と
が

で
き

、
自

立
し

た
た

生
活

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

職
業

能
力

向
上

の
た

め
の

訓
練

、
生

活
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
職

業
能

力
向

上
の

た
め

の
訓

練
、

効
効

果
的

な
職

業
あ

っ
せ

ん
、

就
業

機
会

の
創

出
等

を
実

施
す

る
な

ど
、

就
果

的
な

職
業

あ
っ

せ
ん

、
就

業
機

会
の

創
出

等
を

実
施

す
る

な
ど

、
就

業
業

面
で

の
支

援
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
。

面
で

の
支

援
体

制
の

整
備

を
促

進
す

る
。

(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
(
3
)
・

(
4
)

（
略

）
３

．
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

に
講

ず
べ

き
具

体
３

．
母

子
家

庭
等

及
び

寡
婦

の
生

活
の

安
定

と
向

上
の

た
め

に
講

ず
べ

き
具

体
的

な
措

置
に

関
す

る
事

項
的

な
措

置
に

関
す

る
事

項
(
1
)

国
等

が
講

ず
べ

き
措

置
(
1
)

国
が

講
ず

べ
き

措
置

①
公

共
職

業
安

定
所

に
お

け
る

就
業

あ
っ

せ
ん

(
公

共
職

業
訓

練
の

受
①

公
共

職
業

安
定

所
に

お
け

る
就

業
あ

っ
せ

ん
(
公

共
職

業
訓

練
の

受
講

あ
っ

せ
ん

も
含

む
。

)
講

あ
っ

せ
ん

も
含

む
。

)
ア

・
イ

（
略

）
ア

・
イ

（
略

）
ウ

生
活

保
護

受
給

者
等

の
就

労
・

自
立

の
促

進
ウ

生
活

保
護

受
給

者
等

就
労

支
援

事
業

の
推

進
児

童
扶

養
手

当
又

は
生

活
保

護
を

受
給

し
て

い
る

母
子

家
庭

の
母

等
児

童
扶

養
手

当
又

は
生

活
保

護
を

受
給

し
て

い
る

母
子

家
庭

の
母

等
に

対
し

て
、

公
共

職
業

安
定

所
と

福
祉

事
務

所
が

連
携

し
て

、
個

々
の

に
対

し
て

、
公

共
職

業
安

定
所

と
福

祉
事

務
所

が
連

携
し

て
、

個
々

の
対

象
者

の
状

況
、

ニ
ー

ズ
等

に
応

じ
た

就
労

支
援

を
実

施
す

る
。

対
象

者
の

状
況

、
ニ

ー
ズ

等
に

応
じ

た
就

労
支

援
を

実
施

す
る

。
②

～
⑤

（
略

）
②

～
⑤

（
略

）
⑥

助
成

金
を

活
用

し
た

正
規

雇
用

へ
の

転
換

等
の

促
進

⑥
中

小
企

業
雇

用
安

定
化

奨
励

金
の

活
用

正
規

雇
用

へ
の

転
換

等
を

促
進

す
る

た
め

の
助

成
金

を
活

用
し

、
母

有
期

契
約

労
働

者
か

ら
通

常
の

労
働

者
へ

の
転

換
を

奨
励

す
る

た
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

の
安

定
化

を
促

進
す

る
。

め
、

当
該

転
換

制
度

を
新

た
に

設
け

、
実

際
に

1
人

以
上

転
換

さ
せ

た
中

小
企

業
事

業
主

に
対

し
て

支
給

す
る

中
小

企
業

雇
用

安
定

化
奨

励
金

を
活

用
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

の
安

定
化

を
促

進
す

る
。

⑦
厚

生
労

働
省

関
係

機
関

等
に

お
け

る
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
の

促
⑦

厚
生

労
働

省
関

係
機

関
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
の

促
進

進
厚

生
労

働
省

の
本

省
や

外
局

、
関

係
機

関
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

の
厚

生
労

働
省

の
本

省
や

外
局

、
関

係
機

関
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
入

れ
を

促
進

す
る

よ
う

に
努

め
る

と
と

も
に

、
厚

生
労

働
省

母
の

雇
入

れ
を

促
進

す
る

よ
う

に
努

め
る

と
と

も
に

、
厚

生
労

働
省

以
以

外
の

府
省

庁
、

社
会

福
祉

関
係

団
体

、
公

益
法

人
等

関
係

団
体

に
対

外
の

府
省

庁
、

社
会

福
祉

関
係

団
体

、
公

益
法

人
等

関
係

団
体

に
対

し
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し
て

雇
入

れ
の

要
請

を
行

う
。

て
雇

入
れ

の
要

請
を

行
う

。
⑧

事
業

主
に

対
す

る
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

⑧
事

業
主

に
対

す
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

の
の

推
進

推
進

事
業

主
に

対
し

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
雇

用
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

事
業

主
に

対
し

、
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

て
も

ら
う

た
め

の
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
も

ら
う

た
め

の
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

向
け

向
け

た
協

力
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
す

る
。

た
協

力
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
す

る
。

⑨
都

道
府

県
及

び
市

町
村

、
企

業
等

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
⑨

都
道

府
県

及
び

市
町

村
、

企
業

等
に

お
け

る
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

用
に

関
す

る
好

事
例

の
周

知
に

関
す

る
好

事
例

の
周

知
母

子
家

庭
の

母
等

を
積

極
的

に
雇

用
す

る
な

ど
、

都
道

府
県

及
び

市
母

子
家

庭
の

母
を

積
極

的
に

雇
用

す
る

な
ど

、
都

道
府

県
及

び
市

町
町

村
や

企
業

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

好
事

例
に

村
や

企
業

に
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
好

事
例

に
つ

い
つ

い
て

、
情

報
を

収
集

し
、

そ
の

提
供

を
行

う
。

て
、

情
報

を
収

集
し

、
そ

の
提

供
を

行
う

。
⑩

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

の
支

援
⑩

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

の
支

援
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
が

よ
り

多
く

の
都

道
府

県
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
が

よ
り

多
く

の
都

道
府

県
等

及
び

市
等

で
実

施
さ

れ
る

よ
う

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
意

欲
の

等
及

び
市

等
で

実
施

さ
れ

る
よ

う
、

母
子

家
庭

の
母

の
就

業
意

欲
の

醸
醸

成
や

就
業

促
進

に
つ

な
が

る
各

種
情

報
を

提
供

す
る

。
成

や
就

業
促

進
に

つ
な

が
る

各
種

情
報

を
提

供
す

る
。

⑪
（

略
）

⑪
（

略
）

⑫
母

子
福

祉
団

体
等

の
受

注
機

会
の

増
大

へ
の

努
力

⑫
母

子
福

祉
団

体
等

の
受

注
機

会
の

増
大

へ
の

配
慮

母
子

福
祉

団
体

等
母

子
家

庭
の

母
等

の
福

祉
の

増
進

を
主

た
る

目
的

母
子

福
祉

団
体

等
母

子
家

庭
の

母
の

福
祉

の
増

進
を

主
た

る
目

的
と

と
す

る
団

体
が

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
つ

な
が

る
業

務
す

る
団

体
が

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

つ
な

が
る

業
務

を
よ

を
よ

り
多

く
受

注
で

き
る

よ
う

、
国

並
び

に
母

子
家

庭
の

母
及

び
父

子
り

多
く

受
注

で
き

る
よ

う
、

国
が

物
品

や
サ

ー
ビ

ス
を

購
入

す
る

場
合

家
庭

の
父

の
就

業
の

支
援

に
関

す
る

特
別

措
置

法
第

六
条

の
法

人
を

定
に

は
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
つ

つ
、

適
切

な
配

慮
を

行
う

。
め

る
政

令
（

平
成

2
5
年

政
令

第
３

号
）

に
定

め
る

独
立

行
政

法
人

及
び

特
殊

法
人

が
物

品
や

サ
ー

ビ
ス

を
購

入
す

る
場

合
に

は
予

算
の

適
正

な
使

用
に

留
意

し
つ

つ
、

優
先

的
に

母
子

福
祉

団
体

等
か

ら
購

入
す

る
よ

う
に

努
め

る
。

⑬
（

略
）

⑬
（

略
）

⑭
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

を
図

る
た

め
の

措
置

に
関

す
る

留
（

新
規

）
意

母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
を

図
る

た
め

の
措

置
を

講
ず

る
に

当
た

っ
て

は
、

情
報

通
信

技
術

等
に

関
す

る
職

業
能

力
の

開
発

及
び

向
上

並
び

に
情

報
通

信
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

利
用

し
た

在
宅

就
業

等
多

様
な

就
業

の
機

会
の

確
保

並
び

に
こ

れ
ら

に
従

事
す

る
人

材
の

養
成

及
び

資
質

の
向

上
に

留
意

す
る

。
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⑮
～

⑱
（

略
）

⑭
～

⑰
（

略
）

(
2
)

都
道

府
県

、
市

町
村

等
が

講
ず

べ
き

措
置

に
対

す
る

支
援

(
2
)

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

講
ず

べ
き

措
置

に
対

す
る

支
援

、
、

、
、

、
都

道
府

県
市

町
村

等
が

以
下

の
措

置
を

講
ず

る
に

際
し

て
は

国
は

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

以
下

の
措

置
を

講
ず

る
に

際
し

て
は

国
は

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
が

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
を

適
切

に
受

け
る

こ
と

が
で

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
が

必
要

な
サ

ー
ビ

ス
を

適
切

に
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

母
子

自
立

支
援

員
を

含
め

た
相

談
体

制
の

整
備

、
関

係
機

関
の

き
る

よ
う

母
子

自
立

支
援

員
を

含
め

た
相

談
体

制
の

整
備

、
関

係
機

関
の

連
携

を
推

進
し

な
が

ら
、

当
該

措
置

が
効

果
的

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

必
要

連
携

を
推

進
し

な
が

ら
、

当
該

措
置

が
効

果
的

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

必
要

な
支

援
を

講
じ

て
い

く
も

の
と

す
る

（
実

施
主

体
に

つ
い

て
特

に
記

載
が

な
支

援
を

講
じ

て
い

く
も

の
と

す
る

（
実

施
主

体
に

つ
い

て
特

に
記

載
が

な
い

場
合

は
都

道
府

県
及

び
市

町
村

を
指

す
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

対
象

な
い

場
合

は
都

道
府

県
及

び
市

町
村

を
指

す
も

の
と

す
る

。
ま

た
、

対
象

に
つ

い
て

特
に

記
載

の
な

い
場

合
は

、
母

子
家

庭
を

対
象

と
す

る
も

の
と

に
つ

い
て

特
に

記
載

の
な

い
場

合
は

、
母

子
家

庭
を

対
象

と
す

る
も

の
と

す
る

。
す

る
。

。
）

。
）

①
（

略
）

①
（

略
）

②
就

業
支

援
策

②
就

業
支

援
策

ア
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
の

実
施

（
実

施
主

体
：

ア
母

子
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

等
事

業
の

実
施

（
実

施
主

体
：

都
道

府
県

等
及

び
市

等
対

象
：

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
等

）
都

道
府

県
等

及
び

市
等

対
象

：
児

童
扶

養
手

当
受

給
者

等
）

(
a
)

個
々

の
母

子
家

庭
等

の
実

情
に

応
じ

た
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
(
a
)

個
々

の
母

子
家

庭
の

実
情

に
応

じ
た

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
ム

を
策

定
し

、
そ

れ
に

基
づ

き
、

き
め

細
か

な
支

援
を

行
う

母
子

を
策

定
し

、
そ

れ
に

基
づ

き
、

き
め

細
か

な
支

援
を

行
う

母
子

自
自

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

を
実

施
。

ま
た

、
就

業
意

欲
を

立
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

策
定

事
業

を
実

施
。

ま
た

、
就

業
意

欲
を

醸
醸

成
す

る
た

め
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

等
を

行
う

就
職

準
備

支
援

成
す

る
た

め
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

等
を

行
う

就
職

準
備

支
援

コ
コ

ー
ス

事
業

を
実

施
ー

ス
事

業
を

実
施

(
b
)

（
略

）
(
b
)

（
略

）
イ

～
オ

（
略

）
イ

～
オ

（
略

）
カ

所
得

の
増

大
に

結
び

付
く

就
業

機
会

創
出

の
た

め
の

支
援

カ
所

得
の

増
大

に
結

び
付

く
就

業
機

会
創

出
の

た
め

の
支

援
(
a
)

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

に
対

す
る

起
業

支
援

(
実

施
主

体
：

(
a
)

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

に
対

す
る

起
業

支
援

(
実

施
主

体
：

都
道

府
県

等
対

象
：

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

)
都

道
府

県
等

対
象

：
母

子
家

庭
及

び
寡

婦
)

母
子

家
庭

の
母

や
寡

婦
が

共
同

し
て

起
業

す
る

場
合

に
お

い
て

母
子

家
庭

の
母

や
寡

婦
が

共
同

し
て

起
業

す
る

場
合

に
お

い
て

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
等

(
事

業
開

始
資

金
)
を

貸
付

け
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

(
事

業
開

始
資

金
)
を

貸
付

け
ま

た
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

の
起

業
を

支
援

す
る

た
め

、
ま

た
、

母
子

家
庭

の
母

及
び

寡
婦

の
起

業
を

支
援

す
る

た
め

、
起

業
の

方
法

、
事

業
計

画
、

資
金

計
画

、
労

務
管

理
等

に
つ

い
て

起
業

の
方

法
、

事
業

計
画

、
資

金
計

画
、

労
務

管
理

等
に

つ
い

て
の

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
の

セ
ミ

ナ
ー

を
実

施
(
b
)

公
共

的
施

設
に

お
け

る
雇

入
れ

の
促

進
(
対

象
：

母
子

家
庭

等
(
b
)

公
共

的
施

設
に

お
け

る
雇

入
れ

の
促

進
(
対

象
：

母
子

家
庭

及
及

び
寡

婦
)

び
寡

婦
)

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

設
置

す
る

公
共

的
施

設
に

お
い

て
、

都
道

府
県

及
び

市
町

村
が

設
置

す
る

公
共

的
施

設
に

お
い

て
、

母
子

家
庭

等
及

び
寡

婦
の

雇
入

れ
を

促
進

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

の
雇

入
れ

を
促

進
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(
c
)

（
略

）
(
c
)

（
略

）
キ

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

啓
発

活
動

等
・

情
報

提
供

キ
母

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
関

す
る

啓
発

活
動

等
・

情
報

提
供

(
a
)

事
業

主
や

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

関
係

団
体

に
対

し
て

母
(
a
)

事
業

主
や

都
道

府
県

及
び

市
町

村
の

関
係

団
体

に
対

し
て

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

も
ら

う
た

め
の

子
家

庭
の

母
の

雇
用

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
て

も
ら

う
た

め
の

啓
啓

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
等

の
就

業
の

促
進

に
向

け
た

協
力

発
活

動
や

、
母

子
家

庭
の

母
の

就
業

の
促

進
に

向
け

た
協

力
の

要
の

要
請

を
積

極
的

に
推

進
請

を
積

極
的

に
推

進
(
b
)

母
子

家
庭

の
母

等
を

積
極

的
に

雇
用

す
る

な
ど

の
企

業
等

に
(
b
)

母
子

家
庭

の
母

を
積

極
的

に
雇

用
す

る
な

ど
の

企
業

等
に

お
お

け
る

母
子

家
庭

の
母

等
の

雇
用

に
関

す
る

好
事

例
に

つ
い

て
、

け
る

母
子

家
庭

の
母

の
雇

用
に

関
す

る
好

事
例

に
つ

い
て

、
情

報
情

報
を

収
集

し
、

そ
の

提
供

を
行

う
と

と
も

に
、

そ
の

企
業

等
の

を
収

集
し

、
そ

の
提

供
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

の
企

業
等

の
公

表
公

表
や

表
彰

等
を

実
施

や
表

彰
等

を
実

施
ク

母
子

寡
婦

福
祉

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
に

対
す

る
支

援
ク

母
子

寡
婦

福
祉

団
体

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
に

対
す

る
支

援
(
a
)
・

(
b
)

（
略

）
(
a
)
・

(
b
)

（
略

）
(
c
)

母
子

福
祉

団
体

等
の

受
注

機
会

の
増

大
へ

の
努

力
(
c
)

母
子

福
祉

団
体

等
の

受
注

機
会

の
増

大
へ

の
配

慮
母

子
福

祉
団

体
等

母
子

家
庭

の
母

等
の

福
祉

の
増

進
を

主
た

る
母

子
福

祉
団

体
等

母
子

家
庭

の
母

の
福

祉
の

増
進

を
主

た
る

目
目

的
と

す
る

団
体

が
、

母
子

家
庭

の
母

等
の

就
業

の
促

進
に

つ
な

的
と

す
る

団
体

が
、

母
子

家
庭

の
母

の
就

業
の

促
進

に
つ

な
が

る
が

る
業

務
を

よ
り

多
く

受
注

で
き

る
よ

う
、

地
方

公
共

団
体

及
び

業
務

を
よ

り
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（都道府県） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

函館市若松町36番25号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040 0138-24-8340 社会福祉法人　函館市民生事業協会

北見市北８条西１丁目 0157-23-4195 0157-23-4196 社会福祉法人　北見睦会

旭川市５条通４丁目　旭川市ときわ市民ホール１階 0166-21-7181 0166-23-0746 社会福祉法人　旭川市社会福祉協議会

釧路市旭町16番５号 0154-22-2401 0154-22-2801 社会福祉法人　釧路まりも学園

帯広市公園東町３丁目９番地１号 0155-20-7751 0155-20-7752 社会福祉法人　帯広市社会福祉協議会

室蘭市本町２丁目２番１１号 0143-83-7047 0143-83-7048 社会福祉法人　北海道母子寡婦福祉連合会

青森県 青森市中央３-20-30 県民福祉プラザ３階 017-735-4152 017-735-4160 財団法人　青森県母子寡婦福祉連合会

岩手県 盛岡市本町通３-19-１ 岩手県福祉総合相談センター３Ｆ 019-623-8539 019-623-8539 社団法人　岩手県母子寡婦福祉連合会

宮城県 仙台市宮城野区安養寺３-７-３ 022-295-0013 022-256-6512 財団法人　宮城県母子福祉連合会

秋田県 秋田市旭北栄町１番５号　秋田県社会福祉会館５階 018-896-1531 018-866-2166 社会福祉法人　秋田県母子寡婦福祉連合会

山形県 山形市小白川町２-３-31 山形県総合社会福祉センター内 023-632-2296 023-633-0961 財団法人　山形県母子寡婦福祉連合会

福島県 福島市渡利字七社宮111 福島県総合社会福祉センター３階 024-521-5699 024-521-5663 社会福祉法人　福島県社会福祉協議会

茨城県 水戸市八幡町11-52　茨城県母子福祉センター内 029-221-8497 029-221-8618 社団法人　茨城県母子寡婦福祉連合会

栃木県 宇都宮市野沢町４－１ とちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801 028-665-7802 公益財団法人　栃木県ひとり親家庭福祉連合会

群馬県 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

春日部市大沼１-76　東部中央福祉事務所内 048-737-2139 048-734-1121 （センター事業所管課の連絡先）

坂戸市大字石井2327-１　西部福祉事務所内 049-283-7991 049-283-7891 （センター事業所管課の連絡先）

本庄市前原１-８-12　北部福祉事務所内 0495-22-0104 0495-22-2396 （センター事業所管課の連絡先）

秩父市桜木町８-18　秩父福祉事務所内 0494-22-6237 0494-23-7813 （センター事業所管課の連絡先）

千葉県 千葉市中央区亥鼻２-10-９　千葉県母子福祉会館内 043-225-0608 043-225-0608 財団法人　千葉県母子寡婦福祉連合会

新宿区神楽河岸１-１ セントラルプラザ5階 03-5261-8687 03-5261-1343

千代田区飯田橋３－１０－３　東京しごとセンター７階 03-3263-3451 03-3263-3452

神奈川県 藤沢市江ノ島１-11-１ 県立かながわ女性センター内 0466-27-2111 0466-22-1035 財団法人　神奈川県母子寡婦福祉連絡協議会

新潟県 新潟市中央区上所２-２-２ 新潟ユニゾンプラザ３階 025-281-5587 025-281-5547 社団法人　新潟県母子寡婦福祉連合会

富山県 富山市安住町５-21 富山県総合福祉会館（サンシップとやま）３階 076-432-4210 076-432-4221 公益財団法人　富山県母子寡婦福祉連合会

石川県 金沢市三社町１-44 石川県女性センター5階 076-264-0503 076-231-5494 財団法人　石川県母子寡婦福祉連合会

福井県 福井市光陽２-３-22 福井県社会福祉センター4階 0776-21-0733 0776-21-0310 財団法人　福井県母子寡婦福祉連合会

山梨県 甲府市朝日４-５-21 055-252-7014 055-253-7046 財団法人　山梨県母子寡婦福祉連合会

長野県 長野市大字南長野字幅下692-２ 長野県健康福祉部こども・家庭課内 026-232-0111 026-235-7390 （センター事業所管課の連絡先）

岐阜県 岐阜市下奈良２-２-１ 岐阜県福祉・農業会館4階 058-268-2569 058-274-0494 財団法人　岐阜県母子寡婦福祉連合会

静岡県 静岡市葵区駿府町１-70 静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

愛知県 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

三重県 津市桜橋２-131 三重県社会福祉会館内 059-228-6298 059-228-6301 財団法人　三重県母子寡婦福祉連合会

大津市におの浜4-3-26 母子福祉施設「のぞみ荘」内 077-527-4800 077-527-4851

近江八幡市鷹飼町80-4 滋賀県立男女共同参画センター内
滋賀マザーズジョブステーション内

0748-37-5088 0748-37-5488

京都市南区新町通九条下ル 京都府民総合交流プラザ ジョブパーク内 075-662-3773 075-662-3770

福知山市篠尾新町１－14 エースビル４階 0773－23－2771 0773-22-3816

大阪府 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9498 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

兵庫県 神戸市中央区下山手通５-10-１ 078-362-3201 078-362-0061 （センター事業所管課の連絡先）

奈良市西木辻町93-6　エルトピア奈良　内 0742-24-7624 0742-24-7625 -

橿原市大久保町320-11　奈良県社会福祉総合センター内 0744-29-0188 0744-29-0189 社団法人　奈良県母子福祉連合会

和歌山県 和歌山市和歌浦東３-６-46 073-444-0501 073-444-0488 社団法人　和歌山県母子寡婦福祉連合会

鳥取市東町１-220 鳥取県福祉保健部子育て王国推進局青少年・家庭課 0857-26-7869 0857-26-7863 （センター事業所管課の連絡先）

鳥取市伏野1729-5 鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344 0857-59-6345 財団法人　鳥取県連合母子会

島根県 松江市東津田町1741-３ いきいきプラザ島根2階 0852-32-5920 0852-32-5921 財団法人　島根県母子会連合会

岡山県 岡山市北区石関町２-１　岡山県総合福祉会館５階 086-803-5300 086-803-5301 公益財団法人　岡山県愛染会

広島県 広島市中区富士見町11-６　エソール広島２階 082-249-7149 082-249-7149 財団法人　広島県母子寡婦福祉連合会

山口県 山口市富田原町４-58 山口県母子福祉センター内 083-923-2490 083-923-2499 財団法人　山口県母子寡婦福祉連合会

徳島県 徳島市中昭和町１-２　県立総合福祉センター２階 088-654-7418 088-654-7414 公益財団法人　徳島県母子寡婦福祉連合会

香川県 高松市国分寺町国分348-２ 087-874-1580 087-874-1566 財団法人　香川県母子寡婦福祉連合会

愛媛県 松山市本町７－２　愛媛県本町ビル１階 089-907-3200 089-907-3201 財団法人　愛媛県母子寡婦福祉連合会

高知県 高知市旭町３-115 こうち男女共同参画センター（ソーレ）　２階 088-875-2500 088-875-2506 NPO法人　大地の会

春日市原町３-１-７　クローバープラザ６階 092-584-3931 092-584-3923

飯塚市新立岩８－１　福岡県飯塚総合庁舎２階 0948-21-0390 0948-21-0391

久留米市日吉町15-60　ニッセイ久留米ビル９階 0942-32-1140 0942-32-1140 久留米市母子寡婦福祉会

佐賀県 佐賀市神野東２－６－10　佐賀県駅北館２階 0952-97-9767 0952-31-8064 一般財団法人　佐賀県母子寡婦福祉連合会

長崎県 長崎市茂里町３-24 長崎県総合福祉センター２階 095-894-9953 095-894-9953 社会福祉法人　長崎県社会福祉協議会

熊本県 熊本市南千反畑町３-７　熊本県総合福祉センター２階 096-351-8777 096-359-8022 社会福祉法人　熊本県母子寡婦福祉連合会

大分県 大分市大津町２-１-41　大分県総合社会福祉会館３階 097-552-3313 097-552-3337 一般財団法人　大分県母子寡婦福祉連合会

宮崎県 宮崎市原町２-22 0985-22-4696 0985-22-4696 財団法人　宮崎県母子寡婦福祉連合会

鹿児島県 鹿児島市鴨池新町１-７　鹿児島県社会福祉センター７階 099-258-2984 099-296-8123 社会福祉法人　鹿児島県母子寡婦福祉連合会

沖縄県 那覇市首里石嶺町４-373-１　沖縄県総合福祉センター東棟301 098-887-4099 098-887-4091 社団法人　沖縄県母子寡婦福祉連合会

福岡県

北海道

社会福祉法人　京都府母子寡婦福祉連合会京都府

母子家庭等就業・自立支援センター事業実施先一覧

（別添４）

社会福祉法人　福岡県母子寡婦福祉連合会

鳥取県

埼玉県

財団法人　東京都母子寡婦福祉協議会東京都

滋賀県 社会福祉法人　滋賀県母子福祉のぞみ会

奈良県



（政令指定都市） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

札幌市 札幌市中央区大通西19　札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270 011-643-5904 社団法人　札幌市母子寡婦福祉連合会

仙台市 仙台市青葉区五橋２－12－２　仙台市福祉プラザ７階 022-212-4322 022-714-5022 社会福祉法人　仙台市社会福祉協議会

さいたま市 さいたま市浦和区常盤6-4-4　さいたま市役所子育て支援課内 048-829-1948 048-829-1935 （センター事業所管課の連絡先）

千葉市 千葉市中央区千葉港１-１　千葉市役所健全育成課内 043-245-5179 043-245-5995 （センター事業所管課の連絡先）

横浜市 横浜市中区常盤町３-24　サンビル8階 045-227-6337 045-227-6338 一般財団法人　横浜市母子寡婦福祉会

川崎市 川崎市中原区今井上町34 和田ビル2階 044-733-1166 044-733-8934 財団法人　川崎市母子寡婦福祉協議会

相模原市 相模原市緑区橋本3－25－1相模原市就職支援センター内（橋本MNビル4階） 042-700-1617 042-700-1704 テンプスタッフ株式会社

新潟市 新潟市中央区上所２-２-２　新潟ユニゾンプラザ３階 025-281-5587 025-281-5547 社団法人　新潟県母子寡婦福祉連合会

静岡市 静岡市葵区駿府町１-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

浜松市 静岡市葵区駿府町１-70　静岡県総合社会福祉会館４階 054-254-1191 054-254-0056 社団法人　静岡県母子寡婦福祉連合会

名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444

名古屋市中区栄４－１－１　中日ビル９階 052-252-8824 052-252-8842

京都市 京都市左京区下鴨北野々神町26　北山ふれあいセンタ－内 075-708-7750 075-708-7833 社団法人　京都市母子寡婦福祉連合会

大阪市 大阪市北区中津１-４-10　大阪市立愛光会館内 06-6371-7146 06-6371-6722 社団法人　大阪市母と子の共励会

堺市 堺市堺区南瓦町２-１　堺市総合福祉会館内 072-223-7902 072-223-7902 一般財団法人　堺市母子寡婦福祉会

神戸市 神戸市中央区橘通３-４-１　神戸市総合福祉センター３階 078-341-4532 078-371-6478 社会福祉法人　神戸市母子福祉たちばな会

岡山市 岡山市北区大供１-１-１  岡山市役所こども福祉課内 086-803-1222 086-227-2526 （センター事業所管課の連絡先）

広島市 広島市中区千田町１-９-43　広島市社会福祉センター４階 082-546-1751 082-546-1752 一般財団法人　広島市母子寡婦福祉連合会

北九州市 北九州市戸畑区汐井町１-６　ウェルとばた４階　北九州市立母子福祉センター 093-871-3224 093-871-3226 一般財団法人　北九州市母子寡婦福祉会

福岡市 福岡市中央区大手門２-５-15　福岡市立母子福祉センター 092-715-8805 092-725-7720 NPO法人 しんぐるまざあず・ふぉーらむ・福岡

熊本市 熊本市中央区水前寺4-47-50 096-385-1160 096-385-1379 社会福祉法人 熊本市社会福祉事業団

（中核市） 平成25年3月1日現在

自治体名 住所 電話番号 Fax番号 委託先

旭川市 旭川市５条通４丁目　旭川市ときわ市民ホール１階　旭川市社会福祉協議会内 0166-2１-7181 0166-23-0746 社会福祉法人　旭川市社会福祉協議会

函館市 函館市若松町36番25号 函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040 0138-24-8340 社会福祉法人　函館市民生事業協会

青森市 青森市中央１-22-５ 017-734-5334 017-722-5678 （センター事業所管課の連絡先）

盛岡市 盛岡市本町通３-19-１　岩手県福祉総合相談センター３F 019-623-8539 019-623-8539 社団法人　岩手県母子寡婦福祉連合会

秋田市 秋田市八橋南１-８-２　秋田市老人福祉センター内 018-866-1341 018-865-2099 秋田市母子寡婦福祉連合会

郡山市 郡山市朝日１-29-９　郡山市総合福祉センター３階郡山市母子福祉センター 024-924-2963 024-924-2969 社会福祉法人　郡山市社会福祉事業団

いわき市 いわき市平字梅本21 0246-22-7452 0246-22-7554 （センター事業所管課の連絡先）

宇都宮市 宇都宮市野沢町４－１  パルティ とちぎ男女共同参画センター内 028－665-7801 028－665-7802 財団法人　栃木県母子寡婦福祉連合会

前橋市 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

高崎市 前橋市新前橋町13-12 群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636 027-255-6652 財団法人　群馬県母子寡婦福祉協議会

049-224-8811

(内線2585)

船橋市 船橋市湊町２-10-25　船橋市役所児童家庭課内 047-436-3316 047-436-2315 （センター事業所管課の連絡先）

柏市 柏市柏５-10-１ 04-7167-1595 04-7167-1383 （センター事業所管課の連絡先）

横須賀市 横須賀市小川町11 046-822-9809 046-821-0424 （センター事業所管課の連絡先）

富山市 富山市安住町５-21　富山県総合福祉会館（サンシップとやま）３階 076-432-4210 076-432-4221 公益財団法人　富山県母子寡婦福祉連合会

金沢市 金沢市三社町１-44　石川県女性センター内 076-224-3417 076-224-3417 金沢市母子寡婦福祉連合会

長野市 長野市鶴賀緑町1613　長野市役所保育家庭支援課内 026-224-5031 026-264-5355 （センター事業所管課の連絡先）

岐阜市 岐阜市下奈良２-２-１　岐阜県福祉・農業会館４階 058-268-2569 058-274-0494 財団法人　岐阜県母子寡婦福祉連合会

豊橋市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

豊田市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

岡崎市 名古屋市北区金田町３-11 052-915-8824 052-915-8444 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会

大津市 大津市浜大津四丁目1-1　明日都浜大津５階 077-522-0220 077-522-0220 社会福祉法人　滋賀県母子福祉のぞみ会

高槻市 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

東大阪市 大阪市中央区谷町５-４-13 大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995 06-6762-3796 社会福祉法人　大阪府母子寡婦福祉連合会

豊中市 大阪府豊中市中桜塚3-1-1 06-6858-2767 06-6854-9533 （センター事業所管課の連絡先）

姫路市 姫路市安田４-１ 079-221-2132 079-221-2953 （センター事業所管課の連絡先）

西宮市 西宮市六湛寺町10番３号　西宮市児童・母子支援課内 0798-35-3166 0798-35-5525 （センター事業所管課の連絡先）

尼崎市 尼崎市東七松町１-23-１　尼崎市こども家庭支援課内 06-6489-6349 06-6482-3781 （センター事業所管課の連絡先）

奈良市 奈良市二条大路南１-１-１　奈良市役所子育て相談課 0742-34-4804 0742-34-4817 （センター事業所管課の連絡先）

和歌山市 和歌山市七番丁23 073-435-1219 073-435-1269 （センター事業所管課の連絡先）

倉敷市 倉敷市西中新田640 086-426-3314 086-427-7335 （センター事業所管課の連絡先）

福山市 福山市御門町２-１-１ 084-921-5546 084-921-5546 財団法人　福山市母子寡婦福祉連合会

下関市 下関市南部町１-１ 083-231-1358 083-231-1394 財団法人　山口県母子寡婦福祉連合会

香川県 高松市国分寺町国分３４８－２ 087-874-1580 087-874-1566 財団法人　香川県母子寡婦福祉連合会

松山市 松山市二番町４-７-２　松山市子育て支援課内 089-948-6418 089-934-1814
財団法人　愛媛県母子寡婦福祉連合会
社会福祉法人　松山市母子会

高知市 高知市旭町３-115　こうち男女共同参画センター２階 088-875-2500 088-875-2506 NPO法人　大地の会

久留米市 久留米市長門石１丁目１番３２号総合福祉会館内 0942-39-2277 0942-39-2277 久留米市母子寡婦福祉会

長崎市 長崎市茂里町３-24 長崎県総合福祉センター２階 095-894-9953 095-894-9953 社会福祉法人　長崎県社会福祉協議会

大分市 大分市大津町２-１-41　大分県総合社会福祉会館３階 097-552-3313 097-552-3337 一般財団法人　大分県母子寡婦福祉連合会

宮崎市 宮崎市橘通西１-１-１　宮崎市福祉部子育て支援課内 0985-21-1765 0985-27-0752 宮崎市母子寡婦福祉協議会

鹿児島市 鹿児島市山下町11-１ 099-216-1260 099-216-1284 （センター事業所管課の連絡先）

（厚生労働省調べ）

（センター事業所管課の連絡先）川越市 川越市元町１-３-１ 049-225-5218

名古屋市 社会福祉法人　愛知県母子寡婦福祉連合会



地区 名　　　　称 郵便番号 所　　　在　　　地
ＴＥＬ
ＦＡＸ

全国
財団法人
全国母子寡婦福祉団体協議会

140-0011
東京都品川区東大井五丁目２６番２０号
アクシルコート大井仙台坂１０４

03-6718-4088
03-6718-4087

社会福祉法人
北海道母子寡婦福祉連合会

060-0031
北海道札幌市中央区北１条東８丁目
北海道母子福祉センター内

011-261-0447
011-232-8095

社団法人
札幌市母子寡婦福祉連合会

060-0042
札幌市中央区大通西１９丁目
札幌市社会福祉総合センター内

011-631-3270
011-643-5904

財団法人
青森県母子寡婦福祉連合会

030-0822
青森市中央三丁目２０番３０号
県民福祉プラザ３Ｆ

017-735-4152
017-735-4160

社団法人
岩手県母子寡婦福祉連合会

020-0015
盛岡市本町通３－１９－１
岩手県福祉総合相談センター内

019-623-8539
〃

財団法人
宮城県母子福祉連合会

983-0832
仙台市宮城野区安養寺３－７－３
宮城県母子福祉センター内

022-256-6512
〃

社会福祉法人
秋田県母子寡婦福祉連合会

010-0864
秋田市手形住吉町４－２６
秋田県母子福祉総合センター内

018-833-4249
018-833-4246

財団法人
山形県母子寡婦福祉連合会

990-0021
山形市小白川町２－３－３１
山形県総合社会福祉センター内

023-633-0962
023-633-0961

社団法人
茨城県母子寡婦福祉連合会

310-0065
水戸市八幡町１１－５２
茨城県立母子の家内

029-221-7505
029-221-8618

公益財団法人
栃木県ひとり親家庭福祉連合会

320-0071
宇都宮市野沢４－１
パルティとちぎ１Ｆ

028-665-7801
028-665-7802

財団法人
群馬県母子寡婦福祉協議会

371-0843
前橋市新前橋町１３－１２
群馬県社会福祉総合センター内

027-255-6636
027-255-6652

財団法人
埼玉県母子寡婦福祉連合会

330-0843
さいたま市大宮区吉敷町１－１２４
埼玉県大宮合同庁舎内

048-645-7886
048-642-7112

財団法人
千葉県母子寡婦福祉連合会

260-0856
千葉市中央区亥鼻２－１０－９
千葉県母子福祉会館内

043-222-5818
043-225-9177

財団法人
東京都母子寡婦福祉協議会

162-0823
東京都新宿区神楽河岸１－１
セントラルプラザ５Ｆ

03-5261-1341～2
03-5261-1343

財団法人
神奈川県母子寡婦福祉連絡協議会

251-0036
藤沢市江の島１－１１－１
神奈川県立かながわ女性センター内

0466-27-2111
0466-22-1035

一般財団法人
横浜市母子寡婦福祉会

231-0014
横浜市中区常盤町３－２４
サンビル８Ｆ

045-651-0390
045-227-6338

財団法人
川崎市母子寡婦福祉協議会

211-0067
川崎市中原区今井上町３４ 和田ビル２F
川崎市母子福祉センター サン・ライヴ内

044-733-1166
044-733-8934

社団法人
新潟県母子寡婦福祉連合会

950-0994
新潟市中央区上所２－２－２
ユニゾンプラザ３Ｆ

025-281-5546
025-281-5547

財団法人
山梨県母子寡婦福祉連合会

400-0025
甲府市朝日４－５－２１
山梨県母子福祉センター内

055-252-7014
055-253-7046

社団法人
長野県母子寡婦福祉連合会

380-0928
長野市若里７－１－７
長野県社会福祉総合センター内

026-228-9233
〃

社団法人
静岡県母子寡婦福祉連合会

420-0856
静岡市葵区駿府町１－７０
静岡県総合社会福祉会館４Ｆ

054-254-5220
054-254-0056

一般社団法人
静岡市母子寡婦福祉会

420-8602
静岡市葵区追手町５－１
静岡市葵福祉事務所保育児童課内

054-221-1565
054-221-1097

公益財団法人
富山県母子寡婦福祉連合会

930-0094
富山市安住町５－２１
富山県総合福祉会館３Ｆ

076-432-4298
076-432-4221

財団法人
石川県母子寡婦福祉連合会

920-0861
金沢市三社町１－４４
石川県女性センター５Ｆ

076-264-0503
076-231-5494

財団法人
福井県母子寡婦福祉連合会

910-0026
福井市光陽２－３－２２
福井県社会福祉センター内

0776-21-0733
0776-21-0310

財団法人
岐阜県母子寡婦福祉連合会

500-8385
岐阜市下奈良２－２－１
岐阜県福祉農業会館４Ｆ

058-274-0494
〃

社会福祉法人
愛知県母子寡婦福祉連合会

462-0033
名古屋市北区金田町３－１１
愛知県母子福祉会館内

052-915-8862
052-915-8444

財団法人
三重県母子寡婦福祉連合会

514-0003
津市桜橋２－１３１
三重県社会福祉会館内

059-228-6298
059-228-6301

社会福祉法人
滋賀県母子福祉のぞみ会

520-0801
大津市におの浜４－３－２６
滋賀県母子福祉施設のぞみ荘内

077-522-2951
077-521-5082

社会福祉法人
京都府母子寡婦福祉連合会

604-0874
京都市中京区竹屋町通烏丸東入る清水町３
７５

075-223-1360
075-950-1503

社団法人
京都市母子寡婦福祉連合会

606-0846
京都市左京区下鴨北野々神町26番地北山ふれあい
ｾﾝﾀｰ 京都市ひとり親家庭支援ｾﾝﾀｰゆめあす内

075-708-7751
075-708-7833

社会福祉法人
大阪府母子寡婦福祉連合会

540-0012
大阪市中央区谷町５－４－１３
大阪府谷町福祉センター内

06-6762-9995
06-6762-3796

社団法人
大阪市母と子の共励会

531-0071
大阪市北区中津１－４－１０
大阪市立愛光会館内

06-6371-7146
06-6371-6722

一般財団法人
堺市母子寡婦福祉会

590-0078
大阪府堺市堺区南瓦町２－１
堺市総合福祉会館2F

072-223-7902
072-223-7902

一般財団法人
兵庫県婦人共励会

650-0011
神戸市中央区下山手通５－７－１１
兵庫県母子会館内

078-341-7372
078-341-7384

社会福祉法人
神戸市母子福祉たちばな会

650-0016
神戸市中央区橘通３－４－１
神戸市立母子福祉センター内

078-341-4532
078-371-6478

社団法人
奈良県母子福祉連合会

634-0061
橿原市大久保町３２０－１１
奈良県社会福祉総合センター４Ｆ

0744-29-0188
0744-29-0189

社団法人
和歌山県母子寡婦福祉連合会

641-0021
和歌山市和歌浦東３－６－４６
和歌山県立和歌山すみれホ－ム内

073-444-0376
073-444-0488
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（別添５）

（全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体）
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ＴＥＬ
ＦＡＸ

財団法人
鳥取県連合母子会

689-0201
鳥取市伏野１７２９－５
鳥取県立福祉人材研修センタ－内

0857-59-6344
0857-59-6340

財団法人
島根県母子会連合会

690-0011
松江市東津田町１７４１－３
島根県立母子福祉センタ－内

0852-32-5920
0852-32-5921

財団法人
岡山県母子寡婦福祉連合会

700-8570
岡山市北区内山下２－４－６
岡山県保健福祉部子ども未来課内

086-226-7349
086-234-5770

財団法人
広島県母子寡婦福祉連合会

730-0043
広島市中区富士見町１１－６
広島県女性総合センター２階

082-543-6889
〃

一般財団法人
広島市母子寡婦福祉連合会

730-0052
広島市中区千田町１－９－４３
広島市社会福祉センター４Ｆ

082-241-1768
082-241-3722

財団法人
山口県母子寡婦福祉連合会

753-0054
山口市富田原町４－５８
山口県母子福祉センター内

083-923-2490
083-923-2499

公益財団法人
徳島県母子寡婦福祉連合会

770-0943
徳島市中昭和町１－２
徳島県立総合福祉センター２Ｆ

088-654-7418
088-654-7414

財団法人
香川県母子寡婦福祉連合会

769-0102 高松市国分寺町国分３４８－２
087-874-1580
087-874-1566

財団法人
愛媛県母子寡婦福祉連合会

790-0811 松山市本町７－２ 愛媛県本町ビル１Ｆ
089-907-3200
089-907-3201

財団法人
高知県青蘭会連盟

780-0061
高知市栄田町３丁目６番２９号
高知県母子寡婦福祉会館内

088-872-5873
088-872-5877

社会福祉法人
福岡県母子寡婦福祉連合会

816-0804
春日市原町３－１－７
福岡県総合福祉センター内

092-584-3922
092-584-3923

一般財団法人
北九州市母子寡婦福祉会

804-0067
北九州市戸畑区汐井町１－６
ウェルとばた４Ｆ

093-871-3225
093-871-3226

財団法人
福岡市母子福祉会

810-0074
福岡市中央区大手門２－５－１５
福岡市母子福祉センタ－内

092-741-8967
092-761-5427

一般財団法人
佐賀県母子寡婦福祉連合会

840-0804 佐賀市神野東二丁目６番１０号
0952-97-9767
0952-31-8064

社団法人
長崎県母子寡婦福祉連合会

852-8104
長崎市茂里町３－２４
長崎県総合福祉センター 県棟１Ｆ

095-846-8722
095-848-7456

社団法人
長崎市母子寡婦福祉会

850-0054
長崎市上町１－３３
長崎市社会福祉会館３階

095-828-1470
095-828-1476

社会福祉法人
熊本県母子寡婦福祉連合会

860-0842
熊本市中央区南千反畑町３－７
熊本県総合福祉センター２Ｆ

096-324-2136
096-359-8022

一般財団法人
大分県母子寡婦福祉連合会

870-0907
大分市大津町２－１－４１
大分県総合社会福祉会館内

097-552-3313
097-552-3337

財団法人
宮崎県母子寡婦福祉連合会

880-0007
宮崎市原町２－２２
宮崎県福祉総合センター４Ｆ

0985-22-4696
〃

社会福祉法人
鹿児島県母子寡婦福祉連合会

890-8517
鹿児島市鴨池新町１－７
鹿児島県社会福祉センター７Ｆ

099-258-2984
099-296-8123

社団法人
沖縄県母子寡婦福祉連合会

903-0804
那覇市首里石嶺町４－３７３－１
沖縄県総合福祉センター内

098-887-4099
098-887-4091

郵便番号 所　　　在　　　地
ＴＥＬ
ＦＡＸ

101-0051
東京都千代田区神田神保町２－２８
日下ビル２Ｆ

03-3263-1519
〃

959-2015 新潟県阿賀野市北本町17－17
0250-47-6009
0250-63-9137

102-0082
東京都千代田区一番町４－４２
一番町Ⅱビル６Ｆ

03-3646-8923
03-3646-8963

160-0022 新宿区新宿１－１８－１０－２０２
03-6685-6415
03-6685-9765

ＮＰＯ法人全国父子家庭支援連絡会

九
　
　
　
　
　
州

ＮＰＯ法人あごら

ＮＰＯ法人ＷＩＮＫ

中
　
国
　
・
　
四
　
国

平成25年3月1日現在（ＮＰＯ法人）

名　　　　称

ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーら
む

 



　母子家庭の母や父子家庭の父（「ひとり親」）は、子育てをしながら働かなければならないため、
就職に当たっては、労働条件での制約を受けたり、困難を伴うことが少なくありません。また、
昨今の厳しい経済情勢の下、就職は一層厳しくなっています。
　国と地方公共団体では、今年３月１日に施行された「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の
支援に関する特別措置法」に基づき、企業に対して、優先的にひとり親を雇い入れたり、その他
の協力を要請することにしました。
　そこで、事業主の皆さまには、このような状況をご理解の上、ひとり親の就業をご支援いただ
きますようお願いいたします。助成金制度がありますので、ぜひご活用ください。
　また、業務を外部委託される場合は、母子福祉団体等の活用をご検討ください。

１　ひとり親の雇用促進にご協力ください

メリット

　ひとり親の優先的な雇用にご配慮いただき、最寄りのハローワークや「母子家庭等就業・自立支援センター」※

に求人情報の提供をお願いします。
※都道府県、政令指定都市、中核市に設置されており、ひとり親家庭に対して無料の就業相談・講習会・情報提供などを行っています。

◦就業促進を通じて、ひとり親家庭を経済的に支え、子どもの成長を育み、社会に
貢献することができます。

◦ひとり親を雇用する事業主は、特定求職者雇用開発助成金やトライアル雇用奨励
金などを活用できる場合があります。

ひとり親を雇用する事業主が活用できる助成金や奨励金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 25 年 3 月 1 日現在）

●特定求職者雇用開発助成金
　ハローワークなどの紹介で、ひとり親を雇い入れた事業主に、賃金の一部を助成します。
　◦短時間労働者以外　中小企業…90 万円　　大企業…50 万円
　◦短時間労働者　　　中小企業…60 万円　　大企業…30 万円
　※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の労働者を言います。

●試行（トライアル）雇用奨励金
　ハローワークの紹介で、ひとり親を一定期間（原則３カ月）試行雇用する事業主に月額４万円の奨

励金を支給します。

●均衡待遇・正社員化推進奨励金の加算
　正社員転換制度や短時間正社員制度を導入する際に、2 人目から 10 人目の対象労働者がひとり親

の場合に助成金を加算します。
※ 均衡待遇・正社員化推進奨励金は、平成 25 年 3 月末をもって廃止し、平成 25 年度からキャリアアップ助成金（仮称）に整理・統合

する予定です。

「ひとり親」の就業を
ご支援ください

事業主の
皆さまへ

全国ハローワーク一覧  http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html　都道府県労働局一覧  http://www.mhlw.go.jp/link/index.html

これらの助成金、奨励金の対象となる「ひとり親」は、母子家庭の母と、児童扶養手当を受給している父子家庭の父です。
詳しくは、最寄りのハローワークまたは都道府県労働局にお問い合わせください。



支援するメリット

母子福祉団体等で
行っている事業の

例

◦母子福祉団体等を活用することで、地域に密着した事業運営を行うことができ
ます。

◦ひとり親家庭の就業促進を通して、地域・社会に貢献することができます。

❶育児・子育て関連
　（託児サービス / 親子のふれあい交流 / 児童の訪問援助）

❷講習会・セミナー・相談会の運営・開催
　（パソコン教室の運営・講習会 / 地域の学習教室 / 就職準備・離転職セミナー /     

養育費相談 / キャリアカウンセリング相談 / 日常生活の相談 / 法律相談）

❸店舗・自動販売機の設置
　（自動販売機の設置 / 売店の運営管理 / カフェの運営）

❹施設の運営管理
　（清掃 / 職員寮などの管理 / 児童館の運営管理）

❺地域の安心確保
　（地域の見守り / 市民共働型の自転車利用適正化事業）

❻事務委託
　（資料・パンフレットなどの封入・配送 / 会議の議事録作成）

❼	地方自治体からの受託による事業
　（母子家庭等就業・自立支援センターの運営 / 日常生活支援事業の実施 / 自立支

援プログラムの策定 / 母子生活支援施設の運営 / 母子福祉センターの管理運営 /
母子家庭等就業支援講習会の実施 / 在宅就業支援 / 面会交流支援　など）

　これらは、全国の母子福祉団体等で行っている事業の例です。各団体で実施して
いる事業内容や受注できる事業については、各都道府県・指定都市にある母子福祉
団体にご確認ください。また、各地で実施している事業については、（財）全国母
子寡婦福祉団体協議会でも照会に応じています。

作成：厚生労働省　雇用均等・児童家庭局　家庭福祉課　母子家庭等自立支援室

２　母子福祉団体等への業務発注にご協力ください
　母子福祉団体とは、「母子及び寡婦福祉法」に基づく、ひとり親家庭および寡婦の福祉の向上を目的とした団
体です。母子家庭等就業・自立支援センターの運営をはじめ、長年にわたって、育児・子育て関連業務や講習会・
セミナーの運営などを実施し、業務運営の経験、スタッフともに豊富です（団体により事業内容は異なります）。
　また、母子福祉団体のほかにも、ひとり親家庭の支援を目的とした特定非営利法人（ＮＰＯ）が多数あり、さ
まざまな事業を行っています。
　これらの団体（母子福祉団体等）への積極的な発注をお願いします。



（注）内閣府認証法人で、厚生労働省雇用均等・児童家庭局で把握している法人

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

全
国

財団法人
全国母子寡婦福
祉団体協議会

140-0011
東京都品川区東大井五丁目 26
番 20 号
アクシルコート大井仙台坂 104

03-6718-4088

東 

北 

・ 

北 

海 

道

社会福祉法人
北海道母子寡婦
福祉連合会

060-0031
北海道札幌市中央区北 1 条東 8
丁目
北海道母子福祉センター内

011-261-0447

財団法人
札幌市母子寡婦
福祉連合会

060-0042 札幌市中央区大通西 19 丁目
札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270

財団法人
青森県母子寡婦
福祉連合会

030-0822 青森市中央三丁目 20 番 30 号
県民福祉プラザ 3 Ｆ 017-735-4152

社団法人
岩手県母子寡婦
福祉連合会

020-0015 盛岡市本町通 3-19-1
岩手県福祉総合相談センター内 019-623-8539

財団法人　　　　　　　　　　   　　
宮城県母子福祉
連合会

983-0832 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3
宮城県母子福祉センター内 022-256-6512

社会福祉法人
秋田県母子寡婦
福祉連合会

010-0864 秋田市手形住吉町 4-26
秋田県母子福祉総合センター内 018-833-4249

財団法人
山形県母子寡婦
福祉連合会

990-0021 山形市小白川町 2-3-31
山形県総合社会福祉センター内 023-633-0962

関
　
東

社団法人
茨城県母子寡婦
福祉連合会

310-0065 水戸市八幡町 11-52
 茨城県立母子の家内 029-221-7505

公益財団法人
栃木県ひとり親
家庭福祉連合会

320-0071 宇都宮市野沢 4-1
パルティとちぎ 1 Ｆ 028-665-7801

財団法人
群馬県母子寡婦
福祉協議会

371-0843 前橋市新前橋町 13-12
群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

財団法人
埼玉県母子寡婦
福祉連合会

330-0843 さいたま市大宮区吉敷町1-124
埼玉県大宮合同庁舎内 048-645-7886

財団法人
千葉県母子寡婦
福祉連合会

260-0856 千葉市中央区亥鼻 2-10-9
千葉県母子福祉会館内 043-222-5818

財団法人
東京都母子寡婦
福祉協議会

162-0823 東京都新宿区神楽河岸 1-1
セントラルプラザ 5 Ｆ 03-5261-1341～2

財団法人
神奈川県母子寡婦
福祉連絡協議会

251-0036
藤沢市江の島 1-11-1
神奈川県立かながわ女性セン
ター内

0466-27-2111

一般財団法人
横浜市母子寡婦
福祉会 

231-0014 横浜市中区常盤町 3-24
サンビル 8 Ｆ 045-651-0390

財団法人
川崎市母子寡婦
福祉協議会

211-0067

川崎市中原区今井上町 34
和田ビル 2F
川崎市母子福祉センター サン・
ライヴ内

044-733-1166

社団法人
新潟県母子寡婦
福祉連合会

950-0994 新潟市中央区上所 2-2-2
ユニゾンプラザ 3 Ｆ 025-281-5546

財団法人
山梨県母子寡婦
福祉連合会

400-0025 甲府市朝日 4-5-21
山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

社団法人
長野県母子寡婦
福祉連合会

380-0928 長野市若里 7-117
長野県社会福祉総合センター内 026-228-9233

社団法人
静岡県母子寡婦
福祉連合会

420-0856 静岡市葵区駿府町 1-70
静岡県総合社会福祉会館 4 Ｆ 054-254-5220

一般社団法人
静岡市母子寡婦
福祉会

420-8602 静岡市葵区追手町 5-1
静岡市葵福祉事務所保育児童課内 054-221-1565

中
　
部

公益財団法人
富山県母子寡婦
福祉連合会

930-0094 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館 3 Ｆ 076-432-4298

財団法人
石川県母子寡婦
福祉連合会

920-0861 金沢市三社町 1-44
石川県女性センター 5 Ｆ 076-264-0503

財団法人
福井県母子寡婦
福祉連合会

910-0026 福井市光陽 2-3-22
福井県社会福祉センター内 0776-21-0733

財団法人
岐阜県母子寡婦
福祉連合会

500-8385 岐阜市下奈良 2-2-1
岐阜県福祉農業会館 4 Ｆ 058-274-0494

社会福祉法人
愛知県母子寡婦
福祉連合会

462-0033 名古屋市北区金田町 3-11
愛知県母子福祉会館内 052-915-8862

財団法人
三重県母子寡婦
福祉連合会

514-0003 津市桜橋 2-131
三重県社会福祉会館内 059-228-6298　

近
　
畿

社会福祉法人
滋賀県母子福祉
のぞみ会

520-0801 大津市におの浜 4-3-26
滋賀県母子福祉施設のぞみ荘内 077-522-2951

社会福祉法人
京都府母子寡婦
福祉連合会

604-0874
京都市中京区竹屋町通烏丸東入
る清水町 375
京都府立総合社会福祉会館内

075-223-1360　

社団法人
京都市母子寡婦
福祉連合会

606-0846

京都市左京区下鴨北野々神町
26 番地
北山ふれあいセンター
京都市ひとり親家庭支援センター
ゆめあす内

075-708-7751

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

近
　
畿

社会福祉法人
大阪府母子寡婦
福祉連合会

540-0012 大阪市中央区谷町 5-4-13
大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

社団法人
大阪市母と子の
共励会

531-0071 大阪市北区中津 1-4-10
大阪市立愛光会館内 06-6371-7146　　

一般財団法人
堺市母子寡婦福
祉会

590-0078 大阪府堺市堺区南瓦町 2-1
堺市総合福祉会館 2F 072-223-7902　　　　　

一般財団法人
兵庫県婦人共励会　　　　　650-0011 神戸市中央区下山手通 5-7-11

兵庫県母子会館内 078-341-7372　

社会福祉法人
神戸市母子福祉
たちばな会

650-0016 神戸市中央区橘通 3-4-1
神戸市立母子福祉センター内 078-341-4532　　　

社団法人
奈良県母子福祉
連合会

634-0061 橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター 4 Ｆ 0744-29-0188　

社団法人
和歌山県母子寡
婦福祉連合会

641-0021 和歌山市和歌浦東 3-6-46
和歌山県立和歌山すみれホーム内 073-444-0376　

中
　
国

財団法人
鳥取県連合母子会 689-0201 鳥取市伏野 1729-5

鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344

財団法人
島根県母子会連
合会

690-0011 松江市東津田町 1741-3
島根県立母子福祉センター内 0852-32-5920　　

財団法人
岡山県母子寡婦
福祉連合会

700-8570 岡山市北区内山下 2-4-6
岡山県保健福祉部子ども未来課内 086-226-7349　

財団法人
広島県母子寡婦
福祉連合会

730-0043 広島市中区富士見町 11-6
広島県女性総合センター 2 階　　　　　　　　　　　　　082-543-6889　　　　　

一般財団法人
広島市母子寡婦
福祉連合会

730-0052 広島市中区千田町 1-9-43
広島市社会福祉センター 4 Ｆ 082-241-1768　　　

財団法人
山口県母子寡婦
福祉連合会

753-0054 山口市富田原町 4-58
山口県母子福祉センター内 083-923-2490　　

四
　
国

公益財団法人
徳島県母子寡婦
福祉連合会

770-0943 徳島市中昭和町 1-2
徳島県立総合福祉センター 2 Ｆ 088-654-7418　

財団法人
香川県母子寡婦
福祉連合会

769-0102 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580　　　　　

財団法人
愛媛県母子寡婦
福祉連合会

790-0811 松山市本町 7-2
愛媛県本町ビル 1 Ｆ 089-907-3200　　　　

財団法人
高知県青蘭会連盟 780-0061 高知市栄田町 3 丁目 6 番 29 号

高知県母子寡婦福祉会館内 088-872-5873　　　　

九
　
州

社会福祉法人
福岡県母子寡婦
福祉連合会

816-0804 春日市原町 3-1-7
福岡県総合福祉センター内 092-584-3922

一般財団法人
北九州市母子寡
婦福祉会

804-0067 北九州市戸畑区汐井町 1-6
ウェルとばた 4 Ｆ 093-871-3225　　

財団法人
福岡市母子福祉会 810-0074 福岡市中央区大手門 2-5-15

福岡市母子福祉センター内 092-741-8967      

一般財団法人
佐賀県母子寡婦
福祉連合会

840-0804 佐賀市神野東二丁目 6 番 10 号　0952-97-9767　　

社団法人
長崎県母子寡婦
福祉連合会

852-8104
長崎市茂里町 3-24
長崎県総合福祉センター
県棟 1 Ｆ

095-846-8722　

社団法人
長崎市母子寡婦
福祉会

850-0054 長崎市上町 1-33
長崎市社会福祉会館 3 階 095-828-1470

社会福祉法人
熊本県母子寡婦
福祉連合会

860-0842 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 Ｆ 096-324-2136　　

一般財団法人
大分県母子寡婦
福祉連合会

870-0907 大分市大津町 2-1-41
大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313 

財団法人
宮崎県母子寡婦
福祉連合会

880-0007 宮崎市原町 2-22
宮崎県福祉総合センター 4 Ｆ 0985-22-4696　　　　

社会福祉法人
鹿児島県母子寡
婦福祉連合会

890-8517 鹿児島市鴨池新町 1-7
鹿児島県社会福祉センター 7 Ｆ 099-258-2984

社団法人
沖縄県母子寡婦
福祉連合会

903-0804 那 覇 市 首 里 石 嶺 町 4-373-1　　　　　　　　　　　　　　
沖縄県総合福祉センター内 098-887-4099　　　

名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

ＮＰＯ法人あごら 102-0082 東京都千代田区一番町 4-42
一番町Ⅱビル 6 Ｆ 03-3646-8923　　　

ＮＰＯ法人
しんぐるまざあず・
ふぉーらむ

101-0051
東 京 都 千 代 田 区 神 田 神 保 町
2-28
日下ビル 2 Ｆ

03-3263-1519

ＮＰＯ法人全国父子
家庭支援連絡会 959-2015 新潟県阿賀野市北本町 17-17 0250-47-6009　　

ＮＰＯ法人ＷＩＮＫ 160-0022 新宿区新宿１-18-10-202 03-6685-6415　　

全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体及び関係団体 一覧

（ＮＰＯ法人）

（全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体）



自治体名 住所 電話番号
都道府県

北海道

函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
北見市北 8 条西 1 丁目 0157-23-4195
旭川市 5 条通 4 丁目　旭川市ときわ市民ホール 1 階 0166-21-7181
釧路市旭町 16 番 5 号 0154-22-2401
帯広市公園東町 3 丁目 9 番地 1 号 0155-20-7751
室蘭市本町 2 丁目 2 番 11 号 0143-83-7047

青森県 青森市中央 3-20-30　県民福祉プラザ 3 階 017-735-4152
岩手県 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3 Ｆ 019-623-8539
宮城県 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3　宮城県母子福祉センター内 022-295-0013
秋田県 秋田市旭北栄町 1 番 5 号　秋田県社会福祉会館 5 階 018-896-1531
山形県 山形市小白川町 2-3-31 山形県総合社会福祉センター内 023-632-2296

福島県 福島市渡利字七社宮 111
福島県総合社会福祉センター 3 階 024-521-5699

茨城県 水戸市八幡町 11-52　県立母子の家内 029-221-8497

栃木県 宇都宮市野沢町 4-1
パルティとちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

群馬県 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

埼玉県

春日部市大沼 1-76　東部中央福祉事務所内 048-737-2139
坂戸市大字石井 2327-1　西部福祉事務所内 049-283-7991
本庄市前原 1-8-12　北部福祉事務所内 0495-22-0104
秩父市桜木町 8-18　秩父福祉事務所内 0494-22-6237

千葉県 千葉市中央区亥鼻 2-10-9　千葉県母子福祉会館内 043-225-0608

東京都
新宿区神楽河岸 1-1　セントラルプラザ 5 階 03-5261-8687
千代田区飯田橋 3-10-3　東京しごとセンター 7 階 03-3263-3451

神奈川県 藤沢市江ノ島 1-11-1　県立かながわ女性センター内 0466-27-2111
新潟県 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587

富山県 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

石川県 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター 5 階 076-264-0503
福井県 福井市光陽 2-3-22　福井県社会福祉センター 4 階 0776-21-0733
山梨県 甲府市朝日 4-5-21　山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

長野県 長野市大字南長野字幅下 692-2
長野県健康福祉部こども・家庭課内 026-232-0111

岐阜県 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
静岡県 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
愛知県 名古屋市北区金田町 3-11　愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
三重県 津市桜橋 2-131　三重県社会福祉会館内 059-228-6298

滋賀県
大津市におの浜 4-3-26　母子福祉施設「のぞみ荘」内 077-527-4800
近江八幡市鷹飼町 80-4　滋賀県立男女共同参画センター内
滋賀マザーズジョブステーション内 0748-37-5088

京都府
京都市南区東九条下殿田町 70
京都府民総合交流プラザ ジョブパーク内 075-662-3773

福知山市篠尾新町 1-14　エースビル 4 階 0773-23-2771
大阪府 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9498
兵庫県 神戸市中央区下山手通 5-10-1 078-362-3201

奈良県
奈良市西木辻町 93-6　エルトピア奈良　内 0742-24-7624
橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター内 0744-29-0188

和歌山県 和歌山市和歌浦東 3-6-46 073-444-0501

鳥取県
鳥取市東町 1-220
鳥取県福祉保健部子育て王国推進局青少年・家庭課 0857-26-7869

鳥取市伏野 1729-5　鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344
島根県 松江市東津田町 1741-3　いきいきプラザ島根 2 階 0852-32-5920
岡山県 岡山市北区石関町 2-1　岡山県総合福祉会館 5 階 086-803-5300
広島県 広島市中区富士見町 11-6　エソール広島 2 階 082-249-7149
山口県 山口市富田原町 4-58　山口県母子福祉センター内 083-923-2490
徳島県 徳島市中昭和町 1-2　県立総合福祉センター 2 階 088-654-7418
香川県 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
愛媛県 松山市本町 7-2　愛媛県本町ビル 1 階 089-907-3200

高知県 高知市旭町 3-115
こうち男女共同参画センター（ソーレ）　2 階 088-875-2500

福岡県
春日市原町 3-1-7　クローバープラザ 6 階 092-584-3931
飯塚市新立岩 8-1　福岡県飯塚総合庁舎 2 階 0948-21-0390
久留米市日吉町 15-60　ニッセイ久留米ビル 9 階 0942-32-1140

佐賀県 佐賀市神野東 2-6-10　佐賀県駅北館 2 階 0952-97-9767
長崎県 長崎市茂里町 3-24　長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953

熊本県 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 階 096-351-8777

大分県 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313
宮崎県 宮崎市原町 2-22　宮崎県福祉総合センター内 0985-22-4696

鹿児島県 鹿児島市鴨池新町 1-7　鹿児島県社会福祉センター 7 階 099-258-2984

沖縄県 那覇市首里石嶺町 4-373-1
沖縄県総合福祉センター東棟 301 098-887-4099

自治体名 住所 電話番号
政令指定都市
札幌市 札幌市中央区大通西 19　札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270
仙台市 仙台市青葉区五橋 2-12-2　仙台市福祉プラザ 7 階 022-212-4322

さいたま市
※

さいたま市浦和区常盤 6-4-4
さいたま市役所子育て支援課内 048-829-1948

千葉市※ 千葉市中央区千葉港 1-1　千葉市役所健全育成課内 043-245-5179
横浜市 横浜市中区常盤町 3-24　サンビル 8 階 045-227-6337
川崎市 川崎市中原区今井上町 34　和田ビル 2 階 044-733-1166

相模原市 相模原市緑区橋本 3-25-1
相模原市就職支援センター内（橋本 MN ビル 4 階） 042-700-1617

新潟市 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587
静岡市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
浜松市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館 4 階 054-254-1191

名古屋市
名古屋市北区金田町 3-11 愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
名古屋市中区栄 4-1-1　中日ビル 9 階 052-252-8824

京都市 京都市左京区下鴨北野々神町 26
北山ふれあいセンター内 075-708-7750

大阪市 大阪市北区中津 1-4-10　大阪市立愛光会館内 06-6371-7146
堺市 堺市堺区南瓦町 2-1　堺市総合福祉会館内 072-223-7902

神戸市 神戸市中央区橘通 3-4-1　神戸市総合福祉センター 3 階 078-341-4532
岡山市※ 岡山市北区大供 1-1-1  岡山市役所こども福祉課内 086-803-1222
広島市 広島市中区千田町 1-9-43　広島市社会福祉センター 4 階 082-546-1751

北九州市 北九州市戸畑区汐井町 1-6 ウェルとばた 4 階
北九州市立母子福祉センター 093-871-3224

福岡市 福岡市中央区大手門 2-5-15　福岡市立母子福祉センター 092-715-8805
熊本市 熊本市中央区水前寺 4-47-50 096-385-1160

中核市

旭川市 旭川市 5 条通 4 丁目
旭川市ときわ市民ホール 1 階　旭川市社会福祉協議会内 0166-21-7181

函館市 函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
青森市※ 青森市中央 1-22-5 017-734-5334
盛岡市 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3F 019-623-8539
秋田市 秋田市八橋南 1-8-2　秋田市老人福祉センター内 018-866-1341

郡山市 郡山市朝日 1-29-9
郡山市総合福祉センター3階郡山市母子福祉センター 024-924-2963

いわき市※ いわき市平字梅本 21 0246-22-7452

宇都宮市 宇都宮市野沢町 4-1　パルティ
とちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

前橋市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636
高崎市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

川越市※ 川越市元町 1-3-1 049-224-8811
（内線 2585）

船橋市※ 船橋市湊町 2-10-25　船橋市役所児童家庭課内 047-436-3316
柏市※ 柏市柏 5-10-1 04-7167-1595

横須賀市※ 横須賀市小川町 11 046-822-9809

富山市 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

金沢市 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター内 076-224-3417
長野市※ 長野市鶴賀緑町 1613　長野市役所保育家庭支援課内 026-224-5031
岐阜市 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
豊橋市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
豊田市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
岡崎市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
大津市 大津市浜大津四丁目 1-1　明日都浜大津 5 階 077-522-0220
高槻市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

東大阪市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995
豊中市※ 大阪府豊中市中桜塚 3-1-1 06-6858-2767
姫路市※ 姫路市安田 4-1 079-221-2132
西宮市※ 西宮市六湛寺町 10 番 3 号西宮市児童・母子支援課内 0798-35-3166
尼崎市※ 尼崎市東七松町 1-23-1　尼崎市こども家庭支援課内 06-6489-6349
奈良市※ 奈良市二条大路南 1-1-1　奈良市役所子育て相談課 0742-34-4804
和歌山市※ 和歌山市七番丁 23 073-435-1219
倉敷市※ 倉敷市西中新田 640 086-426-3314
福山市 福山市御門町 2-1-1 084-921-5546
下関市 下関市南部町 1-1 083-231-1358
高松市 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
松山市 松山市二番町 4-7-2　松山市子育て支援課内 089-948-6418
高知市 高知市旭町 3-115　こうち男女共同参画センター 2 階 088-875-2500

久留米市 久留米市長門石 1 丁目 1 番 32 号総合福祉会館内 0942-39-2277
長崎市 長崎市茂里町 3-24 長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953
大分市 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館 3 階 097-552-3313
宮崎市 宮崎市橘通西 1-1-1　宮崎市福祉部子育て支援課内 0985-21-1765

鹿児島市※ 鹿児島市山下町 11-1 099-216-1260

母子家庭等就業・自立支援センター 一覧
（平成 25 年 3 月 1 日現在）

※は事業所管課



（別添７） 

（様式例） 

証 明 書 

 

 

求人情報提供者              様 

採用担当者指名              様 

     連絡先                

 

次の方については、さきにご提供のありました求人情報について、当セン

ターにおいて情報提供したことを証明いたします。 

 

面接日   月   日   時   分 

 

氏 名 様  

職 種  

 

 

 

  平成   年   月   日 

 

（都道府県市）母子家庭等就業・自立支援センター 

（          県（市） ） 

（TEL） 

証明者         （FAX）           

 

 

 

※なお、この方の採否についても当方まで御連絡ください。 

 

 

 



（様式例） 
求人管理簿 

No. 求人事業者名             
所  在  地             

求人管理簿         代表者氏 名             
連絡担当 者             

 

受付年月日 求人数 就労場所 雇用期間 賃金等 処理状況 

      

 
 
 
 

求職管理簿 
No. 求職者氏 名             

生 年 月 日             
求職管理簿         住    所             

求職希望職種             
 

求職年月日 
紹介（応募）

先 
紹介（応募）年

月日 
就職年月日 雇用形態 

     

 



　母子家庭の母や父子家庭の父（「ひとり親」）は、子育てをしながら働かなければならないため、
就職に当たっては、労働条件での制約を受けたり、困難を伴うことが少なくありません。また、
昨今の厳しい経済情勢の下、就職は一層厳しくなっています。
　国と地方公共団体では、今年３月１日に施行された「母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の
支援に関する特別措置法」に基づき、企業に対して、優先的にひとり親を雇い入れたり、その他
の協力を要請することにしました。
　そこで、事業主の皆さまには、このような状況をご理解の上、ひとり親の就業をご支援いただ
きますようお願いいたします。助成金制度がありますので、ぜひご活用ください。
　また、業務を外部委託される場合は、母子福祉団体等の活用をご検討ください。

１　ひとり親の雇用促進にご協力ください

メリット

　ひとり親の優先的な雇用にご配慮いただき、最寄りのハローワークや「母子家庭等就業・自立支援センター」※

に求人情報の提供をお願いします。
※都道府県、政令指定都市、中核市に設置されており、ひとり親家庭に対して無料の就業相談・講習会・情報提供などを行っています。

◦就業促進を通じて、ひとり親家庭を経済的に支え、子どもの成長を育み、社会に
貢献することができます。

◦ひとり親を雇用する事業主は、特定求職者雇用開発助成金やトライアル雇用奨励
金などを活用できる場合があります。

ひとり親を雇用する事業主が活用できる助成金や奨励金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 25 年 3 月 1 日現在）

●特定求職者雇用開発助成金
　ハローワークなどの紹介で、ひとり親を雇い入れた事業主に、賃金の一部を助成します。
　◦短時間労働者以外　中小企業…90 万円　　大企業…50 万円
　◦短時間労働者　　　中小企業…60 万円　　大企業…30 万円
　※短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の労働者を言います。

●試行（トライアル）雇用奨励金
　ハローワークの紹介で、ひとり親を一定期間（原則３カ月）試行雇用する事業主に月額４万円の奨

励金を支給します。

●均衡待遇・正社員化推進奨励金の加算
　正社員転換制度や短時間正社員制度を導入する際に、2 人目から 10 人目の対象労働者がひとり親

の場合に助成金を加算します。
※ 均衡待遇・正社員化推進奨励金は、平成 25 年 3 月末をもって廃止し、平成 25 年度からキャリアアップ助成金（仮称）に整理・統合

する予定です。

「ひとり親」の就業を
ご支援ください

事業主の
皆さまへ

全国ハローワーク一覧  http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html　都道府県労働局一覧  http://www.mhlw.go.jp/link/index.html

これらの助成金、奨励金の対象となる「ひとり親」は、母子家庭の母と、児童扶養手当を受給している父子家庭の父です。
詳しくは、最寄りのハローワークまたは都道府県労働局にお問い合わせください。

oacgl
関連資料８



支援するメリット

母子福祉団体等で
行っている事業の

例

◦母子福祉団体等を活用することで、地域に密着した事業運営を行うことができ
ます。

◦ひとり親家庭の就業促進を通して、地域・社会に貢献することができます。

❶育児・子育て関連
　（託児サービス / 親子のふれあい交流 / 児童の訪問援助）

❷講習会・セミナー・相談会の運営・開催
　（パソコン教室の運営・講習会 / 地域の学習教室 / 就職準備・離転職セミナー /     

養育費相談 / キャリアカウンセリング相談 / 日常生活の相談 / 法律相談）

❸店舗・自動販売機の設置
　（自動販売機の設置 / 売店の運営管理 / カフェの運営）

❹施設の運営管理
　（清掃 / 職員寮などの管理 / 児童館の運営管理）

❺地域の安心確保
　（地域の見守り / 市民共働型の自転車利用適正化事業）

❻事務委託
　（資料・パンフレットなどの封入・配送 / 会議の議事録作成）

❼	地方自治体からの受託による事業
　（母子家庭等就業・自立支援センターの運営 / 日常生活支援事業の実施 / 自立支

援プログラムの策定 / 母子生活支援施設の運営 / 母子福祉センターの管理運営 /
母子家庭等就業支援講習会の実施 / 在宅就業支援 / 面会交流支援　など）

　これらは、全国の母子福祉団体等で行っている事業の例です。各団体で実施して
いる事業内容や受注できる事業については、各都道府県・指定都市にある母子福祉
団体にご確認ください。また、各地で実施している事業については、（財）全国母
子寡婦福祉団体協議会でも照会に応じています。

作成：厚生労働省　雇用均等・児童家庭局　家庭福祉課　母子家庭等自立支援室

２　母子福祉団体等への業務発注にご協力ください
　母子福祉団体とは、「母子及び寡婦福祉法」に基づく、ひとり親家庭および寡婦の福祉の向上を目的とした団
体です。母子家庭等就業・自立支援センターの運営をはじめ、長年にわたって、育児・子育て関連業務や講習会・
セミナーの運営などを実施し、業務運営の経験、スタッフともに豊富です（団体により事業内容は異なります）。
　また、母子福祉団体のほかにも、ひとり親家庭の支援を目的とした特定非営利法人（ＮＰＯ）が多数あり、さ
まざまな事業を行っています。
　これらの団体（母子福祉団体等）への積極的な発注をお願いします。



（注）内閣府認証法人で、厚生労働省雇用均等・児童家庭局で把握している法人

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

全
国

財団法人
全国母子寡婦福
祉団体協議会

140-0011
東京都品川区東大井五丁目 26
番 20 号
アクシルコート大井仙台坂 104

03-6718-4088

東 

北 

・ 

北 

海 

道

社会福祉法人
北海道母子寡婦
福祉連合会

060-0031
北海道札幌市中央区北 1 条東 8
丁目
北海道母子福祉センター内

011-261-0447

財団法人
札幌市母子寡婦
福祉連合会

060-0042 札幌市中央区大通西 19 丁目
札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270

財団法人
青森県母子寡婦
福祉連合会

030-0822 青森市中央三丁目 20 番 30 号
県民福祉プラザ 3 Ｆ 017-735-4152

社団法人
岩手県母子寡婦
福祉連合会

020-0015 盛岡市本町通 3-19-1
岩手県福祉総合相談センター内 019-623-8539

財団法人　　　　　　　　　　   　　
宮城県母子福祉
連合会

983-0832 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3
宮城県母子福祉センター内 022-256-6512

社会福祉法人
秋田県母子寡婦
福祉連合会

010-0864 秋田市手形住吉町 4-26
秋田県母子福祉総合センター内 018-833-4249

財団法人
山形県母子寡婦
福祉連合会

990-0021 山形市小白川町 2-3-31
山形県総合社会福祉センター内 023-633-0962

関
　
東

社団法人
茨城県母子寡婦
福祉連合会

310-0065 水戸市八幡町 11-52
 茨城県立母子の家内 029-221-7505

公益財団法人
栃木県ひとり親
家庭福祉連合会

320-0071 宇都宮市野沢 4-1
パルティとちぎ 1 Ｆ 028-665-7801

財団法人
群馬県母子寡婦
福祉協議会

371-0843 前橋市新前橋町 13-12
群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

財団法人
埼玉県母子寡婦
福祉連合会

330-0843 さいたま市大宮区吉敷町1-124
埼玉県大宮合同庁舎内 048-645-7886

財団法人
千葉県母子寡婦
福祉連合会

260-0856 千葉市中央区亥鼻 2-10-9
千葉県母子福祉会館内 043-222-5818

財団法人
東京都母子寡婦
福祉協議会

162-0823 東京都新宿区神楽河岸 1-1
セントラルプラザ 5 Ｆ 03-5261-1341～2

財団法人
神奈川県母子寡婦
福祉連絡協議会

251-0036
藤沢市江の島 1-11-1
神奈川県立かながわ女性セン
ター内

0466-27-2111

一般財団法人
横浜市母子寡婦
福祉会 

231-0014 横浜市中区常盤町 3-24
サンビル 8 Ｆ 045-651-0390

財団法人
川崎市母子寡婦
福祉協議会

211-0067

川崎市中原区今井上町 34
和田ビル 2F
川崎市母子福祉センター サン・
ライヴ内

044-733-1166

社団法人
新潟県母子寡婦
福祉連合会

950-0994 新潟市中央区上所 2-2-2
ユニゾンプラザ 3 Ｆ 025-281-5546

財団法人
山梨県母子寡婦
福祉連合会

400-0025 甲府市朝日 4-5-21
山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

社団法人
長野県母子寡婦
福祉連合会

380-0928 長野市若里 7-117
長野県社会福祉総合センター内 026-228-9233

社団法人
静岡県母子寡婦
福祉連合会

420-0856 静岡市葵区駿府町 1-70
静岡県総合社会福祉会館 4 Ｆ 054-254-5220

一般社団法人
静岡市母子寡婦
福祉会

420-8602 静岡市葵区追手町 5-1
静岡市葵福祉事務所保育児童課内 054-221-1565

中
　
部

公益財団法人
富山県母子寡婦
福祉連合会

930-0094 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館 3 Ｆ 076-432-4298

財団法人
石川県母子寡婦
福祉連合会

920-0861 金沢市三社町 1-44
石川県女性センター 5 Ｆ 076-264-0503

財団法人
福井県母子寡婦
福祉連合会

910-0026 福井市光陽 2-3-22
福井県社会福祉センター内 0776-21-0733

財団法人
岐阜県母子寡婦
福祉連合会

500-8385 岐阜市下奈良 2-2-1
岐阜県福祉農業会館 4 Ｆ 058-274-0494

社会福祉法人
愛知県母子寡婦
福祉連合会

462-0033 名古屋市北区金田町 3-11
愛知県母子福祉会館内 052-915-8862

財団法人
三重県母子寡婦
福祉連合会

514-0003 津市桜橋 2-131
三重県社会福祉会館内 059-228-6298　

近
　
畿

社会福祉法人
滋賀県母子福祉
のぞみ会

520-0801 大津市におの浜 4-3-26
滋賀県母子福祉施設のぞみ荘内 077-522-2951

社会福祉法人
京都府母子寡婦
福祉連合会

604-0874
京都市中京区竹屋町通烏丸東入
る清水町 375
京都府立総合社会福祉会館内

075-223-1360　

社団法人
京都市母子寡婦
福祉連合会

606-0846

京都市左京区下鴨北野々神町
26 番地
北山ふれあいセンター
京都市ひとり親家庭支援センター
ゆめあす内

075-708-7751

地区 名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

近
　
畿

社会福祉法人
大阪府母子寡婦
福祉連合会

540-0012 大阪市中央区谷町 5-4-13
大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

社団法人
大阪市母と子の
共励会

531-0071 大阪市北区中津 1-4-10
大阪市立愛光会館内 06-6371-7146　　

一般財団法人
堺市母子寡婦福
祉会

590-0078 大阪府堺市堺区南瓦町 2-1
堺市総合福祉会館 2F 072-223-7902　　　　　

一般財団法人
兵庫県婦人共励会　　　　　650-0011 神戸市中央区下山手通 5-7-11

兵庫県母子会館内 078-341-7372　

社会福祉法人
神戸市母子福祉
たちばな会

650-0016 神戸市中央区橘通 3-4-1
神戸市立母子福祉センター内 078-341-4532　　　

社団法人
奈良県母子福祉
連合会

634-0061 橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター 4 Ｆ 0744-29-0188　

社団法人
和歌山県母子寡
婦福祉連合会

641-0021 和歌山市和歌浦東 3-6-46
和歌山県立和歌山すみれホーム内 073-444-0376　

中
　
国

財団法人
鳥取県連合母子会 689-0201 鳥取市伏野 1729-5

鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344

財団法人
島根県母子会連
合会

690-0011 松江市東津田町 1741-3
島根県立母子福祉センター内 0852-32-5920　　

財団法人
岡山県母子寡婦
福祉連合会

700-8570 岡山市北区内山下 2-4-6
岡山県保健福祉部子ども未来課内 086-226-7349　

財団法人
広島県母子寡婦
福祉連合会

730-0043 広島市中区富士見町 11-6
広島県女性総合センター 2 階　　　　　　　　　　　　　082-543-6889　　　　　

一般財団法人
広島市母子寡婦
福祉連合会

730-0052 広島市中区千田町 1-9-43
広島市社会福祉センター 4 Ｆ 082-241-1768　　　

財団法人
山口県母子寡婦
福祉連合会

753-0054 山口市富田原町 4-58
山口県母子福祉センター内 083-923-2490　　

四
　
国

公益財団法人
徳島県母子寡婦
福祉連合会

770-0943 徳島市中昭和町 1-2
徳島県立総合福祉センター 2 Ｆ 088-654-7418　

財団法人
香川県母子寡婦
福祉連合会

769-0102 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580　　　　　

財団法人
愛媛県母子寡婦
福祉連合会

790-0811 松山市本町 7-2
愛媛県本町ビル 1 Ｆ 089-907-3200　　　　

財団法人
高知県青蘭会連盟 780-0061 高知市栄田町 3 丁目 6 番 29 号

高知県母子寡婦福祉会館内 088-872-5873　　　　

九
　
州

社会福祉法人
福岡県母子寡婦
福祉連合会

816-0804 春日市原町 3-1-7
福岡県総合福祉センター内 092-584-3922

一般財団法人
北九州市母子寡
婦福祉会

804-0067 北九州市戸畑区汐井町 1-6
ウェルとばた 4 Ｆ 093-871-3225　　

財団法人
福岡市母子福祉会 810-0074 福岡市中央区大手門 2-5-15

福岡市母子福祉センター内 092-741-8967      

一般財団法人
佐賀県母子寡婦
福祉連合会

840-0804 佐賀市神野東二丁目 6 番 10 号　0952-97-9767　　

社団法人
長崎県母子寡婦
福祉連合会

852-8104
長崎市茂里町 3-24
長崎県総合福祉センター
県棟 1 Ｆ

095-846-8722　

社団法人
長崎市母子寡婦
福祉会

850-0054 長崎市上町 1-33
長崎市社会福祉会館 3 階 095-828-1470

社会福祉法人
熊本県母子寡婦
福祉連合会

860-0842 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 Ｆ 096-324-2136　　

一般財団法人
大分県母子寡婦
福祉連合会

870-0907 大分市大津町 2-1-41
大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313 

財団法人
宮崎県母子寡婦
福祉連合会

880-0007 宮崎市原町 2-22
宮崎県福祉総合センター 4 Ｆ 0985-22-4696　　　　

社会福祉法人
鹿児島県母子寡
婦福祉連合会

890-8517 鹿児島市鴨池新町 1-7
鹿児島県社会福祉センター 7 Ｆ 099-258-2984

社団法人
沖縄県母子寡婦
福祉連合会

903-0804 那 覇 市 首 里 石 嶺 町 4-373-1　　　　　　　　　　　　　　
沖縄県総合福祉センター内 098-887-4099　　　

名称 郵便番号 所　　　在　　　地 ＴＥＬ

ＮＰＯ法人あごら 102-0082 東京都千代田区一番町 4-42
一番町Ⅱビル 6 Ｆ 03-3646-8923　　　

ＮＰＯ法人
しんぐるまざあず・
ふぉーらむ

101-0051
東 京 都 千 代 田 区 神 田 神 保 町
2-28
日下ビル 2 Ｆ

03-3263-1519

ＮＰＯ法人全国父子
家庭支援連絡会 959-2015 新潟県阿賀野市北本町 17-17 0250-47-6009　　

ＮＰＯ法人ＷＩＮＫ 160-0022 新宿区新宿１-18-10-202 03-6685-6415　　

全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体及び関係団体 一覧

（ＮＰＯ法人）

（全国母子寡婦福祉団体協議会加盟団体）



自治体名 住所 電話番号
都道府県

北海道

函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
北見市北 8 条西 1 丁目 0157-23-4195
旭川市 5 条通 4 丁目　旭川市ときわ市民ホール 1 階 0166-21-7181
釧路市旭町 16 番 5 号 0154-22-2401
帯広市公園東町 3 丁目 9 番地 1 号 0155-20-7751
室蘭市本町 2 丁目 2 番 11 号 0143-83-7047

青森県 青森市中央 3-20-30　県民福祉プラザ 3 階 017-735-4152
岩手県 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3 Ｆ 019-623-8539
宮城県 仙台市宮城野区安養寺 3-7-3　宮城県母子福祉センター内 022-295-0013
秋田県 秋田市旭北栄町 1 番 5 号　秋田県社会福祉会館 5 階 018-896-1531
山形県 山形市小白川町 2-3-31 山形県総合社会福祉センター内 023-632-2296

福島県 福島市渡利字七社宮 111
福島県総合社会福祉センター 3 階 024-521-5699

茨城県 水戸市八幡町 11-52　県立母子の家内 029-221-8497

栃木県 宇都宮市野沢町 4-1
パルティとちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

群馬県 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

埼玉県

春日部市大沼 1-76　東部中央福祉事務所内 048-737-2139
坂戸市大字石井 2327-1　西部福祉事務所内 049-283-7991
本庄市前原 1-8-12　北部福祉事務所内 0495-22-0104
秩父市桜木町 8-18　秩父福祉事務所内 0494-22-6237

千葉県 千葉市中央区亥鼻 2-10-9　千葉県母子福祉会館内 043-225-0608

東京都
新宿区神楽河岸 1-1　セントラルプラザ 5 階 03-5261-8687
千代田区飯田橋 3-10-3　東京しごとセンター 7 階 03-3263-3451

神奈川県 藤沢市江ノ島 1-11-1　県立かながわ女性センター内 0466-27-2111
新潟県 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587

富山県 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

石川県 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター 5 階 076-264-0503
福井県 福井市光陽 2-3-22　福井県社会福祉センター 4 階 0776-21-0733
山梨県 甲府市朝日 4-5-21　山梨県母子福祉センター内 055-252-7014

長野県 長野市大字南長野字幅下 692-2
長野県健康福祉部こども・家庭課内 026-232-0111

岐阜県 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
静岡県 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
愛知県 名古屋市北区金田町 3-11　愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
三重県 津市桜橋 2-131　三重県社会福祉会館内 059-228-6298

滋賀県
大津市におの浜 4-3-26　母子福祉施設「のぞみ荘」内 077-527-4800
近江八幡市鷹飼町 80-4　滋賀県立男女共同参画センター内
滋賀マザーズジョブステーション内 0748-37-5088

京都府
京都市南区東九条下殿田町 70
京都府民総合交流プラザ ジョブパーク内 075-662-3773

福知山市篠尾新町 1-14　エースビル 4 階 0773-23-2771
大阪府 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9498
兵庫県 神戸市中央区下山手通 5-10-1 078-362-3201

奈良県
奈良市西木辻町 93-6　エルトピア奈良　内 0742-24-7624
橿原市大久保町 320-11
奈良県社会福祉総合センター内 0744-29-0188

和歌山県 和歌山市和歌浦東 3-6-46 073-444-0501

鳥取県
鳥取市東町 1-220
鳥取県福祉保健部子育て王国推進局青少年・家庭課 0857-26-7869

鳥取市伏野 1729-5　鳥取県立福祉人材研修センター内 0857-59-6344
島根県 松江市東津田町 1741-3　いきいきプラザ島根 2 階 0852-32-5920
岡山県 岡山市北区石関町 2-1　岡山県総合福祉会館 5 階 086-803-5300
広島県 広島市中区富士見町 11-6　エソール広島 2 階 082-249-7149
山口県 山口市富田原町 4-58　山口県母子福祉センター内 083-923-2490
徳島県 徳島市中昭和町 1-2　県立総合福祉センター 2 階 088-654-7418
香川県 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
愛媛県 松山市本町 7-2　愛媛県本町ビル 1 階 089-907-3200

高知県 高知市旭町 3-115
こうち男女共同参画センター（ソーレ）　2 階 088-875-2500

福岡県
春日市原町 3-1-7　クローバープラザ 6 階 092-584-3931
飯塚市新立岩 8-1　福岡県飯塚総合庁舎 2 階 0948-21-0390
久留米市日吉町 15-60　ニッセイ久留米ビル 9 階 0942-32-1140

佐賀県 佐賀市神野東 2-6-10　佐賀県駅北館 2 階 0952-97-9767
長崎県 長崎市茂里町 3-24　長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953

熊本県 熊本市中央区南千反畑町 3-7
熊本県総合福祉センター 2 階 096-351-8777

大分県 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館内 097-552-3313
宮崎県 宮崎市原町 2-22　宮崎県福祉総合センター内 0985-22-4696

鹿児島県 鹿児島市鴨池新町 1-7　鹿児島県社会福祉センター 7 階 099-258-2984

沖縄県 那覇市首里石嶺町 4-373-1
沖縄県総合福祉センター東棟 301 098-887-4099

自治体名 住所 電話番号
政令指定都市
札幌市 札幌市中央区大通西 19　札幌市社会福祉総合センター内 011-631-3270
仙台市 仙台市青葉区五橋 2-12-2　仙台市福祉プラザ 7 階 022-212-4322

さいたま市
※

さいたま市浦和区常盤 6-4-4
さいたま市役所子育て支援課内 048-829-1948

千葉市※ 千葉市中央区千葉港 1-1　千葉市役所健全育成課内 043-245-5179
横浜市 横浜市中区常盤町 3-24　サンビル 8 階 045-227-6337
川崎市 川崎市中原区今井上町 34　和田ビル 2 階 044-733-1166

相模原市 相模原市緑区橋本 3-25-1
相模原市就職支援センター内（橋本 MN ビル 4 階） 042-700-1617

新潟市 新潟市中央区上所 2-2-2　新潟ユニゾンプラザ 3 階 025-281-5587
静岡市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館内 054-254-1191
浜松市 静岡市葵区駿府町 1-70　静岡県総合社会福祉会館 4 階 054-254-1191

名古屋市
名古屋市北区金田町 3-11 愛知県母子福祉センター内 052-915-8824
名古屋市中区栄 4-1-1　中日ビル 9 階 052-252-8824

京都市 京都市左京区下鴨北野々神町 26
北山ふれあいセンター内 075-708-7750

大阪市 大阪市北区中津 1-4-10　大阪市立愛光会館内 06-6371-7146
堺市 堺市堺区南瓦町 2-1　堺市総合福祉会館内 072-223-7902

神戸市 神戸市中央区橘通 3-4-1　神戸市総合福祉センター 3 階 078-341-4532
岡山市※ 岡山市北区大供 1-1-1  岡山市役所こども福祉課内 086-803-1222
広島市 広島市中区千田町 1-9-43　広島市社会福祉センター 4 階 082-546-1751

北九州市 北九州市戸畑区汐井町 1-6 ウェルとばた 4 階
北九州市立母子福祉センター 093-871-3224

福岡市 福岡市中央区大手門 2-5-15　福岡市立母子福祉センター 092-715-8805
熊本市 熊本市中央区水前寺 4-47-50 096-385-1160

中核市

旭川市 旭川市 5 条通 4 丁目
旭川市ときわ市民ホール 1 階　旭川市社会福祉協議会内 0166-21-7181

函館市 函館市若松町 36 番 25 号　函館高砂母子ホーム内 0138-24-8040
青森市※ 青森市中央 1-22-5 017-734-5334
盛岡市 盛岡市本町通 3-19-1　岩手県福祉総合相談センター 3F 019-623-8539
秋田市 秋田市八橋南 1-8-2　秋田市老人福祉センター内 018-866-1341

郡山市 郡山市朝日 1-29-9
郡山市総合福祉センター3階郡山市母子福祉センター 024-924-2963

いわき市※ いわき市平字梅本 21 0246-22-7452

宇都宮市 宇都宮市野沢町 4-1　パルティ
とちぎ男女共同参画センター内 028-665-7801

前橋市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636
高崎市 前橋市新前橋町 13-12　群馬県社会福祉総合センター内 027-255-6636

川越市※ 川越市元町 1-3-1 049-224-8811
（内線 2585）

船橋市※ 船橋市湊町 2-10-25　船橋市役所児童家庭課内 047-436-3316
柏市※ 柏市柏 5-10-1 04-7167-1595

横須賀市※ 横須賀市小川町 11 046-822-9809

富山市 富山市安住町 5-21
富山県総合福祉会館（サンシップとやま）3 階 076-432-4210

金沢市 金沢市三社町 1-44　石川県女性センター内 076-224-3417
長野市※ 長野市鶴賀緑町 1613　長野市役所保育家庭支援課内 026-224-5031
岐阜市 岐阜市下奈良 2-2-1　岐阜県福祉・農業会館 4 階 058-268-2569
豊橋市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
豊田市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
岡崎市 名古屋市北区金田町 3-11 052-915-8824
大津市 大津市浜大津四丁目 1-1　明日都浜大津 5 階 077-522-0220
高槻市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995

東大阪市 大阪市中央区谷町 5-4-13　大阪府谷町福祉センター内 06-6762-9995
豊中市※ 大阪府豊中市中桜塚 3-1-1 06-6858-2767
姫路市※ 姫路市安田 4-1 079-221-2132
西宮市※ 西宮市六湛寺町 10 番 3 号西宮市児童・母子支援課内 0798-35-3166
尼崎市※ 尼崎市東七松町 1-23-1　尼崎市こども家庭支援課内 06-6489-6349
奈良市※ 奈良市二条大路南 1-1-1　奈良市役所子育て相談課 0742-34-4804
和歌山市※ 和歌山市七番丁 23 073-435-1219
倉敷市※ 倉敷市西中新田 640 086-426-3314
福山市 福山市御門町 2-1-1 084-921-5546
下関市 下関市南部町 1-1 083-231-1358
高松市 高松市国分寺町国分 348-2 087-874-1580
松山市 松山市二番町 4-7-2　松山市子育て支援課内 089-948-6418
高知市 高知市旭町 3-115　こうち男女共同参画センター 2 階 088-875-2500

久留米市 久留米市長門石 1 丁目 1 番 32 号総合福祉会館内 0942-39-2277
長崎市 長崎市茂里町 3-24 長崎県総合福祉センター 2 階 095-894-9953
大分市 大分市大津町 2-1-41　大分県総合社会福祉会館 3 階 097-552-3313
宮崎市 宮崎市橘通西 1-1-1　宮崎市福祉部子育て支援課内 0985-21-1765

鹿児島市※ 鹿児島市山下町 11-1 099-216-1260

母子家庭等就業・自立支援センター 一覧
（平成 25 年 3 月 1 日現在）

※は事業所管課
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規

定
に
基

づ
き
、
ひ
と
り
親
施
策

の
検
討

を
行
う
こ
と
を
踏
ま
え
、
基
本

方
針
の

対
象
期

間
を
平

成
２
４
年

度
ま
で
の
５
年
間

を
平
成

２
６
年
度

ま
で
の

７
年

間
に
改

め
る
。

 
    ３

．
適
用
日

 
平
成
２
５
年
３
月
１
日
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就
業
支
援
策
の
推
進
に
つ
い
て

 

 
平
成
１
４
年
に
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法
、
児
童
扶
養
手
当
法
等
を
改
正
し
、
「
就
業
・
自
立
に
向
け
た
総
合
的
な
支

援
」
へ
と
施
策
を
強
化
。
「
就
業
支
援
策
」
に
つ
い
て
本
格
的
な
取
組
を
開
始
。

 

 
就
業
支
援
策
の
推
進

 

 ○
母
子
家
庭
等
を
取
り
巻
く
経
済
・
雇
用
環
境
は
厳
し
い
状
況
。

 
○
就
業
支
援
に
関
す
る
事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
自
治
体
に
よ
っ
て
取
組
に
差
が
生
じ
て
い
る
。

 
 【

参
考

】
就

業
支

援
事

業
の

実
施

割
合

（
平

成
２
3年

度
実

績
）

 
 

◆
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
 

 1
00

.0
 ％

 
 

◆
自

立
支

援
教

育
訓

練
給

付
事

業
 

 
 

 
 

 
 

  9
0.

0 
％

（
目

標
:平

成
26

年
度

ま
で

に
10

0％
【

子
ど

も
・

子
育

て
ビ

ジ
ョ

ン
】

）
 

 
◆

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
等

事
業

   
   

   
   

   
   

   
   

   
 9

0.
4％

 （
目

標
:平

成
26

年
度

ま
で

に
10

0％
【

子
ど

も
・

子
育

て
ビ

ジ
ョ

ン
】

）
 

 
◆

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
策

定
事

業
 

 
 

 
   

 5
9.

8％
 

 
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
支
援

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
事
業
の
空
白
地
帯
を
解
消
す
る
と
と
も
に
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
の
労
働
関
係
機
関
と
連
携
し
、
効
果
的
に
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が
重
要
。

 

現
 

 
状
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母
子

家
庭

の
就

業
支

援
関

係
の

主
要

な
事

業
 

事
業

 
事
業
内
容

 

１
 
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
よ
る
支
援

 
 

 
・
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

 
  
  
・
職
業
訓
練
の
実
施

 
 

 
・
求
職
者
支
援
事
業

 
な
ど

 

子
育
て
女
性
等
に
対
す
る
就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
行
う
。

 

２
 
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
事
業

 
 
・
母
子
家
庭
等
修
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

 
 
（
平
成

2
3
年
度
実
績

 
1
0
0
％
）
 

 
 母

子
家
庭
の
母
等
に
対
し
、
就
業
相
談
か
ら
就
業
支
援
講
習
会
、
就
業
情
報
の

提
供
等
ま
で
の
一
貫
し
た
就
業
支
援
サ
ー
ビ
ス
や
養
育
費
相
談
な
ど
生
活
支
援

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。

 

３
 
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
等
事
業

 
  
（
平
成

2
3
年
度
実
績

 
5
9
.8
％
）
 

 
個
々
の
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
の
状
況
・ニ

ー
ズ
に
応
じ
自
立
支
援
計
画
を
策

定
し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
と
連
携
の
う
え
、
き
め
細
か
な
自
立
・
就
労
支
援
を
実
施
す

る
。

 

４
 
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

 
 
（
平
成

2
3
年
度
実
績

 
9
0
.0
％
）
 

（実
施
目
標

:平
成

26
年
度
ま
で
に

10
0％

）【
子
ど
も
・子

育
て
ビ
ジ
ョ

ン
】 

 
地
方
公
共
団
体
が
指
定
す
る
教
育
訓
練
講
座
を
受
講
し
た
母
子
家
庭
の
母
に
対

し
て
、
講
座
終
了
後
に
受
講
料
の
一
部
を
支
給
す
る
。

 

５
 
高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
事
業

 
 （
平
成

2
3
年
度
実
績

 
9
0
.4
％
）
 

 
（実

施
目
標

:平
成

26
年
度
ま
で
に

10
0％

）【
子
ど
も
・子

育
て
ビ
ジ
ョ

ン
】 

 
 

 
看
護
師
等
の
経
済
的
自
立
に
効
果
的
な
資
格
を
取
得
す
る
た
め
に
２
年
以
上
養

成
機
関
等
で
修
学
す
る
場
合
に
、
生
活
費
の
負
担
軽
減
の
た
め
高
等
技
能
訓
練
促

進
費
等
を
支
給
す
る
。

 

６
 
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
在
宅
就
業
支
援
事
業

 
 
安
心
こ
ど
も
基
金
を
活
用
し
て
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
在
宅
就
業
を
積
極
的
に
支

援
し
よ
う
と
す
る
地
方
自
治
体
に
対
し
て
助
成
を
行
い
、
普
及
促
進
を
図
る
。

 
（
事
業
実
施
：
平
成

21
年
度
～
平
成

25
年
度
） 

※
こ
の

ほ
か

、
「
安

心
こ
ど
も
基

金
」
に
よ
る
「
職

業
訓

練
受

講
時

の
託

児
サ

ー
ビ
ス
の

充
実

」
、
「
職

業
紹

介
等

を
行

う
企

業
等

に
よ
る
ひ
と
り
親

家
庭

の
就

業
支

援
」
、

「
就

業
・
社

会
活

動
困

難
者

へ
の

戸
別

訪
問

の
実

施
」
、
な
ど
を
実

施
。
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 ○
 

母
子

家
庭

の
母

が
資

格
取

得
の

た
め

に
修

学
す

る
場

合
に

生
活

費
の

負
担

軽
減

を
図

る
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

等
事

業
に

つ
い

て
は

、
修

学
す

る
期

間
の

後
半

２
分

の
１

（
上

限
1

8
月

）
を

支
給

す
る

制
度

で
あ

る
が

、
平

成
2

1
年

度
及

び
平

成
2

3
年

度
の

補
正

予
算

で
安

心
こ

ど
も

基
金

へ
の

積
み

増
し

を
行

い
、

修
学

全
期

間
（

上
限

3
年

）
に

対
す

る
支

給
を

行
っ

て
い

る
。

 
 ○

 
現

在
の

仕
組

み
は

、
補

正
予

算
（

安
心

こ
ど

も
基

金
）

を
活

用
し

た
暫

定
的

な
措

置
で

あ
っ

た
。

 
 ○

 
こ

の
た

め
、

平
成

2
5

年
度

予
算

案
で

は
、

事
業

を
見

直
し

、
当

初
予

算
の

み
に

よ
る

事
業

と
し

て
位

置
づ

け
る

こ
と

と
す

る
。

 
 ○

 
見

直
し

に
当

た
っ

て
は

、
一

般
施

策
と

の
均

衡
な

ど
も

考
慮

し
、

平
成

2
5

年
4

月
か

ら
修

学
を

開
始

す
る

方
に

つ
い

て
は

、
支

給
期

間
の

上
限

を
3

年
か

ら
2

年
(※

)と
す

る
。

(※
3

年
課

程
の

場
合

は
、

3
年

目
を

母
子

福
祉

資
金

貸
付

金
に

よ
り

支
援

を
行

う
。

) 

平
成
２
５
年
度
予
算
案
 

現
 

 
行

 
（
２
４
年
度
入
学
者
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

見
 直

 し
 後

 
（
２
５
年
度
入
学
者
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

支
給
期
間

 
修
学
全
期
間
（
上
限
３
年
）
 

 
 
修
学
全
期
間
（
上
限
２
年
）
 

 
 
※
３
年
課
程
の
場
合
は
、
３
年
目
を
母
子
福
祉
資
金
貸
付
金
に

 
 

 
 

 
よ
り
支
援
を
行
う

 

支
 
給

 
額

 

 
高
等
技
能
訓
練
促
進
費

 
 

 
 

 
月
額
１
０
万
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（
住

民
税

課
税

世
帯

は
月

額
７
万
５
百

円
）
 

入
学
支
援
修
了
一
時
金

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
５
万
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
住

民
税

課
税

世
帯

は
２
万

５
千
円

）
 

同
 
左

 

支
給
対
象

 
母
子
家
庭
の
母

 
母
子
家
庭
の
母
、
父
子
家
庭
の
父

 

財
政
構
造

 
 
修
学
期
間
の
後
半
２
分
の
１
：
当
初
予
算

 

 
修
学
期
間
の
前
半
２
分
の
１
：
安
心
こ
ど
も
基
金

  
  
  
  

修
学
期
間
（
上
限
２
年
）
：
 
当
初
予
算

 

高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
事
業
 

創
設

：
平

成
１
５
年

度
 

総
支

給
件

数
：
1
0
,2

8
7
件

（
平
成

2
3
年
度

）
 

資
格

取
得

者
数

：
3
,0

1
6
件

（平
成

2
3年

度
）
 

就
職

件
数

：
2
,4

4
2
件

（
平

成
2
3
年

度
）
 

目
標

：
平

成
2
6
年

度
ま
で
に
全

都
道

府
県

・
  
  

  
  
  

  
  
市

・
福

祉
事

務
所

設
置

町
村

で
実

施
 

  
  
  

  
  
 （
子

ど
も
・
子

育
て
ビ
ジ
ョ
ン
）
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母
子
家
庭
の
母
の
自
立
支
援
関
係
事
業
の
実
施
状
況
等
（
平
成
２
３
年
度
実
績
）
 

 
 

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
 

付
金

事
業

 
母

子
自

立
支

援
プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・自

立
支

援
セ
ン
タ
ー
事

業
 一

般
市

等
就

業
・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

北 海 道 ・ 東 北 ブ ロ ッ ク 

1
  北

海
道

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
夕

張
市

、
千

歳
市

、
釧

路
市

、
石

狩
市

、
帯

広
市

､稚
内

市
(8

/
3
5
) 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
函

館
市

(3
/
3
) 

北
見

市
、
帯

広
市

、
釧

路
市

、
室

蘭
市

 
（
4
/
3
2
） 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
函

館
市

、
岩

見
沢

市
、
美

唄
市

、
滝

川
市

、
芦

別
市

、
砂

川
市

、
深

川
市

、
赤

平
市

、
江

別
市

、
千

歳
市

、
恵

庭
市

、
北

広
島

市
、
石

狩
市

、
小

樽
市

、
室

蘭
市

、
苫

小
牧

市
、
登

別
市

、
伊

達
市

、
北

斗
市

、
名

寄
市

、
士

別
市

、
富

良
野

市
、
網

走
市

、
北

見
市

、
帯

広
市

、
釧

路
市

、
根

室
市

(2
9
/
3
5
) 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
函

館
市

、
岩

見
沢

市
、
滝

川
市

、
砂

川
市

、
深

川
市

、
芦

別
市

、
赤

平
市

、
江

別
市

、
千

歳
市

、
恵

庭
市

、
北

広
島

市
、
石

狩
市

、
室

蘭
市

、
苫

小
牧

市
、
登

別
市

、
伊

達
市

、
北

斗
市

、
富

良
野

市
、
北

見
市

、
網

走
市

、
帯

広
市

、
釧

路
市

、
小

樽
市

、
名

寄
市

、
根

室
市

（
2
7
/
35

） 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
函

館
市

、
石

狩
市

、
名

寄
市

（
北

見
市

、
釧

路
市

、
帯

広
市

、
室

蘭
市

在
住

者
分

は
道

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(9
/
3
5
) 

札
幌

市
、
旭

川
市

、
函

館
市

、
赤

平
市

、
江

別
市

、
千

歳
市

、
深

川
市

、
恵

庭
市

、
北

広
島

市
、
石

狩
市

、
室

蘭
市

、
知

内
町

、
富

良
野

市
、

名
寄

市
、
北

見
市

、
帯

広
市

 
(1

6
/
1
7
9
) 

 

札
幌

市
、
美

唄
市

(2
/
1
7
9
) 

  

2
  青

森
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

青
森

市
、
五

所
川

原
市

(2
/
1
0
) 

青
森

市
(1

/
1
) 

(0
/
9
) 

青
森

市
、
弘

前
市

、
八

戸
市

、
む
つ
市

、
十

和
田

市
(5

/
1
0
) 

(0
/
1
0
) 

青
森

市
、
弘

前
市

(2
/
1
0
) 

 

青
森

市
（
青

森
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(4

0
/
4
0)

 
 

（
青

森
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(3

9
/
4
0)

 
 

3
  岩

手
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

盛
岡

市
、
大

船
渡

市
、
釜

石
市

(3
/
1
3
) 
盛

岡
市

（
1
/
1）

 
(0

/
1
2
) 

盛
岡

市
、
宮

古
市

、
大

船
渡

市
、
花

巻
市

、
北

上
市

、
久

慈
市

、
遠

野
市

、
一

関
市

、
陸

前
高

田
市

、
釜

石
市

、
二

戸
市

、
八

幡
平

市
、

奥
州

市
（
1
3
/1

3）
 

盛
岡

市
、
宮

古
市

、
大

船
渡

市
、
北

上
市

、
久

慈
市

、
一

関
市

、
陸

前
高

田
市

、
釜

石
市

、
二

戸
市

、
八

幡
平

市
、
奥

州
市

（
1
1
/
13
）
 

盛
岡

市
、
宮

古
市

、
釜

石
市

 
（
3
/
1
3
） 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(3
5
/
3
5
) 

 

(0
/
3
5
) 

4
  宮

城
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 
 

仙
台

市
（
1
/
13

） 
仙

台
市

(1
/
1
) 

(0
/
1
2
) 

仙
台

市
、
石

巻
市

、
気

仙
沼

市
、
塩

竃
市

、
名

取
市

、
多

賀
城

市
、
岩

沼
市

、
登

米
市

、
栗

原
市

、
大

崎
市

 
（
1
0
/
1
3）

 
 

仙
台

市
、
石

巻
市

、
気

仙
沼

市
、
白

石
市

、
塩

竃
市

、
名

取
市

、
角

田
市

、
多

賀
城

市
、
岩

沼
市

、
登

米
市

、
栗

原
市

、
東

松
島

市
、
大

崎
市

 
（
1
3
/
1
3）

 
 

仙
台

市
(1

/
1
3
) 

仙
台

市
、
名

取
市

,
塩

竈
市

(3
/
3
5
) 

（
県

の
事

業
対

象
に

含
め
実

施
）
(3

5
/
35

) 

5
  秋

田
県

 

○
 

（
2
次

計
画

策
定

中
）
 

◎
 

◎
 

◎
 

◎
 

 
 

 
 

秋
田

市
、
大

館
市

、
に
か

ほ
市

(3
/
1
3
) 

秋
田

市
(1

/
1
) 

大
仙

市
、
北

秋
田

市
、
に
か

ほ
市

 
(3

/
1
2
) 

秋
田

市
、
能

代
市

、
大

館
市

、
湯

沢
市

、
北

秋
田

市
、

仙
北

市
(6

/
1
3
) 

秋
田

市
、
大

館
市

、
由

利
本

荘
市

、
横

手
市

、
北

秋
田

市
(5

/
1
3
) 

秋
田

市
（
1
/
13

) 
大

館
市

、
潟

上
市

、
大

仙
市

、
に
か

ほ
市

、
仙

北
市

(5
/
2
5
)  

(0
/
2
5
) 

oacgl
関連資料８



  

都
道

府
県

 
市

等
 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り

親
家

庭
生

活
支

援
事

業
 母

子
家

庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ
ン
タ
ー
事

業
 
一

般
市

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

 
自

立
支

援
教

育
訓

練
給

付
金

事
業

 
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

事
業

 

北 海 道 ・ 東 北 ブ ロ ッ ク 

6
  山

形
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

尾
花

沢
市

(1
/
1
3
) 

－
 

(0
/
1
3
) 

山
形

市
、
米

沢
市

、
鶴

岡
市

、
酒

田
市

、
寒

河
江

市
、
村

山
市

、
天

童
市

、
東

根
市

、
尾

花
沢

市
(9

/
1
3
) 

山
形

市
、
米

沢
市

、
鶴

岡
市

、
新

庄
市

、
酒

田
市

、
村

山
市

、
天

童
市

、
東

根
市

、
尾

花
沢

市
、

南
陽

市
(1

0
/
1
3)

 

(0
/
1
3
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(3
5
/
3
5
) 

鶴
岡

市
（
左

記
の

市
も
含

め
県

内
の

市
等

在
住

者
分

を
県

の
事

業
対

象
に

含
め
実

施
）

(3
5
/
3
5
) 

7
  福

島
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 
 

郡
山

市
（
1
/
13

） 
郡

山
市

（
い
わ

き
市

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(2

/
2)

 
 

(0
/
1
1
) 

（
県

内
市

在
住

者
分

も
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

（
1
3
/
1
3）

 

（
県

内
市

在
住

者
分

も
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
（
1
3/

13
）
 

（
県

内
市

在
住

者
分

も
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

（
1
3
/
1
3）

 

(0
/
5
9
) 

(0
/
5
9
) 

関 東 ブ ロ ッ ク 

8
  茨

城
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

鹿
嶋

市
、
日

立
市

(2
/
3
2
) 

－
 

(0
/
3
2
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含
め
実

施
）
（
3
2
/3

2）
 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
（
3
2/

32
）
 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

（
3
2
/
3
2）

 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

（
4
4
/
4
4）

 
 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

（
4
4
/
4
4）

 
 

9
  栃

木
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

宇
都

宮
市

、
足

利
市

、
栃

木
市

、
佐

野
市

、
鹿

沼
市

、
日

光
市

、
小

山
市

、
大

田
原

市
、
矢

板
市

、
さ
く
ら
市

、
那

須
鳥

山
市

(1
1
/
1
4)

 

宇
都

宮
市

(1
/
1
) 

(0
/
1
3
) 

宇
都

宮
市

、
足

利
市

、
栃

木
市

、
佐

野
市

、
鹿

沼
市

、
日

光
市

、
小

山
市

、
真

岡
市

、
大

田
原

市
、
矢

板
市

、
那

須
塩

原
市

、
さ
く
ら
市

、
那

須
烏

山
市

、
下

野
市

(1
4
/
1
4
) 

宇
都

宮
市

、
足

利
市

、
栃

木
市

、
鹿

沼
市

、
日

光
市

、
小

山
市

、
大

田
原

市
、
矢

板
市

、
那

須
塩

原
市

、
さ
く
ら
市

、
下

野
市

(1
1
/
1
4
) 

宇
都

宮
市

、
足

利
市

、
栃

木
市

、
佐

野
市

、
鹿

沼
市

、
日

光
市

、
小

山
市

、
真

岡
市

、
大

田
原

市
、
矢

板
市

、
那

須
塩

原
市

、
さ
く
ら

市
、
那

須
烏

山
市

、
下

野
市

(1
4
/
1
4)

 

宇
都

宮
市

（
宇

都
宮

市
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(2

6
/
2
6)

 
 

(0
/
2
6
) 

 

1
0
  群

馬
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

太
田

市
、
沼

田
市

(2
/
1
2
) 

前
橋

市
、
高

崎
市

(2
/
2
) 

(0
/
1
0
) 

前
橋

市
、
高

崎
市

、
桐

生
市

、
伊

勢
崎

市
、
太

田
市

、
沼

田
市

、
館

林
市

、
渋

川
市

、
藤

岡
市

、
富

岡
市

、
安

中
市

、
み

ど
り
市

(1
2
/
1
2
) 

前
橋

市
、
高

崎
市

、
桐

生
市

、
伊

勢
崎

市
、
太

田
市

、
沼

田
市

、
館

林
市

、
渋

川
市

、
藤

岡
市

、
富

岡
市

、
安

中
市

、
み

ど
り
市

(1
2
/
1
2
) 

前
橋

市
、
高

崎
市

、
桐

生
市

、
伊

勢
崎

市
、
藤

岡
市

（
左

記
以

外
の

市
在

住
者

に
つ
い
て
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(1

2
/
1
2)

 

(0
/
3
5
) 

(0
/
3
5
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 
自

立
支

援
教

育
訓

練
給

付
金

事
業

 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ
ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

関 東 ブ ロ ッ ク 

1
1
  埼

玉
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
熊

谷
市

、
川

口
市

、
行

田
市

、
秩

父
市

、
所

沢
市

、
加

須
市

、
本

庄
市

、
東

松
山

市
、

狭
山

市
、
羽

生
市

、
春

日
部

市
、
鴻

巣
市

、
深

谷
市

、
上

尾
市

、
草

加
市

、
越

谷
市

、
蕨

市
、
戸

田
市

、
入

間
市

、
朝

霞
市

、
志

木
市

、
和

光
市

、
新

座
市

、
桶

川
市

、
久

喜
市

、
北

本
市

、
八

潮
市

、
富

士
見

市
、
三

郷
市

、
蓮

田
市

、
坂

戸
市

、
日

高
市

、
吉

川
市

(3
5
/
3
9
) 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

(2
/
2
) 

(0
/
3
7
) 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
熊

谷
市

、
川

口
市

、
行

田
市

、
秩

父
市

、
所

沢
市

、
飯

能
市

、
加

須
市

、
本

庄
市

、
東

松
山

市
、
春

日
部

市
、
狭

山
市

、
羽

生
市

、
鴻

巣
市

、
深

谷
市

、
上

尾
市

、
草

加
市

、
越

谷
市

、
蕨

市
、
戸

田
市

、
入

間
市

、
朝

霞
市

、
志

木
市

、
和

光
市

、
新

座
市

、
桶

川
市

、
久

喜
市

、
北

本
市

、
八

潮
市

、
富

士
見

市
、

三
郷

市
、
蓮

田
市

、
坂

戸
市

、
幸

手
市

、
鶴

ヶ
島

市
、

日
高

市
、
吉

川
市

、
ふ

じ
み

野
市

(3
9
/
3
9)

 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
熊

谷
市

、
川

口
市

、
行

田
市

、
秩

父
市

、
所

沢
市

、
飯

能
市

、
加

須
市

、
本

庄
市

、
東

松
山

市
、
春

日
部

市
、
狭

山
市

、
羽

生
市

、
鴻

巣
市

、
深

谷
市

、
上

尾
市

、
草

加
市

、
越

谷
市

、
蕨

市
、
戸

田
市

、
入

間
市

、
朝

霞
市

、
志

木
市

、
和

光
市

、
新

座
市

、
桶

川
市

、
久

喜
市

、
北

本
市

、
八

潮
市

、
富

士
見

市
、
三

郷
市

、
蓮

田
市

、
坂

戸
市

、
幸

手
市

、
鶴

ヶ
島

市
、
日

高
市

、
吉

川
市

、
ふ

じ
み

野
市

(3
9
/
3
9
) 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
行

田
市

、
所

沢
市

、
狭

山
市

、
越

谷
市

、
戸

田
市

、
新

座
市

、
鶴

ヶ
島

市
（
左

記
以

外
の

市
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(3

9
/
3
9)

 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
所

沢
市

、
戸

田
市

、
北

本
市

(5
/
6
3
）
 

さ
い
た
ま
市

、
川

越
市

、
熊

谷
市

（
県

の
 

事
業

対
象

は
全

市
町

村
）
(6

3
/
6
3)

 

1
2
  千

葉
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

千
葉

市
、
船

橋
市

、
柏

市
、

松
戸

市
、
野

田
市

、
四

街
道

市
(6

/
3
6
) 

千
葉

市
、
船

橋
市

、
柏

市
(3

/
3
) 
野

田
市

,浦
安

市
(2

/
3
3
) 

千
葉

市
、
船

橋
市

、
柏

市
、

市
川

市
、
館

山
市

、
木

更
津

市
、
松

戸
市

、
野

田
市

、
成

田
市

、
茂

原
市

、
佐

倉
市

、
東

金
市

、
旭

市
、
習

志
野

市
、
市

原
市

、
流

山
市

、
八

千
代

市
、
我

孫
子

市
、

鎌
ヶ
谷

市
、
君

津
市

、
浦

安
市

、
四

街
道

市
、
袖

ヶ
浦

市
、
印

西
市

、
白

井
市

、
富

里
市

、
南

房
総

市
、
香

取
市

、
山

武
市

(2
9
/
3
6
) 

 

千
葉

市
、
船

橋
市

、
柏

市
、

市
川

市
、
館

山
市

、
木

更
津

市
、
松

戸
市

、
野

田
市

、
成

田
市

、
佐

倉
市

、
東

金
市

、
旭

市
、
習

志
野

市
、

市
原

市
、
流

山
市

、
八

千
代

市
、
鎌

ヶ
谷

市
、
君

津
市

、
浦

安
市

、
袖

ヶ
浦

市
、

印
西

市
、
白

井
市

、
香

取
市

、
山

武
市

、
い
す
み

市
(2

5
/
3
6
) 

 

千
葉

市
、
船

橋
市

、
柏

市
、
市

川
市

、
野

田
市

、
流

山
市

、
浦

安
市

(7
/
3
6
) 

千
葉

市
、
野

田
市

、
佐

倉
市

、
八

千
代

市
、
鎌

ヶ
谷

市
、
浦

安
市

、
白

井
市

(7
/
5
4
) 

千
葉

市
、
野

田
市

(2
/
5
4
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 
母

子
家

庭
等

日
常

生
活

支
援

事
業

 
ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

関 東 ブ ロ ッ ク 

1
3
  東

京
都

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

中
央

区
、
新

宿
区

、
世

田
谷

区
、
杉

並
区

、
八

王
子

市
、

三
鷹

市
、
府

中
市

、
調

布
市

、
日

野
市

、
国

分
寺

市
、
福

生
市

、
羽

村
市

(1
2
/
4
9
) 

－
 

小
金

井
市

 
(1

/
4
9
) 

千
代

田
区

、
中

央
区

、
港

区
、
新

宿
区

、
文

京
区

、
台

東
区

、
墨

田
区

、
江

東
区

、
品

川
区

、
目

黒
区

、
大

田
区

、
世

田
谷

区
、
渋

谷
区

、
中

野
区

、
杉

並
区

、
豊

島
区

、
北

区
、
荒

川
区

、
板

橋
区

、
練

馬
区

、
足

立
区

、
葛

飾
区

、
江

戸
川

区
、

八
王

子
市

、
立

川
市

、
武

蔵
野

市
、
三

鷹
市

、
青

梅
市

、
府

中
市

、
昭

島
市

、
調

布
市

、
町

田
市

、
小

金
井

市
、
小

平
市

、
日

野
市

、
東

村
山

市
、
国

分
寺

市
、

国
立

市
、
福

生
市

、
狛

江
市

、
東

大
和

市
、
清

瀬
市

、
東

久
留

米
市

、
武

蔵
村

山
市

、
多

摩
市

、
稲

城
市

、
羽

村
市

、
あ
き
る
野

市
、

西
東

京
市

(4
9
/
4
9)

 

千
代

田
区

、
中

央
区

、
港

区
、
新

宿
区

、
文

京
区

、
台

東
区

、
墨

田
区

、
江

東
区

、
品

川
区

、
目

黒
区

、
大

田
区

、
世

田
谷

区
、
渋

谷
区

、
中

野
区

、
杉

並
区

、
豊

島
区

、
北

区
、
荒

川
区

、
板

橋
区

、
練

馬
区

、
足

立
区

、
葛

飾
区

、
江

戸
川

区
、

八
王

子
市

、
立

川
市

、
武

蔵
野

市
、
三

鷹
市

、
青

梅
市

、
府

中
市

、
昭

島
市

、
調

布
市

、
町

田
市

、
小

金
井

市
、
小

平
市

、
日

野
市

、
東

村
山

市
、
国

分
寺

市
、
国

立
市

、
福

生
市

、
狛

江
市

、
東

大
和

市
、
清

瀬
市

、
東

久
留

米
市

、
武

蔵
村

山
市

、
多

摩
市

、
稲

城
市

、
羽

村
市

、
あ
き
る
野

市
、
西

東
京

市
(4

9
/
4
9
) 

中
央

区
、
新

宿
区

、
文

京
区

、
台

東
区

、
墨

田
区

、
江

東
区

、
品

川
区

、
世

田
谷

区
、
渋

谷
区

、
杉

並
区

、
豊

島
区

、
北

区
、
荒

川
区

、
練

馬
区

、
足

立
区

、
葛

飾
区

、
八

王
子

市
、
立

川
市

、
三

鷹
市

、
青

梅
市

、
府

中
市

、
調

布
市

、
町

田
市

、
小

金
井

市
、
小

平
市

、
日

野
市

、
国

分
寺

市
、

福
生

市
、
狛

江
市

、
東

大
和

市
、
清

瀬
市

、
武

蔵
村

山
市

、
羽

村
市

、
西

東
京

市
(3

4
/
4
9)

 

中
央

区
、
文

京
区

、
台

東
区

、
品

川
区

、
目

黒
区

、
大

田
区

、
世

田
谷

区
、
渋

谷
区

、
中

野
区

、
豊

島
区

、
北

区
、
練

馬
区

、
江

戸
川

区
、
八

王
子
市

、
立

川
市

、
武

蔵
野
市

、
三

鷹
市

、
青

梅
市

、
府

中
市

、
昭

島
市

、
調

布
市

、
町

田
市

、
小

金
井

市
、
小

平
市

、
日

野
市

、
東

村
山
市

、
国

分
寺

市
、
国

立
市

、
福

生
市

、
狛

江
市

、
東

大
和

市
、
清

瀬
市

、
東

久
留

米
市

、
武

蔵
村

山
市

、
多

摩
市

、
稲

城
市

、
羽

村
市

、
あ
き
る
野

市
、
西

東
京

市
（
3
9
/
62

) 

府
中

市
、
三

鷹
市

、
国

立
市

(3
/
6
2
) 

1
4
  神

奈
川

県
 

◎
 

◎
 

◎
 

◎
 

 
 

◎
 

 
 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
相

模
原

市
(3

/
1
9
) 
横

浜
市

、
川

崎
市

、
横

須
賀

市
、
相

模
原

市
(4

/
4
) 

(0
/
1
5
) 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
横

須
賀

市
、
相

模
原

市
、
平

塚
市

、
鎌

倉
市

、
藤

沢
市

、
小

田
原

市
、
茅

ヶ
崎

市
、

逗
子

市
、
三

浦
市

、
秦

野
市

、
厚

木
市

、
大

和
市

、
伊

勢
原

市
、
海

老
名

市
、

座
間

市
、
南

足
柄

市
、
綾

瀬
市

(1
9
/
1
9
) 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
横

須
賀

市
、
相

模
原

市
、

平
塚

市
、
鎌

倉
市

、
藤

沢
市

、
小

田
原

市
、
茅

ヶ
崎

市
、
逗

子
市

、
秦

野
市

、
厚

木
市

、
大

和
市

、
伊

勢
原

市
、
海

老
名

市
、

座
間

市
、
綾

瀬
市

(1
7
/
1
9
) 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
相

模
原

市
(3

/
1
9
) 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
相

模
原

市
、
横

須
賀

市
、
平

塚
市

、
鎌

倉
市

、
藤

沢
市

、
小

田
原

市
、
茅

ヶ
崎

市
、
逗

子
市

、
秦

野
市

、
厚

木
市

、
伊

勢
原

市
、

海
老

名
市

、
座

間
市

、
南

足
柄

市
（
町

村
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(3
0
/
3
3
) 

横
浜

市
、
川

崎
市

、
相

模
原

市
、
横

須
賀

市
(4

/
3
3
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 
母

子
家

庭
等

日
常

生
活

支
援

事
業

 
ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

中 部 ブ ロ ッ ク 

1
5
  新

潟
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

新
潟

市
、
長

岡
市

、
柏

崎
市

、
村

上
市

(4
/
2
0
) 
新

潟
市

(1
/
1
) 

(0
/
1
9
) 

新
潟

市
、
長

岡
市

、
上

越
市

、
三

条
市

、
柏

崎
市

、
加

茂
市

、
燕

市
、

村
上

市
、
五

泉
市

、
佐

渡
市

、
南

魚
沼

市
、
十

日
町

市
、
見

附
市

(1
3
/
2
0
) 

 

新
潟

市
、
長

岡
市

、
上

越
市

、
三

条
市

、
柏

崎
市

、
燕

市
、
南

魚
沼

市
、

新
発

田
市

、
村

上
市

、
見

附
市

、
阿

賀
野

市
、

五
泉

市
(1

2
/
2
0)

 

新
潟

市
、
長

岡
市

、
上

越
市

(3
/
2
0
) 

新
潟

市
（
新

潟
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
に
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(3
1
/
3
1
) 

新
潟

市
（
新

潟
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
に
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(3

1
/
3
1)

 

1
6
  山

梨
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 
 

 

都
留

市
(1

/
1
3
) 

－
 

(0
/
1
3
) 

甲
府

市
、
都

留
市

、
韮

崎
市

、
南

ア
ル

プ
ス

市
、

, 甲
斐

市
、
中

央
市

、
笛

吹
市

、
北

社
市

(8
/
1
3
) 

 

甲
府

市
、
都

留
市

、
富

士
吉

田
市

、
山

梨
市

、
大

月
市

、
韮

崎
市

、
南

ア
ル

プ
ス
市

、
北

杜
市

、
甲

斐
市

、
笛

吹
市

、
上

野
原

市
、
甲

州
市

、
中

央
市

(1
3
/
1
3
) 

甲
府

市
、
富

士
吉

田
市

、
都

留
市

、
南

ア
ル

プ
ス
市

、
上

野
原

市
(5

/
1
3
) 

（
県

内
市

在
住

者
分

も
県

の
事

業
対

象
に

含
め
実

施
）
(2

7
/
27

) 

(0
/
2
7
) 

1
7
  長

野
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

長
野

市
(1

/
1
9
) 

（
長

野
市

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(1
/
1
) 

(0
/
1
8
) 

長
野

市
、
松

本
市

、
上

田
市

、
岡

谷
市

、
飯

田
市

、
須

坂
市

、
大

町
市

、
小

諸
市

、
伊

那
市

、
中

野
市

、
茅

野
市

、
塩

尻
市

、
佐

久
市

、
千

曲
市

、
安

曇
野

市
（
1
5
/1

9
） 

長
野

市
、
松

本
市

、
上

田
市

、
岡

谷
市

、
飯

田
市

、
諏

訪
市

、
須

坂
市

、
小

諸
市

、
伊

那
市

、
大

町
市

、
茅

野
市

、
塩

尻
市

、
佐

久
市

、
千

曲
市

、
東

御
市

、
安

曇
野

市
(1

6
/
1
9
) 

小
諸

市
(1

/
1
9
) 

松
本

市
、
上

田
市

、
須

坂
市

、
伊

那
市

、
中

野
市

、
茅

野
市

、
塩

尻
市

、
安

曇
野
市

、
上

松
町

、
南

木
曽

町
(1

0
/
7
7
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(7
7
/
7
7
) 

 

1
8
  静

岡
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

静
岡

市
、
浜

松
市

、
沼

津
市

(3
/
2
3
) 

静
岡

市
、
浜

松
市

(2
/
2
) 

(0
/
2
1
) 

静
岡

市
、
浜

松
市

、
沼

津
市

、
熱

海
市

、
三

島
市

、
富

士
宮

市
、
伊

東
市

、
島

田
市

、
富

士
市

、
磐

田
市

、
焼

津
市

、
掛

川
市

、
藤

枝
市

、
御

殿
場

市
、
袋

井
市

、
下

田
市

、
裾

野
市

、
湖

西
市

、
伊

豆
市

、
御

前
崎

市
、

菊
川

市
、
伊

豆
の

国
市

、
牧

之
原

市
（
2
3
/
2
3）

 
 

静
岡

市
、
浜

松
市

、
沼

津
市

、
熱

海
市

、
三

島
市

、
富

士
宮

市
、
伊

東
市

、
島

田
市

、
富

士
市

、
磐

田
市

、
焼

津
市

、
掛

川
市

、
藤

枝
市

、
御

殿
場

市
、
袋

井
市

、
下

田
市

、
裾

野
市

、
湖

西
市

、
伊

豆
市

、
御

前
崎

市
、

菊
川

市
、
伊

豆
の

国
市

、
牧

之
原

市
（
2
3
/
2
3）

 
 

静
岡

市
、
浜

松
市

、
牧

之
原

市
（
3
/
23

） 
静

岡
市

、
浜

松
市

、
袋

井
市

、
湖

西
市

（
市

以
外

の
在

住
者

は
県

の
事

業
対

象
と
し
て

実
施

）
（
1
6
/3

5
） 

静
岡

市
、
湖

西
市

（
市

以
外

の
在

住
者

は
県

の
事

業
対

象
と
し
て
実

施
）

（
1
4
/
3
5）

 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ

グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ
ン
タ
ー
事

業
 一

般
市

等
就

業
・

自
立

支
援

事
業

 
自

立
支

援
教

育
訓

練
給

付
金

事
業

 
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

事
業

 

中 部 ブ ロ ッ ク 

1
9
  富

山
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

(0
/
1
0
) 

富
山

市
(1

/
1
) 

(0
/
9
) 

富
山

市
、
高

岡
市

、
魚

津
市

、
氷

見
市

、
滑

川
市

、
黒

部
市

、
砺

波
市

、
小

矢
部

市
、
南

砺
市

、
射

水
市

(1
0
/
1
0)

 

富
山

市
、
高

岡
市

、
魚

津
市

、
氷

見
市

、
滑

川
市

、
黒

部
市

、
砺

波
市

、
小

矢
部

市
、
南

砺
市

、
射

水
市

(1
0
/
1
0)

 

富
山

市
、
高

岡
市

、
魚

津
市

、
氷

見
市

、
滑

川
市

、
黒

部
市

、
砺

波
市

、
小

矢
部
市

、
南

砺
市

、
射

水
市

(1
0
/
1
0
) 

（
富

山
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
4
/
1
5
) 

（
富

山
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
4
/
1
5
) 

2
0
  石

川
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

金
沢

市
、
小

松
市

、
か

ほ
く
市

(3
/
1
1
) 

金
沢

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
0
) 

金
沢

市
、
七

尾
市

、
小

松
市

、
輪

島
市

、
珠

洲
市

、
加

賀
市

、
か

ほ
く
市

、
羽

咋
市

、
白

山
市

、
能

美
市

、
野

々
市

市
(1

1
/
1
1
) 

金
沢

市
、
七

尾
市

、
小

松
市

、
輪

島
市

、
珠

洲
市

、
加

賀
市

、
か

ほ
く
市

、
羽

咋
市

、
白

山
市

、
能

美
市

、
野

々
市

市
(1

1
/
1
1
) 

金
沢

市
、
小

松
市

、
輪

島
市

、
加

賀
市

、
能

美
市

、
野

々
市

市
(6

/
1
1
) 

 

金
沢

市
、
白

山
市

、
能

美
市

、
野

々
市

市
、
中

能
登

町
(5

/
1
9
) 

 

金
沢

市
（
左

記
の

市
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(1

9
/
1
9)

 
 

2
1
  福

井
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

鯖
江

市
、
越

前
市

(2
/
9
) 

－
 

(0
/
9
) 

福
井

市
、
敦

賀
市

、
小

浜
市

、
大

野
市

、
勝

山
市

、
鯖

江
市

、
あ
わ

ら
市

、
越

前
市

、
坂

井
市

(9
/
9
) 

福
井

市
、
敦

賀
市

、
小

浜
市

、
大

野
市

、
勝

山
市

、
鯖

江
市

、
あ
わ

ら
市

、
越

前
市

、
坂

井
市

(9
/
9
) 

（
県

内
市

在
住

者
分

も
県

の
事

業
対

象
に

含
め
実

施
）
(9

/
9
) 

福
井

市
、
敦

賀
市

、
小

浜
市

、
大

野
市

、
鯖

江
市

、
あ
わ

ら
市

、
越

前
市

、
坂

井
市

、
南

越
前

町
(9

/
1
7
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(1
7
/
1
7
) 

2
2
  岐

阜
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

(0
/
2
1
) 

岐
阜

市
(1

/
1
) 

(0
/
2
0
) 

岐
阜

市
、
大

垣
市

、
高

山
市

、
多

治
見

市
、
関

市
、
中

津
川

市
、
美

濃
市

、
瑞

浪
市

、
羽

島
市

、
恵

那
市

、
美

濃
加
茂

市
、

土
岐

市
、
各

務
原

市
、

可
児

市
、
山

県
市

、
瑞

穂
市

、
飛

騨
市

、
本

巣
市

、
郡

上
市

、
下

呂
市

、
海

津
市

(2
1
/
2
1)

 

岐
阜

市
、
大

垣
市

、
高

山
市

、
多

治
見

市
、
関

市
、
中

津
川

市
、
美

濃
市

、
瑞

浪
市

、
羽

島
市

、
恵

那
市

、
美

濃
加
茂

市
、

土
岐

市
、
各

務
原

市
、

可
児

市
、
山

県
市

、
瑞

穂
市

、
飛

騨
市

、
本

巣
市

、
郡

上
市

、
下

呂
市

、
海

津
市

(2
1
/
2
1)

 

（
県

の
事

業
対

象
に

含
め
実

施
）
(2

1
/
21

) 
大

垣
市

、
本

巣
市

(2
/
4
2
) 

岐
阜

市
、
関

市
、
下

呂
市

、
可

児
市

(4
/
4
2
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

中 部 ブ ロ ッ ク 

2
3
  愛

知
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

名
古

屋
市

、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

、
春

日
井

市
、
豊

川
市

、
碧

南
市

、
刈

谷
市

、
安

城
市

、
蒲

郡
市

、
東

海
市

、
知

多
市

、
日

進
市

、
清

須
市

、
北

名
古

屋
市

、
田

原
市

、
常

滑
市

(1
7
/
3
7
) 

名
古

屋
市

、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

(4
/
4
) 

半
田

市
(1

/
3
４

) 
名

古
屋

市
、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

、
一

宮
市

、
瀬

戸
市

、
半

田
市

、
春

日
井

市
、
豊

川
市

、
津

島
市

、
碧

南
市

、
刈

谷
市

、
安

城
市

、
西

尾
市

、
蒲

郡
市

、
犬

山
市

、
常

滑
市

、
江

南
市

、
小

牧
市

、
稲

沢
市

、
新

城
市

、
東

海
市

、
大

府
市

、
知

多
市

、
知

立
市

、
尾

張
旭

市
、
岩

倉
市

、
豊

明
市

、
日

進
市

、
田

原
市

、
愛

西
市

、
清

須
市

、
北

名
古

屋
市

、
弥

富
市

、
み

よ
し
市

、
あ
ま
市

、
長

久
手

市
（
3
7
/
38

） 

名
古

屋
市

、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

、
一

宮
市

、
瀬

戸
市

、
半

田
市

、
春

日
井

市
、
豊

川
市

、
津

島
市

、
碧

南
市

、
刈

谷
市

、
安

城
市

、
西

尾
市

、
蒲

郡
市

、
犬

山
市

、
常

滑
市

、
江

南
市

、
小

牧
市

、
稲

沢
市

、
新

城
市

、
東

海
市

、
大

府
市

、
知

多
市

、
知

立
市

、
尾

張
旭

市
、
高

浜
市

、
岩

倉
市

、
日

進
市

、
田

原
市

、
愛

西
市

、
清

須
市

、
北

名
古

屋
市

、
弥

富
市

、
み

よ
し
市

、
あ

ま
市

、
長

久
手

市
（
3
7
/
3
8）

 

名
古

屋
市

、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

、
一

宮
市

、
半

田
市

、
春

日
井

市
、
犬

山
市

、
小

牧
市

、
知

多
市

、
岩

倉
市

、
日

進
市

、
み

よ
し
市

（
1
3
/
3
8）

 

名
古

屋
市

、
豊

橋
市

、
岡

崎
市

、
豊

田
市

、
一

宮
市

、
半

田
市

、
春

日
井

市
、
豊

川
市

、
津

島
市

、
碧

南
市

、
刈

谷
市

、
安

城
市

、
西

尾
市

、
蒲

郡
市

、
犬

山
市

、
常

滑
市

、
小

牧
市

、
江

南
市

、
大

府
市

、
知

多
市

、
知

立
市

、
尾

張
旭

市
、
岩

倉
市

、
豊

明
市

、
日

進
市

、
田

原
市

、
愛

西
市

、
清

須
市

、
北

名
古

屋
市

、
長

久
手

市
、

美
浜

町
（
3
1
/5

4）
 

岡
崎

市
、
西

尾
市

、
知

多
市

、
瀬

戸
市

、
春

日
井

市
、
安

城
市

、
蒲

郡
市

、
犬

山
市

、
清

須
市

、
長

久
手

市
（
1
0
/
54
）
 

2
4
  三

重
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

亀
山

市
、
志

摩
市

、
伊

賀
市

、
名

張
市

(4
/
1
4
)  

－
 

(0
/
1
4
) 

桑
名

市
、
い
な
べ

市
、
四

日
市

市
、
鈴

鹿
市

、
亀

山
市

、
津

市
、
松

坂
市

、
伊

勢
市

、
鳥

羽
市

、
志

摩
市

、
尾

鷲
市

、
熊

野
市

、
伊

賀
市

、
名

張
市

(1
4
/
1
4
) 

桑
名

市
、
い
な
べ

市
、

四
日

市
市

、
鈴

鹿
市

、
亀

山
市

、
津

市
、
松

坂
市

、
伊

勢
市

、
鳥

羽
市

、
志

摩
市

、
尾

鷲
市

、
熊

野
市

、
伊

賀
市

、
名

張
市

(1
4
/
1
4
) 

四
日

市
市

、
鈴

鹿
市

、
津

市
、
名

張
市

(4
/
1
4
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
9
/
2
9
) 

(県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

（
2
9
/
2
9)

 

近 畿 ブ ロ ッ ク 

2
5
  滋

賀
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

大
津

市
、
彦

根
市

、
近

江
八

幡
市

、
湖

南
市

(4
/
1
3
) 

大
津

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
2
) 

大
津

市
、
彦

根
市

、
長

浜
市

、
近

江
八

幡
市

、
草

津
市

、
守

山
市

、
栗

東
市

、
甲

賀
市

、
野

洲
市

、
湖

南
市

、
高

島
市

、
東

近
江

市
、

米
原

市
(1

3
/
1
3)

 
 

大
津

市
、
彦

根
市

、
長

浜
市

、
近

江
八

幡
市

、
草

津
市

、
守

山
市

、
栗

東
市

、
甲

賀
市

、
野

洲
市

、
湖

南
市

、
高

島
市

、
東

近
江

市
、
米

原
市

(1
3
/
1
3
) 

大
津

市
、
野

州
市

、
湖

南
市

（
左

記
以

外
の

市
等

の
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(1

3
/
1
3)

 

大
津

市
（
大

津
市

以
外

の
市

等
の

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(1

9
/
1
9)

 

甲
賀

市
、
東

近
江

市
（
日

野
町

、
竜

王
町

の
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(4

/
1
9)

 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就
業
・

自
立

支
援

セ
ン

タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業
・自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

近 畿 ブ ロ ッ ク 

2
6
  京

都
府

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 
 

 

京
都

市
、
京

丹
後

市
(2

/
1
5
) 

京
都

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
4
) 

京
都

市
、
福

知
山

市
、
舞

鶴
市

、
綾

部
市

、
宇

治
市

、
宮

津
市

、
亀

岡
市

、
城

陽
市

、
向

日
市

、
長

岡
京

市
、
八

幡
市

、
京

田
辺

市
、
京

丹
後

市
、
南

丹
市

、
木

津
川

市
（
1
5
/
15
）
 

京
都

市
、
福

知
山

市
、
舞

鶴
市

、
綾

部
市

、
宇

治
市

、
宮

津
市

、
亀

岡
市

、
城

陽
市

、
向

日
市

、
長

岡
京

市
、
八

幡
市

、
京

田
辺

市
、
京

丹
後

市
、
南

丹
市

、
木

津
川

市
（
1
5
/
15
）
 

京
都

市
、
福

知
山

市
、
舞

鶴
市

、
宇

治
市

、
宮

津
市

、
京

丹
後

市
（
6
/
1
5）

 

京
都

市
（
京

都
市

以
外

の
市

等
時

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
て

実
施

）
(2

6
/
2
6)

 

京
都

市
、
舞

鶴
市

、
綾

部
市

、
亀

岡
市

、
南

丹
市

(5
/
2
6
) 

2
7
  大

阪
府

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

大
阪

市
、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
、
岸

和
田

市
、
豊

中
市

、
池

田
市

、
吹

田
市

、
泉

大
津

市
、
貝

塚
市

、
守

口
市

、
枚

方
市

、
茨

木
市

、
八

尾
市

、
泉

佐
野

市
、
富

田
林

市
、
寝

屋
川

市
、
河

内
長

野
市

、
松

原
市

、
大

東
市

、
和

泉
市

、
箕

面
市

、
柏

原
市

、
羽

曳
野

市
、
門

真
市

、
摂

津
市

、
高

石
市

、
藤

井
寺

市
、

泉
南

市
、
四

條
畷

市
、
交

野
市

、
大

阪
狭

山
市

、
阪

南
市

、
島

本
町

(3
4
/
3
4)

 

大
阪

市
、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
（
4
/
4
）
 

吹
田

市
、
寝

屋
川

市
、
松

原
市

、
柏

原
市

、
交

野
市

（5
/
30
） 大

阪
市

、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
、

岸
和

田
市

、
豊

中
市

、
池

田
市

、
吹

田
市

、
泉

大
津

市
、
貝

塚
市

、
守

口
市

、
枚

方
市

、
茨

木
市

、
八

尾
市

、
泉

佐
野

市
、

富
田

林
市

、
寝

屋
川

市
、
河

内
長

野
市

、
松

原
市

、
大

東
市

、
和

泉
市

、
箕

面
市

、
柏

原
市

、
羽

曳
野

市
、
門

真
市

、
摂

津
市

、
高

石
市

、
藤

井
寺

市
、
泉

南
市

、
四

條
畷

市
、
交

野
市

、
大

阪
狭

山
市

、
阪

南
市

、
島

本
町

（
3
4
/
3
4）

 

大
阪

市
、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
、

岸
和

田
市

、
豊

中
市

、
池

田
市

、
吹

田
市

、
泉

大
津

市
、
貝

塚
市

、
枚

方
市

、
茨

木
市

、
八

尾
市

、
泉

佐
野

市
、
富

田
林

市
、
寝

屋
川

市
、
河

内
長

野
市

、
松

原
市

、
大

東
市

、
和

泉
市

、
箕

面
市

、
柏

原
市

、
羽

曳
野

市
、
門

真
市

、
摂

津
市

、
高

石
市

、
藤

井
寺

市
、

泉
南

市
、
四

條
畷

市
、
交

野
市

、
大

阪
狭

山
市

、
阪

南
市

、
島

本
町

（
3
3
/3

4）
 

大
阪

市
、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
、

岸
和

田
市

、
豊

中
市

、
池

田
市

、
吹

田
市

、
泉

大
津

市
、
貝

塚
市

、
枚

方
市

、
八

尾
市

、
富

田
林

市
、

寝
屋

川
市

、
河

内
長

野
市

、
松

原
市

、
箕

面
市

、
柏

原
市

、
羽

曳
野

市
、
藤

井
寺

市
、
泉

南
市

、
四

條
畷

市
、
大

阪
狭

山
市

、
阪

南
市

、
島

本
町

（
2
5
/
34
）
 

大
阪

市
、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
、

泉
大

津
市

、
貝

塚
市

、
枚

方
市

、
茨

木
市

、
八

尾
市

、
河

内
長

野
市

、
摂

津
市

、
藤

井
寺

市
、
四

條
畷

市
、
泉

南
市

、
島

本
町

（
大

阪
市

、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
府

の
事

業
対

象
者

に
含

め
て
実

施
）

(4
3
/
4
3
) 

大
阪

市
、
堺

市
、
貝

塚
市

、
枚

方
市

、
茨

木
市

（
大

阪
市

、
堺

市
、
高

槻
市

、
東

大
阪

市
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
府

の
事

業
対

象
者

に
含

め
て
実

施
）

(4
1
/
4
3
) 



  

都
道
府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立
支
援
給
付

金
事
業

 

母
子
自

立
支
援

プ
ロ
グ
ラ

ム
策
定

等
事
業

 

母
子
家
庭

等
日
常
生

活
支
援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭
生

活
支
援

事
業

 

母
子
家
庭
及
び
寡
婦

自
立
促
進
計
画

 

就
業
・
自
立
支
援
事
業

 
自
立
支
援
給
付
金
事
業

 

母
子
自
立
支
援
プ

ロ
グ
ラ
ム
策
定
等

事
業

 

母
子
家
庭
等
日
常

生
活
支
援
事
業

 
ひ
と
り
親
家
庭
生
活

支
援
事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等
技

能
訓
練

促
進
費

事
業

 

母
子
家
庭
等
就
業
・

自
立
支
援
セ
ン
タ
ー

事
業

 

一
般
市
等
就

業
・
自
立
支

援
事
業

 

自
立
支
援
教
育
訓
練

 
給
付
金
事
業

 
高
等
技
能
訓
練
促
進
費

事
業

 

近 畿 ブ ロ ッ ク 

2
8
  兵

庫
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 
◎

 

神
戸
市
、
豊
岡
市
、
加

古
川
市
、
高
砂
市

(4
/
2
9
) 

神
戸
市
、
姫
路
市
、

尼
崎
市
（
西
宮
市
在

住
者
分
は
県
の
事

業
対
象
に
含
め
て

実
施
）
(4

/
4
) 

(0
/
2
5
) 

神
戸
市
、
姫
路
市
、
西

宮
市
、
尼
崎
市
､ 明

石
市
、

洲
本
市
、
芦
屋
市
､伊

丹
市
､相

生
市
､豊

岡
市
､

加
古
川
市
､た

つ
の
市

､
赤
穂
市
､西

脇
市
、
宝
塚

市
､三

木
市
､高

砂
市
､

川
西
市
､小

野
市
､三

田
市
､加

西
市
、
篠
山
市
、

養
父
市
、
丹
波
市
､南

あ
わ
じ
市
、
朝
来
市
、
淡
路

市
、
宍
粟
市
、
加
東
市

(2
9
/
2
9
) 

 

神
戸
市
、
姫
路
市
、
西
宮

市
、
尼
崎
市
､明

石
市
、

洲
本
市
、
芦
屋
市
､伊

丹
市
､相

生
市
､豊

岡
市
､加

古
川
市
､た

つ
の
市
､赤

穂
市
､西

脇
市
、
宝
塚
市
､

三
木
市
､高

砂
市
､川

西
市
､小

野
市
､三

田
市
､加

西
市
、
篠
山
市
、
丹
波
市
､

南
あ
わ
じ
市
、
朝
来
市
、

淡
路
市
、
宍
粟
市
、
加
東

市
(2

8
/
2
9
) 

 

神
戸
市
、
姫
路
市
、

西
宮
市
、
尼
崎
市
、

明
石
市
、
芦
屋
市
、

伊
丹
市
、
加
古
川

市
、
赤
穂
市
、
高
砂

市
、
川
西
市
、
三
田

市
、
丹
波
市

(1
3
/
2
9
) 

神
戸
市
、
姫
路
市

（
左
記
の
市
、
西
宮

市
及
び
尼
崎
市
以

外
の
市
等
在
住
者

分
は
県
の
事
業
対

象
に
含
め
て
実
施
）

(3
9
/
4
1
) 

西
宮
市
（
左
記
の

市
、
神
戸
市
、
姫
路

市
及
び
尼
崎
市
以

外
の
市
等
在
住
者

分
は
県
の
事
業
対

象
に
含
め
て
実
施
）

(3
8
/
4
1
) 

2
9
  奈

良
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

桜
井
市
、
御
所
市
、
葛

城
市

(3
/
1
3
) 

奈
良
市

(1
/
1
) 

(0
/
1
2
) 

奈
良
市
、
大
和
高
田
市
、

大
和
郡
山
市
、
天
理
市
、

橿
原
市
、
桜
井
市
、
五

條
市
、
御
所
市
、
生
駒

市
、
香
芝
市
、
葛
城
市
、

宇
陀
市

(1
2
/
1
3)

 

奈
良
市
、
大
和
高
田
市
、

大
和
郡
山
市
、
天
理
市
、

橿
原
市
、
桜
井
市
、
五
條

市
、
御
所
市
、
生
駒
市
、

香
芝
市
、
葛
城
市
、
宇
陀

市
(1

2
/
1
3
) 

奈
良
市
、
大
和
高

田
市
、
橿
原
市
、
桜

井
市
、
五
條
市
、
御

所
市
、
生
駒
市
、
香

芝
市
（
左
記
市
以

外
の
市
等
在
住
者

分
は
県
の
事
業
対

象
に
含
め
実
施
）

(1
3
/
1
3
) 

 

奈
良
市
、
河
合
町
、

下
市
町
（
左
記
市

等
以
外
の
市
等
在

住
者
分
は
県
の
事

業
対
象
に
含
め
実

施
）
(3

9
/
3
9)

 
 

(0
/
3
9
) 

 

3
0
  和

歌
山
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

和
歌
山
市
、
有
田
市
、

橋
本
市
、
紀
の
川
市
、

御
坊
市

(5
/
9
) 

和
歌
山
市

(1
/
1
) 

(0
/
8
) 

和
歌
山
市
、
海
南
市
、

橋
本
市
、
有
田
市
、
御

坊
市
、
田
辺
市
、
新
宮

市
、
紀
の
川
市
、
岩
出

市
(9

/
9
) 

和
歌
山
市
、
海
南
市
、
橋

本
市
、
有
田
市
、
御
坊
市
、

田
辺
市
、
新
宮
市
、
紀
の

川
市
、
岩
出
市

(9
/
9
) 

和
歌
山
市
、
海
南

市
、
田
辺
市

(3
/
9
) 

和
歌
山
市
（
和
歌

山
市
以
外
の
市
等

在
住
者
分
は
県
の

事
業
対
象
に
含
め

実
施
）
(3

0
/
3
0)

 

和
歌
山
市
（
和
歌

山
市
以
外
の
市
等

在
住
者
分
は
県
の

事
業
対
象
に
含
め

実
施
）
(3

0
/
3
0)

 

中 国 ブ ロ ッ ク 

3
1
  鳥

取
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

倉
吉
市

(1
/
1
3
) 

－
 

(0
/
1
3
) 

倉
吉
市

(1
/
1
3
) 

鳥
取
市
、
米
子
市
、
倉
吉

市
、
境
港
市
、
湯
梨
浜
町
、

北
栄
町
、
日
吉
津
町
、
南

部
町
、
伯
耆
町
、
日
南
町

(1
0
/
1
3
) 

（
県
の
事
業
対
象

に
含
め
実
施
）

(1
3
/
1
3
) 

（
県
の
事
業
対
象

に
含
め
実
施
）

(1
9
/
1
9
) 

(0
/
1
9
) 



  

都
道
府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立
支
援
給
付

金
事
業

 

母
子
自

立
支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等
事

業
 

母
子
家

庭
等
日

常
生
活

支
援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等
技

能
訓
練

促
進
費

事
業

 

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン
タ
ー

事
業

 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育
訓

練
給

付
金

事
業

 
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

事
業

 

中 国 ブ ロ ッ ク 

3
2
  島

根
県

 
◎

 
◎

 

◎
 

（
県
内

の
全

市
町

村
が

実
施
）
 

◎
 

（
県
内
の

全
市
町

村
が
実

施
）
 

◎
 

◎
 

◎
 

松
江

市
、
益

田
市

、
東

出
雲

町
、
隠

岐
の

島
町

(4
/
2
1
) 

－
 

(0
/
1
9
) 

松
江

市
、
浜

田
市

、
出

雲
市

、
益

田
市

、
大

田
市

、
安

来
市

、
江

津
市

、
雲

南
市

、
奥

出
雲

町
、

飯
南

町
、
川

本
町

、
美

郷
町

、
邑

南
町

、
津

和
野

町
、
吉

賀
町

、
海

士
町

、
西

ノ
島

町
、
知

夫
村

隠
岐

の
島

町
（
1
9/

19
）
 

松
江

市
、
浜

田
市

、
出

雲
市

、
益

田
市

、
大

田
市

、
安

来
市

、
江

津
市

、
雲

南
市

、
奥

出
雲

町
、

飯
南

町
、
川

本
町

、
美

郷
町

、
邑

南
町

、
津

和
野

町
、
吉

賀
町

、
海

士
町

、
西

ノ
島

町
、
知

夫
村

、
隠

岐
の

島
町

（
1
9
/
1
9）

 

浜
田

市
、
安

来
市

、
雲

南
市

（
左

記
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(1
9
/
1
9
) 

 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(1
9
/
1
9
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(1
9
/
1
9
) 

3
3
  岡

山
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

岡
山

市
、
倉

敷
市

(2
/
1
8
) 

岡
山

市
（
倉

敷
市

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
/
2
) 

浅
口

市
(1

/
1
6
) 

岡
山

市
、
倉

敷
市

、
津

山
市

、
総

社
市
、
瀬

戸
内

市
、
美

作
市
、
玉

野
市

(7
/
1
8
) 

岡
山

市
、
倉

敷
市

、
津

山
市

、
総

社
市

、
瀬

戸
内

市
、
玉

野
市

、
備

前
市

、
美

作
市

、
浅

口
市

(9
/
1
8
) 

岡
山

市
、
倉

敷
市

、
津

山
市

、
玉

野
市

、
総

社
市

、
瀬

戸
内

市
、
美

作
市

、
(7

/
1
8
) 

倉
敷

市
、
瀬

戸
内

市
(2

/
2
7
) 

(0
/
2
7
) 

3
4
  広

島
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

広
島

市
、
福

山
市

、
呉

市
(3

/
2
2
) 

広
島

市
、
福

山
市

(2
/
2
) 

(0
/
2
0
) 

広
島

市
、
福

山
市

、
呉

市
、
竹

原
市

、
三
原

市
、

尾
道

市
、
府

中
市

、
三

次
市

、
庄

原
市
、
大

竹
市

、
東

広
島

市
、
廿

日
市

市
、
江

田
島
市

、
海

田
町

、
熊

野
町
、
坂

町
、

安
芸

太
田

町
、
北

広
島

町
、
大

崎
上

島
町

、
世

羅
町

、
神

石
高
原

町
(2

1
/
2
2
) 

 

広
島

市
、
福

山
市

、
呉

市
、
竹

原
市

、
三

原
市

、
尾

道
市

、
府

中
市

、
三

次
市

、
庄

原
市

、
大

竹
市

、
東

広
島

市
、
廿

日
市

市
、
江

田
島

市
、
海

田
町

、
熊

野
町

、
坂

町
、

安
芸

太
田

町
、
北

広
島

町
、
大

崎
上

島
町

、
世

羅
町

、
神

石
高

原
1
町

(2
1
/
2
2
) 

 

広
島

市
、
福

山
市

、
竹

原
市

、
三

原
市

、
三

次
市

、
庄

原
市

、
東

広
島

市
、
北

広
島

町
、
大

崎
上

島
町

(9
/
2
2
) 

広
島

市
、
三

原
市

、
府

中
市

、
三

次
市

、
坂

町
(5

/
2
3
) 

広
島

市
、
呉

市
（
左

記
及

び
福

山
市

 
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(2

2
 /

2
3
) 

3
5
  山

口
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

下
関

市
、
長

門
市

(2
/
1
3
) 

下
関

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
2
) 

下
関

市
、
宇

部
市

、
山

口
市

、
萩

市
、
防
府

市
、

下
松

市
、
岩

国
市

、
光

市
、
長

門
市

、
柳
井

市
、

美
祢

市
、
周

南
市

、
山

陽
小

野
田

市
(1

3
/
13

) 

下
関

市
、
宇

部
市

、
山

口
市

、
萩

市
、
防

府
市

、
下

松
市

、
岩

国
市

、
光

市
、
長

門
市

、
柳

井
市

、
美

祢
市

、
周

南
市

、
山

陽
小

野
田

市
(1

3
/
13

) 

下
関

市
、
宇

部
市

、
山

陽
小

野
田

市
（
左

記
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(1

3
/
13

) 
 

（
下

関
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
8
/
1
9
）
 

 

（
下

関
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
8
/
1
9
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り

親
家

庭
生

活
支

援
事

業
 母

子
家

庭
及

び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ
ン
タ
ー
事

業
 一

般
市

等
就

業
・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

四 国 ブ ロ ッ ク 

3
6
  徳

島
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

阿
南

市
(1

/
8
) 

－
 

(0
/
8
) 

徳
島

市
、
鳴

門
市

、
小

松
島

市
，
阿

南
市

、
吉

野
川

市
、
阿

波
市

、
美

馬
市

、
三

好
市

(8
/
8
) 

徳
島

市
、
鳴

門
市

、
小

松
島

市
、
阿

南
市

、
吉

野
川

市
、
阿

波
市

、
美

馬
市

、
三

好
市

(8
/
8
) 

徳
島

市
、
鳴

門
市

、
小

松
島

市
、
阿

南
市

、
吉

野
川

市
、
阿

波
市

、
美

馬
市

、
三

好
市

(8
/
8
) 

 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
4
/
2
4
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
4
/
2
4
) 

3
7
  香

川
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

さ
ぬ

き
市

(1
/
8
) 

高
松

市
(1

/
1
) 

(0
/
7
) 

高
松

市
、
丸

亀
市

、
坂

出
市

、
善

通
寺

市
、
観

音
寺

市
、
さ
ぬ

き
市

、
東

か
が

わ
市

、
三

豊
市

(8
/
8
) 

高
松

市
、
丸

亀
市

、
坂

出
市

、
善

通
寺

市
、
観

音
寺

市
、
さ
ぬ

き
市

、
東

か
が

わ
市

、
三

豊
市

(8
/
8
) 

高
松

市
、
観

音
寺

市
、
さ
ぬ

き
市

、
東

か
が

わ
市

、
三

豊
市

(5
/
8
) 

 

（
高

松
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
6
/
1
7
) 

(0
/
1
7
) 

3
8
  愛

媛
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 

松
山

市
、
今

治
市

、
宇

和
島

市
、
八

幡
浜

市
、

大
洲

市
、
四

国
中

央
市

、
東

温
市

、
西

予
市

(8
/
1
1
) 

松
山

市
(1

/
1
) 

大
洲

市
(1

/
1
0
) 

松
山

市
、
今

治
市

、
宇

和
島

市
、
八

幡
浜

市
、

新
居

浜
市

、
西

条
市

、
大

洲
市

、
伊

予
市

、
四

国
中

央
市

、
西

予
市

、
東

温
市

(1
1
/
1
1)

 

松
山

市
、
今

治
市

、
宇

和
島

市
、
八

幡
浜

市
、
新

居
浜

市
、
西

条
市

、
大

洲
市

、
伊

予
市

、
四

国
中

央
市

、
西

予
市

、
東

温
市

(1
1
/1

1
)  松

山
市

、
今

治
市

、
宇

和
島

市
、
八

幡
浜

市
、
新

居
浜

市
、

西
条

市
、
大

洲
市

、
伊

予
市

、
四

国
中

央
市

、
西

予
市

、
東

温
市

(1
1
/
1
1
) 

松
山

市
（
松

山
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
て
実

施
）
(2

0
/
2
0)

 

松
山

市
(1

/
2
0
) 

3
9
  高

知
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

(0
/
1
1
) 

高
知

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
0
) 

高
知

市
、
室

戸
市

、
安

芸
市

、
南

国
市

、
土

佐
市

、
須

崎
市

、
宿

毛
市

、
土

佐
清

水
市

、
四

万
十

市
、
香

南
市

、
香

美
市

(1
1
/
1
1
) 

高
知

市
、
安

芸
市

、
南

国
市

、
土

佐
市

、
須

崎
市

、
宿

毛
市

、
土

佐
清

水
市

、
四

万
十

市
、
香

南
市

、
香

美
市

(1
0
/
1
1
) 

 

高
知

市
（
高

知
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
て
実

施
）
(1

1
/
1
1)

 

(0
/
3
4
) 

(0
/
3
4
) 

九 州 ブ ロ ッ ク 

4
0
  福

岡
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
 

 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、

宗
像

市
、
筑

紫
野

市
、

春
日

市
、
古

賀
市

、
宮

若
市

(7
/
2
8
) 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、

久
留

米
市

(3
/
3
) 

筑
紫

野
市

 
(1

/
2
5
) 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、

久
留

米
市

、
直

方
市

、
飯

塚
市

、
田

川
市

、
柳

川
市

、
八

女
市

、
筑

後
市

、
大

川
市

、
行

橋
市

、
中

間
市

、
小

郡
市

、
筑

紫
野

市
、
春

日
市

、
大

野
城

市
、
宗

像
市

、
太

宰
府

市
、
糸

島
市

、
古

賀
市

、
福

津
市

、
う
き
は

市
、
宮

若
市

、
嘉

麻
市

、
朝

倉
市

、
み

や
ま
市

（
2
6
/
2
8）

 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、
久

留
米

市
、
大

牟
田

市
、
直

方
市

、
飯

塚
市

、
田

川
市

、
柳

川
市

、
八

女
市

、
筑

後
市

、
大

川
市

、
行

橋
市

、
豊

前
市

、
中

間
市

、
小

郡
市

、
筑

紫
野

市
、
春

日
市

、
大

野
城

市
、
宗

像
市

、
太

宰
府

市
、
糸

島
市

、
古

賀
市

、
福

津
市

、
う
き
は

市
、

宮
若

市
、
嘉

麻
市

、
朝

倉
市

、
み

や
ま
市

（
2
8
/2

8
） 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、
久

留
米

市
、
直

方
市

、
飯

塚
市

、
田

川
市

、
行

橋
市

、
福

津
市

、
宮

若
市

、
嘉

麻
市

、
朝

倉
市

（
1
1
/
2
8）

 

福
岡

市
、
北

九
州

市
、
久

留
米

市
、
飯

塚
市

、
田

川
市

、
柳

川
市

、
小

郡
市

、
春

日
市

、
大

野
城

市
、

宗
像

市
、
糸

島
市

、
古

賀
市

、
福

津
市

、
う
き
は

市
、
那

珂
川

町
、
篠

栗
町

、
志

免
町

、
芦

屋
町

、
水

巻
町

、
岡

垣
町

、
遠

賀
町

、
川

崎
町

（
2
2
/
6
0）

 

福
岡

市
(1

/
6
0
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー

事
業

 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン
タ
ー

事
業

 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

九 州 ブ ロ ッ ク 

4
1
  佐

賀
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

佐
賀

市
(1

/
1
0
) 

－
 

佐
賀

市
(1

/
1
0
) 

佐
賀

市
、
唐

津
市

、
鳥

栖
市

、
多

久
市

、
伊

万
里

市
、

武
雄

市
、
鹿

島
市

、
小

城
市

、
嬉

野
市

、
神

埼
市

(1
0
 

/
1
0
) 

  

佐
賀

市
、
唐

津
市

、
鳥

栖
市

、
多

久
市

、
伊

万
里

市
、
武

雄
市

、
鹿

島
市

、
小

城
市

、
嬉

野
市

、
神

埼
市

(1
0
 /

1
0
) 

  

佐
賀

市
、
伊

万
里

市
（
左

記
以

外
の

市
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(1

0
/
10

) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
0
/
2
0
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
0
/
2
0
) 

4
2
  長

崎
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

長
崎

市
、
五

島
市

(2
/
1
3
) 

長
崎

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
2
) 

長
崎

市
、
佐

世
保

市
、
島

原
市

、
諫

早
市

、
大

村
市

、
平

戸
市

、
松

浦
市

、
対

馬
市

、
壱

岐
市

、
五

島
市

、
西

海
市

、
雲

仙
市

、
南

島
原

市
(1

3
/
1
3
) 

 

長
崎

市
、
佐

世
保

市
、
島

原
市

、
諫

早
市

、
大

村
市

、
平

戸
市

、
松

浦
市

、
対

馬
市

、
壱

岐
市

、
五

島
市

、
西

海
市

、
雲

仙
市

、
南

島
原

市
(1

3
/
1
3
) 

 

長
崎

市
、
佐

世
保

市
、
島

原
市

、
諫

早
市

、
大

村
市

、
平

戸
市

、
松

浦
市

、
五

島
市

、
西

海
市

、
雲

仙
市

、
南

島
原

市
(1

0
/
1
3
) 

長
崎

市
、
島

原
市

、
諫

早
市

、
大

村
市

、
平

戸
市

、
西

海
市

、
雲

仙
市

、
南

島
原

市
(8

/
2
1
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）

(2
1
/
2
1
) 

4
3
  熊

本
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 

熊
本

市
、
天

草
市

、
上

天
草

市
(3

/
1
4
) 

熊
本

市
(1

/
1
) 

(0
/
1
3
) 

熊
本

市
、
八

代
市

、
人

吉
市

、
荒

尾
市

、
水

俣
市

、
玉

名
市

、
天

草
市

、
山

鹿
市

、
宇

土
市

、
宇

城
市

、
阿

蘇
市

、
合

志
市

(1
2
/
1
4)

 
 

熊
本

市
、
八

代
市

、
人

吉
市

、
荒

尾
市

、
水

俣
市

、
玉

名
市

、
天

草
市

、
山

鹿
市

、
菊

池
市

、
宇

土
市

、
上

天
草

市
、
宇

城
市

、
阿

蘇
市

、
合

志
市

(1
4
/
1
4
) 

 

熊
本

市
、
人

吉
市

、
水

俣
市

、
玉

名
市

、
天

草
市

、
山

鹿
市

、
合

志
市

 
 (
7
/
1
4
) 

熊
本

市
、
八

代
市

、
人

吉
市

、
水

俣
市

、
山

鹿
市

、
菊

池
市

、
天

草
市

、
宇

土
市

、
宇

城
市

、
合

志
市

、
菊

陽
町

、
津

奈
木

町
、
錦

町
(1

3
/
4
5
) 

熊
本

市
（
熊

本
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）
(4

5
/
4
5)

 

4
4
  大

分
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

大
分

市
(1

/
1
4
) 

大
分

市
（
県

と
共

同
実

施
）
(1

/
1
) 

(0
/
1
3
) 

大
分

市
、
別

府
市

、
中

津
市

、
日

田
市

、
佐

伯
市

、
臼

杵
市

、
豊

後
高

田
市

、
杵

築
市

、
宇

佐
市

、
豊

後
大

野
市

、
由

布
市

、
国

東
市

(1
2
/
1
4
) 

大
分

市
、
別

府
市

、
中

津
市

、
日

田
市

、
佐

伯
市

、
臼

杵
市

、
豊

後
高

田
市

、
宇

佐
市

、
由

布
市

(9
/
1
4
) 

大
分

市
（
大

分
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
て
実

施
）
（
1
4
/1

4）
 

大
分

市
（
大

分
市

在
住

者
も
含

め
県

の
事

業
対

象
に
含

め
実

施
）
(1

8
/
18

) 

中
津

市
、
佐

伯
市

、
竹

田
市

（
左

記
の

市
在

住
者

分
も
含

め
て
件

事
業

対
象

に
含

め
実

施
）

(1
8
/
1
8
) 

4
5
  宮

崎
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
 

 
◎

 
 

 

(0
/
9
) 

宮
崎

市
(1

/
1
) 

(0
/
8
) 

宮
崎

市
、
都

城
市

、
延

岡
市

、
小

林
市

、
日

向
市

、
西

都
市

、
え
び
の

市
(7

/
9
) 

 

宮
崎

市
、
都

城
市

、
延

岡
市

、
日

南
市

、
小

林
市

、
日

向
市

、
西

都
市

、
え
び
の

市
(8

/
9
) 

宮
崎

市
(1

/
9
) 

宮
崎

市
（
宮

崎
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
て
実

施
）
(2

8
/
2
8)

 

宮
崎

市
(1

/
2
8
) 



  

都
道

府
県

 
市

 
等

 

母
子

家
庭

及
び

寡
婦

自
立

促
進

計
画

 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ
ン

タ
ー
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
等

事
業

 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

母
子

家
庭

等
就

業
・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

給
付

金
事

業
 

高
等

技
能

訓
練

促
進

費
事

業
 

九 州 ブ ロ ッ ク 

4
6
  鹿

児
島

県
 

◎
 

◎
 

◎
 

◎
 

◎
 

◎
 

 
 

鹿
児

島
市

、
日

置
市

、
阿

久
根

市
(3

/
2
1
) 

鹿
児

島
市

(1
/
1
) 

(0
/
2
0
) 

鹿
鹿

児
島

市
、
鹿

屋
市

、
指

宿
市

、
曽

於
市

、
霧

島
市

、
垂

水
市

、
い
ち
き
串

木
野

市
、
南

さ
つ
ま
市

、
南

九
州

市
、
阿

久
根

市
、
日

置
市

、
伊

佐
市

、
長

島
町

、
屋

久
島

町
(1

4
/
2
1)

 

鹿
児

島
市

、
鹿

屋
市

、
枕

崎
市

、
阿

久
根

市
、
出

水
市

、
指

宿
市

、
薩

摩
川

内
市

、
日

置
市

、
曽

於
市

、
霧

島
市

、
垂

水
市

、
い
ち

き
串

木
野

市
、
南

さ
つ
ま

市
、
志

布
志

市
、
奄

美
市

、
南

九
州

市
、
伊

佐
市

、
姶

良
市

、
屋

久
島

町
(1

9
/
2
1)

 鹿
児

島
市

（
鹿

児
島

市
以

外
の

市
等

在
住

者
分

は
県

の
事

業
対

象
に
含

め
て
実

施
）
(2

1
/
2
1)

 

鹿
児

島
市

(鹿
児

島
市

以
外

の
市

等
在

住
者

分
は

県
の

事
業

対
象

に
含

め
て
実

施
) 
  

 
(4

3
/
4
3
) 

鹿
児

島
市

(1
/
4
3
) 

4
7
  沖

縄
県

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 
◎

 

那
覇

市
、
宜

野
湾

市
、

浦
添

市
、
豊

見
城

市
(4

/
1
1
) 

－
 

那
覇

市
、
浦

添
市

(2
/
1
1
) 

那
覇

市
、
う
る
ま
市

、
宜

野
湾

市
、
宮

古
島

市
、
石

垣
市

、
浦

添
市

、
名

護
市

、
糸

満
市

、
沖

縄
市

、
豊

見
城

市
、
南

城
市

(1
1
/
1
1
) 

 

那
覇

市
、
う
る
ま
市

、
宜

野
湾

市
、
浦

添
市

、
名

護
市

、
糸

満
市

、
沖

縄
市

、
南

城
市

(8
/
1
1
) 

那
覇

市
、
沖

縄
市

(2
/
1
1
) 

（
県

の
事

業
対

象
に
含

め
て
実

施
）

(4
1
/
4
1
) 

（
県

の
事

業
対
象
に

含
め
て
実

施
）

(4
1
/
4
1
) 

都
道

 
府

県
 

合
計

 

継
続

し
て
実

施
（
◎

）
 

4
6
  

4
7
  

4
7
  

4
7
  

4
3
  

2
8
  

2
5
  

平
成

２
３
年

度
実

施
状

況
 

平
成

２
３
年

度
中

に
実

施
（
○

）
 

1
  

0
  

0
  

0
  

0
  

0
  

0
  

２
２
１
／

８
４
５

 
（
２
６
．
２
％
）
 

6
0
／

6
0
 

（
１
０
０
％

）
 

２
1
／

７
８
５

 
（
２
．
７
％

）
 

７
５
６
／

８
４
５

 
（
８
９
．
５
％

）
 

７
５
９
／

８
４
５

 
（
８
９
．
８
％
）
 

４
９
０
／

８
４
５

 
（
５
８
．
０
％
）
 

9
7
1
／

１
７
４
７

 
（
５
５
．

6
％

）
 

７
９
２
／

１
７
４
７

 
（
４
３
．

7
％

）
 

実
施

予
定

な
し

 
0
  

0
  

0
  

0
  

4
  

1
9
  

2
2
  ＜

都
道

府
県
を
含

む
実

施
状

況
＞

 

平
成

２
３
年

度
実

施
状

況
 

母
子

家
庭

及
び
寡

婦
自

立
促

進
計

画
 

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

給
付

金
事

業
 

母
子

自
立

支
援

プ
ロ
グ
ラ
ム

策
定

等
事

業
 

母
子

家
庭

等
日

常
生

活
支

援
事

業
 

ひ
と
り
親

家
庭

生
活

支
援

事
業

 
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ
ー
事

業
 

一
般

市
等

就
業

・
自

立
支

援
事

業
 

自
立

支
援

教
育

訓
練

 
給

付
金

事
業

 
高

等
技

能
訓

練
促

進
費

事
業

 

２
６
７
／

８
９
２

 
（
２
９
．
９
％
）
 

１
０
７
／

１
０
７

 
（
１
０
０
％

）
 

２
１
／

７
８
５

 
（
２
．
７
％

）
 

８
０
３
／

８
９
２

 
（
９
０
．
０
％

）
 

８
０
６
／

８
９
２

 
（
９
０
．
４
％

）
 

５
３
３
／

８
９
２

 
（
５
９
．
８
％
）
 

９
９
９
／
１
７
９
４

 

（
５
５
．
７
％

）
 

８
１
７
／

１
７
９
４

 
（
４
３
．
９
％
）
 



   

円
滑

な
面

会
交

流
に

向
け

た
支

援
 

面
会

交
流

支
援

事
業

 

【
事

業
内

容
】

  
 

 
○

 
平

成
２

３
年

６
月

に
公

布
さ

れ
た

民
法

改
正

法
で

協
議

離
婚

で
定

め
る

べ
き

「
子

の
監

護
に

つ
い

て
必

要
な

事
項

」
と

し
て

、
親

子
の

面
会

交
流

が
 

 
 

 
 

 
明

示
さ

れ
た

。
 

 
○

 
面

会
交

流
が

子
の

健
や

か
な

育
ち

を
確

保
す

る
上

で
有

意
義

で
あ

る
こ

と
、

養
育

費
を

支
払

う
意

欲
に

つ
な

が
る

も
の

で
あ

る
こ

と
な

ど
か

ら
、

母
子

 
 

 
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
事

業
に

お
い

て
、

継
続

的
な

面
会

交
流

の
支

援
を

行
う

。
 

 
○

 
具

体
的

に
は

、
面

会
交

流
の

取
り

決
め

が
あ

り
父

母
間

で
合

意
が

あ
る

児
童

扶
養

手
当

受
給

者
相

当
（

非
監

護
親

等
）

を
対

象
に

、
面

会
交

流
の

支
援

 
 

 
 

 
を

行
う

た
め

の
活

動
費

の
補

助
を

行
う

。
 

 
※

母
子

家
庭

等
対

策
総

合
支

援
事

業
「

母
子

家
庭

等
就

業
・

自
立

支
援

セ
ン

タ
ー

事
業

」
の

中
の

メ
ニ

ュ
ー

と
し

て
実

施
 

 【
沿

革
】

平
成

２
４

年
度

創
設

 
【

実
施

主
体

】
都

道
府

県
・

指
定

都
市

・
中

核
市

 
【

補
助

率
】

国
１

／
２

、
都

道
府

県
等

１
／

２
 

【
２

５
年

度
予

算
（

案
）

】
母

子
家

庭
等

対
策

総
合

支
援

事
業

（
９

，
７

３
４

百
万

円
）

の
内

数
 

事
業

実
施

主
体

：
 

 
都

道
府

県
・

指
定

都
市

・
中

核
市

 
 

（
母

子
家

庭
等

就
業

・
自

立
支

援
セ

ン
タ

ー
）

 
 

※
母

子
寡

婦
福

祉
団

体
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
法

人
等

に
委

託
可

 

 

（
公

益
社

団
法

人
）

 
家

庭
問

題
情

報
セ

ン
タ

ー
 

等
 

専
門

的
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①　母子福祉資金
【都道府県】 【指定都市、中核市】

計 過年度 現年度 計 過年度 現年度

1 北海道 28.5 4.6 76.5 48 札幌市 24.9 7.3 70.5
2 青森県 51.9 10.0 87.4 49 仙台市 23.2 5.5 76.4
3 岩手県 60.2 17.4 88.9 50 さいたま市 50.1 7.7 87.9
4 宮城県 45.7 10.7 80.8 51 千葉市 42.2 4.6 79.5
5 秋田県 54.3 7.8 87.7 52 横浜市 25.4 4.4 74.7
6 山形県 47.4 12.6 85.0 53 川崎市 21.9 4.7 70.7
7 福島県 51.1 16.6 82.9 54 相模原市 25.3 5.6 67.2
8 茨城県 48.7 13.0 90.7 55 新潟市 37.3 9.2 76.7
9 栃木県 40.1 12.3 78.5 56 静岡市 41.0 3.0 82.8

10 群馬県 45.5 8.8 87.4 57 浜松市 63.4 14.7 90.3
11 埼玉県 54.2 9.2 87.3 58 名古屋市 46.6 13.9 85.9
12 千葉県 45.9 9.0 85.8 59 京都市 21.2 4.6 70.2
13 東京都 26.4 9.1 66.8 60 大阪市 28.8 11.4 75.2
14 神奈川県 22.7 4.7 71.1 61 堺市 38.3 9.4 79.9
15 新潟県 50.9 7.4 91.4 62 神戸市 31.1 7.7 84.7
16 富山県 42.7 9.5 87.7 63 岡山市 31.2 5.4 78.4
17 石川県 52.8 6.1 89.2 64 広島市 43.3 6.5 85.8
18 福井県 41.1 3.0 88.0 65 北九州市 41.8 8.9 87.2

19 山梨県 33.6 8.2 81.9 66 福岡市 18.0 3.9 79.6

20 長野県 51.6 8.2 86.6 28.9 6.2 78.8

21 岐阜県 63.9 13.9 89.7 67 旭川市 23.9 5.8 68.8
22 静岡県 51.9 6.9 90.4 68 函館市 18.8 5.9 71.4
23 愛知県 56.5 8.2 90.3 69 青森市 65.6 14.5 90.1
24 三重県 35.2 7.2 82.4 70 盛岡市 37.7 11.4 73.4
25 滋賀県 68.1 9.6 93.2 71 秋田市 47.4 9.9 85.5
26 京都府 51.4 9.6 89.6 72 郡山市 35.9 9.6 83.6
27 大阪府 42.1 10.1 88.9 73 いわき市 47.6 17.1 79.2
28 兵庫県 58.7 15.4 92.2 74 宇都宮市 37.3 8.3 81.5
29 奈良県 37.4 9.9 79.3 75 前橋市 47.7 14.3 86.7
30 和歌山県 72.1 11.8 96.9 76 高崎市 51.5 16.9 91.9
31 鳥取県 58.2 18.6 89.5 77 川越市 80.6 12.7 96.1
32 島根県 41.5 7.8 83.8 78 船橋市 48.4 11.3 82.8
33 岡山県 45.4 10.0 86.2 79 柏市 47.4 5.5 87.6
34 広島県 57.5 12.2 91.3 80 横須賀市 24.8 7.1 68.0
35 山口県 32.3 6.5 84.1 81 富山市 58.4 19.6 96.9
36 徳島県 40.2 6.7 85.0 82 金沢市 44.8 6.3 89.9
37 香川県 64.8 18.1 92.0 83 長野市 36.5 8.1 82.8
38 愛媛県 45.2 4.2 86.4 84 岐阜市 43.3 4.6 86.7
39 高知県 66.8 17.5 94.0 85 豊橋市 66.1 16.2 91.1
40 福岡県 40.9 12.8 85.9 86 豊田市 55.0 20.3 91.9
41 佐賀県 36.7 10.9 83.0 87 岡崎市 56.9 9.2 89.2
42 長崎県 44.3 12.6 85.8 88 大津市 78.7 14.1 91.4
43 熊本県 63.1 14.0 89.1 89 高槻市 31.0 3.9 87.0
44 大分県 41.9 10.3 82.5 90 東大阪市 32.2 3.3 80.1
45 宮崎県 47.0 14.3 87.0 91 姫路市 47.4 6.3 88.9
46 鹿児島県 43.0 12.1 87.4 92 西宮市 36.8 5.0 84.8

47 沖縄県 36.1 11.7 81.4 93 尼崎市 37.0 9.6 87.1

37.2 8.9 80.7 94 奈良市 30.9 8.2 75.0

95 和歌山市 48.6 11.3 82.7
96 倉敷市 52.2 13.4 84.8
97 福山市 42.1 9.6 90.1
98 下関市 38.1 9.6 88.3
99 高松市 40.7 8.7 88.5

100 松山市 50.6 17.0 83.3
101 高知市 51.8 8.1 90.1
102 久留米市 41.9 11.2 80.5
103 長崎市 46.9 15.2 81.6
104 熊本市 40.7 9.8 80.2
105 大分市 37.6 9.5 82.2
106 宮崎市 26.0 7.3 83.5

107 鹿児島市 15.3 3.9 69.6

36.0 8.2 81.9

34.5 7.9 80.4

都道府県計

中核市計

合計

平成23年度母子寡婦福祉貸付金償還率について

区分
平成23年度(%)

区分
平成23年度(%)

指定都市計
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②　寡婦福祉資金
【都道府県】 【指定都市、中核市】

計 過年度 現年度 計 過年度 現年度

1 北海道 36.0 4.2 82.6 48 札幌市 27.7 5.9 72.4
2 青森県 41.1 4.6 91.6 49 仙台市 22.8 10.5 75.7
3 岩手県 60.9 23.4 85.6 50 さいたま市 75.6 14.7 94.4
4 宮城県 54.8 10.3 87.9 51 千葉市 49.2 1.5 87.7
5 秋田県 45.5 12.3 82.6 52 横浜市 25.9 5.5 81.5
6 山形県 60.6 21.1 91.4 53 川崎市 18.1 2.8 74.1
7 福島県 50.3 19.2 80.1 54 相模原市 28.5 3.6 92.8
8 茨城県 56.2 26.9 94.8 55 新潟市 53.1 13.2 87.8
9 栃木県 29.2 7.4 76.4 56 静岡市 39.1 3.2 81.0

10 群馬県 38.5 7.3 91.0 57 浜松市 61.9 9.4 89.5
11 埼玉県 56.0 9.8 89.5 58 名古屋市 58.6 16.6 93.5
12 千葉県 51.8 10.2 90.3 59 京都市 22.7 4.3 82.4
13 東京都 - - - 60 大阪市 29.9 7.6 81.9
14 神奈川県 22.6 3.6 76.1 61 堺市 45.4 13.4 85.3
15 新潟県 31.2 2.8 93.6 62 神戸市 20.1 4.9 84.3
16 富山県 27.7 4.7 89.7 63 岡山市 14.2 2.6 89.8
17 石川県 37.5 8.8 75.3 64 広島市 41.3 5.9 86.3
18 福井県 36.7 12.2 98.3 65 北九州市 47.3 7.3 87.4

19 山梨県 20.7 3.4 86.2 66 福岡市 19.4 1.6 85.2

20 長野県 43.9 7.1 84.8 33.0 6.1 85.2

21 岐阜県 50.0 3.9 89.2 67 旭川市 34.8 7.2 71.7
22 静岡県 49.6 8.4 91.8 68 函館市 20.9 6.9 76.6
23 愛知県 75.6 10.5 96.6 69 青森市 87.6 30.8 95.9
24 三重県 39.9 11.0 87.4 70 盛岡市 33.1 19.7 63.7
25 滋賀県 69.6 6.8 96.4 71 秋田市 73.5 13.0 96.0
26 京都府 32.1 7.7 89.5 72 郡山市 27.4 4.6 100.0
27 大阪府 52.5 8.4 92.6 73 いわき市 40.1 8.6 78.1
28 兵庫県 41.0 12.2 95.0 74 宇都宮市 30.7 4.9 96.6
29 奈良県 25.0 2.2 93.9 75 前橋市 45.0 16.6 93.7
30 和歌山県 56.1 22.5 93.4 76 高崎市 66.5 53.1 83.1
31 鳥取県 45.9 12.5 92.9 77 川越市 71.2 35.4 94.5
32 島根県 35.9 5.0 86.8 78 船橋市 45.0 13.3 79.9
33 岡山県 15.3 2.1 71.9 79 柏市 30.3 0.0 96.1
34 広島県 39.7 6.2 98.4 80 横須賀市 20.3 4.2 67.6
35 山口県 22.2 3.9 86.2 81 富山市 24.6 7.7 100.0
36 徳島県 26.7 5.1 88.4 82 金沢市 31.0 5.3 89.4
37 香川県 51.8 31.4 85.9 83 長野市 29.2 1.0 91.4
38 愛媛県 25.4 3.1 82.9 84 岐阜市 30.7 15.5 81.5
39 高知県 55.6 20.2 80.8 85 豊橋市 100.0 - 100.0
40 福岡県 39.2 8.8 91.9 86 豊田市 100.0 100.0 100.0
41 佐賀県 42.2 14.5 89.8 87 岡崎市 96.7 - 96.7
42 長崎県 17.2 5.4 93.2 88 大津市 35.9 2.8 100.0
43 熊本県 73.2 4.8 98.9 89 高槻市 32.6 0.9 90.6
44 大分県 26.5 17.5 60.8 90 東大阪市 43.1 3.3 89.1
45 宮崎県 42.3 7.8 92.8 91 姫路市 63.6 4.7 96.9
46 鹿児島県 34.0 9.7 91.6 92 西宮市 15.7 1.9 65.2

47 沖縄県 40.6 10.6 89.3 93 尼崎市 86.2 17.1 100.0

38.4 7.8 87.9 94 奈良市 33.9 12.7 71.1

95 和歌山市 52.7 4.3 92.4
96 倉敷市 27.0 8.6 82.8
97 福山市 36.8 4.9 97.4
98 下関市 16.0 0.8 81.6
99 高松市 20.2 5.4 94.1

100 松山市 30.9 7.2 85.7
101 高知市 43.7 7.1 84.4
102 久留米市 56.2 14.9 90.7
103 長崎市 35.8 8.9 86.6
104 熊本市 44.8 6.5 93.1
105 大分市 28.6 19.7 75.4
106 宮崎市 11.6 2.6 79.7

107 鹿児島市 13.1 2.7 77.0

32.2 6.8 85.8

35.5 7.0 86.7

都道府県計

中核市計

合計

平成23年度母子寡婦福祉貸付金償還率について

区分
平成23年度(%)

区分
平成23年度(%)

指定都市計
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検討の趣旨

婦人保護事業は、昭和３１年に制定された売春防止法に基づく事業であるが、

その後の時代の変化に合わせて、家庭関係の破綻、生活の困窮等生活を営む上

で困難な問題を有する女性などに事業対象を拡大し、また、平成１３年からは、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「ＤＶ防止法」

という。）に基づく被害者保護の役割が定められるなど、現に支援や保護を必

要とする女性の支援に大きな役割を果たしてきた。

しかしながら、根拠法である売春防止法の規定については、制定以来、基本

的な見直しは行われておらず、法律が実態にそぐわなくなっているのではない

か、また、「婦人」、「保護更生」、「収容保護」といった用語を見直すべきでは

ないかとの問題提起がなされている。

これを踏まえ、厚生労働省の研究事業の一環として、「婦人保護事業等の課

題に関する検討会」を設け、婦人保護事業等の課題について検討を行ったもの

である。

本稿の位置づけについて

上記のように婦人保護事業は、現に支援や保護を必要としている多くの女性

への支援・保護に関し、売春防止法の枠組みを超えて、大きな役割を果たして

おり、支援を行っている現場からは、実態に即した新たな枠組みに見直すこと

が望まれている。

本稿は、現在の売春防止法を根拠とする婦人保護事業を見直すことを想定し

て行ったこれまでの議論の整理を行ったものである。具体的には、本検討会に

おいて課題とされた事項についてどのように対応すべきかを［検討案］として

示し、実現に向けて更に検討が必要な点を[検討案の論点]として示している。

今後、婦人保護事業の改善や見直しの検討に当たっては、本検討会における

これまでの議論が十分に踏まえられることが期待されるものである。
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課題１．用語の見直しについて

［テーマ］

婦人保護事業で使用されている用語の多くは売春防止法を根拠としている

が、その用語を見直す必要があるとの指摘を踏まえ、見直しを行うべきでは

ないか。

［現状と課題］

婦人保護事業の根拠法である売春防止法は、昭和３１年５月の制定以来、

基本的な見直しはこれまで行われてこなかった。そのため、使用されている

用語も当時のままであり、この間の社会の変化等に対応できていない。その

結果、現在行われている事業の実態と、それを表現する用語がかけ離れてし

まっており、また、用語によっては、現在においては差別的ともとれる表現

が使われているとの指摘がある。このため、少なくとも、売春防止法第４章

において使用されている用語については、実態に即した適切な用語に改める

ことを検討する必要がある。

・「婦人」、「収容」、「婦人相談所」、「婦人相談員」、「婦人保護施設」、「保

護更生」、「収容保護」、「指導」など （「要保護女子」については別項）

［検討案］

例えば、以下のように改めることを検討してはどうか。

「婦人」 → 「女性」

「収容」 → 「入所」

「婦人相談所」 → 「女性相談所」

「婦人相談員」 → 「女性相談員」あるいは「女性支援員」あるいは「女

性支援専門員」

「婦人保護施設」→ 「女性保護施設」あるいは「女性支援施設」

「保護更生」 → 「保護及び自立支援」

「収容保護」 → 「保護する」

「指導」 → 「支援」「援助」「指導」など

［検討案の論点］

法律改正を行う場合には、売春防止法の他章の部分との関係、他法令での

用語法との整合性等の法制面の課題について検討する必要がある。

また、婦人相談所等の名称変更は、象徴的な意義は大きいものの、本来の
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法的な効果（権利義務の形成等）の違いは基本的にはないことに留意する必

要がある。

課題２．婦人保護事業の対象となる女性の範囲について

［テーマ］

婦人保護事業の対象となる女性の規定に関し、表現や対象範囲について検

討するべきではないか。

［現状と課題］

婦人保護事業の対象となる女性の範囲については、売春防止法第３４条第

２項において、「性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子（以

下「要保護女子」という。）」と定められている。

また、ＤＶ防止法において婦人保護事業の対象とされる「被害者」につい

ては、同法第２条第２項において「配偶者からの暴力を受けた者」と定めら

れている。

詳細については、「「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律」の施行に対応した婦人保護事業の実施について」（平成１４年３月２

９日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）において、次のように規定さ

れている。

ア 売春経歴を有する者で、現に保護、援助を必要とする状態にあると認

められる者

イ 売春経歴は有しないが、その者の生活歴、性向又は生活環境等から判

断して現に売春を行うおそれがあると認められる者

ウ 配偶者（事実婚を含む。）からの暴力を受けた者（配偶者からの暴力

を受けた後婚姻を解消した者であって、当該配偶者であった者から引き

続き生命又は身体に危害を受けるおそれがあるものを含み、身体的暴力

を受けた者に限らず、心身に有害な影響を及ぼす言動を受けた者を含む

。）

エ 家庭関係の破綻、生活の困窮等正常な生活を営む上で困難な問題を有

しており、かつ、その問題を解決すべき機関が他にないために、現に保

護、援助を必要とする状態にあると認められる者

＊ 恋人からの暴力被害女性等ウに該当しない者についても、エの運用に

おいて対応
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加えて、人身取引行動計画２００９（平成２１年１２月犯罪対策閣僚会議）

において婦人相談所による被害者女性の保護が規定されていることから、人

身取引被害者も対象となっている。

上記のように、婦人保護事業の対象者は、売春防止法に規定された要保護

女子であったが、ＤＶ防止法では、同法に規定された被害者も婦人保護事業

による保護等を受けることができることとされているほか、通知により、運

用上、対象者を拡大してきている。

このような状況を踏まえて、婦人保護事業の対象者に係る規定を見直すべ

きではないかとの指摘がある。

［検討案］

婦人保護事業の対象者の規定を実態を踏まえて見直し、包括的な定義及び

具体的な定義を設けることとし、包括的な定義として以下のような趣旨の定

義を置くことを検討してはどうか。

「家族関係の破綻、生活困窮、売春等性暴力被害その他生活を営む上で困

難な問題を有しており、現に保護及び支援を必要とする女性」

具体的な定義として以下のような趣旨の定義を置くことを検討してはどう

か。

① 配偶者（事実婚を含む。）からの暴力を受けた者

（配偶者からの暴力を受けた後婚姻を解消した者であって、当該配偶者で

あった者から引き続き生命又は身体に危害を受けるおそれがあるものを

含む。また、身体的暴力を受けた者に限らず心身に有害な影響を及ぼす

言動を受けた者を含む。）

② 配偶者以外の親族、交際相手からの暴力を受けた者

③ 売春の経験(又は売春を強要された経験)を有する者で、現に保護、支援

を必要とする状態にあると認められる者

④ 人身取引被害者

⑤ 家族関係の破綻、生活困窮、性暴力被害その他生活を営む上で困難な問

題を有しており、かつ、その問題を解決すべき機関が他にないために、現

に保護、支援を必要とする状態にあると認められる者

（注１）「売春」については、今日では売春そのものを主訴として保護され

る女性は確かに減少しているが、保護された女性に売春の経験の有無を

尋ねると有りとの回答も一定程度あり、主訴ではないものの売春が保護

に至る大きな要因となっているとの指摘もある。また、売買春が昔とは

形を変えて存在しているとの指摘も踏まえ、「売春」という語を残すこ
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とが適当ではないか。ただし、「売春」という言葉自体を見直す必要が

あるとの意見もある。

（注２）売春の経験のある女性と、その他の対象とする女性との並び順につ

いては、婦人相談所の来所相談の主訴として最も割合が高い配偶者から

の暴力被害を受けた女性を最初に規定し、関連して親族や交際相手から

の暴力を受けた女性を二番目に規定し、三番目に売春の経験を有する者、

四番目に人身取引被害者とするのが適当ではないか。

現行の通知のエに該当するような、具体的な要因には触れず、状況と

して保護や支援を必要としている女性を最初に規定した場合には、二番

目以降に規定するＤＶ被害者等の女性をすべて含むこととなるので、こ

の事項は最後に規定することが適当ではないか。

（注３）性暴力被害者については、単独で項目立てすべきとの意見もある。

ただし、特に急性期における医療的ケアなど婦人保護事業の領域だけで

完結できない部分も多いことから、性暴力被害者について単独で項目立

てせず⑤のとおり併記した。

（注４）「その問題を解決すべき機関が他にない」とすると、他の機関につ

なぐことが最優先とされてしまうおそれもあり、婦人保護事業内での対

応も含めて、女性の視点に立ったその者にとって最も適切な支援に努め

るべきとの指摘も踏まえ、規定の仕方について更に検討してはどうか。

［検討案の論点］

法律上の事業の対象者の規定を改正し、拡大する場合には、定義の文言や、

示す範囲等の法制上の課題、他施策（生活困窮者支援、性暴力被害者支援等）

との関係をどう整理するか、国と地方との役割分担や財政負担等をどう考え

るかなど、多岐にわたる課題について更に検討する必要がある。

課題３．婦人保護事業における施設等に関する役割や機能について

［テーマ］

婦人保護施設、母子生活支援施設及び民間シェルターについて、婦人保護

事業におけるそれぞれの役割や機能について見直すべきではないか。

［現状と課題］

（１）婦人保護施設
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平成２２年度における婦人保護施設の定員に占める年間平均入所者の割合

（利用率）は、全国平均で３３．４％であり、１０年前より１０％以上減少

している。月によっては誰も入所していないという施設もある。

一方、婦人相談所の一時保護件数はＤＶ防止法の施行（平成１３年）後に

増加後、近年は横ばいの状態にある。このことから婦人保護事業による支援

を必要としている者自体の数は減ってはいないと考えられる。

他方で、婦人保護施設の入所者が減少している要因としては、相部屋であ

ること、老朽化していることなどが入所者のニーズに対応していないことな

どが考えられる。中には、婦人相談所が必要以上に入所者を限定していると

ころもあるのではとの指摘がある一方、入所者本人の意向や集団生活への適

応力等を考慮して婦人相談所の判断により入所に至らないケースもあるとの

指摘もある。

また、現在、婦人保護施設は全国に４９か所設置されているが、８県では

設置されていない（休止中を含む）。さらに、設置されている県でも、婦人

相談所又は婦人相談所の一時保護所と併設している施設が２８施設あり、そ

うした婦人保護施設では、緊急避難的に一時保護を行うという一時保護所と

しての機能を優先せざるを得ないために、生活支援を受けながら長期入所が

可能であるという本来の機能が十分発揮しづらい状況にあるとの指摘もあ

る。

したがって、婦人保護施設の役割を明確にし、支援を必要とする女性のニ

ーズに応えられるようにする必要がある。

また、業務内容については、売春防止法において「（要保護女子）を収容

保護するための施設」とのみ規定されており、女性に同伴する児童について

はＤＶ防止法と異なり、規定がない。

（２）母子生活支援施設

現行の売春防止法では、施設に関しては、婦人保護施設についてのみ規定

されているが、母子生活支援施設においては、施設や自治体によって支援の

内容に差はあるものの、ＤＶ被害を受けた母子世帯の受け入れを行っており、

入所者全体に占めるＤＶ被害者の割合は約６割となっている。また、婦人相

談所の一時保護の委託先として１０６か所の母子生活支援施設が活用されて

おり、ＤＶ被害者のシェルターとしても大きな役割を担っている。

（３）民間シェルター

現行法の下では、主にＤＶ被害者等の一時保護の委託先として、あらかじ
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め婦人相談所と民間シェルターが委託契約を結び、利用が必要な時に婦人相

談所からの一時保護委託を受けている。他方で、民間シェルター自体の機能

として、婦人相談所からの一時保護委託によらない利用や自立支援、退所後

の支援、電話相談等の機能を有している。

［検討案］

婦人保護事業の各施設等の役割や機能については、婦人相談所等も含めて、

総体的・全体的に見ていくことが重要であり、相談から自立までの流れに即

してそれぞれの施設等が果たすべき役割、対象となる女性の範囲や、保護や

支援の具体的内容について、広域的な利用が必要な場合も含めて整理する必

要がある。

その中で、婦人保護施設の業務内容については、入所した女性（女性がそ

の家族を同伴する場合にあっては、女性及びその同伴する家族）を保護する

とともに、その生活等を支援することにより自立を促進し、併せて退所した

者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設として新たに機能

を明確化することを検討してはどうか。

次に、母子生活支援施設については、婦人保護施設が果たすべき役割を全

国的に確保するため、ＤＶ被害者を受け入れている母子生活支援施設のうち、

単身女性の受け入れ等が可能な施設について、婦人保護施設としても位置づ

けるなど、母と子どもそれぞれを支援する児童福祉施設の機能に加えて、婦

人保護施設としての機能を担うことを検討してはどうか。

母子生活支援施設の施設間、自治体間の差については、別途「社会的養護

の課題と将来像」に沿って全ての母子生活支援施設の支援機能を高めていく

とともに、広域利用を促進することが必要ではないか。

また、民間シェルターについては、婦人保護事業の新たな担い手として位

置づけることを検討してはどうか。例えば、一定程度の要件を満たす者が行

う保護及び支援について、第二種社会福祉事業に位置づけて都道府県や市が

援助の委託を行う仕組みとすることを検討してはどうか。

［検討案の論点］

婦人保護施設の目指すべき施設運営の在り方について、通知により指針を
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示す場合には、施設運営の実態について把握し、着実に検討を進める必要が

ある。

法律の規定上、婦人保護施設の役割を明確にする場合には、変更する点を

明らかにした上で、他施策との関係、財政上の措置のあり方などについて調

整・検討する必要がある。

また、母子生活支援施設に法律上婦人保護施設の役割を担わせるには、現

在それぞれの施設の目的・役割、設置主体、措置・入所の決定主体、措置費

の支弁単価（特に事業費）等が異なっているが、これをどう考えるか検討す

る必要がある。

民間シェルターを予算事業として実施する場合には、事業の委託主体、実

施主体（社会福祉法人、NPO法人等）、実施基準（施設、設備、職員配置等

の基準）等の事業の詳細について検討する必要がある。

民間シェルターを法律に位置づける場合には、上記に加え、婦人相談所（一

時保護を含む）、婦人保護施設との役割分担、自治体の役割分担等について

検討する必要がある。

課題４．婦人相談員の在り方について

［テーマ］

婦人相談員の在り方全般について、現行制度の問題点等を踏まえ見直すべ

きではないか。

［現状と課題］

売春防止法では、「婦人相談員は、非常勤とする。」とされている。この

ため、自治体によっては、継続して任用されてきた非常勤職員が、任期満了

後に任期の更新がされないという取扱い（いわゆる「雇止め」）がなされて

いることから、経験が蓄積されず、専門性が確保できないのではないかとの

指摘がある。

他方、常勤の場合には、他部門への人事異動があり、必ずしも専門性の確

保にはつながらないのではないかとの指摘もある。

また、売春防止法上、婦人相談員の業務内容は、「（要保護女子）につき、

その発見に努め、相談に応じ、必要な指導を行い、及びこれらに附随する業
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務を行うものとする。」とされているが、委嘱の要件は、「社会的信望があ

り、かつ、職務を行うに必要な熱意と見識を持っている者」とのみ規定され

ており、具体的な専門的な能力については要件としていない。このため、業

務内容を踏まえ、婦人相談員の専門性を確保するための方策を検討する必要

があるのではないか。

［検討案］

専門性の向上に関しては、経験年数の少ない相談員でも一定の専門性を発

揮できるよう相談業務に関する指針の策定や研修の充実などの対応を検討し

てはどうか。

非常勤職員のいわゆる「雇止め」については、制度的には今でも再度同一

の職務に任用することが排除されているわけではないので、専門性確保の観

点から現場での運用改善について働きかけ等ができないか検討してはどう

か。

また、すでに実態として常勤職員が２割程度存在していることや、常勤職

員に相当する業務量を担っている場合もあることから、相当の知識経験を有

する者については常勤とすることもできる旨の規定を加えることを検討して

はどうか。その際、常勤職員が専門職として常に相談業務に従事できるよう

にするための方策について検討してはどうか。

任用要件として一定の資格、能力、経験等を求めることや、女性相談業務

に関わる専門職を設けることについては、上記の見直しの影響や、他の制度

等を踏まえて検討してはどうか。

人口規模に応じた配置基準の設定についても、同様に検討してはどうか。

［検討案の論点］

婦人相談員について、相談業務の指針の策定、研修内容の充実などの運用

面での見直しについては、着実に検討を進める必要がある。

非常勤職員を継続して任用できるよう、運用上の改善を求めることについ

ては、自治体関係者の理解を得る必要がある。

法律を改正し、婦人相談員の業務内容、役割を見直す場合や、常勤を認め

ることとする場合には、地方公務員法等との関係など法制面や、財政上の措
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置の在り方など財政面等について検討する必要がある。

任用要件については、現在兼務している他職種（母子自立支援員等）との

関係について、資格制度については、資格制度の内容（求める資質・能力、

養成システム、試験、実施・管理体制など）について、検討する必要がある。

また、人口規模に応じた配置基準については、実態を把握した上で、業務

の内容、業務の必要量について、検討する必要がある。

これら任用要件、資格制度、配置基準を法令などで新たに規定する場合に

は、上記に加え、規制改革や地域主権改革などとの整合性や財政面等につい

て更に検討する必要がある。

課題５．婦人相談所の役割について

［テーマ］

婦人相談所の役割について見直すべきではないか。

［現状と課題］

婦人保護事業の中核をなす婦人相談所の果たす役割は非常に大きなもので

あること、また、新たな枠組を考える場合においてもその重要性は増すこと

になることから、相談業務や一時保護業務の質の向上を図っていくことが必

要である。他方で、婦人相談所の相談業務や一時保護業務の内容について具

体的な指針等が存在していない。

［検討案］

婦人相談所の相談業務や一時保護業務の質を向上させるためには、婦人相

談所の役割や業務内容を明確化することが必要であり、業務標準化及び専門

性の確保のためのガイドライン等の策定や職員研修の充実について検討して

はどうか。

［検討案の論点］

婦人相談所の役割について、通知により運用上明確にする場合には、現場

での実行可能性を考慮しつつ、着実に検討を進める必要がある。
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課題６．都道府県と市の役割分担の見直し

［テーマ］

婦人保護事業における市の役割を見直すべきではないか。

［現状と課題］

都道府県については、売春防止法上、婦人相談所を設置し、行うべき業務が

明記されている。しかしながら、市については、①ＤＶ防止法に基づく配偶者

暴力相談支援センターの設置についても努力規定であり、②婦人相談員を委嘱

することは任意であり、市の役割については法律上の位置づけが明確ではない。

一方、大都市を抱える都道府県などの一部の都道府県では、夜間や緊急時を

除いて基本的に管内の市が一次的な窓口対応をすべて担っており、一時保護等

婦人相談所の機能が必要な場合のみ、都道府県が直接対応しているところもあ

る。

［検討案］

婦人保護事業における都道府県と市の役割については、現在婦人相談所が

担っている役割を踏まえ、関係者の意見を聴取して検討してはどうか。

［検討案の論点］

都道府県と市との役割を変更する場合には、法律改正を必要とする。都道

府県又は市の行う業務の範囲、財政上の措置のあり方、地域主権改革との関

係等について検討する必要がある。

課題７．根拠法の見直し

［テーマ］

婦人保護事業の根拠法である売春防止法を改正し、新たな法制度を創設す

べきではないか。

［現状と課題］

婦人保護事業の根拠法は、売春防止法の第４章（第３０条から第４０条ま

で）であるが、制定以来基本的な見直しは行われておらず、法律が実態にそ

ぐわなくなっているとの指摘があり、検討する必要がある。
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［検討案］

現在の売春防止法から第４章（第３０条から第４０条まで）を根拠とする

婦人保護事業について、新たな法制の検討をしてはどうか。

なお、女性に特化した新たな法制の検討に当たっては、広く国民の理解を

得ることが必要であり、様々な意見が想定されるが、女性であるがために支

援を必要としている女性が現に数多く存在しているという現実を踏まえ、こ

れに対応する必要があるのではないか。

［検討案の論点］

法律改正により新たな根拠法を設けるとすれば、これまでの事業を一旦廃

止し、新たな事業として位置づけ直すことが必要であり、その場合には、事

業の目的、内容、財政措置等について抜本的に見直すこととなる。このため、

法改正を行う場合の影響について法制面、財政面、国と地方の役割の面など

から十分に検討する必要がある。

また、事業を維持したまま単に根拠法のみを移すという考え方もありうる

が、その場合、象徴的な意義はともかく法制的には、権利義務の形成等の効

果が乏しいことから立法の必要性等が十分に説明できるかどうか更に検討が

必要である。

さらに、現行の売春防止法の第４章を削除した場合、同法の目的規定等そ

の他の章にも影響は及ぶため、同法の体系やあり方について検討が必要とな

る。

今後の対応について

本検討会におけるこれまでの検討の結果は、以上に示したとおりである。

課題ごとの部分でも示したとおり、課題によっては、運用上の改善に比較的

早期にとりかかれるものから、婦人保護事業を超えた検討の上で法律改正が

必要となるものまで、様々である。

具体的には、①婦人保護事業に関する指針の策定等の運用上の改善で対応

の可能性があるものについては、実態把握を進めつつ、婦人保護事業の関係

者の間での合意を形成しながら、実施に向け可能なものから着実に検討を進

める必要がある。
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また、②婦人保護事業の改善のために法律上の対応が必要なものについて

は、その実現に向けて、他制度との整合性等の法制面、財政上の措置のあり

方等の課題について、厚生労働省を始め関係府省、自治体（地方六団体）等

が調整しながら、検討を進める必要がある。

さらに、③婦人保護事業の枠を超えて法律上の対応が必要なもの（売春防

止法の法体系や、女性に対する暴力の被害者支援のあり方に関するものなど。

主に課題１、２、７）については、広く国民の理解を得る必要がある。また、

政府において議論する場合には、厚生労働省の所管を超えた検討を要するこ

とから、男女共同参画会議などでの議論の必要性にも留意する必要がある。

特に、売春防止法の他の部分との関係や、暴力被害者支援との関係について

調整が重要となる。

これらの実現は、いずれも容易なものではないが、婦人保護事業が時代の

要請に適った役割を果たすために重要な論点であり、本検討会としては、今

後、政府において積極的な検討を進め、実現に向けた取組が着実に前進する

ことを期待するものである。
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婦人保護事業等の課題に関する検討会 委員名簿

（○は座長）

新井 篤 群馬県女性相談所所長

大塩 孝江 全国母子生活支援施設協議会会長

○戒能 民江 お茶の水女子大学名誉教授

栗原 博 東京都福祉保健局少子社会対策部育成支援課長

近藤 恵子 ＮＰＯ法人全国女性シェルターネット共同代表

竹内 景子 婦人相談所長全国連絡会議会長

竹下 和子 全国婦人相談員連絡協議会会長
（黒田 佳子） （前 〃 ）

堀 千鶴子 城西国際大学福祉総合学部准教授

湯澤 直美 立教大学コミュニティ福祉学部教授

横田千代子 全国婦人保護施設等連絡協議会会長

吉村マサ子 全国母子寡婦福祉団体協議会会長

（五十音順・敬称略）
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婦人保護事業等の課題に関する検討会 検討経過

第1回 平成２４年6月26日

○議 題

・厚生労働科学研究報告(戒能委員・湯澤委員・堀委員)

・全国婦人保護施設等連絡協議会(横田委員)よりプレゼンテーション

・婦人保護事業の対象者の定義・範囲 など

第2回 平成２４年7月19日

○議 題

・NPO法人全国シェルターネット(近藤委員)よりプレゼンテーション

・全国母子生活支援施設協議会(大塩委員)よりプレゼンテーション

・婦人保護事業における施設等の役割 など （及び前回の続き）

第3回 平成２４年8月23日

○議 題

・婦人相談所長全国連絡会議(竹内委員)よりプレゼンテーション

・全国婦人相談員連絡協議会(黒田委員)よりプレゼンテーション

・婦人相談員の役割

・都道府県(婦人相談所)・市町村の役割 など （及び前回までの続き）

第４回 平成２４年１０月９日

○議 題

・これまでの議論の整理

第５回 平成２４年１２月１１日

○議 題

・これまでの議論の整理
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平成２３年度 婦人保護事業実施状況報告の概要

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課

婦人保護事業実施状況報告は、全国の婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設の

状況を、各都道府県の婦人保護事業担当部局に調査し、雇用均等・児童家庭局家庭

福祉課が行政資料として把握したものである。

（以下は、平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日の状況である。）

１ 婦人相談所の業務

婦人相談所は、売春防止法第３４条に基づき、各都道府県に設置されており、要保護女

子に関する各般の問題について相談を行い、必要な調査や医学的、心理学的、職能的判定と

これらに附随した指導を行い、一時保護を行うことを主たる業務としている。

また、平成１４年４月からは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律(以

下「ＤＶ法」という。）第３条により配偶者暴力相談支援センターとしての役割を果たすこ

ととなった。

さらに、平成１６年１２月からは、人身取引対策行動計画に基づき、人身取引被害者への

支援を行っている。

（１）相談別状況
婦人相談所において受け付けた相談実人員は、来所相談、電話相談等を合わせて

１３９，２５０人（暴力被害男性を含む）であった。

来 所 に よ る 相 談 電 話 相 談
総 数 巡回相談、出 そ の 他

種別 電話・巡回相 外国人から 張相談による (メール等）
談等の来所指 の相談 相談 夜間相談
示による

(100%) (11.0%) (0.4%) (87.8%) (0.8%)
実 人 員 139,250 15,371 4,370 680 522 122,274 21,738 1,083

(100%) (29.4%) (0.5%) (67.4%) (2.7%)
延 人 員 226,445 66,594 14,063 3,068 1,240 152,559 29,339 6,052

（２）来所による相談実人員の主訴別内訳

(1)の来所による相談のうち、夫等からの暴力を主訴とする実人員は８，９４３人であり、

実人員総数の５８．３％にあたる。

夫等から 離婚問題 帰住先なし 親族間 子ども 交際相手 人身取引
総数 の暴力 家庭不和 住居問題 の問題 の問題 の問題 医療関係 経済関係 売春強要 その他

など

(100%) (58.3%) (10.2%) (6.6％) (4.6%) (3.6%) (2.1%) (3.5%) (2.0%) (0.5%) (8.5%)
15,328 8,943 1,558 1,019 705 546 323 542 313 83 1,296

※暴力被害男性（４３）は含まない。

oacgl
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（３）一時保護の状況

一時保護は、売春防止法に基づき、要保護女子の婦人保護施設への収容保護又は関係諸機

関への移送等の措置が採られるまでの間行うほか、短期間の更生指導を必要とする場合等に

行われる。

またＤＶ法により、配偶者からの暴力被害者及びその同伴する家族の一時保護を行うこと

とされ、母子生活支援施設、民間シェルター等一定の基準を満たす者には一時保護の委託が

可能となっている。

さらに、人身取引対策行動計画に基づき、被害者の一時保護（委託を含む）を行っている。

実 人 員 うち一時保護委託分 延 べ 人 員 うち一時保護委託分

要 保 護 女 子 等 ６，０５９ １，７８５ ８９，６９３ ２５，８１２

同 伴 す る 家 族 ５，１８７ ２，０６３ ８１，７３６ ３０，２１５

（４）在所者の一時保護時の主訴別内訳

夫等から 帰住先なし 親族間 子ども 交際相手 人身取引 離婚問題
総数 の暴力 住居問題 の問題 の問題 の問題 売春強要 医療関係 経済関係 家庭不和 その他

など

(100%) (71.2%) (13.1%) (4.8%) (2.5%) (2.9%) (1.3%) (0.3%) (0.8%) (0.7%) (2.6%)
6,059 4,312 796 292 149 173 78 16 46 40 157

※在所者とは、前年度末在所者と平成２３年度に新規に入所した者で、当該年度中１日でも在所した者をいう。

（５）一時保護後の状況

総 数 自 立 帰 宅 帰 郷 福祉 婦人保 友人宅・ 民間団体 病 院 その他
事務所 護施設 知人宅

(100%) (17.9%) (17.2%) (15.5%) (17.2%) (12.0%) (5.1%) (1.2%) (2.4%) (11.5%)
5,844 1,045 1,008 904 1,004 700 300 71 138 674

２ 婦人相談員の業務

婦人相談員は、売春防止法第３５条に基づき、社会的信望があり、熱意と識見を持って

いる者のうちから、都道府県知事又は市長から委嘱され、要保護女子の発見、相談、指導

等を行うこととされている。

また、ＤＶ法第４条により、配偶者からの暴力被害者の相談、必要な指導を行うことと

されている。

平成２４年４月１日現在、４７都道府県４６３名（うち婦人相談所１８２名）、３１７

市区７５４名、合計１，２１７名の婦人相談員が全国に配置されている。

（１）相談別状況
来 所 に よ る 相 談 電 話 相 談

総 数 巡回相談、出 そ の 他
種別 電話・巡回相 外国人から 張相談による （メール等）

談等の来所指 の相談 相談 夜間相談
示による

(100%) (49.6%) (2.5%) (46.8%) (1.1%)
実 人 員 131,509 65,208 5,455 2,855 3,324 61,538 1,259 1,439

(100%) (56.3%) (3.2%) (39.0%) (1.5%)
延 人 員 301,072 169,420 13,358 9,753 9,739 117,446 2,253 4,467

※婦人相談所以外の福祉事務所等に配置される婦人相談員が受け付けた相談。
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（２）来所による相談実人員の主訴別内訳

(1)の来所による相談のうち、夫等からの暴力を主訴とする実人員は１８，５１０人であ

り、実人員総数の２８．４％にあたる。

夫等から 離婚問題 帰住先なし 子ども 親族間 交際相手 人身取引
総数 の暴力 家庭不和 経済関係 医療関係 住居問題 の問題 の問題 の問題 売春強要 その他

など

(100%) (28.4%) (19.0%) (14.9%) (8.6%) (7.8%) (6.7%) (4.4%) (1.2%) (0.1%) (8.8%)
65,111 18,510 12,354 9,692 5,628 5,083 4,409 2,873 763 52 5,747

※暴力被害男性（９７）は含まない。

３ 婦人保護施設の業務

婦人保護施設は、要保護女子を収容保護する施設で、都道府県、市町村又は社会福祉法

人が設置することができる。（売春防止法第３６条）平成２４年４月１日現在３９都道府

県に４９か所設置されている。

また、ＤＶ法第５条により、配偶者からの暴力被害者の保護を行なうことができること

とされている。

（１）入退所状況

前年度末在所者 当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中
新 規 入 所 者 退 所 者 在 所 者 在 所 延 人 員

要保護女子等 ４３７ ７４２ ７６０ ４１９ １５２，３１２

同伴する家族 ５３ ４３４ ４５５ ３２ １５，１６３

うち同伴児 ５０ ４３１ ４４９ ３２ １５，０４１

（２）在所者の入所時における主訴別内訳

在所者の主訴別入所の内訳をみると、在所者総数のうち、「夫等からの暴力」を主訴とす

る者が４３．６％にのぼり、次いで「帰住先なし・住居問題」を主訴とする者が２４．０％

にのぼる。

夫等から 帰住先なし 親族間 子ども 交際相手 人身取引 離婚問題
総数 の暴力 住居問題 医療関係 の問題 の問題 の問題 売春強要 経済問題 家庭不和 その他

など

(100%) (43.6%) (24.0%) (11.8%) (6.4%) (4.2%) (2.0%) (2.1%) (3.0%) (1.0%) (2.0%)
1,179 514 283 139 75 50 23 25 35 12 23

※在所者とは、前年度末在所者と平成２３年度に新規に入所した者で、当該年度中１日でも在所した者をいう。
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（平成２４年度国庫補助金・負担金交付申請ベース）

休日夜
間電話
相談

DV被害者
保護支援
ネット
ワーク

DV相談担
当職員研
修

外国人専
門通訳者
養成研修

法的対応
機能強化
事業

外国人婦
女子緊急
一時保護
経費

広域措置
経費

心理担当
職員配置

夜間警備
体制

同伴児童
の対応等
を行う職
員配置

退所者自
立生活援
助事業

心理担当
職員配置

夜間警
備体制

同伴児童
の対応等
を行う職
員配置

地域生活
移行支援

1 北海道 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2 青　森 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

3 岩　手 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

4 宮　城 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

5 秋　田 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

6 山　形 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7 福　島 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 茨　城 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

9 栃　木 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

10 群　馬 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

11 埼　玉 ◎ ◎
○

(他の事業で
実施）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

12 千　葉 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

13 東　京 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎×2 ◎×5 ◎×5 ◎×5 ◎×7 ◎×3

14 神奈川 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

15 新　潟 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

16 富　山 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

17 石　川 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

18 福　井 ◎

19 山　梨 ◎ ◎ ◎ ◎

20 長　野 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

21 岐　阜 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

22 静　岡 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

23 愛　知 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎×2

24 三　重 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

25 滋　賀 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

26 京　都 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

27 大　阪 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎×2 ◎×3 ◎×3 ◎×2

28 兵　庫 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

29 奈　良 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

30 和歌山 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

31 鳥　取
○

（単県事業
で実施）

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
○

（単県事業
で実施）

◎

32 島　根 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

33 岡　山 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

34 広　島 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

35 山　口 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

36 徳　島 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

37 香　川 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

38 愛　媛 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

39 高　知 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

40 福　岡 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎×2

41 佐　賀 ◎ ◎

42 長　崎 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

43 熊　本 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

44 大　分 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

45 宮　崎 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

46 鹿児島 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

47 沖　縄 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

40 44 44 3 35 36 36 33(33人) 35 14(15人) 10 5(11人) 27 3(10人) 5

49施設中 49施設中 49施設中 49施設中 49施設中
（注１）「◎」が国庫補助金交付(申請)県、「○」が単独事業実施県

合　計

ＤＶ関連事業の都道府県別実施状況

ＤＶ対策機能強化事業 婦人相談所・婦人相談所一時保護 婦人保護施設
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関連資料８



婦人相談所等における人身取引被害者への対応 

○ 相談や支援における適切な母語通訳の確保 
○ 母国の文化を尊重した日常生活場面での支援 
○ 医師の診察や医療費の補助等による健康支援 
○ 必要に応じて弁護士等による法的対応支援 
○ 心理療法担当職員によるカウンセリング等の心理的ケア 
※ 被害者の立場に立ち、適切に保護を行うには、警察、入国管理局、大使館 
 ＩＯＭ（国際移住機関）等の関係機関との緊密な連携が欠かせない。 

○ 保護した被害者はすべて女性で合計343人。うち337人は婦人相談所が担当。 
  その他の6人は児童相談所が担当（平成17年度5人・18年度1人）。 
○ フィリピン人・インドネシア人・タイ人の合計で全体の87％。 
○ 保護に至る相談経路の95％は警察もしくは入国管理局。 
○ 18歳未満は計16人。最年少は15歳。平均年齢24.8歳。 

１ 婦人相談所等における保護の状況 

２ 被害者に対する支援 

○年度別保護実績（合計343人） 
 平成13年度  1人（ﾀｲ1人） 平成14年度  2人（ﾀｲ2人） 
 平成15年度  6人（ﾀｲ3人・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ人3人） 
 平成16年度  24人（ﾀｲ15人・台湾4人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ3人・韓国1人・ｺﾛﾝﾋﾞｱ1人） 
 平成17年度 117人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ64人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ40人・台湾6人・ﾀｲ4人・中国2人・韓国1人） 
 平成18年度 36人（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ17人・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ12人・ﾀｲ4人・台湾2人・韓国1人） 
 平成19年度 36人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ19人・韓国5人・ﾀｲ5人・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ4人・台湾2人・ﾙｰﾏﾆｱ1人） 
 平成20年度 39人（ﾀｲ22人･ﾌｨﾘﾋﾟﾝ11人･台湾3人･中国2人･ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ1人） 
 平成21年度 14人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ7人・ﾀｲ人4人･中国2人・台湾1人 ） 
 平成22年度 33人（ﾌｨﾘﾋﾟﾝ25人･日本4人･ﾀｲ3人・韓国1人） 
 平成23年度 35人（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ13人・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ11人・ﾀｲ10人・中国1人）     
○都道府県別保護実績（合計343人）            
 愛知県 67人 長野県 39人 東京都  **33人 千葉県 30人 栃木県 27人                        
 岐阜県 22人 秋田県 18人 島根県 14人  岡山県 13人 山口県 10人             
 広島県 *9人 鳥取県  9人 群馬県  9人  神奈川県 8人 茨城県  8人  
 大阪府  7人 福岡県  7人 熊本県  6人  兵庫県  5人 徳島県  3人  
 鹿児島県 2人 福島県･埼玉県･新潟県･静岡県･三重県･大分県･沖縄県  各1人 
  *6人が島根県より移管のため合計には算入せず 
  **3人が群馬県より移管、1人が長野県からの保護依頼のため合計に算入せず 
○一時保護委託実績（343人のうち118人） 
  平成17年4月1日～平成24年3月31日までに118人の一時保護委託を実施 
  内訳 婦人保護施設 *47人・母子生活支援施設41人・民間シェルター30人  
     児童自立援助ホーム1人 
     *うち1人は2回目の委託のため合計には算入せず  
○平均保護日数 ３６．７日                                

厚生労働省雇用均等・児童家庭局（平成24年3月31日現在） 
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